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令和７事業年度業務実績評価書 
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様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

評価対象事業年

度 

年度評価 令和７年度（第５期） 

中期目標期間 令和５～令和９年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 厚生労働大臣 

 法人所管部局 職業安定局 担当課、責任者 雇用開発企画課長 澤口 浩司 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 参事官（政策立案・評価担当） 山田 勝土 

主務大臣  

 法人所管部局  担当課、責任者  

 評価点検部局  担当課、責任者  

 

 

３．評価の実施に関する事項 

 

令和８年８月３日に法人の理事長・監事及び外部有識者から意見聴取を実施した。 

 

 

 

 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

 

なし。 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

B：全体として中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

Ａ Ａ Ｂ   

評定に至った理由 項目別評定では、Ａ評定が６項目、Ｂ評定が 11項目である。 

全体の評定を引き下げる事象もなかったため、厚生労働省独立行政法人評価実施要領に基づき全体評定をＢとした。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価  定量指標により目標設定されるものについては、概ね目標を達成するとともに、以下の点は高く評価できる。 

① 70歳までの就業機会の確保は、難易度が高い取組である中、事業主に対する制度改善提案件数等について目標を上回る成果を得たことに加え、70歳雇用推進プランナー等

の質の向上に取り組んだこと。また、各産業に特有の性質がある中、高齢者雇用推進事業に取り組む産業団体会員企業に対するアンケート調査におけるガイドライン有用度の

評価も目標を上回ったこと。 

② 個々の障害特性に応じた丁寧なアセスメント及び多角的な検討の上作成された職業リハビリテーション計画に基づき、きめ細かな支援を実施したこと。また、具体的な取

組事項が明確になっていない事業主に対する提案型事業主支援を実施したほか、施策の動向に応じた事業主の支援ニーズや実態の変化を踏まえた、事業主支援計画に基づく体

系的な事業主支援を実施した事業所が過去最高となり、成果をあげたこと。 

③ 生産性向上人材育成支援センターについて、在職者訓練と生産性向上支援訓練の一体的な広報による様々な人材育成ニーズの掘り起こしを行ったこと。また、在職者訓練

において、組織のスケールメリットを生かした施設間連携によるオンライン訓練等の実施や、生産性向上支援訓練において、ｅラーニングによる受講が可能なサブスクリプシ

ョン型訓練を実施するなど、利用者の様々なニーズに応じた利便性の向上に取り組み、生産性向上等に取り組んだ事業所数の目標を大きく上回ったこと。 

④ 障害者職業能力開発業務において、特別支援障害者の重点的な受入れや障害特性に配慮した職業訓練に取り組み、高い実績を上げていること。また、定量的な指標が設定

されていなかったものについても、効果的・効率的な業務運営を図り、全体として順調な組織運営が行われていること。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題、改善事項 

① 70 歳までの就業機会の確保に向け、事業主への相談援助に広く対応できるよう、70 歳雇用推進プランナー等によるサービスの更なる質の向上に取り組む必要がある。ま

た、企業における 70 歳までの定年の引上げや継続雇用制度の導入等を更に推進するため、「70 歳雇用推進事例集」や、高齢者の人事・給与制度の工夫に取り組む企業の事例を

取りまとめた「高齢者の活躍に取り組む企業の事例集」等の周知を図るとともに、制度改善提案の対象企業は小規模企業など働きかけの困難な企業であるため、こうした事業

主へのアプローチについて組織的に検討しつつ、引き続き進めていく必要がある。 

② 個別性の高い精神障害者等への支援のほか、令和７年４月からの除外率の引下げや令和８年７月からの法定雇用率の引上げを踏まえ、具体的な取組事項が明確になってい

ない事業主に対しては、提案型事業主支援を実施し、引き続きより一層の専門的な支援の充実・強化を図る必要がある。 

③ 企業の人材ニーズや DX、GX への対応を踏まえた在職者訓練のカリキュラムの開発・見直しに取り組むとともに、在職者訓練等の受講歴がない企業の新規開拓に取り組む

こと等により、生産性向上人材育成支援センターにおいて実施する在職者訓練等の潜在需要の掘り起こしを図る必要がある。 

 

その他改善事項 なし。 
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主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

なし。 

 

 

４．その他事項 

監事等からの意見 なし。 

 

その他特記事項 なし。 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価（自己評価） 項目別 

調書№ 

備考 

 

 中期計画（中期目標） 年度評価（自己評価） 項目別

調書№ 

備考 

  令和

５年

度 

令和

６年

度 

令和

７年

度 

令和

８年

度 

令和

９年

度 

  令和

５年

度 

令和

６年

度 

令和

７年

度 

令和

８年

度 

令和

９年

度 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置  第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関
する事項 Ａ Ａ Ａ       

効率的な業務実施体制の確立、業務運営
の効率化に伴う経費削減、給与水準の適
正化、契約の適正化、インフラ長寿命化
の推進、事業の費用対効果、情報システ
ムの整備及び管理、人事に関する計画 

Ｂ Ｂ Ｂ   2-1 

 

 （１）高年齢者等の雇用の安定等を図
る事業主等に対する給付金の支給 

Ｂ Ｂ Ｂ   1-1-1    

（２）高年齢者等の雇用に関する相
談・援助、実践的手法の開発、啓発等 

Ａ○

重 

Ａ○

重 

Ａ○

重 
  1-1-2 

   

２ 障害者職業センターの設置運営業務
等に関する事項 Ａ Ａ Ａ       

  （１）地域障害者職業センター等にお
ける障害者及び事業主に対する専門
的支援 

Ａ○

重 

Ａ○

重 

Ａ○

重 
  1-2-1 

  
 

       

  （２）地域の関係機関に対する助言・
援助及び職業リハビリテーションの
専門的な人材の育成 

Ｂ○

重 

Ａ○

重 

Ｂ○

重 
  1-2-2  

 第３ 予算、収支計画及び資金計画 
第４ 短期借入金の限度額 
第５ 財産の処分等に関する計画 

第６ 剰余金の使途  （３）職業リハビリテーションに関す
る調査・研究及び新たな技法等の開発
の実施とその普及・活用の推進 

Ａ重 Ａ重 Ａ重   1-2-3 
  

３ 障害者雇用納付金関係業務に関する
事項 Ｂ Ｂ Ｂ       保有資産の見直し、予算、収支計画及び

資金計画、障害者雇用納付金に係る積立
金の管理・運用、短期借入金の限度額、財
産の処分等に関する計画、剰余金の使途 

Ｂ Ｂ Ｂ   3-1   （１）障害者雇用納付金の徴収並びに
障害者雇用調整金及び報奨金等の支
給 

Ｂ Ｂ Ｂ   1-3-1 
  

 

  （２）障害者雇用納付金制度に基づく
助成金の支給 

Ｂ Ｂ Ｂ   1-3-2            

  （３）障害者雇用に関する各種講習、
啓発及び障害者技能競技大会（アビリ
ンピック） 

Ｂ Ｂ Ｂ   1-3-3  
 第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 ４ 職業能力開発業務に関する事項 
Ａ Ａ Ａ      

関係機関との連携強化及び利用者ニーズ
の把握等を通じたサービスの向上、業務
運営におけるシナジーの一層の発揮に向
けた取組、内部統制の充実・強化、人材の
確保・育成、職員の適正な労働条件の確
保、既往の閣議決定等、施設・設備に関す
る計画、積立金の処分に関する事項 

Ｂ Ｂ Ｂ   4-1  

  （１）離職者を対象とする職業訓練の
実施 

Ａ○

重 

Ａ○

重 

Ａ○

重 
  1-4-1 

 

 （２）高度技能者の養成のための職業
訓練の実施 

Ａ○

重 

Ａ○

重 

Ａ○

重 
  1-4-2 

 

 （３）在職者を対象とする職業訓練及
び事業主等との連携・支援の実施 

Ａ○

重 

Ａ○

重 

Ａ○

重 
  1-4-3 

 

  （４）職業訓練指導員の養成、職業訓
練コースの開発、国際協力の推進等 

Ａ Ｂ Ｂ   1-4-4            

 ５ 障害者職業能力開発業務に関する事
項 

Ｂ○ 

重 

Ｂ○ 

重 

Ｂ○ 

重 
  1-5 

          

 ６ 求職者支援制度に係る職業訓練の認
定業務等に関する事項 Ｂ Ｂ Ｂ   1-6            
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※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各評語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、令和７年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事項 

業務に関連する
政策・施策 

Ⅴ－３－１ 高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図ること 
当該事業実施に係る根拠
（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構法第
１４条第１項第１号、第２
号及び第３号 

当該項目の重要
度、困難度 

－ 
関連する政策評価・行政事
業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

給付金の説明会への参加
事業所数（計画値） 

100,000事
業所以上 

－ 
20,000 事業

所以上 
20,000事業

所以上 
20,000事業

所以上 
  

  
予算額（千円） 7,248,721 6,861,143 6,465,349   

 
 

給付金の説明会への参加
事業所数（実績値） 

－ － 
26,968 事業

所 
28,326事業

所 
25,934事業

所 
  

  
決算額（千円） 4,942,313 5,494,943 5,530,574   

 
 

達成度 － － 134.8％ 141.6％ 129.7％   
  

経常費用（千円） 4,998,753 5,290,549 5,727,600   

 
 

給付金（創設２年目以降）
の申請１件当たりの平均
処理期間（事業主への照会
等に要した日数を除く）
（計画値） 

90日以内 － 90 日以内 90日以内 90日以内   

  

経常利益（千円） 173,024 68,179 81,205   

 
 

給付金（創設２年目以降）
の申請１件当たりの平均
処理期間（事業主への照会
等に要した日数を除く）
（実績値） 

－ 83.2日 82.2日 76.3日 81.6日   

  

行政コスト（千円） 4,998,753 5,290,549 5,727,600   

 
 

達成度 － － 109.5％ 118.0％ 110.3％   
  

従事人員数（人） 113 114 113   

事業主に対する 70 歳まで
の定年引上げ・継続雇用延
長等に係る制度改善提案
件数（計画値）                                

31,000件以
上 

－ 
6,200件以

上 
6,200件以

上 
6,200件以

上 
  

  

     

 事業主に対する 70 歳まで
の定年引上げ・継続雇用延
長等に係る制度改善提案
件数（実績値）                                      

－ 8,775件 8,201件 7,714件* 7,070件   

  

      

 
 

達成度 － － 132.3％ 124.4％* 114.0％   
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
制度改善提案を受けて見
直しを進めた事業主の割
合（計画値） 

60％以上 － 60％以上 60％以上 60％以上   
  

      

 
制度改善提案を受けて見
直しを進めた事業主の割
合（実績値） 

－ 65.8％ 68.9％ 67.8％ 71.4％   
  

      

 達成度 － － 114.8％ 113.0％ 119.0％           

 
 

産業別高齢者雇用推進事
業に取り組む産業団体会
員企業に対するアンケー
ト調査におけるガイドラ
イン有用度の評価（計画
値） 

85％以上 － 85％以上 85％以上 85％以上   

  

      

 
 

産業別高齢者雇用推進事
業に取り組む産業団体会
員企業に対するアンケー
ト調査におけるガイドラ
イン有用度の評価（実績
値） 

－ － 86.9％ 89.5％ 88.2％   

   

     

 
 

達成度 － － 102.2％ 105.3％ 103.8％   
  

      

                                                   *令和８年度に修正   注）高齢・障害者雇用支援勘定（高齢者雇用支援事業経理）における数値を記載。 
 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 A 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
１ 高年齢者等に係る雇用
関係業務に関する事項 

（以下略） 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

１ 高年齢者等に係る雇用
関係業務に関する事項 

（以下略） 
 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関す
る事項 

（以下略） 
 
 
 
 
 
 
 

【指標】 
－ 
 
＜評価の視点＞ 
－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
（１）高年齢者等の雇用の安定等を図る事業主等に対する給付金の

支給 
（２）高年齢者等の雇用に関する相談・援助、実践的手法の開発、

啓発等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
・厚生労働省独立
行政法人等の目
標策定及び評価
実施要領に基づ
き、項目別の加
重平均を算出 

1-1-1 ３点（Ｂ） 
1-1-2 ４点（Ａ）
×２（重要度高） 

 
加重平均は 
合計 11 点÷３項
目（項目数２＋重

＜評定に至った理
由＞ 
・厚生労働省独立
行政法人等の目標
策定及び評価実施
要領に基づき、項
目別の加重平均を
算出 
1-1-1 ３点（Ｂ） 
1-1-2 ４点（Ａ）
×２（重要度高） 
 
加重平均は 
合計 11 点÷３項
目（項目数２＋重
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要度高１項目） 
＝3.7点 
であり、Ａ評価と
する。 
 
 

要度高１項目） 
＝3.7点 
であり、Ａ評価と
する。 
  

 

４．その他参考情報 

なし。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－１－１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事項－高年齢者等の雇用の安定等を図る事業主等に対する給付金の支給 

業務に関連する
政策・施策 

Ⅴ－３－１ 高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図ること 
当該事業実施に係る根拠 
（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構法第１
４条第１項第１号 

当該項目の重要
度、困難度 

－ 
関連する政策評価・行政事
業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

給付金の説明会への参加
事業所数（計画値） 

100,000事
業所以上 

－ 
20,000 事業

所以上 
20,000事業

所以上 
20,000事業

所以上 
  

  
予算額（千円） 7,248,721 6,861,143 6,465,349   

 
 

給付金の説明会への参加
事業所数（実績値） 

－ － 
26,968 事業

所 
28,326事業

所 
25,934事業

所 
  

  
決算額（千円） 4,942,313 5,494,943 5,530,574   

 
 達成度 － － 134.8％ 141.6％ 129.7％   

  
経常費用（千円） 4,998,753 5,290,549 5,727,600   

 
 

給付金（創設２年目以降）
の申請１件当たりの平均
処理期間（事業主への照会
等に要した日数を除く）
（計画値） 

90日以内 － 90日以内 90日以内 90日以内   

  

経常利益（千円） 173,024 68,179 81,205   

 
 

給付金（創設２年目以降）
の申請１件当たりの平均
処理期間（事業主への照会
等に要した日数を除く）
（実績値） 

－ 83.2日 82.2日 76.3日 81.6日   

  

行政コスト（千円） 4,998,753 5,290,549 5,727,600   

 
 達成度 － － 109.5％ 118.0％ 110.3％   

  
従事人員数（人） 113 114 113   

注）高齢・障害者雇用支援勘定（高齢者雇用支援事業経理）における数値を記載。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
「給付金の説明会
への参加事業所

＜評定に至った理
由＞ 
自己評価書の

「Ｂ」との評価結
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１ 高年齢者等に係る雇用
関係業務に関する事項 

（１）高年齢者等の雇用の安
定等を図る事業主等に
対する給付金の支給 
高年齢者等の雇用の

安定等を図る観点から、
70 歳までの就業機会の
確保についての事業主
等の自発的な動きが広
がるよう、給付金による
支援を実施すること。 

① 給付金の効果的活用の
促進に向けた周知・広報 
給付金の効果的活用を

図るため、給付金制度及び
申請手続の説明会を実施
し、併せてホームページに
よる説明や説明動画を配
信するなど、事業主等に対
する積極的な周知・広報を
図ること。 

措置 
１ 高年齢者等に係る雇用
関係業務に関する事項 

（１）高年齢者等の雇用の安
定等を図る事業主等に
対する給付金の支給 

70 歳までの就業機会
の確保についての事業
主等の自発的な動きを
広げるため、給付金によ
る支援を適正かつ効率
的に実施する。 

 
① 給付金の効果的活用の
促進に向けた周知・広報 
給付金制度及び申請手

続の説明会を実施し、併せ
てホームページによる説
明や説明動画を配信する
など、事業主等に対する積
極的な周知・広報を行う。 
 

 
１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関す
る事項 

（１）高年齢者等の雇用の安定等を図る事
業主等に対する給付金の支給 

 
70歳までの就業機会の確保について

の事業主等の自発的な動きを広げるた
め、給付金による支援を適正かつ効率
的に実施する。 

 
 
 
① 給付金の効果的活用の促進に向けた周
知・広報 
職業安定機関、関係機関・団体等との連

携の下、次の取組を行うことにより、様々
な機会を通じて事業主等に積極的な周
知・広報を行う。 
 
 

ア 給付金の制度内容や申請手続を分か
りやすく紹介する事業主説明会の開催
を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 事業主等が給付金の制度内容を容易
に理解できるよう活用事例を盛り込ん
だ分かりやすいリーフレットや支給申
請の手引等を作成し、事業主等に配布
するとともに、ホームページに掲載す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 給付金制度をより多くの事業主等に
周知するため、説明動画の配信等オン
ラインを活用した取組を行うととも
に、新聞広告、事業主団体の広報誌等を
活用して広く周知を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・様々な機会を
通じて事業主
等に積極的な
周知・広報を
行ったか。 

 
 
【指標】 
・事業主等に対
する給付金の
説明会に参加
する事業所数
を 20,000 事
業所以上とす
る。 

 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・給付金の活用
の促進に効果
的な事例の収
集・普及に努
めたか。 

 
１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事項 
 
（１）高年齢者等の雇用の安定等を図る事業主等に対する給付金の

支給 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 給付金の効果的活用の促進に向けた周知・広報 
 

職業安定機関、関係機関・団体等と密接に連携し、様々な機会
を捉えて積極的な周知・広報を行った。 

・職業安定機関との情報交換 360回（前年度実績 347回） 
・訪問による事業主団体等への周知・広報 813回（前年度実績 837
回） 

 
ア 事業主説明会の開催 

事業主等に対して、給付金の制度内容や申請手続を分かりやす
く紹介するため、事業主説明会を開催した。開催に当たっては、
機構本部において給付金のコースごとに説明用パワーポイント
資料を作成し、都道府県支部に配付するとともに、事業主説明会
で活用した。 
また、給付金の活用事例集を新たに作成して説明資料に加える

など給付金説明会の質の向上に取り組んだほか、多くの参加者が
見込める職業安定機関等が開催する各種説明会等との共同開催
を行った。 

・事業主説明会の開催 912回（前年度実績 1,028回） 
・参加事業所数 25,934事業所（前年度実績 28,326事業所） 
 
イ リーフレットや支給申請の手引き等の作成・配布 
・事業主等が給付金の制度内容を容易に理解できるよう、分かりや
すい給付金のリーフレット、パンフレット、活用事例集、支給申
請の手引き及び申請書の記入例等を作成し、事業主等に配布する
とともに、併せてホームページにも掲載した。 

・支給額、申請手続の流れ等について多色刷りや図表を用いるなど
見やすさを工夫したパンフレットを作成し、事業主等に配布し
た。 

・申請までの流れ図や提出書類の説明、給付金の支給対象又は支給
対象外となる事例のほか、申請時の記入誤りや事業主等からの質
問が多い点の解説を記載した「支給申請の手引き」を給付金のコ
ースごとに作成し、事業主等に配布した。 

・高齢者給付金・障害者助成金合同のチラシを作成し、都道府県支
部の窓口において事業主等に配布した。 

 
ウ オンライン、新聞広告及び事業主団体の広報誌等を活用した周
知 
給付金制度をより多くの事業主等に周知するため、説明動画を

作成し、ホームページ及び YouTubeで配信した。 
また、日本経団連タイムスや会議所ニュース、月刊商工会等の

数」の達成度が
129.7％、「給付金
（創設２年目以
降）の申請１件当
たりの平均処理期
間（事業主への照
会等に要した日数
を除く）」の達成度
が 110.3％であ
り、所期の目標を
達成又は上回る成
果が得られてい
る。評定の根拠と
して、 
①給付金の説明会
への参加事業所
数の確保に係る
取組について 

【質的な取組】 
・事業主等が給付
金の概要を的確
にとらえられる
よう新たに作成
した活用事例集
を説明資料に加
えるなど、給付
金説明会の質の
向上に取り組ん
だほか、多くの
参加者が見込め
る職業安定機関
等が開催する各
種説明会等と共
同開催するな
ど、より効果的・
効率的な給付金
説明会の開催に
向けて取り組ん
だこと。 

【困難な状況への
対応】 
・意欲ある高年齢   
者が年齢に関わ
りなく個々の希
望に応じて多様
な働き方を選択
できる環境の整
備のためには、
人事制度や賃金
制度の改正等の
事業主による重
大・慎重な経営
判断が必要とな
るが、70歳まで

果が妥当であると
確認できた。 
 
＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方策＞ 
 高年齢者等の雇
用の安定等を図る
事業主に対する支
援のため、職業安
定機関等との連携
の更なる強化を図
るとともに、70歳
雇用推進プランナ
ー等への研修にお
いて、給付金制度
の概要説明を行う
ことで制度への理
解を促進し、事業
主等への効果的な
周知・広報に努め
る必要がある。ま
た、特に、給付金
を活用して定年の
廃止、定年の引上
げ又は高齢者の処
遇改善等を図った
企業等の事例を好
事例としてまとめ
るとともに、都道
府県支部やプラン
ナー等に展開する
ことにより、都道
府県支部等の給付
金に対する理解度
向上を図ること
で、周知に関する
基盤を強化する必
要がある。 
事業主等からの

問合せ内容を集
約・分析し、「支給
申請の手引き」へ
反映することと併
せて、給付金制度
を容易に理解する
ことができるよ
う、給付金の概要
や前年度からの変
更点を分かりやす
く示したリーフレ
ット等を作成して
ホームページへ掲
載、事業主等への
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エ 70歳雇用推進プランナー及び高年齢
者雇用アドバイザー（以下「70歳雇用
推進プランナー等」という。）が相談・
援助の実施において事業所訪問を行う
際に、給付金の周知を行う。 

雑誌、事業主団体の広報誌等を活用した周知を図った。 
・説明動画再生回数 5,049回（前年度実績 6,556回） 
・広報誌等への掲載 174回（前年度実績 225回） 
 
エ 70 歳雇用推進プランナー及び高年齢者雇用アドバイザーを活
用した給付金の周知 
給付金の効果的な周知・広報のため、70歳雇用推進プランナー

及び高年齢者雇用アドバイザー（以下「70歳雇用推進プランナー
等」という。）が、相談・援助の実施において事業所訪問を行う際
に給付金の周知を行った。 

・70歳雇用推進プランナー等による周知・広報 15,160回（前年度
実績 16,747回） 

 

の就業機会の確
保に向け、事業
主等の自発的な
動きが広がるよ
う、給付金説明
会の開催に当た
っては、職業安
定機関等が開催
する各種説明会
等と共同開催す
るなど、より多
くの事業主等の
参加を通じた給
付金による支援
の活用促進に積
極的に取り組ん
だこと。 

②給付金（創設２
年目以降）の申
請１件当たりの
平均処理期間
（事業主への照
会等に要した日
数を除く）の向
上に係る取組に
ついて 

【質的な取組】 
・申請状況等に係   
る進捗状況を日
常的に管理し、
遅延が生じた場
合は、速やかに
審査体制及び審
査業務の見直し
等に取り組んだ
こと。 

・支給申請の手引
きには、記入誤
りや事業主等か
らの質問が多い
点に係る解説を
掲載するなど、
分かりやすい手
引きや記入例を
作成すること
で、スムーズに
申請できるよう
工夫したほか、
審査・点検マニ
ュアルの作成や
給付金業務担当
者全国会議等を
通じて、都道府
県支部担当者の

配布等を行うこと
で、より効果的な
広報となるよう、
引き続き改良・充
実に努める必要が
ある。 
また、「審査・点

検マニュアル」等
の見直しや給付金
業務担当者全国会
議により、担当職
員の審査能力の更
なる向上に資する
取組を行うこと
で、引き続き斉一
的かつ適正で効率
的な審査業務の確
保に努める必要が
ある。 
加えて、令和７年
度から給付金のオ
ンライン申請が開
始したことや、令
和８年度は給付金
制度の大幅な拡充
を行ったことも踏
まえ、事業主から
の意見等も参考に
しながら、事務手
続の見直しによ
り、適正で効率的
な審査業務の確保
に努めるととも
に、円滑な審査業
務と全国統一的な
窓口サービスの質
の更なる向上を図
るほか、拡充内容
についての適切な
周知・広報に取り
組む必要がある。 
 
＜その他＞ 
なし。 

 ② 効率的な給付金支給業
務の運営 
高年齢者等の雇用に関

する事業主等への給付金
支給業務については、法令
の趣旨・目的に従い適正に
実施するとともに、オンラ
インによる助成金の申請
など、事務手続の合理化等
を通じて効率的な運営を

② 効率的な給付金支給業
務の運営 
適正支給に配慮しつつ、

申請様式及び添付書類の
見直し、進捗状況の適正な
管理による事務処理の効
率化を図る。 
 
 
 

②  効率的な給付金支給業務の運営 
 
給付金の支給業務については、制度の

趣旨・目的に則して、申請された助成対象
措置を適正かつ効率的に審査する。 
また、次の取組を行うことにより、適正

な給付金の支給とともに、申請１件当た
りの平均処理期間の短縮に努める。 
 

ア 給付金の申請状況や支給処理に係る

＜評価の視点＞ 
・申請された助
成対象措置を
適正かつ効率
的に審査し、
申請１件当た
りの平均処理
期間の短縮に
努めたか。 

 

② 効率的な給付金支給業務の運営 
 

申請された助成対象措置を適正かつ効率的に審査しつつ、申請
１件当たりの平均処理期間の短縮に努めた。 

・給付金の申請１件当たりの平均処理期間  
81.6日（前年度実績 76.3日） 

 
 
 
ア 事務処理の迅速化 
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図り、事業主等にとって利
便性の高いものとしてい
くこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、オンライン申請の

機能を搭載した助成金シ
ステムを構築し、申請に係
る事業主等の負担の軽減
及び利便性の向上を図る
とともに、より効率的かつ
適正な支給事務を実施す
る。 

進捗状況を日常的に管理し、遅延が生
じる場合は原因を分析し速やかに対策
を講じるなど審査業務の事務処理の迅
速化に取り組む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
イ 申請に係る事業主等の負担の軽減及
び利便性の向上等を図るため、オンラ
イン申請の機能を搭載した助成金シス
テムを活用する。 

  また、引き続きオンライン申請につ
いて事業主等に周知を図る。 

 
 
 
 
 
ウ 事業主等の利便性の向上を図る観点
から、支給申請の手引、申請様式及び添
付書類の見直し等を行うとともに、申
請書記入方法の説明動画を配信する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
エ 給付金業務担当者会議の開催等にお
いて、事業主等からの相談・問合せ内容
を踏まえた相談対応、提出書類の点検・

【指標】 
・創設２年目以
降の給付金に
ついて、支給
申請受理後の
事業主への照
会等に要した
日数を除き、
申請１件当た
りの平均処理
期間を 90 日
以内にする。
（ただし、年
度途中に当初
予算額を超え
る申請があっ
た場合には、
当該月の翌月
以降に行われ
る支給申請は
全ての平均処
理期間算出の
対 象 か ら 除
く。） 

 
＜評価の視点＞ 
・申請に係る事
業主等の負担
軽減及び利便
性の向上等を
図るため、オ
ンライン申請
について利用
促進に努めた
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・窓口サービス
の質の向上を

・機構本部では、支給処理が滞留しないよう、給付金ごとの申請状
況や支給処理に係る進捗状況を日常的に管理し、遅延が生じた場
合は審査過程ごとにその原因を分析し、速やかに審査体制及び審
査業務の見直し等を行って遅延防止に努めた。また、令和６年度
における申請書受付件数の増加を受け、令和７年度に審査を持ち
越した申請が多かったが、早期支給に向け、併せて審査体制及び
審査業務の見直し等を実施し、効率的な支給事務に取り組んだ。 

・計画認定を必要とするコースについては、事業主が助成対象事業
の開始を計画した日までに認定・不認定を決定する必要があるこ
とを考慮して、審査終了予定日を設定するなど、進捗管理の徹底
を図った。 

・全国施設長会議及び給付金業務担当者全国会議において、適正か
つ効率的な点検・確認等について説明・指示を行い、支給事務の
更なる効率化を図った。 

・給付金業務担当者全国会議において、給付金制度の改正点、給付
金の適正な支給のための点検上の留意事項について説明を行い、
点検業務の統一化を図った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
イ オンライン申請の機能を搭載した助成金システムの活用等 
・令和７年４月１日から、給付金申請に係る事業主等の負担の軽減
及び利便性の向上を図るため、オンライン申請システムの運用を
開始した。 

・オンライン申請に係る周知のため、機構本部においてリーフレッ
ト、e-Gov 電子申請マニュアル及びオンライン申請説明動画を作
成しホームページで公開したほか、都道府県支部窓口等において
周知・広報を実施した。 

 
 
 
ウ 手引き等の見直し及び申請書記入方法の説明動画の配信 
・事業主等が給付金の制度内容を容易に理解できるよう記載内容を
検討し必要な修正を加えた分かりやすい給付金のリーフレット、
パンフレット、活用事例集、支給申請の手引き及び申請書の記入
例等を作成し、事業主等に配布するとともに、併せてホームペー
ジにも掲載した。 

・支給額、申請手続の流れ等について多色刷りや図表を用いるなど
見やすさを工夫したパンフレットを作成し、事業主等に配布し
た。 

・申請時に誤りが多い箇所等の説明を含むオンライン申請における
申請書の記入方法説明動画を作成し、ホームページ及び YouTube
で配信した。 

・e-Govオンライン申請説明動画再生回数 
  782回（令和７年８月～令和８年３月） 
 

エ 窓口サービスの質の向上 
・都道府県支部に対して、支給事務に関する留意点等を通知し、受
理・点検業務の円滑化を図った。 

サービスの質や
処理能力の向上
に取り組んだこ
と。 

【困難な状況への
対応】 
・令和６年度にお 
ける申請書受付
件数の増加を受
け、令和７年度
に審査を持ち越
した申請が多か
ったが、早期支
給に向け、適正
支給とのバラン
スを考慮しつ
つ、審査体制及
び審査業務の見
直し等を実施
し、効率的な支
給事務に取り組
んだこと。 

以上を踏まえ、評
定をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・助成金制度の改 
正等の情報につ
いて積極的に周
知・広報すると
ともに、オンラ
イン申請の利用
を促進する取組
等を実施するこ
とで、事業主サ
ービスの向上を
図っていくこと
が必要である。 
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確認方法等の説明を窓口担当者に行う
ことにより、窓口サービスの質の向上
を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 オ 給付金を支給した事業主に対して実
施するアンケート調査結果を分析し、
今後の制度改善や事務手続等に活用す
る。 

 
 
 カ 給付金の制度設計段階から、厚生労

働省と情報共有や意見調整を行うなど
十分に連携・協力し、支給業務の安定的
な運営を図る。 

 
 

図ったか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・事業主に対し
て実施するア
ンケート調査
結 果 を 分 析
し、制度や事
務手続等の改
善に活用した
か。 

 

・「審査・点検マニュアル」に令和７年度の制度改正内容を踏まえ
た点検内容を盛り込み、疑義解釈や審査に資する参考資料を追加
する等、内容を充実させることやコース間の構成や平仄を合わせ
ることにより、審査・点検業務の効率化及び統一化を徹底した。 

・新任給付金業務担当者研修において、給付金業務の遂行に必要と
なる基礎的な知識を付与した。 

・給付金業務担当者研修会を実施し、円滑な審査業務と全国統一的
な窓口サービスの質の向上を図った。併せて、次年度の給付金業
務担当者研修をより効果的に開催するため、研修受講者にアンケ
ートを実施し、研修ニーズ等を把握した。 

・給付金業務担当者全国会議等において、事業主アンケートの結果
を踏まえ、適切な対応等を指示することにより、都道府県支部担
当者の対応スキルの一層の向上を図った。 

 
オ アンケート調査結果の分析及び制度改善等 

給付金を支給した事業主に対してアンケート調査を実施し、そ
の結果を分析の上、制度改善や事務手続等に活用した。 

・「給付金があることで定年引上げ・雇用管理制度の導入等の取組
の後押しとなった」との回答 96.5％（前年度実績 94.2％） 

 
カ 支給業務の安定的な運営 
・制度改正の際には、適正支給と事業主の利便性の向上のバランス
を勘案し、厚生労働省と意見調整を行い、支給業務の安定的な運
営を図った。 

 

 ③ 適正な支給業務の実施 
高年齢者等の雇用に関

する事業主等への給付金
支給業務については、職業
安定機関との連携及び適
切な情報共有等により、適
正な実施を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
また、適正な審査、調査

の実施により、不正受給を
防止するとともに、不正受
給が発生した場合は、的確
に対応すること。 

③ 適正な支給業務の実施 
職業安定機関との連携

及び適切な情報共有等に
より、適正な支給業務の実
施を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
適正な審査と支給申請

事業所に対する計画的な
調査を行い、疑義のあるも
のについては追加資料の
提出、現地調査での確認等
を行うことにより、不正受
給防止対策を講ずる。 
 
 
不正受給が発生した場

合は、再発防止の観点から

③  適正な支給業務の実施 
ア 職業安定機関と支給業務の問題点や
不正受給事案について情報交換を行
い、また、不正受給通報メールアドレス
により、不正受給の疑いがある事業主
等の情報を広範に収集するなど、適正
な支給業務の実施を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 一定の条件に該当する申請事業所に
対して、申請内容と事業所の整備状況
等に疑義がないか現地調査を実施す
る。疑義のあるものについては追加資
料の提出、現地調査での再確認等を行
うことにより、不正受給防止対策を講
ずる。 

 
 
ウ 不正受給が発生した場合は、再発防
止の観点からその原因を究明し、職業

＜評価の視点＞ 
・職業安定機関
との情報交換
や申請事業所
に対する現地
調 査 等 に よ
り、不正受給
防止対策を講
じたか。 

③ 適正な支給業務の実施 
ア 職業安定機関との情報交換 
・機構本部と厚生労働省との間で不正受給事案について情報交換の
機会を設け、問題点を共有したほか、厚生労働省から情報提供さ
れる不正受給事業主等に係る一覧表について、都道府県支部と情
報共有を行った。また、同じく厚生労働省から情報提供される不
正受給に関与した社会保険労務士等に係る一覧表については、掲
載された社会保険労務士が関与した事業主への機構給付金の支
給実績がないか確認を行い、該当がある場合は、厚生労働省及び
該当都道府県労働局と情報共有を行った。 

・都道府県支部と職業安定機関の間においても、不正受給事案等に
関する情報交換を行った。 

・不正受給通報メールアドレスを引き続き運用し、不正受給に関す
る情報収集を行った。 
受信件数 15件（前年度実績 16件） 
うち不正受給の判明につながる情報 ０件（前年度実績 ０件） 
 

イ 現況調査の実施 
・不正受給の未然防止を図るため、疑義のある支給申請事業所や、
無作為抽出による対象申請事業所に対して現況調査を実施した。
これらの調査は複数人で実施することにより、不正受給防止を徹
底した。 

・現況調査においては、事業所における事業実態及び対象労働者の
就労実態の確認を行い、不正受給及び不適正支給を防止した。 
調査回数 435回（前年度実績 605回） 
 

ウ 不正受給防止対策 
・事業主の不正を抑止するため、不正を行った事業主に対しては、
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その原因を究明し、職業安
定機関に対して適切な情
報提供等を行うとともに、
必要な対策を講ずる。 

安定機関に対して不正受給の内容や事
業主への対応経過等の適切な情報提供
等を行い、協力して必要な不正受給防
止対策を講ずる。 

刑事告訴を行うこと、事業主名等を公表することをホームページ
及び「支給申請の手引き」にも記載し、注意喚起を行った。 

・「審査・点検チェックリスト」及び「審査・点検マニュアル」を活
用し、都道府県支部での受理・点検時におけるチェックを的確に
行い、不正受給防止を図った。 

・不正受給防止対策を講ずるため、機構本部内の関係部署間におい
て、不正受給についての情報交換を行った。 

・不正受給が判明した件数：０件（前年度実績 １件） 
 

 

＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・給付金業務担当者研修会において全国の都道府県支部における説
明会の共催状況についての情報等、職業安定機関等との連携に関
する取組を共有し、連携強化を図った。 

・給付金の効果的な周知・広報のため、70歳雇用推進プランナー等
が相談・援助の実施において事業所訪問を行う際に給付金制度の
説明を行った。また、70歳雇用推進プランナー等に対する研修に
おいて、給付金の概要を説明したほか、活用事例集を作成・展開
することにより、都道府県支部や 70 歳雇用推進プランナー等の
理解度向上を図った。 

・事業主等からの相談や問合せが多い事項を集約・分析の上、事例
等を「支給申請の手引き」に掲載するとともに、給付金の概要や
前年度からの変更点を簡単に示した広報資料を作成してホーム
ページへの掲載、事業主等への配布等により効果的な広報を行う
ことで、制度理解の促進に努めた。また、相談や問合せ内容を踏
まえた応答集を作成するとともに審査・点検で誤りが多い項目の
整理及び審査・点検マニュアル等を見直した上で、給付金業務担
当者全国会議においてそれらの資料を活用し、担当者の審査・点
検能力の向上を図るなどを通じ、全国斉一的かつ適正で効率的な
業務の確保に努めた。 

・令和７年度からの給付金のオンライン申請の開始に伴い、事業主
から寄せられた意見等も参考にしながらマニュアルの改訂や事
務手続の見直しを行い、円滑な審査業務と全国統一的な窓口サー
ビスの質の更なる向上を図った。 

 
 

 

４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・給付金説明会への参加に係る量的成果（３年連続 25,000件超）に加えて、給付金説明会の質の向上に取り組んでいること、制度利用者アンケートで、「定年引上げ等の取組の後押となった」回答が昨年比＋2.3％増加したことは評価で

きる。 

・制度改正の有無に関わらず、周知の努力や魅力ある情報発信の継続に一層期待したい。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 

 

高年齢者等の雇用の安定等を図る事業主等に対する給付金の支給実績 

給付金の種類 支給件数（件） 支給金額（千円） 

65歳超雇用推進助成金（合計） 3,110 1,613,510 

 65歳超継続雇用促進コース 1,385 547,400 

高年齢者評価制度等雇用管理改善コース 132 39,600 
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高年齢者無期雇用転換コース 1,593 1,026,510 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－１－２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事項－高年齢者等の雇用に関する相談・援助、実践的手法の開発、啓発等 

業務に関連する
政策・施策 

Ⅴ－３－１ 高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図ること 
当該事業実施に係る根拠 
（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構法第１
４条第１項第２号及び第３
号 

当該項目の重要
度、困難度 

【重要度：高】 
改正法において、高年齢者就業確保措置が努力義務として創設されたことに伴い、70 歳までの就業機会の確保を行う企業への支援を実現し、企

業が早期に取り組むための環境整備を行っていくことが求められている。また、成長戦略実行計画（令和３年６月 18 日閣議決定）に係るフォロー
アップ工程表において、高年齢者の就業率の達成目標（2025年：65～69歳の就業率 51.6％）が示されており、70歳までの就業機会を確保していく
ためには、より多様な高年齢者の特性に応じた活動の機会を提供できるよう、企業の取組の選択肢を広げる必要があり、本業務はその目的に寄与す
る極めて重要な業務であるため。 

【困難度：高】 
改正法において、高年齢者就業確保措置が努力義務として創設されたが、事業主にとって 70 歳までの高年齢者就業確保措置は重大・慎重な経営

判断を要する人事制度の改正を伴うものであるとともに、個々の高年齢者の多様性への配慮や負担のかからない職場環境作りも求められ        
るなど、取組を進めていくに当たっての難易度が特に高いことに加えて、第５期中期目標期間の対象企業は、第４期中期目標期間では制度         
改善提案の対象外であった小規模企業や制度改善提案まで到らなかった企業など働きかけの困難な企業が主となるため。 

関連する政策評価・行政事
業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

事業主に対する 70 歳まで
の定年引上げ・継続雇用延
長等に係る制度改善提案
件数（計画値）                                

31,000件以
上 

－ 
6,200件以

上 
6,200件以

上 
6,200件以

上 
  

  

予算額（千円） 7,248,721 6,861,143 6,465,349   

 
 

事業主に対する 70 歳まで
の定年引上げ・継続雇用延
長等に係る制度改善提案
件数（実績値）                                      

－ 8,775件 8,201件 7,714件* 7,070件   

  

決算額（千円） 4,942,313 5,494,943 5,530,574   

 
 

達成度 － － 132.3％ 124.4％* 114.0％   
  

経常費用（千円） 4,998,753 5,290,549 5,727,600   

 
 

制度改善提案を受けて見
直しを進めた事業主の割
合（計画値） 

60％以上 － 60％以上 60％以上 60％以上   
  

経常利益（千円） 173,024 68,179 81,205   

 
 

制度改善提案を受けて見
直しを進めた事業主の割
合（実績値） 

－ 65.8％ 68.9％ 67.8％ 71.4％   
  

行政コスト（千円） 4,998,753 5,290,549 5,727,600   

 
達成度 － － 114.8％ 113.0％ 119.0％   

  
従事人員数（人） 113 114 113   

                                                *令和８年度に修正  注）高齢・障害者雇用支援勘定（高齢者雇用支援事業経理）における数値を記載。 
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

産業別高齢者雇用推進事
業に取り組む産業団体会
員企業に対するアンケー
ト調査におけるガイドラ
イン有用度の評価（計画
値） 

85％以上 － 85％以上 85％以上 85％以上   

  

      

 
 

産業別高齢者雇用推進事
業に取り組む産業団体会
員企業に対するアンケー
ト調査におけるガイドラ
イン有用度の評価（実績
値） 

－ － 86.9％ 89.5％ 88.2％   

  

    

 

 

 
 

達成度 － － 102.2％ 105.3％ 103.8％   
  

      

                                                                                                    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 A 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
１ 高年齢者等に係る雇用
関係業務に関する事項 

（２）高年齢者等の雇用に関
する相談・援助、実践的
手法の開発、啓発等 
改正法により、高年齢

者就業確保措置が努力
義務として創設された
ことに伴い、高年齢者が
個々の希望に応じて多
様な働き方を選択でき
る環境の整備等に係る
事業主等に対する専門
的・技術的な支援の重要
性がより一層増してい
ることから、事業主等に
対して必要な支援を効
果的に実施し、併せて社
会全体での気運の醸成
を図るための啓発・広報

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

１ 高年齢者等に係る雇用
関係業務に関する事項 

（２）高年齢者等の雇用に関
する相談・援助、実践的
手法の開発、啓発等 
高年齢者等が個々の

希望に応じて多様な働
き方を選択できる環境
の整備等に係る事業主
等に対する専門的・技術
的な支援を効果的に実
施し、併せて生涯現役社
会の実現に向け、高年齢
者等の雇用の促進に関
する社会全体での気運
の醸成を図るための啓
発・広報活動を実施す
る。 
 
 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関す
る事項 

（２）高年齢者等の雇用に関する相談・援
助、実践的手法の開発、啓発等 

 
高年齢者等が個々の希望に応じて多

様な働き方を選択できる環境の整備等
に係る事業主等に対する専門的・技術
的な支援を効果的に実施し、併せて生
涯現役社会の実現に向け、高年齢者等
の雇用の促進に関する社会全体での気
運の醸成を図るための啓発・広報活動
を実施する。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事項 
 
（２）高年齢者等の雇用に関する相談・援助、実践的手法の開発、

啓発等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
「事業主に対する
70 歳までの定年
引上げ・継続雇用
延長等に係る制度
改善提案件数」の
達成度が 1 1 4 .
0％、「制度改善提
案を受けて見直し
を進めた事業主の
割合」の達成度が
119.0％、「産業別
高齢者雇用推進事
業に取り組む産業
団体会員企業に対
するアンケート調
査におけるガイド
ライン有用度の評
価」の達成度が 10
3.8％であり、いず
れも所期の目標を
達成している。評
定の根拠として、 
①事業主に対する

＜評定に至った理
由＞ 

70 歳までの就
業機会の確保は、
事業主にとって重
大・慎重な経営判
断を要する人事制
度の改正を行う必
要があるなど、難
易度が特に高い取
組である。そのよ
うな中、事業主に
対する 70 歳まで
の定年引上げ・継
続雇用延長等に係
る制度改善提案件
数が 7,070 件（目
標 6,200 件以上、
達成度 114.0%）と
目標を上回る成果
を得られたこと、
70 歳雇用推進プ
ランナー等による
サービスの質の向
上を図り、適切か
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活動を実施すること。 
① 事業主等に対する効果
的な相談・援助等の実施 
ア 70 歳雇用推進プラン
ナー及び高年齢者雇用
アドバイザーによる高
年齢者等の雇用に関す
る専門的・技術的な相
談・援助の実施 
70 歳雇用推進プラン

ナー及び高年齢者雇用
アドバイザー（以下「70
歳雇用推進プランナー
等」という。）による事業
主等に対する高年齢者
等の雇用の技術的問題
全般に関する相談・援助
に加え、機構で蓄積して
いる専門的知見を基に、
事業主等に対して 70 歳
までの就業機会の確保
に係る具体的な制度改
善提案を行うこと。ま
た、制度改善提案を行う
に当たっては、70歳雇用
推進マニュアル等の機
構が開発したツールの
ほか、関係機関と連携
し、高年齢者の多様な就
業機会の確保や負担の
かからない作業環境へ
の改善に取り組む企業
への支援を行う等、効果
的・効率的に取り組むこ
と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
① 事業主等に対する効果
的な相談・援助等の実施 
ア 70 歳雇用推進プラン
ナー及び高年齢者雇用
アドバイザーによる高
年齢者等の雇用に関す
る専門的・技術的な相
談・援助の実施 
70 歳雇用推進プラン

ナー及び高年齢者雇用
アドバイザー（以下「70
歳雇用推進プランナー
等」という。）による事業
主等に対する高年齢者
等の雇用の技術的問題
全般に関する相談・援助
に加え、機構で蓄積して
いる専門的知見を基に、
事業主等に対して 70 歳
までの就業機会の確保
に係る具体的な制度改
善提案を行う。また、制
度改善提案を行うに当
たっては、70歳雇用推進
マニュアル等の機構が
開発したツールや高年
齢者雇用環境整備に関
する給付金を活用して
効果的な相談・援助を実
施するほか、関係機関と
連携し、高年齢者の多様
な就業機会の確保や負
担のかからない作業環
境への改善に取り組む
企業への支援を行う等、
効果的・効率的に取り組
む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
① 事業主等に対する効果的な相談・援助
等の実施 
ア 70歳雇用推進プランナー等による制
度改善提案の実施 
 
 
 

 
70 歳雇用推進プランナー等を活用

し、事業主の実情に即して、事業主等に
対して 70 歳までの就業機会の確保に
係る具体的な制度改善提案を行う。制
度改善提案を行う際には、賃金・評価制
度に係る技術的な支援に力を入れる。 
制度改善提案の実施に当たっては、

定年引上げ・継続雇用延長の手順等を
示した「70歳雇用推進マニュアル」や、
定年引上げ・継続雇用延長等を実施し
た企業の事例を詳しく紹介した「70歳
雇用推進事例集」等、機構が開発したツ
ールを活用する。 
制度改善提案は、都道府県支部に配

置した「70歳雇用推進コーディネータ
ー」（以下「コーディネーター」とい
う。）を活用し、戦略的に取り組む。具
体的には、70歳までの就業機会の確保
を実施していない企業を対象に、高年
齢者の在籍割合が高い企業などニーズ
があるところを優先して働きかけを行
うことができるよう、企業選定を行う
とともに、制度改善提案に係る内容確
認・分析、進捗管理を行う。 
このほか、高年齢者の多様な就業機

会の確保や負担のかからない作業環境
への改善に取り組む企業に対して、厚
生労働省や中央労働災害防止協会等が
行う健康管理・安全衛生に関する関係
施策の周知等を行う等、効果的・効率的
に取り組む。 
なお、制度改善提案を行った事業主

を対象に追跡調査を実施し、提案を受
けた事業主が見直しを進めたかどうか
や更なる支援ニーズの有無について把
握する。 
その際、見直しを行わなかった事業

主については、その理由についても把
握・分析・情報共有し、提案業務の質の
向上を図る。 
 

イ 70歳雇用推進プランナー等による相
談・援助の実施 
高年齢者等の安定した雇用の確保を

図るため、70歳雇用推進プランナー等

 
＜評価の視点＞ 
・事業主の実情
に即して、事
業主等に対し
て 70 歳まで
の就業機会の
確保に係る具
体的な制度改
善提案を行っ
たか。また、
制度改善提案
を行う際は、
賃金・評価制
度に係る技術
的な支援に力
を入れたか。 

 
【指標】 
・70歳までの定
年引上げ・継
続雇用延長等
に係る具体的
な制度改善提
案について、
6,200 件以上
を実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・制度改善提案
を行った事業
主に対して追
跡調査を実施
し、60％以上
の事業主から
「提案を受け
て見直しを進
めた」旨の回
答が得られる
ようにする。 

 
 
 
 
 
 
 

 
① 事業主等に対する効果的な相談・援助等の実施 
 
ア 70歳雇用推進プランナー等による制度改善提案の実施 
 
 
 
 
 
・令和３年４月１日施行の高年齢者の雇用の安定等に関する法律の
一部を改正する法律（以下「改正高年齢者雇用安定法」という。）
による 70 歳までの就業機会の確保の努力義務化を踏まえ、70 歳
雇用推進プランナー等が事業主に対し、事業主の実情に即して、
70歳までの就業機会の確保に係る提案を行った。 

・高年齢者雇用状況等報告の対象企業が従業員 21 人以上の企業に
拡大されたことを踏まえ、第５期中期目標期間は、第４期中期目
標期間では対象外であった小規模企業も制度改善提案の対象企
業となったことから、都道府県支部職員が地域の事業主団体等を
訪問し、相談・援助業務に関する周知・広報活動を実施した。 

・70歳雇用推進プランナー等が制度改善提案を行うに当たっては、
「70歳雇用推進マニュアル」等、機構が開発したツールを活用し
た。 

・都道府県支部に配置した「70歳雇用推進コーディネーター」（以
下「コーディネーター」という。）が、各企業における 65歳以上
の従業員数や年齢構成のほか、これまでの相談記録を分析の上、
70 歳雇用推進プランナー等に必要な情報提供や指示を行った上
で戦略的に制度改善提案を実施した。 

・厚生労働省や中央労働災害防止協会等と連携し、高年齢労働者の
安全衛生・健康管理に関する「エイジアクション 100」、「エイジ
フレンドリーガイドライン」を企業訪問時に配付し周知・啓発を
図った。 

・厚生労働省と連携し、高齢者の人事・給与制度の工夫（役職定年・
定年制の見直し、ジョブ型人事制度の導入等）に取り組む企業の
事例を取りまとめた「高齢者の活躍に取り組む企業の事例集」を
企業訪問時に配付し周知・活用促進を図った。 

・制度改善提案後、４から６か月経過後に、コーディネーターを中
心とした都道府県支部職員が事業主を訪問等してフォローアッ
プを行い、制度改善提案により見直しを進めたかどうか状況確認
を行った。 

・見直しを行わなかった事業主の理由を機構本部で把握・分析し、
都道府県支部に対して分析結果及び事業主の理由に応じた対応
策を提供することで、事業主が見直しを積極的に進められるよう
効果的な相談・援助の質の向上に取り組んだ。 

 - 制度改善件数 7,070件（前年度実績 7,714件*） 
 - フォローアップ調査件数 7,075件（前年度実績 8,025件） 
- 提案を受けて見直しを進めた割合 71.4％ 
（前年度実績 67.8％） 

   *令和８年度に修正 
 
 
イ 70歳雇用推進プランナー等による相談・援助の実施 
 
・高年齢者等の安定した雇用の確保を図るため、70歳雇用推進プラ
ンナー等による制度改善提案の実施のほか、事業主等に対し、人

70 歳までの定
年引上げ・継続
雇用延長等に係
る制度改善提案
件数及び制度改
善提案を受けて
見直しを進めた
事業主の割合の
確保・向上に係
る取組について 

【質的な取組】 
・制度改善提案に
当たっては、各
企業における 6
5 歳以上の従業
員数や年齢構成
のほか、これま
での相談記録を
分析の上、企業
ニーズ・課題に
応じ、戦略的に
取り組んだ。ま
た、「70 歳雇用
推進マニュア
ル」等、機構が
開発したツール
等を活用すると
ともに、各プラ
ンナー等が各自
の専門性を活か
して、事業主の
個別の課題等に
対する適切な相
談・助言及び制
度改善提案を行
った。加えて、
見直しを行わな
かった事業主の
理由を機構本部
で把握・分析し、
都道府県支部に
対して分析結果
及び事業主の理
由に応じた対応
策を提供するこ
とで、事業主が
見直しを積極的
に進められるよ
う効果的な相
談・援助の質の
向上に取り組ん
だこと。 

【困難な状況への
対応】 

つ効果的な制度改
善提案を行った結
果、制度改善提案
を受けて見直しを
進めた事業主の割
合が 71.4%（目標
60％以上、達成度
119.0%）と目標を
上回る成果を得ら
れたことは評価で
きる。 
さらに、各産業

に特有の性質があ
るなか、高年齢者
雇用の促進を図る
ため、事業に取り
組む産業団体会員
企業に対するアン
ケート調査におけ
るガイドライン有
用 度 の 評 価 も
88.2%（目標 85％
以 上 、 達 成 度
103.8％）と目標を
上回ることは評価
できる。 
重要度・困難度と
もに高く設定され
た中にあって、全
ての指標で目標を
達成したことか
ら、評定をＡとし
た。 
 
＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方策＞ 
就業確保措置の

更なる推進に向け
ては、70歳までの
就業機会の確保は
人事制度や賃金制
度など幅広い分野
に関わることから
事業主への相談援
助に広く対応でき
るよう、研修等の
充実により、70歳
雇用推進プランナ
ー等によるサービ
スの質の更なる向
上に取り組む必要
がある。特に、全
国のプランナー等
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イ 70 歳雇用推進プラン
ナー等によるサービス
の質の向上 
事業所の規模、業種や

職種等を踏まえた人事
労務管理方策等の高年
齢者等の雇用を進めて
いく上での課題解決に
資する実践的手法や、70
歳雇用推進プランナー
等が活用するツールを
開発するとともに、70歳
雇用推進プランナー等
の相談・援助スキル、資
質向上のための研修を
実施すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 70 歳雇用推進プラン
ナー等によるサービス
の質の向上 
70 歳雇用推進プラン

ナー等が事業所の規模、
業種や職種等に応じ、適
切かつ効果的な相談・援
助を行うことができる
よう、課題解決、制度改
善を進めるための事業
主支援ツールを開発す
るとともに、70歳雇用推
進プランナー等の相談・
援助スキル、資質向上の
ための研修を実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

による制度改善提案の実施のほか、事
業主等に対し、人事管理制度や賃金・評
価制度をはじめ、職場改善・職域開発、
能力開発、健康管理等、高年齢者雇用の
ための技術的問題全般に関する相談・
助言を行う。 
また、相談・助言によって明らかにな

った課題を自力で解決することができ
ない事業主に対しては、企画立案サー
ビスにより、具体的な解決策を提示す
る。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
ウ 70歳雇用推進プランナー等によるサ
ービスの質の向上 

 
70歳雇用推進プランナー等が事業所

の規模、業種や職種等に応じ、適切かつ
効果的な相談・援助を行うことができ
るよう、70歳雇用推進プランナー等の
相談・援助スキル、資質向上のための研
修を実施する。具体的には、以下の取組
を行う。 
・ 70歳雇用推進プランナー等の活動
実績の分析を機構本部において行う
とともに、相談・助言、制度改善提案
に係る事例検討会を行う。 

・ 相談・助言、制度改善提案のスキル
や資質の向上を図るため、70歳雇用
推進プランナー等に対し、企業から
アポイントを取り付ける方法や事業
主等からのヒアリングの仕方、ツー
ルの効果的な活用方法、企画立案サ
ービス、企業のニーズに応じて実施
する研修の効果的な実施方法等につ
いて研修を実施する。研修の実施に
当たっては、企業の実情に合わせた
提案を行う資質や技術を高めるた
め、事例発表、グループ討議を中心と
した研修内容とする。 

・ 70歳雇用推進プランナー等が自主
的に実施する研修会、勉強会に機構
本部職員を派遣するとともに、相談・
助言、制度改善提案等に関する最新
の情報等を掲載したメールマガジン
の発行等を通じ、資質の向上を図る。 

・ 機構本部において相談・援助業務

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・70歳雇用推進
プランナー等
が事業所の規
模、業種や職
種等に応じ、
適切かつ効果
的な相談・援
助を行うこと
が で き る よ
う、相談・援
助スキル、資
質向上のため
の研修を実施
したか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 

事管理制度や賃金・評価制度をはじめ、職場改善・職域開発、能
力開発、健康管理等、高年齢者雇用のための技術的問題全般に関
する相談・助言を行った。 

・相談・助言によって明らかになった課題を自力で解決することが
できない事業主に対して、企画立案サービスにより、具体的な解
決策を提示した。 

・高年齢者雇用確保措置未実施企業に対しては、70歳雇用推進プラ
ンナー等と職業安定機関との役割分担を踏まえ、職業安定機関か
らの要請に積極的に対応することを原則とし、協議による個別訪
問計画を策定し、公共職業安定所の担当職員との同行訪問、公共
職業安定所が行う集団指導等において、改正高年齢者雇用安定法
に対応した制度導入に向けた計画的な相談・援助を実施した。 
‐相談・助言      24,286件（前年度実績 25,546件*） 
 うちオンライン  258件（前年度実績 162件*） 

‐集団指導      ８件（前年度実績 10件） 
‐企画立案サービス  ２件（前年度実績 ６件） 
‐就業意識向上研修  35件（前年度実績 48件） 
‐合計        24,331件（前年度実績 25,610件*） 

*令和８年度に修正 
 
ウ 70歳雇用推進プランナー等によるサービスの質の向上 
 
 
・70歳雇用推進プランナー等に対する基本的知識・技能の付与、対
応力向上及び業務効率化のための研修を、研修体系に従い計画的
に実施した。 

・研修の実施に当たっては、研修受講者の利便性や研修効果を総合
的に勘案し、ミニ研修を除き、繰り返し視聴できるオンデマンド
型と対面でのグループ討議ができる集合型のハイブリッド形式
で実施した。 
【高年齢者雇用アドバイザー資格認定講習（年１回）】46 人（前

年度実績 34人） 
テーマ等：高年齢者雇用アドバイザーとしての基礎的な知識・ 

技能を付与し、資格を認定するための講習 
【実地研修（新任者１人につき３回を上限）】 
新任の高年齢者雇用アドバイザーが先輩 70 歳雇用推進プラン
ナーの実際の相談・助言に同行 

【高年齢者雇用アドバイザー基本研修Ⅰ（年１回）】33 人（前年
度実績 47人） 
テーマ等：雇用制度、職場改善、能力開発、企業への働きかけ

方等 
【高年齢者雇用アドバイザー基本研修Ⅱ（年１回）】31 人（前年
度実績 42人） 
テーマ等：生涯現役社会実現に向けた基本的な知識、技能（賃

金制度をはじめとした諸制度の導入に結びつけるた
めの提案方法等） 

【70歳雇用推進プランナー５年次研修（年１回）】51人（前年度
実績 75人） 

テーマ等：５年ごとの委嘱年次の者を対象とし、国の
施策及び機構の取組を理解し、事例検討会
による課題解決ノウハウを共有 

 【スキルアップ応用研修（年２回）】計 46 人（前年度実績 計 42
人） 
テーマ等：中高年従業員や職場管理者に向けた就業意識向上研

・第５期中期目標
期間の制度改善
提案対象企業
は、第４期中期
目標期間では対
象外であった小
規模企業や過去
に制度改善提案
に至らなかった
企業など、働き
かけの困難な企
業が対象とされ
たことから、都
道府県支部職員
の地域の事業主
団体等への訪問
による相談・援
助業務に関する
周知・広報など
のほか、プラン
ナー等に対する
研修等を通じ、
企業訪問時の工
夫や留意点等を
指示するなど、
制度改善提案業
務の質の向上に
取り組んだこ
と。 

・70歳までの就業
機会の確保は、
事業主の努力義
務であり、実施
済みの企業割合
は 34.8％（令和
７年高年齢者雇
用状況等報告）
に留まる中、重
大・慎重な経営
判断を要する人
事制度や賃金制
度の改正などを
必要とする 70
歳までの就業機
会の確保に向け
た事業主への提
案を的確に行う
ため、課題解決
ノウハウを共有
するための研修
を実施したほ
か、全国の相談・
援助活動におい
て、企業に対し

の活動において、
企業に対して特に
有益であったと評
価できる事例を好
事例としてまとめ
るとともに、70歳
雇用推進プランナ
ー等ブロック別経
験交流会等の機会
を通じ、好事例の
横展開を図ること
で、サービスの質
の向上へ繋げる必
要もある。 
また、企業にお

いて、定年の引上
げや継続雇用制度
の導入等、高年齢
者の雇用を進めて
いくために、同業
他社等の例を参考
にできるような
70 歳雇用推進事
例集等の作成や産
業別ガイドライン
の策定及び普及支
援等についても引
き続き取り組む必
要があるととも
に、高齢者の人事・
給与制度の工夫
（役職定年・定年
制の見直し、ジョ
ブ型人事制度の導
入等）に取り組む
企業の事例を取り
まとめた「高齢者
の活躍に取り組む
企業の事例集」に
ついては、70歳雇
用推進プランナー
等の事業主への相
談援助の機会を通
じて、その周知及
び活用に引き続き
取り組む必要があ
る。 
加えて、高年齢

者雇用に関する国
民の理解の促進に
資するべく、先進
事例の更なる普
及・促進の取組と
して、「高年齢者活
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ウ 実践的手法の開発・提
供 
70 歳雇用推進プラン

ナー等が行う相談・援助
に活用するため、事業主
のニーズを十分把握し
た上で、70歳までの就業
機会の確保に係る制度
改善等を進めるために
必要な実践的手法を開
発するとともに、ホーム
ページ等を通じて提供
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に係る好事例を収集・整理して、70歳
雇用推進プランナー等に提供し、共
有する。 

・ 高年齢者雇用に係る高い専門的・
技術的な知識及び相談・援助スキル
を有するゼネラルアドバイザーを機
構本部に配置し、コーディネーター、
70歳雇用推進プランナー等からの、
提案型の相談・助言、企画立案サービ
ス等に係る相談・指導等を行う。ま
た、ゼネラルアドバイザーが必要に
応じて都道府県支部に赴き、企業に
対する相談・援助の実施に関し、コー
ディネーター、70歳雇用推進プラン
ナー等に指導・助言を行う。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

エ 実践的手法の開発・提供 
 

企業における高年齢者等の雇用に係
る問題の解決、雇用管理の改善等に資
するため、事業主のニーズに配慮しつ
つ、高年齢者等の雇用に関する必要な
実践的手法を開発する。特に 70歳まで
の就業機会の確保等を進めるための手
法やツールの開発に重点的に取り組
む。開発に当たっては、賃金・人事管理
制度等に関する調査研究等を行い、そ
の成果を 70 歳雇用推進プランナー等
の行う相談・援助業務に活用する。 
開発した手法やツールについては、

70歳雇用推進プランナー等が、相談・
援助に活用できるよう、オンラインス
トレージサービスやメールマガジン等
で提供する。 
さらに、事業主等の自主的な取組を

支援するため、事業主等を対象とした
冊子やツール等の成果物について、高
齢化対策、高年齢者等の雇用問題に関
するその具体的対応事例等を掲載した
啓発誌「エルダー」及びホームページ等
を通じて提供する。 
なお、手法やツールの開発に当たっ

ては、70歳雇用推進プランナー等が相
談・援助を行う際にどのような情報が
必要か、また、どのような手法が効果的
か等について、ニーズ把握を行い、併せ

・事業主等への
相談・援助に
効果的な事例
を収集し、70
歳雇用推進プ
ランナー等に
提供、共有し
たか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・高年齢者等の
雇用に関する
必要な実践的
手 法 を 開 発
し、70歳雇用
推進プランナ
ー等が実施す
る相談・援助
に 活 用 し た
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

修を効果的に企業に提供するためのより高度な対応
力を習得 

【ミニ研修（計 39 本）】延べ視聴回数 927 回（前年度実績 計 33
本、延べ視聴回数 875回） 

 テーマ等：70歳雇用推進プランナー等の相談・援助スキル、知
識習得、資質向上等のため、１本当たり 15～100分程
度の研修動画を作成し、ミニ研修としてオンデマンド
配信を実施 

  
・相談・助言、制度改善提案等に関する最新の情報や好事例につい
て、アドバイザー・プランナーメールマガジンによる情報提供、
オンラインストレージサービスによる情報共有を行った。 

・全国の相談・援助活動において、企業に対して特に有益であると
評価できる取組を好事例として収集し、70歳雇用推進プランナー
等へ研修等を通じて提供、共有するなど、相談・援助能力及び更
なるサービスの向上に努めた。 

・高年齢者雇用に関する専門的・技術的な知識及び相談・援助の高
い能力と豊富な経験を有するゼネラルアドバイザー４人を機構
本部に配置し、企画立案サービス及び制度改善提案の全案件に対
する精査・指導を実施したほか、70歳雇用推進プランナー等に対
する研修の一部を担当した。 

・都道府県支部が実施する連絡調整会議において、制度改善提案に
係る好事例や課題等を共有した。 

 
エ 実践的手法の開発・提供 
 
・企業における高年齢者等の雇用に係る問題の解決、雇用管理の改
善等に資するため、学識経験者を委員とする委員会を開催し、70
歳雇用推進プランナー等による効果的な手法についてのニーズ
や事業主のニーズに配慮しつつ、高年齢者等の雇用に関する実践
的手法を開発した。また、開発に当たっては、賃金・人事管理制
度等に関する調査研究等を行い、その成果を 70 歳雇用推進プラ
ンナー等の行う相談・援助業務に活用した。 

・開発したツールや調査研究の成果については調査研究報告書とし
て 70 歳雇用推進プランナー等に提供するとともに、機構ニュー
ス・ホームページへの掲載等を通じて事業主等への情報提供を行
った。 

・70歳雇用推進プランナー等の行う相談・援助業務で活用するため、
「70歳雇用推進事例集 2026」を作成し、人事管理制度、高齢社員
戦力化、健康管理・安全衛生、制度導入の課題とその対応・導入後
の効果などについて紹介するとともに、企業の人事担当者に対す
るアンケート調査結果をもとに、70歳以上の定年・継続雇用制度
の導入効果等に関するデータを分かりやすく取りまとめたパンフ
レット等を作成した。 
‐70歳雇用推進事例集 2026  30,500部 
‐70歳雇用推進事例集 2025    7,690部（増刷） 
‐70 歳雇用推進マニュアル  12,800部（増刷） 
‐データでみる 70歳以上の定年・継続雇用制度の導入効果と工夫 
22,500部（増刷）   

‐資料シリーズ８「70歳まで希望者全員」働ける制度導入効果と
人事管理―「定年制度・継続雇用制度の実態調査」の結果から 
650部 

 
 

て特に有益であ
ると評価できる
取組を好事例と
して収集し、プ
ランナー等へ研
修等を通じて提
供、共有するな
ど、プランナー
等の相談・援助
能力及び更なる
サービスの質の
向上に努めたこ
と。 

②産業別高齢者雇
用推進事業に取
り組む産業団体
会員企業に対す
るアンケート調
査におけるガイ
ドライン有用度
の評価の向上に
係る取組につい
て 

【質的な取組】 
・産業別ガイドラ
インの策定に係
る効果的な取組
を促すため、事
業の推進担当者
の設置、産業別
高齢者雇用推進
委員会の設置・
運営、会員企業
における高齢者
雇用の実態・事
例把握のための
アンケート・ヒ
アリング調査及
び当該ガイドラ
インの策定に関
する助言・援助
を通じ、ガイド
ラインの充実に
取り組んだこ
と。 
なお、指標のと
おり、産業団体
会員企業から高
い評価（88.2％）
を得ることがで
きたこと。 

【困難な状況への
対応】 

・産業ごとに、労

躍企業コンテス
ト」の応募勧奨並
びに「高年齢者活
躍企業フォーラ
ム」及び「生涯現
役社会の実現に向
けたシンポジウ
ム」の来場者数、
配信視聴者数の増
加に繋がるよう、
引き続き積極的な
周知・広報に努め
る必要がある。 

 
〈その他〉 
 なし。 
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ウ 産業別ガイドライン
の策定及び普及支援 
産業団体が、産業別高

齢者雇用推進委員会に
おいて、高年齢者等の雇
用をより一層促進する
ために必要なガイドラ
インを策定し、会員企業
に対して普及すること
を支援すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
エ 労働者に対して、その
高齢期における職業生
活の設計を行うことを
容易にするための助言、
援助 
労働者が早い段階か

ら自らの希望と能力に
応じた多様な働き方を
選択し実現できるよう、
高齢期における職業生
活の設計のための助言、
援助を行うこと。 

 
 
 
 
 
 
エ 産業別ガイドライン
の策定及び普及支援 
産業団体が学識経験

者、産業団体代表者等か
ら構成する産業別高齢
者雇用推進委員会を開
催し、高年齢者等の雇用
促進のために解決すべ
き課題等について検討
を行い、その結果に基づ
き高年齢者等の雇用を
より一層促進するため
に必要なガイドライン
を策定し、会員企業に対
して普及することを支
援する。 

 
 
 
 
 
 
オ 労働者に対して、その
高齢期における職業生
活の設計を行うことを
容易にするための助言、
援助 
労働者が早い段階か

ら自らの希望と能力に
応じた多様な働き方を
選択し実現できるよう、
高齢期における職業生
活の設計のための助言、
援助を行う。 

て相談・援助の対象者である企業の人
事担当者のニーズも把握し、それらを
もとに新たな相談手法の開発や企業へ
の情報提供のあり方について検討を行
う。 

 
オ 産業別ガイドラインの策定及び普及
支援 

産業団体が学識経験者、産業団体代
表者等から構成する産業別高齢者雇用
推進委員会を開催し、高年齢者等の雇
用促進のために解決すべき課題等につ
いて検討を行い、その結果に基づき高
年齢者等の雇用をより一層促進するた
めに必要なガイドラインを自主的に策
定し、会員企業に対して普及すること
を支援する。 
支援する団体数は前年度から継続し

て活動している４団体と合わせて、計
８団体とする。また、会員企業における
高年齢者等の雇用を促進するため、委
託事業終了後の団体に対して情報提供
やガイドライン普及のための支援を行
う。 

 
 
 
 
カ 労働者に対して、その高齢期におけ
る職業生活の設計を行うことを容易に
するための助言、援助 

 
 

生涯現役社会の実現に向けて、労働
者が早い段階から自らの希望と能力に
応じた多様な働き方を選択し実現でき
るよう、高齢期における職業生活の設
計のための助言、援助を行う。 
具体的には、70歳雇用推進プランナ

ー等が相談・援助の過程で把握した、各
企業における中高年従業員の活用方法
や職業意欲の向上等の支援ニーズに応
じ、職場管理者の能力向上・意識改革に
係る研修や、中高年従業員の就業意識
を高める研修を実施する。 
 

 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・産業別高齢者
雇用推進委員
会 を 開 催 の
上、高年齢者
等の雇用をよ
り一層促進す
るために必要
なガイドライ
ンを自主的に
策 定 す る こ
と、及び会員
企業に対して
普及すること
を 支 援 し た
か。 

 
【指標】 
・産業別高齢者
雇用推進事業
に取り組む産
業団体会員企
業にアンケー
ト調査を実施
し、85％以上
の企業からガ
イドラインが
有用であると
いう回答が得
られるように
する。 

 
 
 
 
 
 
オ 産業別ガイドラインの策定及び普及支援 
 
・令和７年度から事業を開始した４団体（普通鋼電炉業、ＬＰガス
業、添乗サービス業、自動車整備業）及び令和６年度から事業を
続けている４団体（ハイヤー・タクシー業、指定自動車教習所業、
介護サービス業、コールセンター業）に対して、産業別高齢者雇
用推進ガイドライン（以下「産業別ガイドライン」という。）の策
定に係る効果的な取組を促すため、主に以下の支援を行った。 
‐事業の推進担当者の設置及び産業別ガイドラインの策定につ
いての助言・援助（各団体とも２～４人程度の推進担当者を設
置） 

‐会員企業委員等で構成される産業別高齢者雇用推進委員会の
設置及び運営に関する助言・援助（各団体とも５～10人の会員
企業委員等を委嘱） 

‐令和６年度から事業を続けている４団体について、策定した産
業別ガイドラインを普及啓発セミナー等により会員企業に配
付、機構のホームページに産業別ガイドラインを掲載。 

・令和７年度にアンケート調査を実施した４団体（鞄産業、ダイカ
スト業、計量計測機器製造業、IT検証サービス業）における産業
別ガイドラインが有用である旨の回答 88.2％（前年度実績 
89.5％）を得た。 

 
カ 労働者に対して、その高齢期における職業生活の設計を行うこ
とを容易にするための助言、援助 

 
 
 
・企業の職場管理者の能力向上及び意識改革、中高年従業員の自己
啓発促進等による職務遂行能力の向上を図るための研修を実施
した。 
‐実施件数 35件（前年度実績 48件） 
‐受講者数 638人（前年度実績 788人） 
 

働力の高齢化の
状況や経営課
題、高齢人材に
期待される役
割、評価、処遇
の在り方が異な
る状況におい
て、同時に複数
の産業団体（計
８団体）に対し
個別の課題を踏
まえた支援を実
施するため、産
業ごとの当該状
況を十分に把
握・分析した上
で、有用な産業
別ガイドライン
の策定に向けた
助言・援助に取
り組んだこと。 

以上、重要度・困
難度が設定されて
いる項目におい
て、これらの実績
を挙げたことを踏
まえ、評定をＡと
する。 
 
＜課題と対応＞ 
・70歳までの継続
雇用延長や 70
歳までの定年引
上げを推進する
ために、「70 歳
雇用推進マニュ
アル」等を用い
て制度改善に向
けた企業への働
きかけを職業安
定機関と連携し
て行っていくこ
とが必要であ
る。 

・企業がより前向
きに「70歳まで
の就業機会の確
保」を進めやす
くするため、高
齢者を企業の有
為な人材として
戦力化できるよ
う、評価・報酬
体系に係る技術

 ② 生涯現役社会の実現に
向けた気運を醸成するた
めの啓発広報等 
人口減少・少子高齢化が

進展し、労働力不足が課題
となっている中、働く意欲
のある高年齢者が能力や
経験を生かし、年齢に関わ

② 生涯現役社会の実現に
向けた気運を醸成するた
めの啓発広報等 
働く意欲のある高年齢

者が能力や経験を生かし、
年齢に関わりなく働くこ
とができる生涯現役社会
の実現が重要であること

② 生涯現役社会の実現に向けた気運を醸
成するための啓発広報等 

 
働く意欲のある高年齢者が能力や経験

を生かし、年齢に関わりなく働くことが
できる生涯現役社会の実現が重要である
ことから、その意義や重要性などを広く
国民に周知・広報し、気運の醸成を図るた

＜評価の視点＞ 
・生涯現役社会
の 実 現 に 向
け、その意義
や重要性など
を広く国民に
周知・広報し、
気運の醸成を

② 生涯現役社会の実現に向けた気運を醸成するための啓発広報
等 
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りなく働くことができる
生涯現役社会の実現が重
要であることから、その意
義や重要性などを広く国
民に周知・広報し、生涯現
役社会の実現に向けた社
会全体での気運の醸成を
図るための取組を実施す
ること。 
 

ア 啓発広報活動等の実
施 
高年齢者等の雇用に

関する国民の理解の促
進を図るため、高年齢者
就業支援月間を設け、事
業主等による高年齢者
雇用に関する取組の好
事例の収集・選定・表彰
等を行うとともに、生涯
現役社会の実現に向け
たシンポジウムを充実
させる等、一層積極的か
つ効果的に啓発活動を
実施すること。また、啓
発誌の発行、ホームペー
ジへの掲載、マスメディ
ア等の活用、経済団体等
との連携によって、啓発
広報活動等を積極的か
つ効果的に展開するこ
と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

から、その意義や重要性な
どを広く国民に周知・広報
し、気運の醸成を図るため
の取組を実施する。 

 
 
 
 
 
 
ア 啓発広報活動等の実
施 
高年齢者等の雇用に

関する国民の理解の促
進を図るため、高年齢者
就業支援月間を設け、事
業主等による高年齢者
の雇用に関する取組の
好事例の収集・選定・表
彰等を行うとともに、生
涯現役社会の実現に向
けたシンポジウムを充
実させる等、一層積極的
かつ効果的に啓発活動
を実施する。 
また、啓発誌の発行、

ホームページへの掲載、
マスメディア等の活用、
経済団体等との連携に
よって、啓発広報活動等
を積極的かつ効果的に
展開する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

めの取組を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ア 啓発広報活動等の実施 
 

高年齢者等の雇用に関する国民の理
解の促進を図るため、高年齢者等の雇
用に関する国民の理解の促進と高年齢
者等がいきいきと働くことができる職
場づくりの具体的な取組やアイデアの
普及を図る「高年齢者活躍企業コンテ
スト」を実施し、10月の高年齢者就業
支援月間に開催する「高年齢者活躍企
業フォーラム」において、入賞企業の表
彰、入賞企業等が創意工夫を行った改
善事例の発表及び意見･情報交換を行
う。 
都道府県支部においても、当該月間

を中心に職業安定機関及び経済団体等
との連携により、企業の創意工夫等の
改善事例の発表及び意見交換等を行う
ワークショップを開催する等、啓発広
報活動を実施する。 
併せて、生涯現役社会の実現に向け、

企業の人事担当者の関心が高いテーマ
を設定し、学識経験者による講演、先進
的企業の事例発表等を中心としたシン
ポジウムを２回実施する。 
上記フォーラム及びシンポジウムに

おいては、機構が開発した実践的手法
や調査研究等の成果を提供する等、効
果的な啓発広報活動を行う。 
また、エルダーを毎月作成・発行し、

事業主等に配布する。なお、作成に当た
っては、読者アンケートや編集アドバ
イザー会議等の意見を踏まえ誌面の一
層の充実を図る。 
さらに、高齢化・高齢者雇用に関連す

るトピックの解説等のホームページへ
の掲載による情報提供、マスメディア
等の活用、経済団体等との連携によっ
て、啓発広報活動等を積極的かつ効果
的に展開する。 
 
 
 
 

図るための取
組を実施した
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ア 啓発広報活動等の実施 
 

高年齢者等が生涯現役でいきいきと働くことができる職場環
境を実現するために企業等が行った創意工夫の事例を「高年齢者
活躍企業コンテスト」において募集の上、「高年齢者活躍企業フ
ォーラム」において優秀事例を表彰し、先進事例を広く社会に周
知することにより、企業等の具体的な取組の普及・促進を図った。 

○高年齢者活躍企業コンテスト 
・応募社数 62社（前年度実績 69社） 
○高年齢者活躍企業フォーラム 
・表彰者数 
‐厚生労働大臣表彰 ６件（前年度実績 ６件） 
‐独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長表彰 21件 
（前年度実績 22件） 

・高年齢者活躍企業コンテスト表彰式と併せて基調講演、トークセ
ッション（入賞事例発表、事例質疑）を行った。 

・高年齢者活躍企業フォーラムは、集合形式とライブ配信を組み合
わせたハイブリッド形式で行い、後日オンデマンド配信も実施し
た。 

・アンケートによる満足度 96.0％（前年度実績 95.1％） 
○生涯現役社会の実現に向けた地域ワークショップの開催 
・各都道府県支部において、高年齢者就業支援月間である10月を中
心に高年齢者雇用に先進的な企業等の事例発表、専門家等による
講演、ディスカッション等を行う地域ワークショップを当該地域
の事業主団体及び都道府県労働局等と連携し、開催した。 

 なお、うち19支部については、Webによる動画配信（ライブ・オン
デマンド（後日））を実施した。 

・来場者数 2,414人（前年度実績 2,358人） 
・アンケートによる満足度 90.1％（前年度実績 90.5％） 
○生涯現役社会の実現に向けたシンポジウム 
・企業において高年齢者の戦力化を図るために関心の高い２つのテ
ーマで、10月にライブ配信により２回（前年度実績 ３回）開催し、
基調講演や企業等による事例発表、パネルディスカッション等に
より、高齢期における活躍促進に向けた展望について考える機会
を提供した。また、後日オンデマンド配信を実施した。 

【シンポジウムのテーマ】 
‐これからのキャリア形成支援「自律的キャリアはなぜ難しい？
－ミドル・シニアの学ぶ意思をどう引き出すか」 

‐シニア社員を活性化するための人材マネジメント「組織の活性
化に貢献！－シニア社員を活かす持続可能な人材マネジメン
トの仕組み」 

・配信アクセス数 1,727件（前年度実績 2,586件） 
・アンケートによる満足度 91.3％（前年度実績 85.5％） 
○啓発誌「エルダー」の作成・発行 

的な支援により
力を入れていく
必要がある。 

・令和３年４月１
日に改正高年齢
者雇用安定法が
施行されたこと
及び第５期中期
目標期間はより
小規模企業に対
する制度改善提
案が求められた
ことを踏まえ、
企業の実情に合
った的確な提案
を行うととも
に、企業が制度
改善を実現でき
るよう、好事例・
マニュアル等を
効果的に活用し
ながら支援して
いくことが必要
である。 
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イ 高年齢者等の雇用に
係る事業主等による取
組の好事例の展開 
高年齢者就業確保措

置を推進するため、70歳
雇用推進マニュアルの
内容をさらに充実させ、
その周知・普及を進める
とともに、事例情報提供
システムの強化等によ
り、高年齢者等の雇用に
係る事業主等による取
組の好事例の展開及び
効果的な活用を促進す
ること。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 高年齢者等の雇用に
係る事業主等による取
組の好事例の展開 
70 歳までの就業機会

の確保を推進するため、
70 歳雇用推進マニュア
ルの内容をさらに充実
させ、制度改善に向けた
周知・普及を進める。 
また、事例情報提供シ

ステムを強化し、高年齢
者等の雇用に係る事業
主等による取組の好事
例の展開及び効果的な
活用を促進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 高年齢者等の雇用に係る事業主等に
よる取組の好事例の展開 

 
70歳までの就業機会の確保を推進す

るため、70歳雇用推進マニュアル等を
用いて制度改善に向けた周知・普及を
進める。 
また、効果的な周知・普及のため、多

様な事業主の取組の好事例を収集する
とともに、事例情報提供システムを活
用して当該好事例の提供を行う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・事業主等に高年齢者雇用についてのノウハウ、情報等を提供する
ことを目的に毎月発行し、企業の人事労務担当者等に対して配布
した。 

・読者アンケートや編集アドバイザー会議等の意見を踏まえた上
で、12月号では「高齢社員のワーク・エンゲージメントの高め方」
と題した特集を掲載したほか、１月号では「年金入門」と題した
特集を掲載した。また、高年齢者雇用を推進する企業の経営者等
のインタビュー記事の巻頭掲載のほか、企業事例を多数掲載した。 

・冊子による配布に加え、デジタルブックをホームページに掲載し
た。 

○マスメディア等による啓発広報活動 
・機構が実施している事業の情報等を提供するメールマガジンにお
いて高年齢者就業支援月間特集記事を掲載した。 

・上記の特集記事や高年齢者就業支援月間自体の宣伝を、関連団体
のメールマガジンにて行った。 

・高齢化・高年齢者雇用に関連する各種事例・調査研究結果につい
ては、各種資料としてホームページで提供した。 

・高年齢者活躍企業コンテスト受賞企業の紹介及び高年齢者雇用に
係る取組等を日経新聞（全面）に掲載した。 

 
イ 高年齢者等の雇用に係る事業主等による取組の好事例の展開 
 
 
○「70歳雇用推進企業事例収集委員会」を開催し、「70歳雇用推進
事例集」を作成した。（21事例）（前年度実績 16事例） 

○事例情報提供システムの強化 
・利用者ニーズに応じた企業事例を幅広く周知・普及する「高年齢
者活躍企業事例サイト」において、70歳雇用推進事例集や高年齢
者活躍企業コンテストの事例等、最新の事例を追加して情報提供
した。 347社（前年度実績 302社） 

 
 
＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 

・70歳までの就業機会の確保のための取組は、重大・慎重な経営判

断を要する人事制度や賃金制度の改正など、事業主にとって難易

度が高く、かつ幅広い分野に関わることから、70歳雇用推進プラ

ンナー等が事業主への相談・援助に広く対応できるよう、相談・

援助スキル、資質向上のための研修の充実を図るとともに、全国

の相談・援助活動において、企業に対して特に有益であると評価

できる取組を好事例として収集し、70歳雇用推進プランナー等へ

研修等を通じて提供、共有するなど、更なるサービスの質の向上

に努めた。 

・企業において、定年の引上げや継続雇用制度の導入等、高年齢者

雇用を進めていくために、70歳雇用推進事例集については、同業

他社等の例を参考にできるよう企業数の多い従業員 50 人未満の

企業を対象とした事例を追加したほか、産業別ガイドラインの策

定及び普及支援のため、産業別団体が開催する高齢者雇用推進委

員会にオブザーバーとして参加し、策定に資する助言・援助やホ

ームページを通じた周知に取り組んだ。また、高齢者の人事・給

与制度の工夫（役職定年・定年制の見直し、ジョブ型人事制度の

導入等）に取り組む企業の事例を取りまとめた「高齢者の活躍に

取り組む企業の事例集」について、70歳雇用推進プランナー等の
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事業主への相談援助の機会を通じて、その周知及び活用促進に努

めた。 

・生涯現役社会の実現に向けた気運を醸成するため、「高年齢者活躍

企業コンテスト」への積極的な応募勧奨に努めたほか、「高年齢者

活躍企業フォーラム」及び「生涯現役社会の実現に向けたシンポ

ジウム」については、来場者数、配信視聴者数の増加を図るため、

従来の広告媒体に加え、中小企業向けの媒体への広告掲載を新た

に実施するなど、積極的な周知・広報に努めた。 

 

 

 

４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・研修を十分に施した 70歳雇用推進プランナーや高年齢者雇用アドバイザーによる企業等へのサービス体制の充実は評価できる。 

・改善提案の実施率は過年度に比べて下がっており、この点は改善点と言えるが、その要因は、働きかけに困難を伴う小規模事業主をも対象としたことに伴うものであることがうかがわれる。こうした事業主へのアプローチについて組織

的に検討しつつ、引き続き進めていただく必要があると考える。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－２ 障害者職業センターの設置運営業務等に関する事項 

業務に関連する
政策・施策 

Ⅴ－３－１ 高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図ること 
当該事業実施に係る根拠
（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構法第１
４条第１項第４号 

当該項目の重要
度、困難度 

－ 
関連する政策評価・行政事
業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

精神障害者、発達障害者及
び高次脳機能障害者の職
業リハビリテーション計
画を策定した実人数（計画
値） 

50,000人以
上 

－ 
10,000 人以

上 
10,000人以

上 
10,000人以

上 
  

  

予算額（千円） 10,883,027 11,643,045 12,263,127   

 
 

精神障害者、発達障害者及
び高次脳機能障害者の職
業リハビリテーション計
画を策定した実人数（実績
値） 

－ － 11,676人 11,539人 11,204人   

  

決算額（千円） 9,575,758 10,915,219 11,125,724   

 
 

達成度 － － 116.8％ 115.4％ 112.0％   
  

経常費用（千円） 9,029,574 10,048,903 11,268,753   

 
 

事業主支援計画に基づく
体系的な支援を実施した
事業所数（計画値） 

5,000所以
上 

－ 
1,000所以

上 
1,000所以

上 
1,000所以

上 
  

  
経常利益（千円） 258,776 39,734 87,938   

 
 

事業主支援計画に基づく
体系的な支援を実施した
事業所数（実績値） 

－ － 1,115所 1,151所 1,165所   
  

行政コスト（千円） 9,187,465 10,254,196 11,609,586   

 
 

達成度 － － 111.5％ 115.1％ 116.5％   
  

従事人員数（人） 467 473 490   

職業準備支援の終了者の
うち精神障害者、発達障害
者及び高次脳機能障害者
の就職率（職場適応率含
む。）（計画値） 

68％以上 － 68％以上 68％以上 68％以上   

 

      

 職業準備支援の終了者の
うち精神障害者、発達障害
者及び高次脳機能障害者
の就職率（職場適応率含
む。）（実績値） 

－ 72.0％ 73.9％ 75.7％ 76.1％   

  

 

 

    

 
 

達成度 － － 108.7％ 111.3％ 111.9％   
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 ジョブコーチ支援の終了
者のうち精神障害者、発達
障害者及び高次脳機能障
害者の支援終了６か月後
の職場定着率（計画値） 

85％以上 － 85％以上 85％以上 85％以上   

   

     

 ジョブコーチ支援の終了
者のうち精神障害者、発達
障害者及び高次脳機能障
害者の支援終了６か月後
の職場定着率（実績値） 

－ 89.2％ 89.1％ 89.3％ 89.3％   

  

      

 
達成度 － － 104.8％ 105.1％ 105.1％   

  
      

 職業リハビリテーション
関係機関への助言・援助業
務の実施件数（計画値） 

26,000件以
上 

－ 
4,600件以

上 
4,600件以

上 
5,600件以

上 
  

  
      

 職業リハビリテーション
関係機関への助言・援助業
務の実施件数（実績値） 

－ － 5,506件 5,794件 6,641件   
  

      

 
達成度 － － 119.7％ 126.0％ 118.6％   

  
      

 助言・援助を受けた関係
機関に対する追跡調査に
おける「支援内容・方法の
改善に寄与した」旨の評
価の割合（計画値） 

85％以上 － 85％以上 85％以上 85％以上   

  

      

 助言・援助を受けた関係
機関に対する追跡調査に
おける「支援内容・方法の
改善に寄与した」旨の評
価の割合（実績値） 

－ 96.8％ 97.0％ 96.2％ 95.3％   

  

      

 
達成度 － － 114.1％ 113.2％ 112.1％   

  
      

 ジョブコーチ養成研修及
び同スキル向上研修の受
講者数（計画値） 

3,000人以
上 

－ 600 人以上 600人以上 600人以上   
  

      

 ジョブコーチ養成研修及
び同スキル向上研修の受
講者数（実績値） 

－ 733人 761人 842人 874人   
  

      

 
達成度 － － 126.8％ 140.3％ 145.7％   
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 ジョブコーチ養成研修及
び同スキル向上研修の受
講者の所属長に対する追
跡調査における「障害者の
職場定着に寄与した」旨の
評価の割合（計画値） 

90％以上 － 90％以上 90％以上 90％以上   

   

     

 ジョブコーチ養成研修及
び同スキル向上研修の受
講者の所属長に対する追
跡調査における「障害者の
職場定着に寄与した」旨の
評価の割合（実績値） 

－ 98.0％ 97.9％ 95.9％ 93.2％   

  

      

 
達成度 － － 108.8％ 106.6％ 103.6％   

  
      

 外部の研究評価委員によ
る各研究テーマの評価に
係る合計点数の平均（計画
値） 

５点以上 － ５点以上 ５点以上 ５点以上   

  

      

 外部の研究評価委員によ
る各研究テーマの評価に
係る合計点数の平均（実績
値） 

－ 5.33点 5.50点 5.40点 5.67点   

  

      

 
達成度 － － 110.0％ 108.0％ 113.3％   

  
      

 外部の研究評価委員の評
価を受ける研究テーマ数
（計画値） 

25本以上 － ５本以上 ５本以上 ５本以上   
  

      

 外部の研究評価委員の評
価を受ける研究テーマ数
（実績値） 

－ ６本 ６本 ５本 ６本   
  

      

 
達成度 － － 120.0％ 100.0％ 120.0％   

  
      

 職業リハビリテーション
に関するマニュアル、教
材、ツール等の作成件数
（計画値） 

30件以上 － ６件以上 ６件以上 ６件以上   

  

      

 職業リハビリテーション
に関するマニュアル、教
材、ツール等の作成件数
（実績値） 

－ ６件 ６件 ６件 ６件   

  

      

 
達成度 － － 100.0％ 100.0％ 100.0％   
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 職業リハビリテーション
研究発表会（地方対象）の
開催回数（計画値） 

75回以上 － 15回以上 15回以上 15回以上   
   

     

 職業リハビリテーション
研究発表会（地方対象）の
開催回数（実績値） 

－ － 16回 20回 20回   
  

      

 
達成度 － － 106.7％ 133.3％ 133.3％   

  
      

                                                             注）高齢・障害者雇用支援勘定（障害者雇用支援事業経理）における数値を記載。 

 ３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
２ 障害者職業センターの
設置運営業務等に関する
事項 

（以下略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

２ 障害者職業センターの
設置運営業務等に関する
事項 

（以下略） 
 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
２ 障害者職業センターの設置運営業務等
に関する事項 

 
（以下略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【指標】 
－ 
 
＜評価の視点＞ 
－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
（１）地域障害者職業センター等における障害者及び事業主に対す

る専門的支援 
（２）地域の関係機関に対する助言・援助及び職業リハビリテーシ

ョンの専門的な人材の育成 
（３）職業リハビリテーションに関する調査・研究及び新たな技法

等の開発の実施とその普及・活用の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
・厚生労働省独立
行政法人等の目
標策定及び評価
実施要領に基づ
き、項目別の加
重平均を算出 

1-2-1 ４点（Ａ）
×２（重要度高） 

1-2-2 ３点（Ｂ）
×２（重要度高） 

1-2-3 ４点（Ａ） 
 
加重平均は 
合計 18 点÷５項
目（項目数３＋重
要度高２項目） 
＝3.6点 
であり、Ａ評価と
する。 
 
 

＜評定に至った理 
由＞ 
・厚生労働省独立
行政法人等の目
標策定及び評価
実施要領に基づ
き、項目別の加
重平均を算出 

1-2-1 ４点（Ａ）
×２（重要度高） 

1-2-2 ３点（Ｂ）
×２（重要度高） 

1-2-3 ４点（Ａ） 
 
加重平均は 
合計 18 点÷５項
目（項目数３＋重
要度高２項目） 
＝3.6点 
であり、Ａ評価と
する。 
 

 

４．その他参考情報 

なし。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

精神障害者、発達障害者及
び高次脳機能障害者の職
業リハビリテーション計
画を策定した実人数（計画
値） 

50,000人以
上 

－ 
10,000 人以

上 
10,000人以

上 
10,000人以

上 
  

  

予算額（千円） 10,883,027 11,643,045 12,263,127   

 
 

精神障害者、発達障害者及
び高次脳機能障害者の職
業リハビリテーション計
画を策定した実人数（実績
値） 

－ － 11,676人 11,539人 11,204人   

  

決算額（千円） 9,575,758 10,915,219 11,125,724   

 
 

達成度 － － 116.8％ 115.4％ 112.0％   
  

経常費用（千円） 9,029,574 10,048,903 11,268,753   

 
 

事業主支援計画に基づく
体系的な支援を実施した
事業所数（計画値） 

5,000所以
上 

－ 
1,000所以

上 
1,000所以

上 
1,000所以

上 
  

  
経常利益（千円） 258,776 39,734 87,938   

 
 

事業主支援計画に基づく
体系的な支援を実施した
事業所数（実績値） 

－ － 1,115所 1,151所 1,165所   
  

行政コスト（千円） 9,187,465 10,254,196 11,609,586   

 
 達成度 － － 111.5％ 115.1％ 116.5％   

  
従事人員数（人） 467 473 490   

 
 
 
 
 
 

 注）高齢・障害者雇用支援勘定（障害者雇用支援事業経理）における数値を記載。       

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－２－１ 障害者職業センターの設置運営業務等に関する事項－地域障害者職業センター等における障害者及び事業主に対する専門的支援 

業務に関連する
政策・施策 

Ⅴ－３－１ 高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図ること 
当該事業実施に係る根拠
（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構法第１
４条第１項第４号 

当該項目の重要
度、困難度 

【重要度：高】 
多様な人材の一人一人がもつ潜在力を最大限発揮できる環境整備が求められる中、これまで就業が想定されにくかった重度障害者や多様な障害

者の就業ニーズへの対応が求められることとなり、個別性の高い専門的な支援を必要とする障害者への支援ニーズはますます高まることから、これ
に応えることは極めて重要であるため。 

【困難度：高】 
個別性の高い専門的な支援を必要とする障害者への対応が求められる中、従来からの実績を踏まえた高い水準の実績を維持することは、高度な専

門性に加え、各支援場面における創意工夫、きめ細やかな対応を必要とするため。 

関連する政策評価・行政事
業レビュー 

－ 



31 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 職業準備支援の終了者の
うち精神障害者、発達障害
者及び高次脳機能障害者
の就職率（職場適応率含
む。）（計画値） 

68％以上 － 68％以上 68％以上 68％以上   

   

     

 職業準備支援の終了者の
うち精神障害者、発達障害
者及び高次脳機能障害者
の就職率（職場適応率含
む。）（実績値） 

－ 72.0％ 73.9％ 75.7％ 76.1％   

  

      

 
達成度 － － 108.7％ 111.3％ 111.9％   

  
      

 ジョブコーチ支援の終了
者のうち精神障害者、発達
障害者及び高次脳機能障
害者の支援終了６か月後
の職場定着率（計画値） 

85％以上 － 85％以上 85％以上 85％以上   

  

      

 ジョブコーチ支援の終了
者のうち精神障害者、発達
障害者及び高次脳機能障
害者の支援終了６か月後
の職場定着率（実績値） 

－ 89.2％ 89.1％ 89.3％ 89.3％   

  

      

 
達成度 － － 104.8％ 105.1％ 105.1％   

  
      

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
２ 障害者職業センターの
設置運営業務等に関する
事項 

（１）地域センター等におけ
る障害者及び事業主に
対する専門的支援 

 
 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

２ 障害者職業センターの
設置運営業務等に関する
事項 

（１）地域障害者職業センタ
ー等における障害者及
び事業主に対する専門
的支援 

 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
２ 障害者職業センターの設置運営業務等
に関する事項 

 
（１）地域障害者職業センター等における

障害者及び事業主に対する専門的支援 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   
 
 
 
２ 障害者職業センターの設置運営業務等に関する事項 
 
 
（１）地域障害者職業センター等における障害者及び事業主に対す

る専門的支援 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ  
「精神障害者、発
達障害者及び高次
脳機能障害者の職
業リハビリテーシ
ョン計画を策定し
た実人数」の達成
度が 112.0％、「事
業主支援計画に基
づく体系的な支援
を実施した事業所
数」の達成度が

＜評定に至った理
由＞ 

・以下の指標はい
ずれも所期の目標
を達成している。 
・「精神障害者、発
達障害者及び高次
脳機能障害者の職
業リハビリテーシ
ョン計画を策定し
た実人数」の達成
度：112.0％ 
・「事業主支援計
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① 障害者の希望や適性に
合わせた働き方を実現す
る専門的支援等の実施 
地域センターにおいて

は、個別性の高い専門的な
支援を必要とする障害（精
神障害、発達障害、高次脳
機能障害等）を有する対象
者に対して、キャリアのい
ずれのステージにおいて
も、希望や適性に合わせた
働き方を実現できるよう
に、求職中・在職中の支援、
さらには休職中の復職支
援等、個別の職業リハビリ
テーション計画に基づく
専門的支援を着実に実施
すること。なお、障害者雇
用に係るセーフティネッ
トとしての役割は重要で
あることから、他の就労支
援機関で対応が困難な障
害者に対する職業リハビ
リテーションに係る支援
を行うこと。 

① 障害者の希望や適性に
合わせた働き方を実現す
る専門的支援等の実施 
地域障害者職業センタ

ー（以下「地域センター」
という。）においては、個別
性の高い専門的な支援を
必要とする障害（精神障
害、発達障害、高次脳機能
障害等）を有する対象者に
対して、キャリアのいずれ
のステージにおいても、希
望や適性に合わせた働き
方を実現できるように、求
職中・在職中の支援、さら
には休職中の復職支援等、
個別の職業リハビリテー
ション計画に基づく専門
的支援を着実に実施する。 

  なお、障害者雇用に係る
セーフティネットとして
の役割は重要であること
から、他の就労支援機関で
対応が困難な障害者に対
する職業リハビリテーシ
ョンに係る支援を行う。 
支援に当たっては、障害

者職業総合センター（以下
「総合センター」という。）
の調査・研究等の成果も活
用し、効果的に実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

① 障害者の希望や適性に合わせた働き方
を実現する専門的支援等の実施 

 
地域障害者職業センター（以下「地域セ

ンター」という。）においては、個別性の
高い専門的な支援を必要とする障害（精
神障害、発達障害、高次脳機能障害等）を
有する対象者に対して、キャリアのいず
れのステージにおいても、希望や適性に
合わせた働き方を実現できるように、求
職中・在職中の支援、さらには休職中の復
職支援等、個別の職業リハビリテーショ
ン計画に基づく専門的支援を着実に実施
する。 
なお、障害者雇用に係るセーフティネ

ットとしての役割は重要であることか
ら、他の就労支援機関で対応が困難な障
害者に対する職業リハビリテーションに
係る支援を行う。 
支援に当たっては、障害者職業総合セ

ンター（以下「総合センター」という。）
の調査・研究等の成果も活用し、効果的に
実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価の視点＞ 
・地域センター
においては、
個別性の高い
専門的な支援
を必要とする
障害を有する
対象者に対し
て、希望や適
性に合わせた
働き方を実現
で き る よ う
に、個別の職
業リハビリテ
ーション計画
を 策 定 し た
か。また、職
業リハビリテ
ーション計画
に基づく専門
的な支援を実
施したか。 

 
【指標】 
・精神障害者、
発達障害者及
び高次脳機能
障害者の職業
リハビリテー
ション計画を
策定した実人
数 を 10,000
人 以 上 と す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 障害者の希望や適性に合わせた働き方を実現する専門的支援等
の実施 

 
○個別性の高い専門的な支援が必要な対象者への職業リハビリテ
ーション計画に基づく支援の実施 

・地域障害者職業センター（以下「地域センター」という。）におい
ては、個別性の高い専門的な支援を必要とする障害（精神障害、
発達障害、高次脳機能障害等）を有する対象者に対して、キャリ
アのいずれのステージにおいても、希望や適性に合わせた働き方
を実現できるように、職業評価による対象者のニーズや特性、状
況等に対するきめ細やかなアセスメントを実施した。職業評価で
は、実際の職場に近い環境である模擬的就労場面での様々な作業
体験を通じて、時間経過に伴う行動変化や集団場面での適応をき
め細かに行動観察し、職業上の課題を詳細に把握するとともに、
対象者の自己理解を促進した。職業相談や職業評価を踏まえ、求
職中・在職中における職業準備支援やジョブコーチ支援、さらに
は休職中の復職支援等、個別の職業リハビリテーション計画に基
づく専門的支援を着実に実施した。 

  
・職業リハビリテーション計画は、対象者自身の希望や意見をきめ
細かに把握した上で、対象者が利用可能な社会資源、支援機関の
役割分担等を整理するとともに、主治医等から把握した意見や医
療情報等に加え、職業能力・適性、障害特性等を踏まえた内容で
案を作成。さらに、所内ケース会議で複数の障害者職業カウンセ
ラーが多角的に検討した上で、対象者自身が支援内容を自己決定
し、納得感を持って主体的に取り組めるように、障害受容や自己
理解の状況、障害特性等にも配慮し、わかりやすく図解したり、
対象者の理解できるペースに合わせて十分な時間をかけて伝え
るといった対応による的確なインフォームド・コンセントを徹底
し、個別の計画を作成した。また、職業リハビリテーション計画
は、支援状況に応じて見直し、個別性の高い支援を柔軟に実施し
た。 

 ‐精神障害者、発達障害者及び高次脳機能障害者の職業リハビリ
テーション計画を策定した実人数 11,204 人（前年度実績 
11,539人） 

  うち精神障害者 6,280人（前年度実績 6,429人） 
      発達障害者 4,367人（前年度実績 4,530人） 
      高次脳機能障害者 557 人（前年度実績 580人） 
‐支援を受けた精神・発達・高次脳機能障害者に対する利用者ア
ンケートにおける「支援は大変効果があった」、「支援は効果が
あった」旨の回答割合 95.9％（前年度実績 96.6％） 

○地域のセーフティネットとしての均等・公平な職業リハビリテー
ションサービスの実施 

・適切な職業リハビリテーションサービスをどの地域においても均
等・公平に受けられるようにするとともに、他の就労支援機関で
は対応が困難な障害者に対して、公共職業安定所等の関係機関と
のネットワークを活用し、それぞれの役割のもと連携した支援を
行うことでセーフティネットとしての役割を果たした。 

○障害者職業総合センターの調査・研究等の成果を活用した支援の
実施 

・障害者職業総合センター（以下「総合センター」という。）の調査・
研究等の成果を活用し、職業準備支援やリワーク支援における各
種講座等の実施方法の見直しや内容の充実を図ったほか、支援技
法を取り入れたジョブコーチ支援を実施した。 

116.5％、「職業準
備支援の終了者の
うち精神障害者、
発達障害者及び高
次脳機能障害者の
就職率（職場適応
率含む。）」の達成
度が 111.9％、「ジ
ョブコーチ支援の
終了者のうち精神
障害者、発達障害
者及び高次脳機能
障害者の支援終了
６か月後の職場定
着率」の達成度が
105.1％であり、い
ずれも所期の目標
を達成している。
評定の根拠とし
て、 
①精神障害者、発
達障害者及び高
次脳機能障害者
（以下、評定と
根拠欄において
「三障害者」と
いう。）の職業リ
ハビリテーショ
ン計画を策定し
た実人数の確保
に係る取組につ
いて 

【質的な取組】 
・個別性の高い専
門的な支援を必
要とする三障害
者や他の就労支
援機関では対応
が困難な障害者
に対して、対象
者のニーズや状
況等をきめ細や
かに把握し、求
職中、在職中、
さらには休職中
といったキャリ
アのいずれのス
テージにおいて
も、希望や適性
に合わせた働き
方を実現できる
ように障害者職
業総合センター
の調査・研究等

画に基づく体系的
な支援を実施した
事業所数」の達成
度：116.5％ 
・「職業準備支援
の終了者のうち精
神障害者、発達障
害者及び高次脳機
能障害者の就職率
（職場適応率含
む。）」の達成度：
111.9％ 
・「ジョブコーチ
支援の終了者のう
ち精神障害者、発
達障害者及び高次
脳機能障害者の支
援終了６か月後の
職場定着率」の達
成度：105.1％ 
 
①精神障害者、発
達障害者及び高次
脳機能障害者（以
下、評定に至った
理由欄において
「三障害者」とい
う。）の職業リハビ
リテーション計画
を策定した実人数
の確保に係る取組
について 
－対象者の希望や
意見を踏まえ、複
数の障害者職業カ
ウンセラーが多角
的に検討した上で
職業リハビリテー
ション計画を作成
するとともに、イ
ンフォームド・コ
ンセント（説明と
同意）においては、
障害受容等にも配
慮し、わかりやす
く図解する、対象
者の理解できるペ
ースに合わせて十
分な時間をかけて
伝える等といった
対応を徹底したこ
と。 
－作成した職業リ
ハビリテーション
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ア 職業準備支援 

個別支援計画に基づ
き、職業上の課題の把握
とその改善を図るため
の支援、職業に関する知
識習得のための支援及
び社会生活技能等の向
上のための支援を効果
的に実施し、終了者の就
職及び職場適応を促進
する。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 職場適応援助者（ジョ
ブコーチ）による支援 
個別支援計画に基づ

き、対象となる障害者や
事業主等の状況に応じ
た支援を着実に実施し、
障害者の職場定着を図
る。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
ア 職業準備支援 

個別支援計画に基づき、職業上の課
題の把握とその改善を図るための支
援、職業に関する知識習得のための支
援及び社会生活技能等の向上のための
支援を効果的に実施し、終了者の就職
及び職場適応を促進する。 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
イ 職場適応援助者（ジョブコーチ）によ
る支援 
個別支援計画に基づき、対象となる

障害者や事業主等の状況に応じた支援
を着実に実施し、障害者の職場定着を
図る。 
地域センターのジョブコーチは個別

性の高い専門的な支援を必要とする障
害者（精神障害、発達障害、高次脳機能
障害等）を重点的に実施する。また、必
要に応じて関係機関のジョブコーチ等
を招集した会議の開催等を通じて、ネ
ットワーク構築や連携の在り方等の協
議を行う。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【指標】 
・職業準備支援
の終了者のう
ち 精 神 障 害
者、発達障害
者及び高次脳
機能障害者の
就職率(職場
適応率含む)
を 68％以上
とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・ジョブコーチ
支援の終了者
のうち精神障
害者、発達障
害者及び高次
脳機能障害者
の支援終了６
か月後の職場
定 着 率 を
85％以上とす
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ア 職業準備支援 
○個別支援計画に基づく職業準備支援の実施と就職及び職場適応
の促進 

・個別支援計画に基づき、対象者の障害特性及び職業的課題の多様
化を踏まえ、様々な個別作業や設定された課題にチームで協力し
て取り組む作業等を行う「職業上の課題の把握とその改善を図る
ための支援」、履歴書作成や模擬面接等の各種講座を行う「職業に
関する知識習得のための支援」及び対人技能、ストレス対処、障
害特性の整理等の講座を行う「社会生活技能等の向上のための支
援」等のカリキュラムを柔軟に組み合わせることにより効果的に
実施した。また、リワーク支援のノウハウも活用し、精神障害者
等の特性を踏まえた効果的な講座や活動等を提供した。 

・就職の実現に向け、個別面談や作業支援を通じて希望の職種や労
働条件を整理した上で、公共職業安定所等と連携し、求人情報に
ついて相互に情報交換を行い、職場実習の受け入れ先や就職先の
開拓等に積極的に取り組んだ。また、職業準備支援終了後の職場
定着支援を希望する利用者に対しては、ジョブコーチが早期に対
象者の障害特性や効果的な支援方法を把握するとともに、対象者
との信頼関係の構築及びジョブコーチ支援への円滑な移行を促
進し、職業準備支援で整理した特性や配慮事項の事業主への伝達
支援のほか、習得したスキルの活用支援等を行うなど一貫した質
の高い支援を実施した。 

 ‐職業準備支援の終了者のうち精神障害者、発達障害者及び高次
脳機能障害者の就職率(職場適応率含む。) 76.1％（前年度実
績 75.7%） 

 ‐支援対象者数 2,005人（前年度実績 2,066人） 
 
イ 職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援 
 
○個別支援計画に基づく障害者や事業主等の状況に応じた支援の
実施 

・個別支援計画に基づき、障害者には職務遂行を円滑に進めるため
の支援、ストレス対処や対人関係等に関する支援を実施するとと
もに、事業主等には障害に係る理解の促進や上司や同僚が必要な
支援を自然に行うナチュラルサポート体制の確立等のための支援
を実施した。また、支援終了後はフォローアップ計画を策定し、
計画的にフォローアップを実施することで障害者の職場定着を図
った。 

・地域センターのジョブコーチによる支援は個別性の高い専門的な
支援を必要とする障害者（精神障害、発達障害、高次脳機能障害
等）を重点的に実施し、職場における具体的な課題に応じた相談
等の支援に取り組んだ。また、事業主に対しては、個別の特性に
応じた指導方法の助言等の支援を実施した。特に「職場における
面談場面に対する支援」を通じて、事業主の支援ノウハウ習得を
促進し、職場内の対人関係やストレス対処等に係るナチュラルサ
ポート体制の確立を支援するなど、困難性の高いジョブコーチ支
援についても、障害者と事業主双方の意向を踏まえつつ、職場適
応上の課題の把握・改善と人間関係の再構築等、ニーズに応じて
実施した。 

・どの地域においても適切な支援を受けられるように関係機関のジ
ョブコーチ等を招集し、連携方法等をテーマとしたジョブコーチ
支援事業推進協議会の開催等を通じて、ネットワーク構築や連携
の在り方等の協議を行った。 

の成果も活用
し、個別の職業
リハビリテーシ
ョン計画に基づ
き、質の高い専
門的支援を実施
したこと。 

 なお、地域セン
ターの支援を利
用した三障害者
から高い評価
（95.9％）を得
ることができた
こと。 

【困難な状況への
対応】 

・個別性の高い専
門的な支援を必
要とする三障害
者への対応が求
められる中、地
域センター職員
に対し年次研修
のみならず課題
別研修等の実施
など、高い専門
性の維持・向上
に取り組んだこ
と。 
また、各支援場
面におけるきめ
細やかな専門的
支援の実施に当
たっては、所内
ケース会議で複
数の障害者職業
カウンセラーが
多角的に検討し
た上で個別の職
業リハビリテー
ション計画を策
定し、三障害者
の希望や適性に
合わせた働き方
の実現に取り組
んだこと。 

 また、三障害者
に対する職業リ
ハビリテーショ
ン計画のインフ
ォームド・コン
セント（説明と
同意）において
は、障害受容や

計画に基づく支援
を受けた三障害者
に対する利用者ア
ンケートにおいて
「支援は大変効果
があった」「支援は
効果があった」旨
の回答があった割
合が 95.9％であ
ったこと。 
－地域のセーフテ
ィネットとして、
ハローワーク等で
構成される就労支
援ネットワークに
よる連携体制の構
築、必要に応じて
オンライン支援の
導入により、均等・
公平な職業リハビ
リテーションサー
ビスを提供したこ
と。等により三障
害者の職業リハビ
リテーション計画
を策定した実人数
の 達 成 度 が
112.0％と、所期の
目標を達成したこ
とは評価できる。 
 
②職業準備支援の
終了者のうち三障
害者の就職率（職
場適応率含む。）及
びジョブコーチ支
援の終了者のうち
三障害者の支援終
了６か月後の職場
定着率の向上に係
る取組について 
－個別性の高い専
門的な支援を必要
とする障害者や事
業主への対応が求
められる中、研修
等の実施等により
高い専門性の維
持・向上に取組ん
だこと。 
－職業準備支援に
おいては、就職の
実現に向け、ハロ
ーワーク等の関係
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ウ 精神障害者総合雇用
支援 
地域における精神障

害者雇用支援ネットワ
ークを構築・整備しつ
つ、主治医、事業主、家
族等関係者との緊密な
連携を図り、障害者に対
する職業指導及び作業
支援、事業主に対する雇
用管理の助言・援助等を
総合的に行い、精神障害
者の雇入れ、復職及び雇
用継続を促進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

広域障害者職業センタ
ー（以下「広域センター」
という。）については、全国
から系統的な職業リハビ
リテーションの措置が必
要な障害者を受け入れ、職
業安定機関、地域センター
及びその他関係機関と連
携して対象者の支援等を
行う。 

 

 
 
 
 
 
ウ 精神障害者総合雇用支援 

 
地域における精神障害者雇用支援ネ

ットワークについて、必要に応じて関
係機関を招集した会議の開催等を通じ
て構築・整備しつつ、主治医、事業主、
家族等関係者との緊密な連携を図り、
障害者に対する職業指導及び作業支
援、事業主に対する雇用管理の助言・援
助等を総合的に行い、精神障害者の雇
入れ、復職及び雇用継続を促進する。 
復職（リワーク）支援については、個

別支援計画に基づき、発達障害の傾向
を有する等多様な精神障害者や事業主
に対して、必要な支援を着実に実施し、
円滑な復職を促進する。個別の支援に
際しては、事業主、主治医等関係者との
十分な連携を行い、効果的な支援を実
施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
広域障害者職業センター（以下「広域セ

ンター」という。）については、全国から
系統的な職業リハビリテーションの措置
が必要な障害者を受け入れ、職業安定機
関、地域センター及びその他関係機関と
連携して対象者の支援等を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・広域センター
については、
全国から系統
的な職業リハ
ビリテーショ
ンの措置が必
要な障害者を
受け入れ、職
業安定機関、
地域センター

 ‐ジョブコーチ支援の終了者のうち精神障害者、発達障害者及び
高次脳機能障害者の支援終了６か月後の職場定着率 89.3%
（前年度実績 89.3%） 

‐支援対象者数 2,579人（前年度実績 2,638人） 
 
ウ 精神障害者総合雇用支援 
 
○精神障害者雇用支援ネットワークの構築・整備による精神障害者
の雇入れ、復職及び雇用継続の促進 

・障害者雇用支援連絡協議会や関係機関が開催する会議等を通じ
て、関係機関の適切な役割分担の調整を行う等、地域における精
神障害者雇用支援ネットワークを構築・整備しつつ、主治医、事
業主、家族等関係者との緊密な連携を図り、障害者に対する職業
指導及び作業支援、事業主に対する雇用管理の助言・援助等を総
合的に行い、精神障害者の雇入れ、復職及び雇用継続を促進した。 

○復職（リワーク）支援の実施 
・事業主、主治医等関係者との十分な連携のもと、個別支援計画に
基づき、休職を繰り返す、又は休職期間が長期化する等多様な精
神障害者や事業主に対して効果的な支援を実施した。休職を繰り
返す、又は休職期間が長期化する等、復職及び復職後の安定勤務
に係る困難性が高い精神障害者に対しては、職業準備支援及びリ
ワーク支援を横断的に活用し、個々の特性等に応じてスキル習得
を図る等の支援内容や支援期間を弾力的に設定するとともに、総
合センターが開発したジョブリハーサル等の支援技法を活用し、
復職後の環境等を想定した支援を行った。なお、事業主に対して
は、事業主のメンタルヘルス対策の取組状況等に応じた丁寧な職
場復帰のコーディネートに取り組んだ。 

・また、必要に応じて医療機関や福祉機関等との連携・役割分担の
もと支援を実施した。医療機関によるリワークプログラムでは対
応が困難である事業主も含めた支援等、職業リハビリテーション
のノウハウを活かしたリワーク支援を展開した。 

・復職支援を行う障害福祉サービス事業所に対して、助言・援助を
通じてノウハウを付与した。 

 ‐リワーク支援対象者の復職率 86.2%（前年度実績 86.5%） 
 ‐リワーク支援対象者数 2,400人（前年度実績 2,457人） 
○職業準備支援、ジョブコーチ支援、リワーク支援の効果度を把握
するためのアンケート結果 

 「大変効果があった」、「効果があった」95.5％（前年度実績 
95.6％） 

 ‐職業準備支援   94.5％（前年度実績 95.8％） 
 ‐ジョブコーチ支援 93.8％（前年度実績 92.2％） 
 ‐リワーク支援   98.1％（前年度実績 98.8％） 
 
○広域障害者職業センターにおける支援 
・広域障害者職業センター（以下「広域センター」という。）におい
ては、機構が運営する障害者職業能力開発校と併せて運営するこ
とにより、全国から系統的な職業リハビリテーションの措置が必
要な障害者を受け入れ、職業安定機関、地域センター及びその他
関係機関と連携して対象者への職業評価や職業指導等の支援を
行った。 

 
 

自己理解の状
況、障害特性等
にも配慮し、わ
かりやすく図解
したり、対象者
の理解できるペ
ースに合わせて
十分な時間をか
けて伝えるとい
った対応を徹底
したこと。 

・ハローワーク、
医療機関、福祉
機関等で構成さ
れる就労支援ネ
ットワークによ
る連携体制を構
築し、併せて必
要に応じてオン
ライン支援の導
入により、地域
センターから離
れた地域に居住
する対象者にお
いても均等・公
平な職業リハビ
リテーションサ
ービスの提供を
促進したこと。 

②職業準備支援の
終了者のうち三
障害者の就職率
（職場適応率含
む。）及びジョブ
コーチ支援の終
了者のうち三障
害者の支援終了
６か月後の職場
定着率の向上に
係る取組につい
て 

【質的な取組】 
・職業準備支援に
おいては、多様
化する対象者の
特性及び職業的
課題を踏まえ、
作業や講座等を
柔軟に組み合せ
た個別のカリキ
ュラムにより支
援を実施し、効
果的な支援を提
供するととも

機関との連携のも
と、求人情報と対
象者の状況等につ
いて相互に情報交
換を行い、職場実
習の受入れ先や就
職先の開拓等を実
施したこと。 
－ジョブコーチ支
援においては、支
援ニーズの高い
「職場における面
談場面に対する支
援」を通じて、事
業主の支援ノウハ
ウ習得を促進し、
職場内の対人関係
やストレス対処等
に係るナチュラル
サポート体制の確
立に取り組んだこ
と。等により、職
業準備支援の終了
者のうち三障害者
の就職率（職場適
応率含む。）の達成
度が 111.9％、ジ
ョブコーチ支援の
終了者のうち三障
害者の支援終了６
か月後の職場定着
率 の 達 成 度 が
105.1％であり、い
ずれも所期の目標
を達成したことは
評価できる。 
 
③事業主支援計画
に基づく体系的な
支援を実施した事
業所数の確保に係
る取組について 
－テレワーク等Ｉ
ＣＴを活用した新
しい働き方の実現
のための環境整備
や除外率の引き下
げなど、多様な働
き方や施策の動向
等に応じた事業主
の支援ニーズの変
化を踏まえ、研修
の実施や先行事例
の共有により障害
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及びその他関
係機関と連携
して対象者の
支援等を行っ
たか。 

 

に、ハローワー
ク等、関係機関
との緊密な連携
のもと、職場実
習の受入れ先や
就職先事業所等
の開拓を積極的
に行うことで就
職率の向上に取
り組んだこと。 
また、ジョブコ
ーチ支援におい
ては、ニーズの
高い「職場にお
ける面談場面に
対する支援」の
充実を図るとと
もに、事業主の
障害理解の促進
とナチュラルサ
ポート体制の確
立に取り組むこ
とにより、職場
定着率の向上を
図ったこと。 

【困難な状況への
対応】 

・個別性の高い専
門的な支援を必
要とする三障害
者への対応が求
められる中、地
域センター職員
に対し年次研修
のみならず課題
別研修等の実施
など、高い専門
性の維持・向上
に取り組んだこ
と。 
また、各支援場
面におけるきめ
細やかな専門的
支援の実施に当
たっては、所内
ケース会議で複
数の障害者職業
カウンセラーが
多角的に検討し
た上で個別の職
業リハビリテー
ション計画を策
定し、三障害者
の希望や適性に

者職業カウンセラ
ーの支援力の向上
を図る機会を設け
た上で、企業に対
してニーズや実態
に応じた助言その
他の援助等を実施
したこと。 
－ゼロ人雇用企業
などの障害者雇用
の取組が進んでい
ない事業主に対し
て、職業安定機関
が実施する障害者
雇用率達成指導等
と連携した事業主
支援を実施するこ
とに加え、事業主
相談・支援ツール
や提案シート等の
活用により様々な
支援プランについ
て提案を行う提案
型事業主支援や事
業主支援計画に基
づく体系的支援を
積極的に実施し、
事業主の具体的な
課題の解決と障害
者雇用の実現に向
けて取り組んだこ
と。等により、事業
主支援計画に基づ
く体系的な支援を
実施した事業所数
が 1,165 所と過去
最高となり、達成
度が 116.5％と所
期の目標を達成し
たことは評価でき
る。 
 
以上を踏まえ、中
期目標における所
期の目標を上回る
成 果 （ 達 成 度
120％以上）には至
らなかったもの
の、重要度・困難
度ともに高く設定
された中にあっ
て、すべての指標
で目標を達成した
ことから、評定を

 ② 質の高い障害者雇用を
支える事業主支援の実施 
地域センターにおいて

は、企業が抱える障害者雇
用に関する課題に対して
様々な支援プランを提示
する提案型事業主支援や
外部専門家である「障害者
雇用管理サポーター」と連
携した専門的な相談支援
等、企業に対するオーダー
メード型の支援を強化す
る。その際、テレワーク等
ＩＣＴを活用した新しい
働き方の実現のための環
境整備に向けても、企業に
対して、好事例の紹介や、
ニーズや実態に応じた助
言その他の援助等を実施
すること。 

 

② 質の高い障害者雇用を
支える事業主支援の実施 
地域センターにおいて

は、企業が抱える障害者雇
用に関する課題に対して
様々な支援プランを提示
する提案型事業主支援や
外部専門家である「障害者
雇用管理サポーター」と連
携した専門的な相談支援
等、企業に対するオーダー
メード型の支援を強化す
る。支援に当たっては、総
合センターの調査・研究等
の成果も踏まえるととも
に、テレワーク等ＩＣＴを
活用した新しい働き方の
実現のための環境整備に
向けても、企業に対して、
好事例の紹介や、ニーズや
実態に応じた助言その他
の援助等を実施する。 

 

② 質の高い障害者雇用を支える事業主支
援の実施 
地域センターにおいては、職業安定機

関が実施する障害者雇用率達成指導等と
連携しつつ、障害者の雇用管理に関する
課題について、職業リハビリテーション
専門機関の立場から、事業主に対する的
確な支援を実施し、障害者の就職又は職
場適応の促進に努める。 
とりわけ障害者雇用の取組が進んでい

ない事業所や雇用管理に課題のある事業
所等であって、事業所自らの具体的な取
組事項が明確になっていない事業主に対
して、様々な支援プランを提示する提案
型事業主支援を実施する。 
ニーズが明確な事業主に対しては、事

業主のニーズに応じた事業主支援計画を
策定し、体系的な支援を行う。 
支援に当たっては、障害者雇用支援ネ

ットワークコーディネーターや外部専門
家である「障害者雇用管理サポーター」と
連携した専門的な相談支援等を実施す
る。また、総合センターの調査・研究等の
成果も踏まえるとともに、テレワーク等
ＩＣＴを活用した新しい働き方の実現の
ための環境整備に向けても、企業に対し
て、好事例の紹介や、ニーズや実態に応じ
た助言その他の援助等を実施する。 
 

＜評価の視点＞ 
・障害者雇用の
取組が進んで
いない事業主
等に対して、
様々な支援プ
ランを提示す
る提案型事業
主支援を実施
したか。また、
ニーズが明確
な事業主に対
して、事業主
のニーズに応
じた事業主支
援計画を策定
し、体系的な
支援を実施し
たか。 

 
【指標】 
・事業主支援計
画に基づく体
系的な支援を
実施した事業
所数を 1,000
所 以 上 と す
る。 

 
＜評価の視点＞ 
・事業主支援に
ついては、総
合センターの
調査・研究等
の成果を踏ま
え る と と も
に、テレワー
ク等ＩＣＴを
活用した新し
い働き方の実
現のための環
境整備に向け
ても、企業に
対して、好事
例の紹介や実
態に応じた助
言その他の援
助等を実施し

② 質の高い障害者雇用を支える事業主支援の実施 
 
○事業主に対する的確な支援の実施 
・地域センターにおいては、ゼロ人雇用企業などの障害者雇用の取
組が進んでいない事業主に対して、職業安定機関が実施する障害
者雇用率達成指導等と連携しつつ、障害者の雇入れや職場適応に
向けた雇用管理に関する課題について、職業リハビリテーション
専門機関の立場から、障害者の担当職務の検討や障害者雇用の具
体的イメージの形成のための助言やジョブコーチ支援等を実施
し、雇用の質を意識した障害者の就職や職場適応の促進に努め
た。 

・障害者雇用において課題を有しているものの、具体的な取組事項
が明確になっていない事業主に対しては、事業主相談・支援ツー
ル等を活用し地域センターの実施する専門的支援について分か
りやすく説明するとともに、提案シート等を活用し様々な支援プ
ランについて提案を行う提案型事業主支援を実施した。 

・ニーズが明確な事業主や複合的なニーズを有する事業主に対して
は、ニーズを踏まえた事業主支援計画を策定し、社員向け研修等
の雇入れに関する支援やジョブコーチによる定着支援等を組み
合わせた体系的支援を実施した。 

 ‐事業主支援計画に基づく体系的な支援を実施した事業所数 
1,165所（前年度実績 1,151所） 

・地域センターだけでは対応困難な障害者の雇用管理に係る専門的
事項については、障害者雇用支援ネットワークコーディネーター
や外部専門家である「障害者雇用管理サポーター」と連携した専
門的な相談支援等を実施した。 

・総合センターの調査・研究等の成果を踏まえるとともに、テレワ
ーク等ＩＣＴを活用した障害者の雇用継続や除外率対象業種に
おける雇用促進など、多様な働き方の実現のための環境整備や施
策の動向等に応じて、障害者職業カウンセラー等を対象とした研
修や先行事例を収集・共有する機会を設け、ニーズの変化を踏ま
えた支援ノウハウを共有した上で、企業に対して、好事例の紹介
のほか、ニーズや実態に応じた助言その他の援助等を実施した。 
‐支援実施事業所数 18,492所 （前年度実績 19,190所） 
‐職業安定機関が行う障害者雇用率達成指導と連携した支援実
施企業数 1,376企業（前年度実績 1,580企業） 

‐支援を受けた事業主に対する追跡調査における「課題の改善に
大変効果があった」、「課題の改善に効果があった」旨の回答割
合 92.6％（前年度実績 92.8％） 

 
○令和６年能登半島地震に関し、被災地域の状況に配慮した対応を
以下のとおり実施した。 

・震災発生当時より石川障害者職業センター等に「特別相談窓口」
を設置し、地震の影響により障害者の雇用管理や雇用継続に課題
を抱える事業主や離職を余儀なくされた障害者等からの再就職
に係る相談等に対応してきたが、震災からの時間経過に伴い、特
別相談窓口における支援件数は減少し、令和７年度はほぼ見られ
ない状況で推移しており、震災に関連のある支援依頼についても
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たか。 

 

 

通常業務により速やかに対応可能となったことから、特別相談窓
口の設置は令和７年 10月 31日をもって終了した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

合わせた働き方
の実現に取り組
んだこと。（再
掲） 

・一人ひとり個別
性が高く、定型
的なカリキュラ
ムや一律の支援
の提供では対応
が困難なニーズ
に対して、リワ
ーク支援も含め
た各支援プログ
ラムを活用した
職業準備支援を
実施するととも
に、ジョブコー
チ支援を活用
し、柔軟かつ効
果的な支援を実
施することによ
り、就職率及び
職場定着率の向
上に取り組んだ
こと。 

③事業主支援計画
に基づく体系的
な支援を実施し
た事業所数の確
保に係る取組に
ついて 

【質的な取組】 
・テレワークで働
く障害者の雇用
継続や、除外率
対象業種におけ
る雇用促進な
ど、多様な働き
方や施策の動向
等に応じた事業
主の支援ニーズ
の変化を踏ま
え、研修の実施
や先行事例の共
有により障害者
職業カウンセラ
ーの支援力の向
上を図ったほ
か、外部専門家
である「障害者
雇用管理サポー
ター」と連携し
た支援を通じ
て、事業主に対

Ａとした。 
 
＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方策＞ 
・引き続き、個別性
の高い精神障害者
等への支援のほ
か、令和８年７月
からの法定雇用率
の引上げを踏ま
え、事業主のニー
ズを明確にするた
めの提案型事業主
支援や体系的支援
等、専門的な支援
の充実・強化を図
る必要がある。 
 
＜その他事項＞ 
・なし。 
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する質の高い体
系的な支援等に
取り組んだこ
と。 

 なお、地域セン
ターの事業主支
援を利用した事
業主から高い評
価（92.6％）を
得ることができ
たこと。 

【困難な状況への
対応】 

・ゼロ人雇用企業
などの障害者雇
用の取組が進ん
でいない事業主
に対して、職業
安定機関が実施
する障害者雇用
率達成指導等と
連携した事業主
支援を実施する
とともに、提案
型事業主支援や
体系的支援を積
極的に実施し、
事業主の具体的
な課題の解決と
雇用の質を意識
した障害者雇用
の実現に取り組
んだこと。 

以上、重要度・困
難度が設定されて
いる項目におい
て、これらの実績
を挙げたことを踏
まえ、評定をＡと
する。 
 
＜課題と対応＞ 
・令和８年７月の
法定雇用率の引
上げに向けた動
き等を踏まえ、
障害者雇用にお
いて課題を有し
取組を検討して
いるものの、具
体的な取組事項
が明確になって
いない事業主に
対しては、提案
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＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・令和７年４月からの除外率の引下げや令和８年７月からの法定雇
用率の引上げを踏まえ、以下の取組を通じて、障害者及び事業主
に対する専門的な支援の充実・強化を図った。 
‐地域センターにおける個別性の高い専門的な支援を必要とす
る障害（精神障害、発達障害、高次脳機能障害等）を有する対
象者に対し、キャリアのいずれのステージにおいても、希望や
適性に合わせた働き方の実現に向けて、職業相談や職業評価を
踏まえ、求職中・在職中における職業準備支援やジョブコーチ
支援、休職中の復職支援等、個別の職業リハビリテーション計
画に基づく専門的支援を着実に実施 

‐ゼロ人雇用企業などの障害者雇用の取組が進んでいない事業
主に対して、職業安定機関が実施する障害者雇用率達成指導等
と連携した事業主支援を実施 

‐地域センター職員に対し、除外率制度の対象業種に対する障害
者雇用促進に係る講義や意見交換、事例共有等をテーマとした
課題別研修等を実施 

‐提案型事業主支援や体系的支援の積極的な実施による事業主
の具体的な課題の解決と障害者雇用の実現に向けた取組を実
施 

 
 

シート等を活用
して積極的に提
案を行う提案型
の事業主支援を
実施し、ニーズ
が明確な事業主
に対しては事業
主支援計画に基
づき複数の支援
を組み合わせた
体系的支援を実
施する等、引き
続きより一層の
専門的な支援の
充実・強化を図
る必要がある。 

 
 

 

４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・企業等への支援が充実していること、社会の変化に対応した体系的支援体制を構築していること、地域資源との連携を図りながら、障害者雇用、定着に向けてのきめ細やかな支援を行っていることは評価できる。 

・障害者総合支援法の改正により就労系障害福祉サービスにおいても復職支援が実施可能となったが、復職支援は一般就労支援とは対象者や支援方法が異なる。支援手法の標準化は十分とは言えないため、地域障害者職業センターがこ

れまで蓄積してきた知見を活かし、技術的助言や関係機関との連携強化を進めることが期待される。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 
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地域障害者職業センターの職業リハビリテーション計画を策定した障害別実人数 

合計 身体障害者 知的障害者 精神障害者 発達障害者 高次脳機能障害者 難病 その他 

13,376 人 522 人 1,458 人 6,280 人 4,367 人 557 人 100 人 92 人 

 
職業準備支援の障害別対象者数及び就職率 

 計 身体障害者 知的障害者 精神障害者 発達障害者 高次脳機能障害者 難病 その他 

対象者数 2,005 人 37 人 110 人 778 人 939 人 126 人 11 人 4 人 

就職率 75.5％ 64.7％ 68.0％ 74.9％ 75.8％ 85.0％ 70.0％ 66.7％ 

  
 
ジョブコーチ支援の障害別対象者数及び職場定着率 

 計 身体障害者 知的障害者 精神障害者 発達障害者 高次脳機能障害者 難病 その他 

対象者数 2,579 人 128 人 567 人 740 人 1,015 人 117 人 10 人 2 人 

職場定着率 89.7％ 92.1％ 90.8％ 88.0％ 89.6％ 93.8％ 75.0％ 100.0％ 

 
リワーク支援の対象者数及び復職率 

 計 

対象者数 2,400 人 

復職率 86.2％ 

 
事業主援助業務実施状況 

延べ件数 実事業所数 

146,205件 18,492 所 

 

 

  

別紙  
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－２－２ 障害者職業センターの設置運営業務等に関する事項－地域の関係機関に対する助言・援助及び職業リハビリテーションの専門的な人材の育成 

業務に関連する
政策・施策 

Ⅴ－３－１ 高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図ること 
当該事業実施に係る根拠
（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構法第１
４条第１項第４号 

当該項目の重要
度、困難度 

【重要度：高】 
多様な人材の一人一人がもつ潜在力を最大限発揮できるとともに、地域の就労支援機関や企業が相互に連携して障害者雇用に取り組めるよう、地

域の就労支援機関の基盤整備をさらに進めることが望まれる。そのための基礎となる職業リハビリテーションに係る人材の育成や就労支援機関に
対する助言・援助を推進していくことは極めて重要であるため。 

関連する政策評価・行政事
業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

職業リハビリテーショ
ン関係機関への助言・援
助業務の実施件数（計画
値） 

26,000件以
上 

－ 
4,600件以

上 
4,600件以

上 
5,600件以

上 
  

  

予算額（千円） 10,883,027 11,643,045 12,263,127   

 
 

職業リハビリテーショ
ン関係機関への助言・援
助業務の実施件数（実績
値） 

－ － 5,506件 5,794件 6,641件   

  

決算額（千円） 9,575,758 10,915,219 11,125,724   

 
 

達成度 － － 119.7％ 126.0％ 118.6％   
  

経常費用（千円） 9,029,574 10,048,903 11,268,753   

 
 

助言・援助を受けた関係
機関に対する追跡調査
における「支援内容・方
法の改善に寄与した」旨
の評価の割合（計画値） 

85％以上 － 85％以上 85％以上 85％以上   

  

経常利益（千円） 258,776 39,734 87,938   

 
 

助言・援助を受けた関係
機関に対する追跡調査
における「支援内容・方
法の改善に寄与した」旨
の評価の割合（実績値） 

－ 96.8％ 97.0％ 96.2％ 95.3％   

  

行政コスト（千円） 9,187,465 10,254,196 11,609,586   

 
 

達成度 － － 114.1％ 113.2％ 112.1％   
  

従事人員数（人） 467 473 490   

 
 

 注）高齢・障害者雇用支援勘定（障害者雇用支援事業経理）における数値を記載。 
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２．主要な経年データ 

 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 ジョブコーチ養成研修
及び同スキル向上研修
の受講者数（計画値） 

3,000人以
上 

－ 600 人以上 600人以上 600人以上   
  

      

 ジョブコーチ養成研修
及び同スキル向上研修
の受講者数（実績値） 

－ 733人 761人 842人 874人   
   

     

 
 

達成度 － － 126.8％ 140.3％ 145.7％   
  

      

 ジョブコーチ養成研修
及び同スキル向上研修
の受講者の所属長に対
する追跡調査における
「障害者の職場定着に
寄与した」旨の評価の割
合（計画値） 

90％以上 － 90％以上 90％以上 90％以上   

  

      

 ジョブコーチ養成研修
及び同スキル向上研修
の受講者の所属長に対
する追跡調査における
「障害者の職場定着に
寄与した」旨の評価の割
合（実績値） 

－ 98.0％ 97.9％ 95.9％ 93.2％   

  

      

 
 

達成度 － － 108.8％ 106.6％ 103.6％   
  

      

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
２ 障害者職業センターの
設置運営業務等に関する
事項 

（２）地域の関係機関に対す
る助言・援助及び職業リ
ハビリテーションの専
門的な人材の育成 

 
① 地域の関係機関に対す

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

２ 障害者職業センターの
設置運営業務等に関する
事項 

（２）地域の関係機関に対す
る助言・援助及び職業リ
ハビリテーションの専
門的な人材の育成 

 
① 地域の関係機関に対す

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
２ 障害者職業センターの設置運営業務等
に関する事項 

 
（２）地域の関係機関に対する助言・援助

及び職業リハビリテーションの専門的
な人材の育成 

 
 
① 地域の関係機関に対する助言・援助の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 

 
 
 
 
 
２ 障害者職業センターの設置運営業務等に関する事項 
 
 
（２）地域の関係機関に対する助言・援助及び職業リハビリテーシ

ョンの専門的な人材の育成 
 
 
 
① 地域の関係機関に対する助言・援助の実施 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
「職業リハビリテ
ーション関係機関
への助言・援助業
務の実施件数」の
達成度が 118.6％
、「助言・援助を
受けた関係機関に
対する追跡調査に
おける「支援内容
・方法の改善に寄
与した」旨の評価
の割合」の達成度

＜評定に至った理
由＞ 

・自己評価書の
「Ｂ」との評価結
果が妥当であると
確認できた。 
 
＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方策＞ 
・引き続き地域の
就労支援の基盤整
備のため、関係機
関に対する助言・
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る助言・援助の実施 
各地域における障害者

就業・生活支援センター、
就労移行支援事業所、教育
機関、医療機関、その他の
関係機関が障害特性等を
踏まえたより効果的な職
業リハビリテーションサ
ービスを実施することが
できるよう、地域センター
において、これらの関係機
関に対する職業リハビリ
テーションに関する技術
的事項についての助言そ
の他の援助を積極的に行
うこと。 

る助言・援助の実施 
各地域における障害者

就業・生活支援センター、
就労移行支援事業所、教育
機関、医療機関、その他の
関係機関が障害特性等を
踏まえたより効果的な職
業リハビリテーションサ
ービスを実施することが
できるよう、地域センター
において、これらの関係機
関に対する職業リハビリ
テーションに関する技術
的事項についての助言そ
の他の援助を積極的に行
う。 

実施 
各地域における障害者就業・生活支援

センター、就労移行支援事業所、教育機
関、医療機関、その他の関係機関が障害特
性等を踏まえたより効果的な職業リハビ
リテーションサービスを実施することが
できるよう、地域センターにおいて、これ
らの関係機関に対する職業リハビリテー
ションに関する技術的事項についての助
言その他の援助を積極的に行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・各地域の関係
機 関 に 対 し
て、職業リハ
ビリテーショ
ンに関する技
術的事項につ
いての助言そ
の他の援助を
積極的に行っ
たか。 

 
【指標】 
・職業リハビリ
テーション関
係機関への助
言・援助業務
の実施件数を
5,600 件以上
とする。 

 
【指標】 
・助言・援助を
受けた関係機
関に対する追
跡調査におい
て、85％以上
から「支援内
容・方法の改
善 に 寄 与 し
た」旨の評価
を得る。 

 

・各地域における障害者就業・生活支援センター、就労移行支援事
業所、教育機関、医療機関、その他の関係機関が障害特性等を踏
まえたより効果的な職業リハビリテーションサービスを実施す
ることができるよう、地域センターにおいて、これらの関係機関
に対して、支援ツールの利用方法などの説明・解説等を行う「技
術的助言」、事業所に出向き、障害者職業カウンセラーが協同で支
援しながら説明・解説を行う「協同支援」又は職業評価や職業準
備支援の観察・模擬体験等を行う「実習」により、職業リハビリ
テーションに関する技術的事項についての助言その他の援助（以
下「助言・援助」という。）を積極的に実施した。 

 ‐職業リハビリテーション関係機関への助言・援助業務の実施件   
  数 6,641件（前年度実績 5,794件） 
 ‐助言・援助を受けた関係機関に対する追跡調査における「支援

内容・方法の改善に寄与した」旨の評価の割合 95.3％（前年
度実績 96.2%） 

・障害者就業・生活支援センターと連携し、「雇用と福祉の分野横断
的な基礎的知識・スキルを付与する研修」（以下「基礎的研修」と
いう。）も一つの契機としつつ、圏域内の複数の関係機関を対象と
した学習会等を実施するなど、地域の就労支援ネットワークの強
化を通じて、効果的な職業リハビリテーションサービスの実施に
取り組んだ。 

・個々の職員の就労支援の知識や経験に幅がある状況が見られる事
業所に対して、個別の支援状況や課題等を確認した上で、助言・
援助を実施した。 

・さらに、日常の支援場面を通じた情報収集の視点やそれを踏まえ
た見立てが未整理等、対象事業所の有する課題を整理、共有した
上で、職業準備支援の講座の見学や体験実習等の実践的な手法を
用いて助言・援助を実施し、その内容が対象事業所での支援に反
映された。 

が 112.1％、 
「ジョブコーチ養
成研修及び同スキ
ル向上研修の受講
者数」の達成度が
145.7％、「ジョブ
コーチ養成研修及
び同スキル向上研
修の受講者の所属
長に対する追跡調
査における「障害
者の職場定着に寄
与した」旨の評価
の割合」の達成度
が 103.6％であり
、所期の目標を達
成又は上回る成果
が得られている。
評定の根拠として
、 
①職業リハビリテ
ーション関係機
関への助言・援
助業務の実施件
数及び助言・援
助を受けた関係
機関に対する追
跡調査における
「支援内容・方
法の改善に寄与
した」旨の評価
の割合の確保・
向上に係る取組
について 

【質的な取組】 
・障害者就業・生
活支援センター
と連携し、令和
７年度に開始し
た基礎的研修も
一つの契機とし
つつ、圏域内の
複数の関係機関
を対象とした学
習会を開催する
など、地域の就
労支援ネットワ
ークの強化を通
じて、効果的な
職業リハビリテ
ーションサービ
スの実施に取り
組んだこと。 
なお、指標のと

援助機能の充実・
強化を図る必要が
ある。 
・また、障害者就
労を支える人材を
地域において育成
するため、「雇用及
び福祉分野におけ
る横断的な基礎的
知識及び技能を習
得させるための研
修」及びその他各
種研修について計
画的に実施する必
要がある。 
 
＜その他事項＞ 
・なし。 

 ② 地域の就労支援を支え
る人材の育成強化 
障害者就労を支える人

材をこれまで以上に地域
において育成するため、地
域センターは、障害者職業
総合センター（以下「総合
センター」という。）と共同
して雇用と福祉の分野横
断的な基礎的知識・スキル
を付与する研修を新たに
実施し、障害者の就労支援
に携わる雇用・福祉分野の
人材に対して、両分野に横
断的な知識等を習得させ
ること。 
また、地域センターにお

いては、当該人材の更なる
ステップアップのために
総合センターが行う職場
適応援助者（ジョブコー
チ）養成研修や障害者就

② 地域の就労支援を支え
る人材の育成強化 
障害者就労を支える人

材をこれまで以上に地域
において育成するため、地
域センターは、総合センタ
ーと共同して雇用と福祉
の分野横断的な基礎的知
識・スキルを付与する研修
を新たに実施し、障害者の
就労支援に携わる雇用・福
祉分野の人材に対して、両
分野に横断的な知識等を
習得させる。 
また、地域センターにお

いては当該人材の更なる
ステップアップのために
総合センターが行う職場
適応援助者（ジョブコー
チ）養成研修や障害者就
業・生活支援センター担当
者研修等の階層研修、職業

② 地域の就労支援を支える人材の育成強
化 
障害者就労を支える人材をこれまで以

上に地域において育成するため、地域セ
ンターは、総合センターと共同して雇用
と福祉の分野横断的な基礎的知識・スキ
ルを付与する研修を新たに実施し、障害
者の就労支援に携わる雇用・福祉分野の
人材に対して、両分野に横断的な知識等
を習得させる。 
また、総合センター及び地域センター

は、当該人材の更なるステップアップの
ために、職場適応援助者（ジョブコーチ）
養成研修や障害者就業・生活支援センタ
ー担当者研修等の階層研修を実施する。 

 
 
 
 
 

 
 

＜評価の視点＞ 
・障害者就労を
支える人材を
これまで以上
に地域におい
て育成するた
め、雇用と福
祉の分野横断
的な基礎的知
識・スキルを
付与する研修
を効果的に実
施し、障害者
の就労支援に
携わる雇用・
福祉分野の人
材に対して、
両分野に横断
的な知識等を
習 得 さ せ た
か。 

 

② 地域の就労支援を支える人材の育成強化 
 
・障害者就労を支える人材をこれまで以上に地域において育成する
ため、地域センターは総合センターと共同して基礎的研修を効果
的に実施し、障害者の就労支援に携わる雇用・福祉分野の人材に
対して、両分野に横断的な知識等を習得させた。 
また、総合センター及び地域センターは、医療・福祉等の分野の
職業リハビリテーション実務者やジョブコーチ等を対象に、職業
リハビリテーションに関する以下ア～エの専門的・技術的研修を
職種別、課題別に階層研修として実施する等により、職業リハビ
リテーションの専門的な人材の育成を図った。 
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業・生活支援センター担当
者研修等の階層研修、職業
リハビリテーションに関
する技術的事項について
の助言その他の援助を組
合せた個別の計画的・体系
的な人材育成の援助を、地
域の就労支援機関に対し
て行う。さらに、総合セン
ターでは、これら人材育成
に関する業務をはじめ職
業リハビリテーションに
関する専門性の高い支援・
援助を行う障害者職業カ
ウンセラーの養成及び研
修を実施すること。 

リハビリテーションに関
する技術的事項について
の助言その他の援助を組
合せた個別の計画的・体系
的な人材育成の援助を、地
域の就労支援機関に対し
て行う。さらに、総合セン
ターでは、これら人材育成
に関する業務をはじめ職
業リハビリテーションに
関する専門性の高い支援・
援助を行う障害者職業カ
ウンセラーの養成及び研
修を実施する。 

 
 
ア 雇用と福祉の分野横
断的な基礎的知識・スキ
ルを付与する研修 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
イ 職場適応援助者（ジョ
ブコーチ）の養成及び支
援スキル向上のための
研修 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
ア 雇用と福祉の分野横断的な基礎的知
識・スキルを付与する研修 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
イ 職場適応援助者（ジョブコーチ）の養
成及び支援スキル向上のための研修 
 
 
・ 職場適応援助者（ジョブコーチ）
養成研修（配置型・訪問型・企業在
籍型） 

・ 職場適応援助者（ジョブコーチ）
養成研修修了者サポート研修（配置
型・訪問型・企業在籍型） 

・ 職場適応援助者（ジョブコーチ）
支援スキル向上研修（配置型・訪問
型・企業在籍型） 

・ 職場適応援助者（ジョブコーチ）
支援スキル向上研修修了者サポー
ト研修（配置型・訪問型・企業在籍

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・職場適応援助
者（ジョブコ
ーチ）養成研
修及び同スキ
ル向上研修の
受 講 者 数 を
600 人以上と
する。 

 
【指標】 
・職場適応援助
者（ジョブコ
ーチ）養成研
修及び同スキ
ル向上研修の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ア 雇用と福祉の分野横断的な基礎的知識・スキルを付与する研修 
・基礎的研修を、障害者就業・生活支援センター、就労移行支援事
業所等における支援担当者を対象に、地域センター及び総合セン
ターが共同して実施した。 

 【受講者数】4,184人  【修了者数】3,988人 
・基礎的研修のカリキュラムに、障害者雇用と障害者福祉の両分野
における施策や支援制度の情報、関係機関の役割、地域の社会資
源に関する意見交換の設定等、就労支援を行う上で必要となる基
礎的な知識等を盛り込んだ。なお、総合センターが実施する９科
目計 560分のオンデマンド形式での研修（以下「オンデマンド研
修」という。」）においては、学習効果を高めるために、小テスト
の実施や、アンケート機能を活用した質問機会の設定をした。 
【質問回答数】1,281件 

・オンデマンド研修による基礎的知識のインプット後、地域センタ
ーにおける５科目計 340分の集合形式での研修（以下「集合研修」
という。）を実施し、両分野に横断的な知識等を習得させた。 

・なお集合研修においては、知識定着のためにオンデマンド研修部
分の要点を振り返るとともに、各地域のネットワークに関する講
義や受講者間の連携強化を目的としたグループワーク等を実施
した。 

 【アンケート有用度】99.4％ 
 
イ 職場適応援助者（ジョブコーチ）の養成及び支援スキル向上の
ための研修 

 
 
・ジョブコーチ養成研修及び同スキル向上研修の受講者数 874人
（前年度実績 842人） 
・ジョブコーチ養成研修及び同スキル向上研修の受講者の所属長に
対する追跡調査における「障害者の職場定着に寄与した」旨の評
価の割合 93.2%（前年度実績 95.9%） 

・職場適応援助者（ジョブコーチ）として支援を行う上で必要な知
識・スキルの習得を図るため、配置型、訪問型及び企業在籍型の
職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修（集合研修：総合セン
ター、大阪障害者職業センター、実技研修：全国の地域センター）
の開催に当たっては、受講者の利便性向上のため集合形式とオン
ライン形式を組み合わせた実施形式の回数を昨年度よりも１回
増やすとともに、運用上１回当たりの受け入れ人数を拡大した。 

おり、関係機関
の所属長から高
い評価（95.3％）
を得ることがで
きたこと。 

【困難な状況への
対応】 

・開設から間もな
い就労移行支援
事業所等の中に
は、個々の職員
の就労支援の知
識や経験に幅が
ある状況が見ら
れることから、
当該事業所にお
ける個別の支援
状況や課題等を
確認した上で助
言・援助に取り
組んだこと。 

②ジョブコーチ養
成研修及び同ス
キル向上研修の
受講者数及び受
講者の所属長に
対する追跡調査
における「障害
者の職場定着に
寄与した」旨の
評価の割合の確
保・向上に係る
取組について 

【質的な取組】 
・令和５年度から
実施している集
合形式とオンラ
イン形式を組み
合わせた研修を
継続し、昨年度
に引き続き受講
者の利便性の向
上に取り組んだ
こと。なお、指
標のとおり、受
講者の所属長か
ら 高 い 評 価
（93.2％）を得
ることができた
こと。 

【困難な状況への
対応】 

・現行のジョブコ
ーチ養成研修に
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ウ 障害者就業・生活支援
センターの就業支援担
当者を対象とした研修 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
エ 医療・福祉等の分野に
おける職業リハビリテ
ーション実務者を対象
とした研修 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

型） 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
ウ 障害者就業・生活支援センターの就
業支援担当者を対象とした研修 
 
・ 障害者就業・生活支援センター就
業支援担当者研修 

・ 障害者就業・生活支援センター主
任就業支援担当者研修 

・ 障害者就業・生活支援センター就
業支援スキル向上研修 

 
 
 
 
 
 
 
 エ 医療・福祉等の分野における職業リ

ハビリテーション実務者を対象とした
研修 

   
・ 基礎的研修フォローアップ研修 

  ・ ステップアップ研修Ⅰ 
・ ステップアップ研修Ⅱ 
・ 就業支援テーマ別研修 

 
 階層研修の実施に当たり、「医療・福祉
等の分野における職業リハビリテーショ
ン実務者を対象とした研修」については、
新たな体系で実施する。「職場適応援助者
（ジョブコーチ）の養成及び支援スキル
向上のための研修」及び「障害者就業・生
活支援センターの就業支援担当者を対象
とした研修」については、令和８年度から
の新たなカリキュラム等での実施に向
け、教材の作成等を行う。 

 
 
 
 
 
 

受講者の所属
長に対する追
跡調査におい
て、90％以上
から「障害者
の職場定着に
寄与した」旨
の 評 価 を 得
る。 

 【アンケート有用度】98.9％（前年度実績 98.3％） 
・一定の実務経験を有するジョブコーチに対して必要な知識・スキ
ルの向上を図るため、配置型、訪問型及び企業在籍型の職場適応
援助者（ジョブコーチ）支援スキル向上研修（総合センター、大
阪障害者職業センター）を実施した。なお、一部の実施回をオン
ラインで実施した。 

 【アンケート有用度】97.1％（前年度実績 100.0％） 
・配置型、訪問型及び企業在籍型それぞれの職場適応援助者（ジョ
ブコーチ）養成研修並びに職場適応援助者（ジョブコーチ）支援
スキル向上研修修了者に対し、支援の実践的なノウハウの付与を
目的として、全国の地域センターで職場適応援助者（ジョブコー
チ）支援スキル向上研修修了者サポート研修を実施した。 

 
ウ 障害者就業・生活支援センターの就業支援担当者を対象とした
研修 

 
・就業支援担当者及び主任就業支援担当者を対象とした研修の一部
の実施回をオンラインで実施した（集合研修は総合センターで実
施）。 

・一定の実務経験がある就業支援担当者を対象とした障害者就業・
生活支援センター就業支援スキル向上研修を実施した。 

 【アンケート有用度】 
‐障害者就業・生活支援センター就業支援担当者研修 99.3％
（前年度実績 99.4％） 

‐障害者就業・生活支援センター主任就業支援担当者研修  
100.0％（前年度実績 100.0％） 

‐障害者就業・生活支援センター就業支援スキル向上研修  
100.0％（前年度実績 100.0％） 

 
エ 医療・福祉等の分野における職業リハビリテーション実務者を
対象とした研修 

〇 階層研修等の実施 
・基礎的研修フォローアップ研修 
 （概要） 

アセスメントに係る演習や企業に対する支援に関する基本的
な内容について、基礎的研修の内容を補完するための「基礎的研
修フォローアップ研修」を、基礎的研修の修了や労働、福祉、医
療・保健、教育等の関係機関において障害者の就労支援に関する
実務経験を概ね 1年以上有する等、職業リハビリテーションに関
する基礎的な知識及び技術を修得した者を対象に、全都道府県で
実施した。 

 【受講者数】858人  【アンケート有用度】99.7％ 
・ステップアップ研修Ⅰ 
 （概要） 

基礎的研修の上位研修として、基礎知識を踏まえ、より実践的
な知識・スキルの習得を図る「ステップアップ研修Ⅰ」を、関係
機関において就労支援の実務経験が１年以上あり、基礎的研修を
修了している者等を対象にオンラインで開催した。 
【受講者数】67人 【アンケート有用度】98.2％ 

・ステップアップ研修Ⅱ 
就労支援に関するより一層の専門的な知識・スキルの習得を図

るために、総合センターにおける研究及び技法開発成果等に基づ
いた「ステップアップ研修Ⅱ」を、関係機関において就労支援の

おける受講ニー
ズの高まりに応
えるため、令和
７年度は集合形
式とオンライン
形式を組み合わ
せた形式での実
施について、３
回増やした前年
度からさらに１
回増やしたこと
や運用上１回当
たりの受入れ人
数を増やすこと
により、受講希
望者の受講機会
の確保に取り組
んだこと（対前
年度 32人増）。 

以上、重要度が設
定されている項目
において、これら
の実績を挙げたこ
とを踏まえ、評定
をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・地域の就労支援
の基盤整備のた
め、各地域にお
ける関係機関が
、より効果的な
職業リハビリテ
ーションサービ
スを実施するこ
とができるよう
、引き続き助言
・援助を積極的
に行うとともに
、障害者就労を
支える人材をこ
れまで以上に地
域において育成
するため、「雇
用及び福祉分野
における横断的
な基礎的知識及
び技能を習得さ
せるための研修
」を実施し、障
害者の就労支援
に携わる雇用・
福祉分野の人材
に対して、両分
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なお、研修修了後は、研

修受講者に対するアンケ
ート調査及び研修受講者
の在籍する所属長に対す
る追跡調査を実施すると
ともに、これらの結果を踏
まえ、研修カリキュラム等
の充実を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお、研修修了後は、研修受講者に対す

るアンケート調査及び研修受講者の在籍
する所属長に対する追跡調査を実施する
とともに、これらの結果を踏まえ、研修カ
リキュラム等の充実を図る。 
また、一部の地域センターにおいて、雇

用と福祉の分野横断的な基礎的知識・ス
キルを付与する研修、階層研修及び職業
リハビリテーションに関する技術的事項
についての助言その他の援助のうち必要
な支援を組合せた個別の計画的・体系的
な人材育成の援助を、地域の就労支援機
関に対して試行的に実施する。 
さらに、総合センターでは、これら人材

育成に関する業務をはじめ職業リハビリ
テーションに関する専門性の高い支援・
援助を行う障害者職業カウンセラーの養
成及び研修を実施する。 
 

実務経験が２年以上あり、基礎的研修を修了している者等を対象
にオンライン及び集合形式で開催した。 

 【受講者数】19人 【アンケート有用度】91.7％ 
・就業支援テーマ別研修 

職業リハビリテーションに係る新たな課題やニーズに対応し
た知識・スキルの習得を図る「就業支援テーマ別研修」について
は、障害者雇用促進法などの法的根拠と支援現場で活用できる技
法を体系的に学び、支援の質を高めるため、「障害者雇用に関する
労働関係法規～合理的配慮の実現に向けた法的視点と支援方法
～」をテーマとしてオンラインにて開催した。 

 【受講者数】46人 【アンケート有用度】100.0％ 
 

なお、研修修了後は、研修受講者に対するアンケート調査及び
研修受講者の在籍する所属長に対する追跡調査を実施するとと
もに、これらの結果を踏まえ、より受講者の理解が図られるよう
演習や講義の進め方等を見直すなど、研修カリキュラム等の充実
を図った。 
また、厚生労働省の職場適応援助者の育成・確保に関する作業

部会や就業支援担当者研修等のカリキュラム作成に関する作業
部会でとりまとめられたカリキュラムをもとに、基礎的研修の上
位に位置づく「職場適応援助者（ジョブコーチ）の養成及び支援
スキル向上のための研修」及び「障害者就業・生活支援センター
の就業支援担当者を対象とした研修」について令和８年度以降に
導入予定である新たなカリキュラム及び研修教材の作成等に取
り組んだ。 

 
〇 個別の計画的・体系的な人材育成の援助 
・地域の就労支援機関における職業リハビリテーション専門人材の
更なるスキルアップを図るため、職業リハビリテーション関係機
関の人材育成支援ニーズに応じて、個別の計画的・体系的な人材
育成の援助に取り組んだ。 

・なお、当該援助については、令和９年度からの全国実施に向けて
の試行的な取組とし、東京障害者職業センター及び大阪障害者職
業センターにおいて事例収集を行い、効果検証、課題の整理等を
行った。 

 
○ 障害者職業カウンセラーの養成及び研修の実施 
・総合センターでは、地域における人材育成に関する業務をはじめ
職業リハビリテーションに関する専門性の高い支援・援助を行う
障害者職業カウンセラーの養成及び研修として、採用後の年次に
応じた専門研修を令和６年度に引き続き新たなカリキュラム等
で実施するとともに、各職場では、OJT等を実施した。また、オン
ラインによる情報交換及び経験交流の試行実施やオンデマンド
教材を活用した知識・スキルの付与、障害者職業カウンセラー等
指定研修等を実施した。指定研修では本部指定の外部研修（企業
実習、学会参加等）への参加者による報告会を通して、雇用・労
働に係る最新動向についての知識・情報の共有を図り、専門性の
更なる向上を促進した。 

・令和７年度から経験者採用の障害者職業カウンセラーの入職に伴
い、経験者講習及び補完研修を新たに開始した。 

・障害者職業カウンセラー等を対象に、新たな課題やニーズに対応
した特定の知識及び技術の習得等を目的に総合センターで実施
する「課題別研修」について、令和７年度は除外率引下げがあっ
たことから、除外率設定業種からの支援ニーズが増加することが

野に横断的な知
識等を習得させ
る必要がある。 
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考えられたため効果的な事業主支援を実施できるよう「除外率制
度の対象業種に対する障害者雇用促進を考える」をテーマに実施
した。 

 
 
＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・地域の就労支援の基盤整備のため、以下のとおり助言・援助機能
の充実・強化を図った。 
‐基礎的研修の実施を契機として、助言・援助業務をより積極的
に実施 

‐障害者就業・生活支援センターと連携し、圏域内の複数の関係
機関を対象とした学習会等を実施するなど、地域の就労支援ネ
ットワークの強化を通じて、効果的な職業リハビリテーション
サービスを実施 

・医療・福祉等の分野の職業リハビリテーション実務者やジョブコ
ーチなど、障害者就労を支える人材をこれまで以上に地域におい
て育成するため、職業リハビリテーションに関する以下の研修を
はじめとした専門的・技術的研修を職種別、課題別に階層研修と
して計画的に実施する等により、職業リハビリテーションの専門
的な人材の育成を図った。 
‐基礎的研修 
‐新カリキュラムによる医療・福祉等分野における職業リハビリ
テーション実務者の研修（基礎的研修フォローアップ研修、ス
テップアップ研修Ⅰ、ステップアップ研修Ⅱ、就業支援テーマ
別研修） 

・「職場適応援助者（ジョブコーチ）の養成及び支援スキル向上のた
めの研修」及び「障害者就業・生活支援センターの就業支援担当
者を対象とした研修」について、新たなカリキュラムに対応した
教材作成等を行った。 

 
 

 

４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・障害のある労働者、雇用する事業主ともに雇用に向けてのノウハウが蓄積できていない障害種別や重複障害、複雑な生活課題のある労働者が就職を希望する事例も増加する中で、職業リハビリテーション関係機関への助言・援助業務の

実施件数が過去最高の 6,641 件実施されたことにより地域の支援力の向上と人材育成にも資する成果と考えられること、職業リハビリテーションの専門性を高め、その質を担保するうえで、人材育成は極めて重要な役割を果たしてお

り、特に基礎的研修については、多くの受講者に対して体系的な学習機会を提供し、運営面での負担も大きい中で、地域全体の支援力向上に大きく貢献していることは評価できる。また、人材育成についても個のニーズに応じて、かな

りきめ細やかに対応されており、これらのノウハウは今後の事業や各方面への成果普及につながる成果と言えるため、A 評価としてもよいと考える。 

・関係機関への助言・援助による効果等について、定性的な情報であっても集約・公表できると、地域障害者職業センターのプレゼンスの向上につながるのではないか。 

また、基礎的研修については受講希望者が多く、受講機会を得られない者も少なくない。受講ニーズを把握したうえで、新たに認可を受けた研修実施機関との役割分担や連携を進め、希望者が適時に受講できる体制整備を期待したい。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 
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職業リハビリテーション関係機関への助言・援助業務の実施件数 

実施件数 実機関数 

6,641件 3,075機関 

 

障害者職業総合センター等における各種専門研修等受講者数 

研修名 実施回数 受講者数 実施形式 

 
厚生労働大臣指定講習 

（カウンセラー専門第一期研修） 
1回 28人 集合 

 
障害者職業カウンセラー 

フォローアップ研修 
1 回 28人 

集合 

一部科目オンライン 

 
障害者職業カウンセラー 

専門第二期研修 
1 回 13人 

集合 

一部科目オンライン 

 
障害者職業カウンセラー 

専門第三期研修 
1 回 10人 

集合 

一部科目オンライン 

 新任主任障害者職業カウンセラー研修 1 回 8人 集合 

 
障害者職業カウンセラー等 

海外研修 
0 回 0人 － 

 
障害者職業カウンセラー等 

指定研修 
3 回 10人 

国内、外部機関研修
等受講 

 
障害者職業カウンセラー等 

課題別研修 
1 回 51人 集合 

 障害者職業訓練職専門第一期研修 1 回 1人 
集合 

一部科目オンライン 

 障害者職業訓練職専門第二期研修 1 回 2人 
集合 

一部科目オンライン 

 障害者職業訓練職専門第三期研修 1 回 2人 
集合 

一部科目オンライン 

 新任障害者職業訓練職研修 1 回 1人 集合 

 リワークカウンセラー研修 1 回 2人 オンライン 

 支援アシスタント研修 - 31人 オンデマンド 

 
配置型職場適応援助者 

養成研修 
5 回 26人 

集合 

一部実施回オンライ
ン活用 

 
配置型職場適応援助者 

支援スキル向上研修 
1 回 23人 集合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修名 実施回数 受講者数 実施形式 

地
域
の
就
労
支
援
を
支
え
る
人
材
の
育
成
強
化
に
係
る
研
修 

基礎的研修 97回 4,184人 オンデマンド及び集合 

基礎的研修フォローアップ研修 55回 858人 集合 

訪問型職場適応援助者 

養成研修 
10回 168人 

集合 

一部実施回オンライン活用 

企業在籍型職場適応援助者 

養成研修 
10回 588人 

集合 

一部実施回オンライン活用 

訪問型職場適応援助者 

支援スキル向上研修 
3回 19人 

集合 

一部実施回オンライン 

企業在籍型職場適応援助者 

支援スキル向上研修 
3回 50人 

集合 

一部実施回オンライン 

職場適応援助者養成研修 

修了者サポート研修 
130回 1,191人 

集合 

一部実施回オンライン活用 

職場適応援助者支援スキル向上 

研修修了者サポート研修 
130回 777人 

集合 

一部実施回オンライン活用 

障害者就業・生活支援センター 

主任就業支援担当者研修 
3回 60人 

集合 

一部実施回オンライン 

障害者就業・生活支援センター 

就業支援担当者研修 
3回 154人 

集合 

一部実施回オンライン 

障害者就業・生活支援センター 

就業支援スキル向上研修 
1回 28人 集合 

ステップアップ研修Ⅰ 1回 67人 オンライン 

ステップアップ研修Ⅱ 1回 19人 
集合 

一部科目オンライン 

就業支援テーマ別研修 1回 46人 オンライン 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－２－３ 障害者職業センターの設置運営業務等に関する事項－職業リハビリテーションに関する調査・研究及び新たな技法等の開発の実施とその普及・活用の推進 

業務に関連する
政策・施策 

Ⅴ－３－１ 高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図ること 
当該事業実施に係る根拠
（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構法第１
４条第１項第４号 

当該項目の重要
度、困難度 

【困難度：高】 
これまでの支援技法では対処困難な事例等について、その課題解決に資するための最新の知見の集約、新たな技術・支援ツール及び先駆的な技法

の開発が求められることに加え、外部の研究評価委員による評価に関する指標において全ての外部の研究評価委員から１点以上の評価を得、かつ、
うち３分の２の委員から最高の評価である２点を得るという極めて高い目標を設定するため。 

関連する政策評価・行政事
業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

外部の研究評価委員によ
る各研究テーマの評価に
係る合計点数の平均（計画
値） 

５点以上 － ５点以上 ５点以上 ５点以上   

  

予算額（千円） 10,883,027 11,643,045 12,263,127   

 
 

外部の研究評価委員によ
る各研究テーマの評価に
係る合計点数の平均（実績
値） 

－ 5.33点 5.50点 5.40点 5.67点   

  

決算額（千円） 9,575,758 10,915,219 11,125,724   

 
達成度 － － 110.0％ 108.0％ 113.3％   

  
経常費用（千円） 9,029,574 10,048,903 11,268,753   

 
 

外部の研究評価委員の評
価を受ける研究テーマ数
（計画値） 

25本以上 － ５本以上 ５本以上 ５本以上   
  

経常利益（千円） 258,776 39,734 87,938   

 
 

外部の研究評価委員の評
価を受ける研究テーマ数
（実績値） 

－ ６本 ６本 ５本 ６本   
  

行政コスト（千円） 9,187,465 10,254,196 11,609,586   

 
達成度 － － 120.0％ 100.0％ 120.0％   

  
従事人員数（人） 467 473 490   

  
 

 注）高齢・障害者雇用支援勘定（障害者雇用支援事業経理）における数値を記載。 
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 職業リハビリテーション
に関するマニュアル、教
材、ツール等の作成件数
（計画値） 

30件以上 － ６件以上 ６件以上 ６件以上   

   

     

 職業リハビリテーション
に関するマニュアル、教
材、ツール等の作成件数
（実績値） 

－ ６件 ６件 ６件 ６件   

  

      

 
達成度 － － 100.0％ 100.0％ 100.0％   

  
      

 職業リハビリテーション
研究発表会（地方対象）の
開催回数（計画値） 

75回以上 － 15回以上 15回以上 15回以上   
  

      

 職業リハビリテーション
研究発表会（地方対象）の
開催回数（実績値） 

－ － 16回 20回 20回   
  

      

 
達成度 － － 106.7％ 133.3％ 133.3％   

  
      

                                                                                                                                

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
２ 障害者職業センターの
設置運営業務等に関する
事項 

（３）職業リハビリテーショ
ンに関する調査・研究及
び新たな技法等の開発
の実施とその普及・活用
の推進 

① 新しい就労支援ニーズ
等に対応した職業リハビ
リテーションの調査・研
究、技法開発の実施 
職業リハビリテーショ

ンの充実、向上に資するた
め、職業リハビリテーショ
ンに関する調査・研究を実

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

２ 障害者職業センターの
設置運営業務等に関する
事項 

（３）職業リハビリテーショ
ンに関する調査・研究及
び新たな技法等の開発
の実施とその普及・活用
の推進 

① 新しい就労支援ニーズ
等に対応した職業リハビ
リテーションの調査・研
究、技法開発の実施 
ア 以下の事項に重点を
置いて職業リハビリテ
ーションに関する調査・
研究を実施する。 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
２ 障害者職業センターの設置運営業務等
に関する事項 

 
（３）職業リハビリテーションに関する調

査・研究及び新たな技法等の開発の実
施とその普及・活用の推進 

 
 
① 新しい就労支援ニーズ等に対応した職
業リハビリテーションの調査・研究、技法
開発の実施 

 
ア 中期計画に掲げる事項に重点を置い
て、以下の調査・研究を実施し、５テー
マ以上について外部の研究評価委員に
よる評価を受け、中期計画に掲げる評

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・外部の研究評
価委員による
各研究テーマ
の評価に係る
合計点数の平
均について５
点以上を得

 
 
 
 
 
２ 障害者職業センターの設置運営業務等に関する事項 
 
 
（３）職業リハビリテーションに関する調査・研究及び新たな技法

等の開発の実施とその普及・活用の推進 
 
 
 
① 新しい就労支援ニーズ等に対応した職業リハビリテーション 
の調査・研究、技法開発の実施 

 
 
ア 職業リハビリテーションに関する調査・研究の実施 
・中期計画に掲げる重点事項を踏まえ、厚生労働省及び機構内か
ら聴取した研究要望及び地域の就労支援機関のアンケート調
査結果に基づいて令和７年度計画に掲げる新規７件、継続６件

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
「外部の研究評価
委員による各研究
テーマの評価に係
る合計点数の平
均」についての達
成度が 113.3％、
「外部の研究評価
委員の評価を受け
る研究テーマ数」
の 達 成 度 が 、
120.0％、「職業リ
ハビリテーション
に関するマニュア
ル、教材、ツール
等の作成件数」の
達 成 度 が
100.0％、「職業リ
ハビリテーション
研究発表会（地方

＜評定に至った理
由＞ 

・以下の指標はい
ずれも所期の目標
を達成している。 
・「外部の研究評
価委員による各研
究テーマの評価に
係る合計点数の平
均」の達成度：
113.3％ 
・「外部の研究評
価委員の評価を受
ける研究テーマ
数」の達成度：
120.0％ 
・職業リハビリテ
ーションに関する
マニュアル、教材、
ツール等の作成件
数：100.0％ 
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施すること。あわせて、福
祉、教育、医療の各分野か
ら雇用に向けた障害者支
援の流れを踏まえ、障害者
雇用対策の対象者の拡大
に資するため、先駆的な職
業リハビリテーション技
法等の開発・改良を行うこ
と。 
 

（ア）発達障害、精神障害、
高次脳機能障害及び
難病者等の職業リハ
ビリテーションに関
する先駆的な研究 

（イ）職業リハビリテーシ
ョン業務を行う地域
センター等の現場の
課題解決に資するた
めの研究 

（ウ）地域の就労支援機関
向けの有効な支援ツ
ール等の開発のため
の研究 

（エ）国の政策立案に資す
る研究 

 
 

価結果が得られるようにする。 
＜継続テーマ＞ 
（ア）職場復帰支援におけるキャリア再

形成に関する調査研究 
（イ）中高年齢障害者の雇用継続支援及

びキャリア形成支援に関する研究 

（ウ）企業における障害者雇用の質の向

上に向けた取組の現状と課題に関す

る調査研究 

（エ）「就労支援のためのアセスメント
シート」の効果的な活用方法に関す
る研究 

（オ）障害者手帳を所持していない精神
障害者、発達障害者の就労実態等に
関する調査研究 

（カ）諸外国における障害者雇用施策の

現状と課題に関する研究 

 
＜新規テーマ＞ 
（ア）職場における実行機能の困難への

対処方法に関する調査研究 

（イ）発達障害のある者のキャリア発達

に応じた就労支援の実態に関する研

究 

（ウ）中小企業における障害者雇用の段

階に応じた取組に関する調査研究 

（エ）若年性認知症者の就労状況と支援

の実態及び課題に関する調査研究 

（オ）週20時間未満による障害者の働き

方に関するニーズと雇用実態に関す

る調査研究 

（カ）障害のある労働者の職業サイクル

に関する調査研究 全８期総合分析 

（キ）障害者雇用の取組と企業価値等の
関係性に関する研究 

る。〔採点方
法：研究テー
マごとに３人
の研究評価委
員がそれぞ
れ、優れてい
る＝２点、や
や優れている
＝１点、やや
劣っている＝
０点、劣って
いる＝０点で
評価〕 

 
【指標】 
・外部の研究評
価委員による
評価を受ける
研究テーマ数
を５本以上と
する。 

 

の計13件の研究テーマについて、調査・研究を実施した。この
うち、令和７年度に終了した６テーマ（前年度実績 ５テーマ）
については、外部専門家から得られた意見を踏まえ、調査研究
の内容・実施方法・分析の視点を精査し、報告書を作成すると
いうプロセスを経て外部の研究評価委員による評価を受けた。 

  ‐外部の研究評価委員による各研究テーマの評価に係る合計
点数の平均 5.67点（前年度実績 5.40点） 

・各研究の実施に当たっては、研究委員会又は有識者ヒアリング
を必須とし、外部専門家の意見を踏まえて調査の内容・実施方
法・分析の視点を精査するとともに、厳格な進捗管理を実施し
た。 
‐令和７年度終了研究における研究委員会等の実施回数：44回
（１テーマ当たり平均7.3回）（前年度実績 37回（１テーマ
当たり平均7.4回）） 

＜令和７年度終了の研究テーマ＞ 

（ア）職場復帰支援におけるキャリア再形成に関する調査研究 
（イ）中高年齢障害者の雇用継続支援及びキャリア形成支援に関

する研究 

（ウ）企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組の現状と

課題に関する調査研究 

（エ）「就労支援のためのアセスメントシート」の効果的な活用
方法に関する研究 

（オ）障害者手帳を所持していない精神障害者、発達障害者の就
労・支援実態等に関する調査研究 

（カ）諸外国における障害者雇用施策の現状と課題に関する研究 

 

 

※ 参考：令和７年度に実施した調査・研究 

＜継続テーマ＞ 

（ア）職場復帰支援におけるキャリア再形成に関する調査研究 
（イ）中高年齢障害者の雇用継続支援及びキャリア形成支援に関

する研究 

（ウ）企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組の現状と

課題に関する調査研究 

（エ）「就労支援のためのアセスメントシート」の効果的な活用
方法に関する研究 

（オ）障害者手帳を所持していない精神障害者、発達障害者の就
労・実態等に関する調査研究 

（カ）諸外国における障害者雇用施策の現状と課題に関する研究 

 

＜新規テーマ＞ 

（ア）職場における実行機能の困難への対処方法に関する調査研

究 

（イ）発達障害のある者のキャリア発達に応じた就労支援の実態

に関する研究 

（ウ）中小企業における障害者雇用の段階に応じた取組に関する

調査研究 

（エ）若年性認知症者の就労状況と支援の実態及び課題に関する

調査研究 

（オ）週20時間未満による障害者の働き方に関するニーズと雇用

実態に関する調査研究 

（カ）障害のある労働者の職業サイクルに関する調査研究 全８

期総合分析 

対象）の開催回数」 
の 達 成 度 が
133.3％であり、所
期の目標を達成又
は上回る成果が得
られている。評定
の根拠として、 
①外部の研究評価
委員による各研
究テーマの評価
に係る合計点数
の平均及び外部
の研究評価委員
の評価を受ける
研究テーマ数の
確保・向上に係
る取組について 

【質的な取組】 
・職業リハビリテ
ーションに関す
る施策の充実や
就労支援におけ
る支援技術等の
向上のため、研
究テーマについ
ては、厚生労働
省の要望や地域
センター等の現
場ニーズを踏ま
え設定し、研究
計画の策定につ
いては、複数の
研究員が部門横
断的に研究の視
点や手法に係る
意見交換を行っ
たほか、外部講
師を招いて研究
業務の進め方に
関するスキルア
ップ講習を行う
など、調査・研
究の質の向上に
取り組んだこ
と。また、各研
究の実施に当た
っては、研究委
員会又は有識者
ヒアリングを必
須とし、外部専
門家の意見を踏
まえて調査の内
容・実施方法・
分析の視点を精

・職業リハビリテ
ーション研究発表
会（地方対象）の
開催回数：133.3％ 
①外部の研究評価
委員による各研究
テーマの評価に係
る合計点数の平均
及び外部の研究評
価委員の評価を受
ける研究テーマ数
の確保・向上に係
る取組について 
－外部の研究評価
委員による終了し
た各調査・研究テ
ーマの評価につい
て、合計点数の平
均の目標達成度が
113.3％と所期の
目標を達成したこ
と、うち４テーマ
については、全て
の評価委員より最
高評価が得られた
こと。 
－厚生労働省の要
望、地域障害者職
業センター等の現
場ニーズを踏まえ
て研究計画を策定
したことに加え、
外部の研究評価委
員の評価を受ける
テーマ数が前年度
よりも１本増え、
目 標 達 成 度 が
120.0％と所期の
目標を達成したこ
と。 
－これまでの支援
技法では効果の現
れにくい精神・発
達・高次脳機能障
害者に対する支援
技法を開発したこ
とに加え、これま
で開発した技法の
改良に着手したこ
と。は評価できる。 
 
②職業リハビリテ
ーションに関する
マニュアル、教材、
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（キ）障害者雇用の取組と企業価値等の関係性に関する研究 

 

査するととも
に、厳格な進捗
管理を行うな
ど、最新の知見
を集約した質の
高い研究成果と
なるよう取り組
んだこと。なお、
指標のとおり、
外部の研究評価
委員から高い評
価（合計点数の
平均 5.67 点/６
点）を得ること
ができたこと。 

【困難な状況への
対応】 

・これまでの支援
技法では対処困
難な事例等の課
題解決が必要な
中、調査・研究
に当たっては、
各研究テーマに
おいて研究委員
会又は有識者ヒ
アリングを 44
回（１テーマ当
たり平 均 7.3
回）実施するな
ど、外部の有識
者の専門的かつ
最新の知見も取
り入れるととも
に、支援技法の
開発に当たって
は、新たな技術・
支援ツール及び
先駆的な技法と
なるよう、地域
センター、関係
機関及び事業主
等のニーズ把握
に取り組んだこ
と。 

・障害特性や働き
方の多様化に加
えて、労働力人
口の高齢化に伴
い障害者就労を
取り巻く状況や
環境も変化する
中、調査・研究
の成果は、職業

ツール等の作成件
数の確保に係る取
組について 
－「はじめての障
害者雇用～事業主
のためのＱ＆Ａ
～」や事業主から
のニーズが高い各
種コミック版マニ
ュアルの掲載内容
について内容を更
新、増刷したこと。 
－「障害者雇用の
質の向上に向け
て」等事業主にと
って活用しやすい
マニュアル・パン
フレットの作成及
び配付、ホームペ
ージによる情報発
信により、事業主
の自主的な取組を
支援したこと。 
－障害者雇用事例
リファレンスサー
ビスについてはモ
デル事例及び合理
的配慮事例を計
49 件追加したこ
と。 
－マニュアル、教
材、ツール等の作
成については所期
の目標を達成し、
令和６年度に作成
したマニュアル等
の 有 用 度 は
92.9％と前年度を
4.8 ポイント上回
っていること。は
評価できる。 
 
③職業リハビリテ
ーション研究発表
会（地方対象）の
開催回数の確保に
係る取組について 
－職業リハビリテ
ーション研究発表
会（地方開催）の
開催数の目標達成
度が 133.3％と所
期の目標を上回っ
たこと。それに加

  イ 発達障害者や精神障
害者等これまでの支援
技法では効果の現れに
くい障害者に対して、調
査・研究とあいまって、
障害特性及び事業主の
ニーズに応じた先駆的
な職業リハビリテーシ
ョン技法等を開発する。 
また、新たに開発した

技法を活用したプログ
ラムを実施するなどに
より、多様な障害者に対
し効果的な職業リハビ
リテーションを実施す
るとともに、必要に応じ
開発した支援技法に改
良を加える。 

イ 発達障害者や精神障害者等これまで
の支援技法では効果の現れにくい障害
者に対して、調査・研究とあいまって、
以下の４テーマについて障害特性及び
事業主ニーズに応じた先駆的な職業リ
ハビリテーション技法等の開発を行
う。また、職業センターにおいて新たに
開発した技法を活用したプログラムを
実施するなどにより、多様な障害者に
対し効果的な職業リハビリテーション
を実施するとともに、必要に応じ開発
した支援技法に改良を加える。 

 
（ア）発達障害者の就労支援に関し、個々

人の多様な職業的課題に対応した支
援技法の開発 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
（イ）在職精神障害者の職場復帰に関し、

障害特性に対応した効果的な支援技
法の開発 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ウ）高次脳機能障害者の就労支援に関

し、働く上で必要とされる基本的労
働習慣の獲得に重点をおいた支援技
法の開発 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価の視点＞ 
・発達障害者や
精神障害者等
これまでの支
援技法では効
果の現れにく
い障害者に対
して、障害特
性及び事業主
ニーズに応じ
た先駆的な職
業リハビリテ
ーション技法
等の開発や開
発した技法の
改良を行った
か。 

イ 職業リハビリテーションに関する技法等の開発・改良 
・発達障害者や精神障害者等これまでの支援技法では効果の現れ
にくい障害者に対して、障害特性及び事業主ニーズに応じた先
駆的な職業リハビリテーション技法等の開発を行うとともに、
支援マニュアルの作成、職業リハビリテーション研究・実践発
表会での発表、総合センターホームページ（以下「NIVRホーム
ページ」という。）における開発成果の公開、支援技法普及講習
の実施等を通じて、その普及に努めた。このほか、職業センタ
ーにおいて新たに開発した技法を活用したプログラムを実施
するなどにより、多様な障害者に対し効果的な職業リハビリテ
ーションを実施するとともに、開発した技法に改良を加えた。 

 
 

（ア）発達障害者の就労支援に関する支援技法の開発 

○作業管理支援の改良 
・発達障害者の作業管理能力を向上させるための技法について、地
域センターからの意見、要望を踏まえ発達障害に限らず実行機能
に課題のある者にも活用できるよう再構成し実践報告書として取
りまとめた。 

○解決志向型アプローチの視点からの支援ツールの活用（仮称） 

・近年、自己肯定感・自己効力感が低下した利用者が増加し、これ
までの問題志向型のアプローチのみではモチベーションの喚起
に限界があるため、新たに解決志向型アプローチの観点からこれ
まで開発した様々なツール類の改良に着手した。 

 

（イ）精神障害者の職場復帰に関する支援技法の開発 

○雇用管理場面における職場適応を促進するための相談技法～自
社社員との相互理解を図る視聴覚教材～    

・雇用の質の向上に向けた事業主の責務が明確化されたことを背景
に、地域センターのジョブコーチ支援を念頭に開発した相談技法
について、事業主や企業在籍型職場適応援助者による雇用管理場
面で活用できるよう再設計し、実践報告書として取りまとめた。 

○私の働き方デザインノートの作り方と活用方法～復職後の働き
方を主体的に考える力を引き出す支援の工夫～（仮称） 

・近年復職に至る過程や対象者の背景が多様化しており、職場復帰
後の働き方を環境面も含めて支援する必要性が高まっているこ
とから、これからの働き方を主体的に考え、選択・行動すること
を支えるツール「私の働き方デザインノート」の開発に着手した。 

 

（ウ）高次脳機能障害者の就労支援に関する支援技法の開発 

〇在職中の高次脳機能障害者の職場再適応に向けた支援技法の開
発 

・近年、早期化する高次脳機能障害者の職場復帰に伴う復帰後の適
応や自己理解に関する課題について、自身の得意なことや対応可
能なことを見つけ、それを職務の再構成や環境調整に活かし、力
を発揮できるようにするための支援技法を実践報告書として取
りまとめた。 

○在職者支援におけるナビゲーションブックの活用（仮称） 

・就職や復職時に自らの特性や配慮事項等を伝えるツールとして活
用しているナビゲーションブックについて、その後の職場適応に
係るコミュニケーション手段としても効果が発揮できるよう活
用方法やアップデートに関する技法の開発に着手した。 



52 

 

（エ）新しい就労支援ニーズ等に対応し
た支援技法の開発 

（エ）新しい就労支援ニーズ等に対応した支援技法の開発 
○作業管理支援の改良（再掲） 
・発達障害者の作業管理能力を向上させるための技法について、地
域センターからの意見、要望を踏まえ発達障害に限らず実行機能
に課題のある者にも活用できるよう再構成し実践報告書として取
りまとめた。 

○雇用管理場面における職場適応を促進するための相談技法～自
社社員との相互理解を図る視聴覚教材～（再掲） 

・雇用の質の向上に向けた事業主の責務が明確化されたことを背景
に、地域センターのジョブコーチ支援を念頭に開発した相談技法
について、事業主や企業在籍型職場適応援助者による雇用管理場
面で活用できるよう再設計し、実践報告書として取りまとめた。 

○私の働き方デザインノートの作り方と活用方法～復職後の働き
方を主体的に考える力を引き出す支援の工夫～（仮称・再掲） 

・近年復職に至る過程や対象者の背景が多様化しており、職場復帰
後の働き方を環境面も含めて支援する必要性が高まっているこ
とから、これからの働き方を主体的に考え、選択・行動すること
を支えるツール「私の働き方デザインノート」の開発に着手した。 

○在職者支援におけるナビゲーションブックの活用（仮称・再掲） 
・就職や復職時に自らの特性や配慮事項等を伝えるツールとして活
用しているナビゲーションブックについて、その後の職場適応に
係るコミュニケーション手段としても効果が発揮できるよう活
用方法やアップデートに関する技法の開発に着手した。 

 

リハビリテーシ
ョン技術の高度
化・体系化及び
その他障害者雇
用に関する施策
の推進に寄与す
る内容であるこ
とが求められる
ため、外部の有
識者の専門的か
つ最新の知見を
取り入れつつ、
関係機関等と連
携して調査・研
究を実施するな
ど、障害者の職
域拡大・職業生
活の向上に向け
て取り組んだこ
と。 

②職業リハビリテ
ーションに関す
るマニュアル、
教材、ツール等
の作成件数の確
保に係る取組に
ついて 

【質的な取組】 
・調査・研究に係
るマニュアル等
の作成に当たっ
ては、関係機関
や事業主等にと
って利用しやす
い成果物となる
よう調査・研究
の要点や活用の
ポイントの整理
に取り組んだこ
と。 
また、支援技法
に係るマニュア
ル等の作成に当
たっては、利用
者や支援者等か
らの意見を踏ま
えた効果検証を
行い、その結果
を反映させるな
ど、質の向上に
取り組んだこ
と。 
なお、令和６年
度に作成したマ

えて、職業リハビ
リテーション研
究・実践発表会や
支援技法普及講習
の実施、各種学会
での発表を行い、
発表数は前年度実
績を維持できたこ
と。 
 
 以上を踏まえ、
全ての項目が中期
目標における所期
の目標を上回る成
果（達成度 120％
以上）には至らな
かったものの、困
難度が高く設定さ
れた中にあって、
全ての指標で目標
を達成したことか
ら、評定をＡとし
た。 
 
＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方策＞ 
・調査･研究や技
法の開発成果につ
いては職業リハビ
リテーション実践
場面や政策立案等
において活用され
ることが重要であ
ることから、より
一層成果の普及に
努めるとともに、
引き続き活用方法
等に関する情報発
信及びその効果把
握等に努める必要
がある。 
・また、調査・研
究、技法開発の実
施及び改良に当た
っては、雇用の質
の向上に向けた取
組や障害者のキャ
リア形成等、時勢
に応じたテーマに
引き続き取り組む
必要がある。 
・その他、事業主
等のニーズを踏ま

 実施及び開発・改良に当
たっては、ウィズコロナ時
代の「新しい日常」に対応
したオンラインによる支
援、高年齢障害者への就労
支援等の調査研究、テレワ
ーク等の多様な働き方や
障害者のキャリア形成等
の支援技法の開発等、職業
リハビリテーションに関
する時勢に応じた調査・研
究と技法開発にも新たに
取り組むこと。 

ウ 実施及び開発・改良に
当たってはウィズコロ
ナ時代の「新しい日常」
に対応したオンライン
による支援、高年齢障害
者への就労支援等の調
査研究、テレワーク等の
多様な働き方や障害者
のキャリア形成等の支
援技法の開発等、職業リ
ハビリテーションに関
する時勢に応じた調査・
研究と技法開発にも新
たに取り組む。 

 

ウ 実施及び開発・改良に当たっては、職
業リハビリテーションに関する時勢に
応じた調査・研究と技法開発にも取り
組む。 

 ウ 時勢に応じた調査・研究と技法開発 
○企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組と課題に関す
る調査研究 

・雇用の質の向上に向けた事業主の責務が明確化されたことに伴
い、障害者雇用の質の向上や地域センター等の企業支援に役立つ
ことを目的とし、企業における障害者雇用の質の向上に向けた取
組の現状と課題及び必要な支援の内容を把握し取りまとめた。 

○中高年齢障害者の雇用継続支援及びキャリア形成支援に関する
研究 

・課題となっている中高年齢障害者のキャリア形成に資することを
目的として、中高年齢障害者を継続して雇用する事業主にインタ
ビューを実施することで、障害者の加齢により事業主が直面する
課題や業務への影響、実施される配慮の実態、効果等について把
握し取りまとめた。 

○雇用管理場面における職場適応を促進するための相談技法の開
発～自社社員との相互理解を図る視聴覚教材～（再掲） 

・雇用の質の向上に向けた事業主の責務が明確化されたことを背景
に、地域センターのジョブコーチ支援を念頭に開発した相談技法
について、事業主や企業在籍型職場適応援助者による雇用管理場
面で活用できるよう再設計し、実践報告書として取りまとめた。 

 

 ② 研究・開発成果の積極的
な普及・活用 
研究成果、就労支援機関

等の支援技術の向上に資
する技法開発成果の積極
的な発信・普及を展開する
ため、事業主や関係機関に
対して、研究・開発の成果
の普及を図るための場を

② 研究・開発成果の積極的
な普及・活用 
研究発表会の開催、学会

等での発表、各種研修での
講義、インターネット等を
活用した情報提供等を行
うとともに、職業リハビリ
テーションの関係者や事
業主にとって利用しやす

② 研究・開発成果の積極的な普及・活用 
 
ア 職業リハビリテーション研究・実践
発表会等の開催 
職業リハビリテーションの研究及び

実践に携わる関係者の参加を得て職業
リハビリテーション研究・実践発表会
を開催するとともに、調査・研究の成果
を地域の要望を踏まえて普及するため

＜評価の視点＞ 
・職業リハビリ
テーション研
究・実践発表
会等の開催、
支援技法普及
講習の実施、
学会等での発
表・各種研修

② 研究・開発成果の積極的な普及・活用 
 
ア 職業リハビリテーション研究・実践発表会等の開催 
○第33回職業リハビリテーション研究・実践発表会 
・日程：令和７年11月12日・13日 東京ビッグサイト 
・参加者数：1,015人（前年度実績 962人）、 
オンデマンド視聴回数1,616回(前年度実績 878回) 

・発表資料ダウンロード数：14,685件(前年度実績 13,701件) 
・参加者のニーズを踏まえ、意見交換や経験交流等を実施し、NIVR
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設けるとともに、職業リハ
ビリテーションに関して
職業リハビリテーション
の関係者や事業主にとっ
て利用しやすいマニュア
ルや教材等を作成・公開す
ること。また、成果を関係
機関で共有化するため、具
体的な活用状況を把握し、
更なる活用を図ること。 

いマニュアル、教材、ツー
ル等を作成・公開する。 
広域センター、地域セン

ター、障害者就業・生活支
援センター等における研
究・開発成果の活用状況を
把握し、研究・開発成果の
さらなる普及・活用を図
る。 

の職業リハビリテーション研究発表会
を地方会場において開催する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
イ 支援技法普及講習の実施 

開発した支援技法の普及・活用を図
るため、地域センター等の職員を対象
に支援技法普及講習を実施する。 
 
 

 
 
 
 

 
ウ 学会等での発表、各種研修での講義  
 等 

研究・開発成果について、関係学会等
で発表するとともに、各種研修、講演会
等で講義等を行う。 

 
 
 
 
エ インターネット等による研究成果の
情報発信 
研究・開発成果の効果的な普及を図

るために、インターネットやリーフレ
ット等による以下の発信を行う。 

での講義、イ
ンターネット
等を活用した
情報発信等に
より、研究・
開発成果の積
極的な普及・
活用に取り組
んだか。 

 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・職業リハビリ
テーション研
究発表会（地
方対象）の開 
催回数を15回 
以上とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ホームページに特別講演、パネルディスカッション、基礎講座の
動画及び発表資料、研究発表の資料等を掲載した。 

・機構職員を含む職業リハビリテーションの研究及び実践に携わる 
者による研究・実践発表について、口頭発表80題（16分科会）（前
年度実績 70題（15分科会））、ポスター発表37題（前年度実績 37
題）を行った。 

・特別講演は、「インクルージョン」の考え方を基盤に、障害を特
性のひとつと捉えた誰もが誇りを持って働ける環境と人づくり
の取組等をテーマとして実施した。 

・パネルディスカッションは、令和７年度終了研究の「中高年齢障
害者の雇用継続支援及びキャリア形成支援に関する研究」及び
「企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組の現状と課
題に関する調査研究」に関連したテーマで実施した。 

・現地参加者アンケート調査：「大変参考になった」「参考になった」 

  98.5％（前年度実績 98.6％） 

  

○地方における職業リハビリテーション研究発表会 
・地域の要望に応じた研究テーマや実施形式、労働局との共催で開
催するなど、より多くの地域の企業、就労支援機関等に調査・研
究成果を周知できるよう工夫した。 

・積極的な普及を行い、地域においても研究員と意見交換ができる
機会を確保した。また、発表資料をNIVRホームページに掲載した。 

・青森、宮城、秋田、福島、群馬、埼玉、新潟、富山、山梨、長野、
岐阜、静岡、愛知（豊橋）、三重、兵庫、奈良、鳥取、香川、福
岡及び大分で計20回実施した。地域のニーズ等を勘案し、うち16
回は現地、４回はオンラインで実施した。（前年度実績 20回） 

・参加者アンケート調査：研究成果の今後の活用について、「大い
に活用したい」「活用したい」95.5％（前年度実績 96.3％） 

 
イ 支援技法普及講習の実施 
・早期に就労支援現場で活用が図られるよう、上半期中にオンライ
ンで全広域・地域センターにおいて実施するとともに、関係機関
職員にも聴講の機会を設け普及を図った。 

 ‐実績：延べ実施センター90 か所（前年度実績 84か所） 
      実施回数 21回（前年度実績 24回） 
     延べ受講者数 1,490人（前年度実績 1,366人） 
・支援技法普及講習を経て職業センターが開発した技法を導入する
に当たっての疑問や悩み等を相互に共有し、活用を促進するフォ
ローアップ支援を実施。 

 
ウ 学会等での発表、各種研修での講義等 
・関係学会等における研究・開発成果の発表20件（前年度実績 14
件）（日本職業リハビリテーション学会、日本特殊教育学会、日
本キャリアデザイン学会、日本産業ストレス学会等） 

・各種研修等における研究員・職業センター職員等による研究・開
発成果の講義110件（前年度実績 119件） 
（就労選択支援員養成研修、法務省矯正局ワークサンプル幕張版
の活用に向けた導入研修等） 

 
エ インターネット等による研究成果の情報発信 
○インターネット（ホームページ）による情報発信 
・研究成果の普及を目的として、NIVRホームページに「研究成果物
動画ライブラリー」を開設した。「就労支援のためのアセスメン
トシート講習動画」の他、令和６年度終了研究５本の解説動画等

ニュアル等に係
る就労支援機関
への利用状況調
査（有用度）に
おいて、高い評
価（92.9％）を
得ることができ
たこと。 

【困難な状況への
対応】 

・これまでの支援
技法では対処困
難な事例等の課
題解決が必要な
中、調査・研究
に当たっては、
各研究テーマに
おいて研究委員
会又は有識者ヒ
アリングを 44
回（１テーマ当
たり平 均 7.3
回）実施するな
ど、外部の有識
者の専門的かつ
最新の知見も取
り入れるととも
に、支援技法の
開発に当たって
は、新たな技術・
支援ツール及び
先駆的な技法と
なるよう、地域
センター、関係
機関及び事業主
等のニーズ把握
に取り組んだこ
と。（再掲） 

・法改正に伴い雇
用の質の向上が
求められる中、
研究成果等を事
業主や関係機関
にとって活用し
やすいマニュア
ル・パンフレッ
トとして、「障害
者雇用の質の向
上に向けて」、
「就労支援のた
めのアセスメン
トシート活用ガ
イド」や「取組
事例から学ぶ

えた障害者雇用事
例等の情報収集・
提供に引き続き取
り組む必要があ
る。 
 
＜その他事項＞ 
・なし。 
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職業リハビリテーションに関する調
査・研究及び支援技法の開発の成果を
障害者職業総合センターホームページ
において公開するとともに、障害者職
業総合センターホームページの認知度
を向上させ、利用者ニーズを踏まえた
広報を行う。 
また、研究・開発成果について、効果

的な普及につながる情報をまとめたリ
ーフレット等を作成し、関係機関や事
業主等に対し周知する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を掲載した。 
・国立研究開発法人 科学技術振興機構の主催する論文検索サイト
J-STAGEに調査研究報告書サマリーを登録した。 

 ‐総ページビュー数：7,007PV （前年度実績6,792PV） 
・こころの耳ホームページにメンタルヘルスに関する研究成果を新
たに２本掲載した。（前年度実績 ４本） 

・独立行政法人労働政策研究・研修機構労働大学校「労働行政職員
オンライン講座」に掲載する研究成果紹介動画を３本提供した。 

・研究員が執筆するコーナー（研究活用アドバンス）に、調査研究
報告書の内容及び活用イメージを解説した情報等を掲載した。 

・研究及び技法開発の成果物については、ツール等をより活用しや
すいよう、分割したPDFファイル形式によりNIVRホームページに掲
載し、ダウンロードできるようにした。 

 ‐アクセス件数：1,111,285件（前年度実績 1,149,576件） 
・機構以外の他団体のメールマガジン（独立行政法人国立特別支援
教育総合研究所、産業保健総合支援センター、一般社団法人障害
者雇用企業支援協会等）や広報誌等（公益社団法人全国障害者雇
用事業所協会「エスペランス」等）において、研究成果物、NIVR
ホームページや職業リハビリテーション研究・実践発表会につい
て発信した。 

・研究及び技法開発の成果物のダウンロードランキングをNIVRホー
ムページに掲載し、それを契機に他の成果物の閲覧を促進するよ
う取り組んだ。 

 
○リーフレット等による情報発信 
・研究の成果を紹介するパンフレット、サマリー、調査研究報告書
等を全国の障害者就業・生活支援センター等、関係機関や企業に
幅広く配布したほか、要請があった機関等へ個別に送付等し普及
を行った。 

・令和６年度に終了した研究及び技法開発成果物を対象（事業主、
関係機関）やテーマ（障害種別、コミュニケーション、メンタル
ヘルス等）別に紹介するリーフレットを作成し、障害者の雇用管
理や就労支援に携わる関係者が出席するセミナーや学会、研修等
の機会を活用し必要な情報を的確に届けられるよう工夫しなが
ら広く周知を行った。 

・総合センターの調査・研究に関連すると考えられる学会、研修会
等において、研究成果物を展示するとともに、パンフレット及び
サマリーの配布等により、効果的な普及活動を実施した。 

・全国の産業保健総合支援センターに復職がテーマの最新実践報告
書を送付した。 

・啓発誌「働く広場」に研究成果を計10回掲載（うち研究６回、技
法開発４回）した。また、メールマガジンに研究成果を計12回掲
載した。（前年度実績 計11回、うち研究７回、技法開発４回） 

・研究員が以下の委員会等に参画した。 
厚生労働省 
‐「就労選択支援員養成研修」に関する企画委員会 

 ‐社会保障審議会 
国立保健医療科学院 
‐「アプリを併用した就労アセスメントの専門性向上のための研

修の開発についての研究」 
‐「就労選択支援に係るアセスメント」 
日本精神障害者リハビリテーション学会 

 ‐理事会、委員会 
日本職業リハビリテーション学会 

『中高年齢障害
者の雇用継続支
援・キャリア形
成支援』のポイ
ント」を作成及
び配布するとと
もに、ホームペ
ージでも情報発
信して活用を促
すなど、事業主
等の自主的な取
組の支援に取り
組んだこと。 

③職業リハビリテ
ーション研究発
表会（地方対象）
の開催回数の確
保に係る取組に
ついて 

【質的な取組】 
・地方における職
業リハビリテー
ション研究発表
会について、地
域の要望に応じ
たテーマや実施
形式（集合形式、
オンライン形
式）で開催する
など、研究・開
発成果の積極的
な普及・活用及
び参加機会の確
保に取り組んだ
こと。 
なお、参加者か
ら研究成果の今
後の活用に係る
有用度において
高 い 評 価
（95.5％）を得
ることができた
こと。 

【困難な状況への
対応】 

・法改正に伴う障
害者雇用率の引
上げや除外率の
引下げのほか、
労働力人口の高
齢化に伴い企業
で働く障害者の
高齢化に関する
対応が求められ
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オ マニュアル、教材、ツール等の作成 
職業リハビリテーションの関係者や

事業主にとって利用しやすいマニュア
ル、教材、ツール等を作成する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

カ 研究・開発成果の共有化 
広域センター、地域センター、障害者

就業・生活支援センター等を対象に実
施する、研究・開発成果の活用状況を把
握するためのアンケート調査等の分析
結果を踏まえ、より一層利用しやすい
マニュアル、教材、ツールを作成するこ
とにより研究・開発成果の更なる普及・
活用を図り、共有化を進める。 

 
 

 
 
【指標】 
・職業リハビリ
テーションに
関するマニュ
アル、教材、
ツール等につ
いて、６件以
上作成する。 

 

 ‐運営理事会 
 
オ マニュアル、教材、ツール等の作成 

関係機関や事業主等にとって利用しやすい成果物となるよう、
調査・研究については要点や活用のポイントを整理し、技法開発
については利用者や支援者等からの意見を踏まえた効果検証結
果を反映させたマニュアル、教材、ツール等を６件作成した（前
年度実績 ６件）。 

＜令和７年度終了の調査・研究及び技法開発に係るマニュアル等＞ 
（ア）障害者雇用の質の向上に向けて 
（イ）就労支援のためのアセスメントシート活用ガイド 
（ウ）取組事例から学ぶ「中高年齢障害者の雇用継続支援・キャリ

ア形成支援」のポイント 
（エ）作業管理支援の改良 
（オ）在職中の高次脳機能障害者の職場再適応に向けた支援技法の

開発 
（カ）雇用管理場面における職場適応を促進するための相談技法の

開発～自社社員との相互理解を図る視聴覚教材～ 
 
カ 研究・開発成果の共有化 
調査研究報告書やマニュアル・教材・ツール等のダウンロード数 

187,136件（前年度実績 181,895件）、就労支援機関に対して、令和
６年度に作成したマニュアル等に係る利用状況を調査した結果、有
用度92.9％。（前年度実績 88.1％） 
○研究成果の活用状況を把握するためのアンケート調査（広域セン
ター・地域センター 54所）（前年度実績 53所） 

・有用度（「大変有用である」「有用である」） 
調査研究報告書・資料シリーズ：97.2％（前年度実績 100％） 
マニュアル、教材、ツール等：95.4％（前年度実績 100％） 

○研究成果の活用状況を把握するためのアンケート調査（障害者就
業・生活支援センター 183所）（前年度実績 169所） 

・有用度（「大変に有用である」「有用である」） 
調査研究報告書・資料シリーズ：94.4％（前年度実績 88.8％） 
マニュアル、教材、ツール等：97.6％（前年度実績 90.1％） 

○研究成果の活用状況とその把握・分析を踏まえた改善 
・調査研究報告書は全国の障害者就業・生活支援センターに配布し
たほか、内容に応じて大学等の教育機関、産業保健分野や医療分
野の施設等にも配布した。 

・研究成果のうち、支援に活用できるツールやチェックリスト等に
ついては、活用しやすいよう分割してホームページに掲載した。 

 

るなど、障害者
就労を取り巻く
状況や環境が変
化する中、研究・
開発成果の速や
かな発信・普及
により、地域の
就労支援機関等
の支援力向上に
取り組んだこ
と。 

以上、困難度が設 
定されている項目 
において、これら 
の実績を挙げたこ
とを踏まえ、評定
をＡとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・調査・研究の質
を向上させるた
め、 外部の有識
者の意見を聴き
つつ調査・研究
の内容や進め方
の改善を継続的
に行う。また、
定例会議におい
て研究の進捗状
況を組織的に共
有するなど、厳
格に進捗を管理
する。 

・調査・研究及び
マニュアル、教
材、 ツール等の
研究・開発成果
については、支
援する現場への
より一層の普及
を図るため、職
業リハビリテー
ション研究・実
践発表会や地方
を対象とした職
業リハビリテー
ション研究発表
会、支援技法普
及講習の実施及
び NIVR ホーム
ページへの掲載
やリーフレット
の配布等を引き
続き行うことに

  ③ 企業に対する実践的手
法の開発・提供 
企業における障害者の

雇用に係る問題の解決、雇
用管理の改善及び障害者
の雇用機会の拡大に資す
るため、事業主のニーズ、
障害の種類及び企業規模
に配慮しつつ、障害者の職
域拡大及び雇用管理に係
る実践的手法を開発する。 
事業主等の自主的な取

組を支援するため、上記の

③ 企業に対する実践的手法の開発・提供 
 

企業における障害者の雇用に係る問題 
の解決、雇用管理の改善及び障害者の雇
用機会の拡大に資するため、障害者の雇
用や職場定着に当たって抱えている不安
や悩みなどの課題を解決する方法をホー
ムページで公開するとともに、ホームペ
ージに構築した意見収集の仕組を使い、
掲載情報の見直しを行う。 
また、事業主等に対して障害者雇用事

例等を提供する「障害者雇用事例リファ
レンスサービス」において、企業の具体的

＜評価の視点＞ 
・企業における
障害者の雇用
や職場定着に
当たって抱え
ている不安や
悩みなどの課
題を解決する
方法をホーム
ページで公開
したか。また、
障害者雇用事
例等を提供す

③ 企業に対する実践的手法の開発・提供 
○実践的手法の開発 
・企業における障害者の雇用に係る問題の解決、雇用管理の改善及
び障害者の雇用機会の拡大に向けた具体的な方策や関連情報をＱ
＆Ａ形式に取りまとめ、解説した内容をホームページで公開する
とともに、最新の情報を含め掲載した。 

・令和６年度に制作したウェブコンテンツ版「聴覚障害者の雇用支
援マニュアル」の書籍を発行するとともに、改定後５年以上経過
しているコミック版マニュアル（知的障害、発達障害、高次脳機
能障害）の内容を最新の情報に更新しつつ、増刷した。 

○成果物の普及 
・実践的手法の開発成果については、事業主にとって見やすく、か
つ、知りたい情報にアクセスしやすいホームページを作成・公開
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実践的手法の開発により
得られた成果については、
当該開発成果に係る情報
を事業主等が有効に活用
できるよう分かりやすく
ホームページで公開する
とともに報告書等に取り
まとめ、配布する。 
また、事業主等に対して

障害者雇用事例等を提供
する「障害者雇用事例リフ
ァレンスサービス」の充実
を図り、中小企業における
障害者雇用や合理的配慮
の提供に係る事業主のニ
ーズを踏まえて、効果的な
情報提供を行う。 

な取組をまとめた障害者雇用モデル事例
及び合理的配慮に関する事例を収集し、
追加掲載する。 

 

る「障害者雇
用事例リファ
レンスサービ
ス」に障害者
雇用モデル事
例及び合理的
配慮に関する
事例を追加掲
載したか。 

 

するとともに、事業主からのニーズもホームページ上で収集でき
るようにしたほか、都道府県支部、地域センター及び厚生労働省
を通じて都道府県労働局、公共職業安定所に対し、「障害者雇用
のためのマニュアル・好事例集等のごあんない」を配布した。成
果物については、事業主（75件）や支援機関（133件）からの要
望に応じて随時配付した。（前年度実績 事業主 83件、支援機関
141件） 

・開発した各種成果物に対する利用者アンケート有用度 
90.5％（前年度実績 95.0％） 

○障害者雇用事例リファレンスサービスによる事例等の提供 
・同業他社の事例情報等をもとに、事業主が社内理解の促進のため
の活動、採用計画の立案、雇用管理ノウハウの習得等を行えるよ
うにするため、各事例では障害特性に応じた環境整備や職務の設
定、支援機関との連携等の雇用管理に役立つポイントを具体的に
紹介した。 

・モデル事例 44事例と合理的配慮事例 5事例の計 49事例を追加掲
載した（うち、中小企業の事例 35事例、精神障害者の事例 34事
例、除外率設定業種 3事例）（前年度実績 モデル事例 28事例、
合理的配慮事例 5事例、計 33事例）。掲載事例総数はモデル事例
2,890 事例と合理的配慮 825 事例の計 3,715 事例（前年度実績 
3,666事例）となった。 

 
 
＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
職業リハビリテーション実践場面や政策立案等への活用に向け、

調査・研究や技法 開発成果の普及、時勢に応じた調査・研究、技法
開発の実施及び改良、事業主等のニーズを踏まえた障害者雇用事例
等の情報収集・提供について、以下の取組を実施した。 
＜情報発信＞ 
・NIVRホームページに「研究成果物動画ライブラリー」を開設。「就 
労支援のためのアセスメントシート講習動画」の他、令和６年度終 
了研究（５本）の解説動画等を掲載 
・こころの耳ホームページへのメンタルヘルスに関する研究成果の
掲載（２本）  

・独立行政法人労働政策研究・研修機構労働大学校「労働行政職員 
オンライン講座」に掲載する研究成果紹介動画（３本）を提供 

・産業保健分野を対象に復職支援に関する技法開発成果の普及を図 
るため、最新の成果物を全国の産業保健総合支援センターあて送 
付 

・対象やテーマ別に紹介するリーフレットを作成。障害者の雇用管
理や就労支援に携わる関係者が出席する学会等の機会を活用し
配布。 

・就労支援機関に対して、令和６年度に作成したマニュアル等に係
る利用状況を調査 有用度 92.9％  

＜時勢に応じた調査・研究と技法開発の実施及び改良＞ 
・企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組の現状と課題に
関する調査研究 

・中高年齢障害者の雇用継続支援及びキャリア形成支援に関する研
究 

・雇用の質向上に向けた事業主や企業在籍型職場適応援助者による
雇用管理場面における職場適応を促進するための相談技法開発 
等  

＜事業主等のニーズを踏まえた障害者雇用事例等の情報収集・提供＞  
・全国の障害者雇用事例をホームページに追加掲載 

より、就労支援
関係機関、学校
関係、 企業など
へ周知をする必
要がある。 

・また、事業主等
のニーズを踏ま
えた障害者雇用
事例等の情報収
集・ 提供に引き
続き取り組んで
いく必要があ
る。 
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・事業主向け各種マニュアルについて、内容を最新の情報に更新し
つつ増刷。効果把握等に係るアンケートについて、FAX だけでな
く Webでも回答できるようにした。 

 
 

 

４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・研究成果の共有化や現場で活用できるツールの作成について評価できること。また、就労選択支援事業の開始に伴い、「就労支援のためのアセスメントシート」の開発及び活用は、就労選択支援事業所のスタッフ及び就労支援機関の専

門性を高める上で、大いに貢献したと思われること。 

・研究成果について、企業に対しての普及、活用を更に推進していただきたいこと、また、特別支援学校高等部及び高等特別支援学校において役立つ知見が多くあるため、研修事業の知見と併せて普及を図っていくことで、学校教育段階

におけるキャリア教育・職業教育の充実に大きく資すると考えられること。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－３ 障害者雇用納付金関係業務に関する事項 

業務に関連する
政策・施策 

Ⅴ－３－１ 高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図ること 

Ⅵ－２－２ 障害者等の職業能力開発を推進すること 

当該事業実施に係る根拠
（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構法第１
４条第１項第６号 

当該項目の重要
度、困難度 

－ 
関連する政策評価・行政事
業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ② 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 
 

障害者雇用納付金等の申
告申請に関する説明動画
の視聴回数（計画値） 

55,000回以
上 

－ 
11,000回以

上 
11,000回以

上 
11,000回以

上 
  

  
予算額（千円） 36,147,734 43,604,251 43,533,679   

 
 
 

障害者雇用納付金等の申
告申請に関する説明動画
の視聴回数（実績値） 

－ － 24,118回 17,930回 17,075回   
  

決算額（千円） 35,512,689 42,734,364 36,440,284   

 
 

達成度 － － 219.3％ 163.0％ 155.2％   
  

経常費用（千円） 35,607,841 42,807,226 36,565,541   

 
 

障害者雇用納付金の収納
率（計画値） 

99％以上 － 99％以上 99％以上 99％以上   
  

経常利益（千円） 814,152 △9,049,178 4,454,576   

 
 

障害者雇用納付金の収納
率（実績値） 

－ 99.81％ 99.80％ 99.73％ 99.86％   
  

行政コスト（千円） 36,421,994 42,807,226 41,020,126   

 
 

達成度 － － 100.8％ 100.7％ 100.9％   
  

従事人員数（人） 178 185 185   

助成金（創設３年目以降）
の１件当たりの平均処理
期間（事業主への照会等に
要した日数を除く）（計画
値） 

30日以内 － 30日以内 30日以内 30日以内   

 

      

 
 
 

助成金（創設３年目以降）
の１件当たりの平均処理
期間（事業主への照会等に
要した日数を除く）（実績
値） 

－ 24.5日 27.5日 28.6日 26.6日   

   

     

 
 

達成度 － － 109.1％ 104.9％ 112.8％   
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
助成金の周知に係る事業
主説明会の参加事業所数
（計画値） 

100,000事

業所以上 
－ 

20,000事業

所以上 
20,000事業

所以上 
20,000事業

所以上 
  

  
      

 
助成金の周知に係る事業
主説明会の参加事業所数
（実績値） 

－ － 
27,987 事業

所 
30,032事業

所 
27,109事業

所 
  

  
      

 達成度 － － 139.9％ 150.2％ 135.5％           

 
障害者職業生活相談員資
格認定講習の受講者数（計
画値） 

28,000人以

上 
－ 

5,600人以

上 

5,600人以

上 
5,600人以

上 
  

  
      

 
障害者職業生活相談員資
格認定講習の受講者数（実
績値） 

－ 6,068人 6,706人 7,061人 7,071人   
  

 
 

    

 達成度 － － 119.8％ 126.1％ 126.3％           

 
 

障害者職業生活相談員資
格認定講習の受講者アン
ケートにおける有用度の
評価（計画値） 

90％以上 － 90％以上 90％以上 90％以上   

  

      

 
 

障害者職業生活相談員資
格認定講習の受講者アン
ケートにおける有用度の
評価（実績値） 

－ － 97.1％ 98.6％ 98.7％   

  

      

 
 

達成度 － － 107.9％ 109.6％ 109.7％   
  

      

 アビリンピック観覧者に
対するアンケート調査に
おける障害者の技能への
理解が深まった旨の評価
（計画値） 

90％以上 － 90％以上 90％以上 90％以上   

  

      

 アビリンピック観覧者に
対するアンケート調査に
おける障害者の技能への
理解が深まった旨の評価
（実績値） 

－ 98.8％ 97.9％ 98.3％ 97.4％   

  

      

 
達成度 － － 108.8％ 109.2％ 108.2％   

  
      

注）障害者雇用納付金勘定における数値を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
３ 障害者雇用納付金関係
業務に関する事項 

（以下略） 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

３ 障害者雇用納付金関係
業務に関する事項 

（以下略） 
 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
３ 障害者雇用納付金関係業務に関する事
項 

（以下略） 
 
 
 
 
 
 

【指標】 
－ 
 
＜評価の視点＞ 
－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
（１）障害者雇用納付金の徴収並びに障害者雇用調整金及び報奨金

等の支給 
（２）障害者雇用納付金制度に基づく助成金の支給等 
（３）障害者雇用に関する各種講習、啓発及び障害者技能競技大会

（アビリンピック）等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
・厚生労働省独立
行政法人等の目
標策定及び評価
実施要領に基づ
き、項目別の平
均を算出 

1-3-1 ３点（Ｂ） 
1-3-2 ３点（Ｂ） 
1-3-3 ３点（Ｂ） 
 
平均は 
合計９点÷３項目 
＝３点 
であり、Ｂ評価と
する。 
 
 

＜評定に至った理 
由＞ 
・自己評価書の
「Ｂ」との評価結
果は妥当であると
確認できた。 
 

 

４．その他参考情報 

なし。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－３－１ 障害者雇用納付金関係業務に関する事項－障害者雇用納付金の徴収並びに障害者雇用調整金及び報奨金等の支給 

業務に関連する
政策・施策 

Ⅴ－３－１ 高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図ること 
当該事業実施に係る根拠 
（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構法第１
４条第１項第６号 

当該項目の重要
度、困難度 

― 
関連する政策評価・行政事
業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

障害者雇用納付金等の申
告申請に関する説明動画
の視聴回数（計画値） 

55,000回以
上 

－ 
11,000回以

上 
11,000回以

上 
11,000回以

上 
  

  
予算額（千円） 36,147,734 43,604,251 43,533,679   

 
 

障害者雇用納付金等の申
告申請に関する説明動画
の視聴回数（実績値） 

－ － 24,118回 17,930回 17,075回   
  

決算額（千円） 35,512,689 42,734,364 36,440,284   

 
 

達成度 － － 219.3％ 163.0％ 155.2％   
  

経常費用（千円） 35,607,841 42,807,226 36,565,541   

 
 

障害者雇用納付金の収納
率（計画値） 

99％以上 － 99％以上 99％以上 99％以上   
  

経常利益（千円） 814,152 △9,049,178 4,454,576   

 
 

障害者雇用納付金の収納
率（実績値） 

－ 99.81％ 99.80％ 99.73％ 99.86％   
  

行政コスト（千円） 36,421,994 42,807,226 41,020,126   

 
 

達成度 － － 100.8％ 100.7％ 100.9％   
  

従事人員数（人） 178 185 185   

注）障害者雇用納付金勘定における数値を記載。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による

評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
３ 障害者雇用納付金関係
業務に関する事項 

（１）障害者雇用納付金の徴
収並びに障害者雇用調
整金及び報奨金等の支

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

３ 障害者雇用納付金関係
業務に関する事項 

（１）障害者雇用納付金の徴
収並びに障害者雇用調
整金及び報奨金等の支

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
３ 障害者雇用納付金関係業務に関する事
項 

（１）障害者雇用納付金の徴収並びに障害
者雇用調整金及び報奨金等の支給 
障害者雇用納付金の徴収並びに障害

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
３ 障害者雇用納付金関係業務に関する事項 
 
（１）障害者雇用納付金の徴収並びに障害者雇用調整金及び報奨金

等の支給 
 

評定：Ｂ 
「障害者雇用納付
金等の申告申請に
関する説明動画の
視聴回数」の達成
度が 155.2％、「障
害者雇用納付金の
収納率」の達成度
が 100.9％であ
り、所期の目標を

＜評定に至った理 
由＞ 
・自己評価書の
「Ｂ」との評価結
果は妥当であると
確認できた。 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き高い収
納率が維持できる
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給 
障害者雇用納付金の

徴収並びに障害者雇用
調整金、報奨金、在宅就
業障害者特例調整金、在
宅就業障害者特例報奨
金等の支給については、
機構においてより厳正
な審査、効率的な手続等
を行うことはもとより、
事業主に対して障害者
雇用納付金制度を十分
に周知徹底し、理解の促
進を図るため、関係機関
との連携を図りつつ、事
業主説明会の開催や申
告申請に関する説明動
画による周知を幅広く
実施すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

給 
障害者雇用納付金の

徴収並びに障害者雇用
調整金、報奨金、在宅就
業障害者特例調整金、在
宅就業障害者特例報奨
金等の支給については、
より厳正な審査、効率的
な手続等を行うことは
もとより、事業主に対し
て障害者雇用納付金制
度を十分に周知徹底し、
理解の促進を図るため、
関係機関との連携を図
りつつ、事業主説明会の
開催や申告申請に関す
る説明動画による周知
を幅広く実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者
特例調整金、在宅就業障害者特例報奨
金等の支給については、より厳正な審
査、効率的な手続等を行うことはもと
より、事業主に対して障害者雇用納付
金制度を十分に周知徹底し、理解の促
進を図るため、関係機関との連携を図
りつつ、事業主説明会の開催や申告申
請に関する説明動画による周知を幅広
く実施する。 

 
① 障害者雇用納付金制度についての理解
の促進のための適切な周知等 
障害者雇用納付金制度については、障

害者の雇用の促進等に関する法律（昭和
35年法律第 123号）の改正が行われたこ
とも踏まえ、事業主から適正な申告申請
がなされるよう、以下の取組を行う。 
 

ア 事業主説明会の開催 
事業主が制度及び手続を十分に理解

して申告申請を行うことができるよ
う、関係機関との連携を図りつつ事業
主説明会を開催する。 
また、事業主説明会における説明内

容及び記入説明書や説明動画等の内容
の充実を図るため、事業主説明会にお
いて参加者に対するアンケートを実施
する。 

 
 
 
 
 
 
 
イ 記入説明書等の配布、説明動画の配
信 
記入説明書や説明動画の作成に当た

っては、記入例等を用いるなど分かり
やすい内容にするとともに、事業主か
らの意見や前年度までの申告申請にお
いて誤りの多かった事項などを踏まえ
て作成する。 
また、事業主が、円滑かつ正確に申告

申請を行うことができるようＱ＆Ａ集
等をホームページに掲載する。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・事業主から適
正な申告申請
がなされるよ
う、事業主説
明会の開催、
分かりやすい
記入説明書の
作成、説明動
画 の 配 信 な
ど、適切な周
知等の取組を
行ったか。 

 
【指標】 
・障害者雇用納
付金等の申告
申請に関する
説明動画の視
聴回数につい
て、11,000回
以上とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 障害者雇用納付金制度についての理解の促進のための適切な
周知等 

 
 
 
 
 
 
ア 事業主説明会の開催  
・令和８年度の申告申請が円滑・適正に行われるよう、第４四半期
に集中的に開催するとともに、令和８年度申告申請における変更
点や申告申請で誤りの多い事項等を解説するなど、効果的な事業
主説明会の運営に努めた。 

・都道府県労働局等の関係機関の職員から事業主に対して障害者雇
用の状況等に関する説明を行うなど、関係機関と連携を図りつ
つ、事業主説明会を開催した。 

・令和６年度事業主説明会において実施したアンケート結果や事業
主からの各種問合せ、過去の申告申請時に誤りの多かった点を重
点事項として記入上の注意点を吹き出しで示すなど、より分かり
やすい事業主説明会用パワーポイント資料を作成した。なお、令
和７年度事業主説明会においてもアンケートを実施した。 

・事業主の利便性を向上させる機能を備えた電子申告申請システム
の特徴等について、実際の入力手順に沿って分かりやすく説明し
た。 

 
イ 記入説明書等の配布、説明動画の配信 
 
・記入説明書を 69,630部作成し、第４四半期に実施した事業主説明

会の会場において配付するとともに、参加できなかった事業主に
対して送付したほか、ホームページに掲載した。 

・記入説明書は、事業主が円滑に申告申請書を作成できるように各
項目を作成手順ごとに取りまとめるとともに、電子申告申請シス
テムの操作方法及び申告申請時に誤りが多い箇所について詳し
く説明した具体例等を記載した。また、事業主が円滑かつ正確に
申告申請を行うことができるよう内容を拡充したＱ＆Ａ集や制
度周知用パンフレットに加え、初めて申告・申請を行う事業主向
けに制度の概要を分かりやすく説明したパンフレットを新たに
作成し、ホームページに掲載した。 

・制度や事務手続のほか、電子申告申請システムの操作方法につい
て理解を深めてもらうため、事業主の意見・要望や YouTubeアナ
リティクス分析結果を踏まえ、事業主説明会用パワーポイント資
料に説明音声を付した動画を作成し、YouTubeで配信した。 
動画視聴回数：17,075回（前年度実績 17,930回） 

達成又は上回る成
果が得られてい
る。評定の根拠と
して、 
①障害者雇用納付
金等の申告申請
に関する説明動
画の視聴回数の
確保に係る取組
について 

【質的な取組】 
・事業主の意見・
要望や YouTube
アナリティクス
の分析を踏ま
え、分かりやす
い動画となるよ
う、令和８年度
申告申請におけ
る変更点や申告
申請で誤りの多
い事項の解説の
ほか、説明内容
や項目立てを工
夫するなど、内
容の充実に取り
組んだこと。 

【困難な状況への
対応】 

・障害者の雇用の
促進等に関する
法律の改正によ
り納付金制度が
改正され、令和
７年４月には除
外率が 10 ポイ
ント引き下げら
れたことから、
申告申請者が当
該改正内容を正
確に理解したう
えで、円滑・適
正に申告申請を
行っていただけ
るよう、説明動
画について、当
該制度改正内容
への重点化・充
実に取り組んだ
こと。 

②障害者雇用納付
金の収納率の向
上に係る取組に
ついて 

よう努める必要が
ある。 
 
＜その他事項＞ 
・なし。 
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また、障害者雇用納付

金の徴収については、第
４期中期目標期間にお
ける目標（収納率 99％以
上）と同様の高い水準を
目指すこととし、それに
向けた適正な制度運営
を行うとともに、厳正な
審査、調査を実施するこ
と。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、障害者雇用納付

金の徴収については、第
４期中期目標期間にお
ける目標（収納率 99％以
上）と同様の高い水準を
目指すこととし、未納付
事業主に対する納付督
励・督促を実施するなど
適正な制度運営を行う
とともに、厳正な審査、
調査を実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
ウ 職業安定機関との連携及び担当者会
議の開催 
障害者雇用率達成指導を実施する都

道府県労働局や公共職業安定所と必要
な情報交換を行い、緊密な連携を図る。
また、業務担当者全国会議を開催し、共
通の理解と認識を深めるとともに、申
告申請において誤りの多かった事項な
どへの対応を徹底する。 

 
 
 
 
 
 
② 障害者雇用納付金の的確な徴収並びに
障害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害
者特例調整金、在宅就業障害者特例報奨
金等の適正な支給 
障害者雇用納付金並びに障害者雇用調

整金、報奨金、在宅就業障害者特例調整
金、在宅就業障害者特例報奨金等につい
ては、業務マニュアルを活用し、厳正な審
査を行う。 
また、事業主に対して、障害者雇用納付

金の正確な申告及び納付期限の遵守につ
いての指導を行うとともに、申告や納付
を行わない事業主に対しては、電話、文書
等により積極的に申告・納付の督励を行
う。特に、長期間の滞納や倒産等による収
納不能事案の発生を防止するため、未納
付事業主に対する納付督励を早い段階か
ら行う。 
これらの申告・納付の督励に当たって

は、機構本部及び都道府県支部が緊密に
連携を図り、個々の事業主の実情に応じ
て的確に対応する。 
督励によっても未納付が解消されない

事業主に対しては、督促状を発するなど
により確実に徴収する。 
 
 
 

③ 障害者雇用納付金申告事業主、障害者
雇用調整金等申請事業主の利便性の向上 
事業主からの照会等に対しては、的確

かつ速やかな助言、指導等を行う。 
また、納付金システムについては、引き

続き事業主サービスの向上と事務処理の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・障害者雇用調
整金等につい
て、業務マニ
ュアルを活用
の上、厳正な
審 査 を 実 施
し、適正な支
給 を 行 っ た
か。また、障
害者雇用納付
金について、
納付を行わな
い事業主に対
して積極的に
納付の督励等
を行い確実な
徴収に努めた
か。 

 
【指標】 
・障害者雇用納
付金の収納率
に つ い て 、
99％以上とす
る。 

 

‐令和７年度申告申請用動画（令和７年４月１日～12月 25日） 
：12,255回 

‐令和８年度申告申請用動画（令和７年 12月 25日～令和８年３
月 31日）：4,820回 

 
ウ 職業安定機関との連携及び担当者会議の開催 
 
○職業安定機関との情報交換会の開催 
・職業安定機関と都道府県支部との間で日常的に情報交換を行った
ほか、障害者雇用納付金制度の周知、未申告・未納付事業主に対
する指導等について連携・協力するため、情報交換会を開催した。 

○都道府県支部の担当者会議の開催 
・１月に開催した納付金関係業務担当者全国会議については、Web会
議システムを活用し、都道府県支部の納付金業務担当者に対し
て、事業主説明会における説明の重点事項及び申告申請における
問合せや誤りを踏まえた説明のポイント等、事業主説明会の開催
に係る留意事項等について指導した。また、事業主からの問合せ
に適切に対応するため、担当職員に対する納付金業務に関する法
令や業務手引等の一層の理解・習得を行うよう指示した。 

 
② 障害者雇用納付金の的確な徴収並びに障害者雇用調整金、報奨
金、在宅就業障害者特例調整金、在宅就業障害者特例報奨金等の
適正な支給 

 
・令和７年度においても引き続き確実な徴収を行うため、厳正な審
査を実施した。また、障害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害
者特例調整金、在宅就業障害者特例報奨金等の支給に当たって
は、業務マニュアルを活用して厳正な審査を行った。 

・事業主説明会の開催や記入説明書、説明動画の配信によって、障
害者雇用納付金の正確な申告及び納付期限の遵守を指導した。ま
た、初めて申告・納付をする事業主で、事業主説明会に参加でき
なかった事業主に対しては改めて期限内の申告・納付をするよう
勧奨した。 

・６月末から未納付の事業主に対する納付督励・督促を機構本部と
都道府県支部が障害者雇用納付金電算機処理システムを活用し
て連携しながら実施した。併せて電話、文書、訪問による納付督
励を積極的に実施した。 

・都道府県支部や機構本部からの納付督励に応じなかった場合は機
構本部が督促状を発出した。特に、納付の遅延が慢性化している
事業主に対しては早期に督促状を発出した。また、再三の納付督
励にも応じない事業主に対しては、厚生労働大臣の認可を受けた
上で、滞納処分を 1件実施するなど債権の回収に努めた。 

・機構本部や都道府県支部で事業主の倒産情報を随時確認し、未納
付事業主の倒産を把握した場合は、迅速に破産管財人等に交付要
求をするなど的確に対応した。 

 
 障害者雇用納付金の収納率 99.86％（前年度実績 99.73％） 
 
③ 障害者雇用納付金申告事業主、障害者雇用調整金等申請事業主
の利便性の向上 

・障害者雇用納付金電算機処理システムを活用することにより、よ
り迅速で効率的かつ適正な審査決定等を行うとともに、事業主か
らの照会等に対して、的確で速やかな助言、指導を行った。 

・また、障害者雇用納付金電算機処理システム及び電子申告申請シ

【質的な取組】 
・障害者雇用納付
金等の申告申請
等をインターネ
ットで簡便に行
える電子申告申
請及び納付金の
電子納付の利用
方法や利便性等
を記載したリー
フレット等の作
成・事業主への
送付等広く活用
を促すなど、事
業主の利便性の
向上に取り組ん
だこと。 

・期限を過ぎても
納付しない事業
主に対しては、
障害者雇用納付
金電算機処理シ
ステムを活用
し、機構本部と
都道府県支部が
連携して、納付
督励・督促に取
り組んだこと。
なお、再三の納
付督励にも応じ
ない事業主に対
しては、厚生労
働省の認可を受
けた上で、滞納
処分を実施する
など債権の回収
に努めたこと。 

【困難な状況への
対応】 

・事業主の倒産情
報を随時把握
し、未納付事業
主が倒産した場
合には迅速に破
産管財人に対す
る交付要求に取
り組んだこと。
また、納付の遅
延が慢性化して
いる事業主に対
しては早期に督
促状を発出する
など、障害者雇
用納付金の的確
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障害者雇用納付金申

告事業主、障害者雇用調
整金等申請事業主の利
便性の向上を図るため、
電子申告申請及び電子
納付の利用を促進する。 

 

効率化等を図るための検討を行う。 
 
 
④ 電子申告申請及び電子納付の利用促進 

事業主サービスの向上と事務処理の効
率化、迅速化を図る観点から、電子申告申
請及び電子納付の利用を促進するため、
以下の取組を行う。 
 
 

ア 電子申告申請については、事業主説
明会において具体的な利用方法や利便
性、情報セキュリティの信頼性等につ
いて説明するほか、事業主団体等に対
し、傘下事業主等への利用促進のため
の周知・広報について協力を依頼する。 

 
 
 
 
 
 
 
イ 電子納付については、納付書等の送

付の際に利用案内のチラシを同封する
とともに、電子申告申請の利用促進と
併せ、事業主説明会での説明のほか、事
業主団体等への周知・広報の協力を依
頼する。 

 
ウ 機構本部が作成する実施基準に基づ

き、都道府県支部において、個別の事業
主に対して利用を勧奨する。 

 
 
 
エ 障害者雇用納付金の電子納付による

収納サービス（ペイジー）を提供してい
ない金融機関に対し、ペイジーの導入
について要請する。 
 

ステムについて、業務上の問合せ等を通じて収集した課題を分析
し、システム改善の必要性を含めて検討した。 

 
④ 電子申告申請及び電子納付の利用促進 

電子申告申請及び電子納付については、事業主サービスの向上
と事務処理の効率化、迅速化を図る観点から、利用を促進するた
め、以下の取組を行った。 

 
 
 
ア 電子申告申請の利用を促進するため、各種手続を窓口に出向く

ことなくインターネットを利用して簡便に行うことができるこ
と等の具体的なアピールポイントについて、制度周知用パンフレ
ット、記入説明書及びホームページに掲載した。併せて事業主団
体等に対し、傘下事業主等への利用促進のための周知・広報に係
る協力を依頼したほか、事業主説明会においても説明した。 

・電子申告申請システム利用件数[利用率] 
 ‐データ送信による提出 

45,647件[83.4％]（前年度実績 42,825件[78.2％]） 
 ‐二次元コードによる提出 

7,857件[14.4％]（前年度実績 10,352件[18.9％]） 
計 53,504件[97.8％]（前年度実績 53,177件[97.1％]） 

 
イ 電子納付の利用方法や利便性等を記載したリーフレット等を

納付書や事業主説明会の開催案内に同封し、事業主に送付したほ
か、延納第２期、第３期に納付書を送る際、前期で電子納付を利
用していない事業主に対して電話にて利用勧奨を実施した。 

・電子納付（ペイジー）利用企業数  
20,838社（69.4%）（前年度実績 16,787社（61.1%）） 

 
ウ 都道府県支部においては、二次元コード様式、エクセル様式の
紙により申告申請書を作成しており電子申告申請を利用していな
い事業主を優先的に選定するなど、事業主への個別訪問等による
利用勧奨を効果的に実施した。 

・個別訪問等件数 1,310件（前年度実績 1,356件） 
 
エ 電子納付については、一部の金融機関ではまだ取扱いができな

いため、これらの金融機関に対し、電子納付の取扱開始について
協力要請を行った。 

・電子納付取扱金融機関数 350 行（前年度実績 351行） 
 

な徴収に努めた
こと。 

以上を踏まえ、評 
定をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・令和８年度にお
いても引き続き
収納率が 99％
以上に維持され
るよう、事業主
に対する納付金
制度の周知徹
底、丁寧かつ的
確な指導及び積
極的な納付督励
に努める必要が
ある。 

  障害者雇用納付金の
申告事業主等に対する
調査については、不正の
防止に留意しつつ、効率
的かつ効果的な実施に
努める。 

 

⑤ 調査の的確な実施 
適正な制度運営を行う観点から、雇用

障害者の障害の種類及び程度を明らかに
する書類並びに労働時間の状況を明らか
にする書類の添付を義務付けられていな
い事業主（障害者雇用納付金申告事業主
及び常用雇用労働者の総数が 300 人を超
える障害者雇用調整金支給事業主）を対
象に調査を実施する。 
 

ア 機構本部と都道府県支部が緊密な連
携を図り、円滑に調査を実施し、障害者
雇用納付金の徴収不足及び障害者雇用

＜評価の視点＞ 
・調査業務の質
の向上に努め
つつ、効率的
かつ的確な調
査を実施した
か。 

⑤ 調査の的確な実施 
適正な制度運営を行う観点から、雇用障害者の障害の種類及び

程度を明らかにする書類並びに労働時間の状況を明らかにする
書類の添付を義務付けられていない事業主（障害者雇用納付金申
告事業主及び常用雇用労働者の総数が300人を超える障害者雇用
調整金支給事業主）を対象に調査を実施した。 

 
 
 
 
ア Web会議システムを活用した「納付金調査課長会議」を１月に開
催し、令和７年度における調査業務の進捗及び令和８年度の実施
に向けた情報を提供した。また、機構本部及び７か所の都道府県
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調整金の過大支給の事案を把握して、
是正する。 

 
 
 
 
 

 
イ 調査業務を担当する職員に対し、調
査業務マニュアルを配付し、同マニュ
アルを活用した座学研修や実際の調査
場面における実地研修（ＯＪＴ）の実施
等により、適切な調査の実施に必要な
ノウハウを習得させ、調査業務の質の
向上に努める。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
ウ 都道府県支部の把握する情報を積極
的に活用するとともに、これまでの調
査結果の傾向や申告申請において誤り
の多かった事項を踏まえ、ＰＤＣＡを
回しつつ、効率的かつ的確な調査を実
施する。 
 

支部による調査実施体制と併せて各管轄ブロック内の都道府県
支部も活用することにより効率的に調査を実施した。 
さらに調査対象事業主や都道府県支部から問合せの多かった内

容について機構本部がまとめた「納付金調査業務Ｑ＆Ａ集」によ
り、機構本部と都道府県支部で情報共有を図り、納付金の徴収不
足、障害者雇用調整金、特例給付金、在宅就業障害者特例調整金
の過大支給の事案を把握し、確実に是正した。 
 

イ 調査業務マニュアルを活用し、機構本部及び７か所の都道府県
支部において調査業務を新たに担当することとなった職員を対象
に、調査業務を実施するに当たっての基礎的な知識及び効果的な
調査手法等の理解を目的とした研修を実施した。 
加えて、５月から６月にかけて機構本部及び７か所の都道府県

支部において、実際の調査場面を活用した実地研修（ＯＪＴ研修）
を実施するとともに、 習得したノウハウの定着、更なる知見の習
得及びコンプライアンスの再認識を目的としたフォローアップ研
修を実施した。 
さらに定例会議の開催により、調査事例の共有、調査手法の検

討等を通じた専門性の向上等を図るなど、調査業務の質の向上に
努めた。 
また、研修と併せて機構の行動規範、倫理規程及びコンプライア

ンス規程等の諸規程を遵守することを目的としたコンプライアン
ス研修を実施した。 
 

ウ 都道府県支部が把握している合併、倒産等の最新の事業主情報
を活用しながら調査を実施した。また、令和６年度までの申告申
請において誤りの多かった事項に留意して調査業務マニュアルの
内容を加筆修正するとともに、調査業務を担当する職員への周知
を行い、効率的かつ的確な調査を実施した。 

 
 
○令和６年能登半島地震に関し、被災地域の状況に配慮した対応を
以下のとおり実施した。 

・被災した納付金対象事業主について、告示に基づく申告・納付期
限の延長措置に係る情報をホームページに掲載して周知・案内を
行った。 

 

 
＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 

・引き続き、未納付事業主に対して納付督励・督促を積極的に行っ

た結果、高い収納率を維持した。 

 

 

 

４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・障害者雇用納付金制度の周知及び収納率いずれも目標を達成している。また、申告時において間違いやすい点についての周知や申請手続についての事業主の利便性の向上のほか、他機関との連携による督促についても評価できる。 

・障害者雇用納付金制度にご理解いただけない事業主等から機構職員（特に対人折衝経験の少ない若手職員）に対して起こりうるハラスメントへの対応に取り組んでいただきたい。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 
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障害者雇用納付金申告等の事業主数及び納付確定額 

項目 件数（件） 納付確定額（千円） 

申告事業主数 52,098  

納付事業主数 29,096 40,542,472 

納付督励 3,498  

 

障害者雇用調整金・報奨金・特例給付金の申請事業主数及び支給金額 

項目 件数（件） 支給金額（千円） 

調整金 15,396 22,090,698 

在宅就業障害者特例調整金 18 5,943 

報奨金 2,225 6,394,055 

在宅就業障害者特例報奨金 0 0 

特例給付金 5,875 1,054,828 

合計 23,514 29,545,524 

 

障害者雇用納付金関係業務調査件数 

項目 件数（件） 

調査 9,583 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－３－２ 障害者雇用納付金関係業務に関する事項－障害者雇用納付金制度に基づく助成金の支給等 

業務に関連する
政策・施策 

Ⅴ－３－１ 高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図ること 
当該事業実施に係る根拠 
（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構法第１
４条第１項第６号 

当該項目の重要
度、困難度 

― 
関連する政策評価・行政事
業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 

 

 

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

助成金（創設３年目以降）
の１件当たりの平均処理
期間（事業主への照会等に
要した日数を除く）（計画
値） 

30日以内 － 30日以内 30日以内 30日以内   

  

予算額（千円） 36,147,734 43,604,251 43,533,679   

 
 

助成金（創設３年目以降）
の１件当たりの平均処理
期間（事業主への照会等に
要した日数を除く）（実績
値） 

－ 24.5日 27.5日 28.6日 26.6日   

  

決算額（千円） 35,512,689 42,734,364 36,440,284   

 
 

達成度 － － 109.1％ 104.9％ 112.8％   
  

経常費用（千円） 35,607,841 42,807,226 36,565,541   

 
 

助成金の周知に係る事業
主説明会の参加事業所数
（計画値） 

100,000事
業所以上 

－ 
20,000事業

所以上 
20,000事業

所以上 
20,000事業

所以上 
  

  
経常利益（千円） 814,152 △9,049,178 4,454,576   

 
 

助成金の周知に係る事業
主説明会の参加事業所数
（実績値） 

－ － 
27,987 事業

所 
30,032事業

所 
27,109事業

所 
  

  
行政コスト（千円） 36,421,994 42,807,226 41,020,126   

 
 達成度 － － 139.9％ 150.2％ 135.5％   

  
従事人員数（人） 178 185 185   

                                                              注）障害者雇用納付金勘定における数値を記載。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による

評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 

「助成金（創設３
年目以降）の１件

＜評定に至った理 
由＞ 
・自己評価書の

「Ｂ」との評価結
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３ 障害者雇用納付金関係
業務に関する事項 

（２）障害者雇用納付金制度
に基づく助成金の支給 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 障害者雇用納付金制度
に基づく助成金の支給に
ついては、障害者雇用に係
る事業主支援・援助の実施
を通じて障害者の働く場
の整備を図るため、適正か
つ効率的に行うことはも
とより、助成金制度、申請
手続等を周知すること。加
えて、電子申請の活用を推
進する等を通じて、事業主
等が利用しやすい手続と
すること、助成金を障害者
雇用に効果的に活用でき
るように事業主等に対し
て助言・援助を行うこと、
支給手続を迅速に行うこ
と、など事業主等に対する
サービスの向上を図るこ
と。 

 

措置 
３ 障害者雇用納付金関係
業務に関する事項 

（２）障害者雇用納付金制度
に基づく助成金の支給 
適正かつ効率的な支給

に努めるとともに助成金
制度、申請手続等を周知す
る。加えて、電子申請の活
用を推進する等を通じて、
事業主等が利用しやすい
手続とすること、助成金を
障害者雇用に効果的に活
用できるように事業主等
に対して助言・援助を行う
こと、支給手続を迅速に行
うこと、など事業主等に対
するサービスの向上を図
る。 

① 助成金の効果的活用の
促進に向けた周知・広報等 
助成金制度及び申請手

続の説明会を実施し、併せ
てホームページによる説
明や説明動画を配信する
など、事業主等に対する積
極的な周知・広報を行う。 

 

 
３ 障害者雇用納付金関係業務に関する事
項 

（２）障害者雇用納付金制度に基づく助成
金の支給等 
適正かつ効率的な支給に努めるとと

もに助成金制度、申請手続等を周知す
る。加えて、電子申請の活用を推進する
等を通じて、事業主等が利用しやすい
手続とすること、助成金を障害者雇用
に効果的に活用できるように事業主等
に対して助言・援助を行うこと、支給手
続を迅速に行うこと、など事業主等に
対するサービスの向上を図る。 

 
 
 
 
 
① 助成金の効果的活用の促進に向けた周
知・広報等 
ア 職業安定機関、地域センター等との
連携を図りながら、事業主説明会の開
催及び事業主団体等への訪問等によ
り、様々な機会を通じて事業主等に対
する周知・広報を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 事業主等にとって分かりやすい各種
助成金のパンフレット等を作成し、都
道府県支部及び職業安定機関等におい
て事業主等に配布するとともに、ホー
ムページに掲載する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・様々な機会や
手法を通じて
事業主等に積
極的な周知・
広報を行った
か。 

 
【指標】 
・助成金の周知
に係る事業主
説明会の参加
事 業 所 数 を
20,000 事 業
所 以 上 と す
る。 

 
 

 
３ 障害者雇用納付金関係業務に関する事項 
 
（２）障害者雇用納付金制度に基づく助成金の支給等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 助成金の効果的活用の促進に向けた周知・広報等 
 
ア 職業安定機関等との連携による周知・広報 
・都道府県支部と職業安定機関等との間で連携会議を開催し、情報
交換等を行うとともに、事業主等への周知について協力を要請し
た。 
連携会議：495回（前年度実績 505回） 

・納付金の事業主説明会等の機会や職業安定機関等が開催するセミ
ナー等の場を活用し、助成金の事業主説明会を開催した。なお、
説明資料については、助成金の活用事例を充実させるなどして、
分かりやすさの向上を図った。 

 ‐事業主説明会：989回（前年度実績 1,050回） 
‐参加事業所数：27,109事業所（前年度実績 30,032事業所） 

・事業主団体等を訪問し、助成金制度について事業主団体等のホー
ムページや広報誌等への掲載等制度周知に係る協力を要請した。 

 ‐訪問回数：809回（前年度実績 794回） 
 
イ 事業主等にとって分かりやすい資料の作成・配布 
・パンフレットについて、事業主等からの問合せが多い項目を中心
に読み手に理解され分かりやすく意味が明確な文章となるよう改
善したほか、記入例等の充実により視覚的な理解が進むように紙
面の見やすさの向上を図り、アクセシビリティに配慮した上で、
ホームページに掲載するとともに、都道府県支部において事業主
等に配布した。また、紙面にホームページの紹介を新たに追加し、
オンライン申請のページにアクセスしやすくした。 

・法改正に伴い、令和６年４月１日に支給業務を開始した障害者雇
用相談援助助成金（新設）、中高年齢等障害者の雇用継続を図る
措置への助成（拡充）、障害者介助等助成金（拡充）等（以下「新
設・拡充助成金」という。）をはじめとした各助成金の対象とな
る措置の具体的な事例を啓発誌「働く広場」で紹介したほか、助
成金周知用の広告を啓発誌「エルダー」に掲載するとともに、メ
ールマガジンによる周知を行い、助成金の活用促進を図った。 

・障害者助成金・高齢者給付金合同のチラシを作成し、都道府県支
部窓口において、事業主等に配布した。 

 

当たりの平均処理
期間（事業主への
照会等に要した日
数を除く）」の達成
度が 112.8％、「助
成金の周知に係る
事業主説明会の参
加事業所数」の達
成度が 135.5％で
あり、所期の目標
を達成又は上回る
成果が得られてい
る。評定の根拠と
して、 
①助成金（創設３
年目以降）の１
件当たりの平均
処理期間（事業
主への照会等に
要した日数を除
く）の向上に係
る取組について 

【質的な取組】 
・令和７年度４月
から受付を開始
したオンライン
申請については
紙申請に比べ、
事業主の利便性
の向上及び事務
処理負担軽減に
資することか
ら、オンライン
申請説明動画及
び操作マニュア
ルをホームペー
ジに掲載したほ
か事業主説明会
での周知・広報
を行うことによ
るオンライン申
請の活用促進に
取り組んだこ
と。 

・助成金システム
によりリアルタ
イムで助成金の
支給に関する平
均処理期間の進
捗状況を把握す
るとともに、遅
延が生じた場合
には原因の分析
を行い、事務処

果は妥当であると
確認できた。 
 
＜課題と対応＞ 
・オンライン申請
の利用促進を図る
ため、その周知に
取り組むほか、事
業主アンケートの
意見を踏まえ申請
手続（提出書類）
の簡素化、窓口サ
ービス向上の研修
を引き続き実施す
る等により、事業
主の満足度の向上
等に努める必要が
ある。 
・障害者雇用の質
の向上に向けた事
業主の取組を支援
するため、助成金
の積極的な活用が
求められているこ
とを踏まえ、引き
続き丁寧かつ分か
りやすい説明に努
める必要がある。 
 
＜その他事項＞ 
・なし 
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ウ 助成金制度をより多くの事業主等に
周知するため、オンラインを活用した
説明動画の配信を行うとともに、事業
主団体等の広報誌等を活用して広く周
知を図る。 

ウ オンラインを活用した説明動画の配信等による周知 
・助成金制度に係る説明動画（YouTube）等について、助成金の活用
事例を更新し、より理解を深めることを目的として、内容の見直
しを行うとともに、助成金の概要を幅広く知ってもらうための視
聴時間が短い説明動画（概要版）についても同様に内容を見直し、
ホームページに掲載した。また、説明動画の作成に当たり、令和
６年度に実施したYouTubeのアナリティクス分析の分析結果等を
踏まえた見直しを行った。 

 ‐動画再生回数：3,118回（前年度実績 2,802回） 
・よくある質問についてのＦＡＱは、令和６年４月に運用を開始し
た新設・拡充助成金において問合せの多かった内容を追加するな
どの充実を図り、ホームページで周知した。 

 

理体制、プロセ
スの見直し・改
善に取り組んだ
こと。また、都
道府県支部の助
成金業務担当者
研修を通じて、
窓口サービスの
質や処理能力の
向上に取り組ん
だこと。 
なお、都道府県
支部窓口対応の
満足度におい
て、事業主から 
高い評価（91.
8％）を得ること
ができたこと。 

・パンフレットの
作成、事業主へ
の配布及びホー
ムページへの掲
載に当たって
は、事業主等か
らの問合せが多
い項目を中心に
読み手に理解さ
れ分かりやすい
文章への改善
や、視覚的な理
解が進むような
記入例を充実さ
せ、紙面の見や
すさの向上を図
ったほか、紙面
にホームページ
の紹介を新たに
追加し、オンラ
イン申請のペー
ジにアクセスし
やすくしたこ
と。 

【困難な状況への
対応】 

・令和６年４月に
運用を開始した
新設・拡充助成
金をはじめとし
て、助成金の支
給請求件数が増
加（前年度比 1
8.2％増）する
中、適正かつ早
期の支給に向

  ② 効率的な助成金支給業
務の実施 
事業主等に対して、支給

申請書等の記入方法等に
ついて十分な説明を行い、
円滑かつ迅速な支給やト
ラブル防止等を図る。 
適正支給に配慮しつつ、

進捗状況の管理を行うこ
とにより事務処理の効率
化を図る。 
また、電子申請の機能を

搭載した助成金システム
を構築し、申請に係る事業
主等の負担の軽減及び利
便性の向上を図るととも
に、より効率的かつ適正な
支給事務を実施する。 
 

② 効率的な助成金支給業務の実施 
 
 
 
 
 
ア 助成金システムの活用により助成金
の支給に係る進捗状況を日常的に管理
し、遅延が生じる場合は原因を分析し
速やかに対策を講じるなど審査業務の
事務処理の効率化に取り組む。 

 
 
 
 
イ 申請に係る事業主等の負担の軽減及
び利便性の向上等を図るため、電子申
請の機能を搭載した助成金システムを
活用する。 

  また、引き続き電子申請について事
業主等に周知を図る。 

 
 
 
ウ 支給申請が円滑に行われるよう、事
業主等に対して、助成金の制度、申請書
等の記入方法等について十分に事前説
明を行い、迅速かつ適正な支給となる
よう効率的に点検確認を行う。 
また、事業主の制度理解と利便性の

向上を図る観点で、説明動画、パンフレ
ットや申請様式及び添付書類の見直し
等を行う。 

 
エ 助成金業務担当者研修等の開催によ
り、窓口担当者の能力の向上を図り、事
業主等に対する的確な助言・援助に努
める。 

 
 
 

＜評価の視点＞ 
・助成金の支給
に係る進捗状
況を日常的に
管 理 す る な
ど、審査業務
の事務処理の
効率化に取り
組んだか。 

 
【指標】 
・創設３年目以
降の助成金に
ついて、支給
請求受理後の
事業主への照
会等に要した
日数を除き、
１件当たりの
平均処理期間
を 30 日以内
とする。（ただ
し、年度途中
に年度計画予
算を超過する
支給請求があ
っ た 場 合 に
は、超過した
月の翌月以降
に行われる支
給請求は全て
平均処理期間
算出の対象か
ら除く。） 

 
 

② 効率的な助成金支給業務の実施 
 

申請された助成対象措置を適正かつ効率的に審査しつつ、申請
１件当たりの平均処理期間の短縮に努めた。 

・助成金の１件当たりの平均処理期間 26.6日（前年度実績 28.6日） 
 
ア 助成金システムの活用による審査業務の効率化 
・助成金システムによりリアルタイムで助成金の支給に関する進捗
状況を把握するとともに、遅延が生じた場合には原因の分析を行
い、事務処理体制やプロセスの見直し・改善に取り組んだ。 

・その他、事業主等から質問の多い項目についての助成金支給業務
Ｑ＆Ａ集には、機構本部において令和６年４月に運用を開始した
新設・拡充助成金に関する内容をさらに追加し、疑義照会に対す
る都道府県支部の回答の迅速化を図った。 

 
イ 電子申請の機能を搭載した助成金システムの活用等 
・令和７年４月１日から、事業主等の助成金申請における負担の軽
減及び利便性の向上等を図るため、電子申請システムの運用を開
始した。 

・電子申請に係る周知のため、機構本部において新たにリーフレッ
トを作成し、ホームページで公開したほか、事業主説明会等にお
いて周知・広報を実施した。また、電子申請の説明動画及び操作
マニュアルを作成し、ホームページに掲載した。 

 
ウ 都道府県支部による事前説明及び点検確認等 
・事業主等に対して十分な説明を行うとともに、支給業務手引及び
チェックリストの活用等により、適正かつ効率的な点検確認を行
った。  

・事業主の負担軽減等のため、一部助成金の認定申請における計画
変更手続を簡素化した。 

・都道府県支部において電子申請された申請書等の処理に際して活
用する「助成金申請システム申請書受付・受理マニュアル」を作
成し、効率的な受付点検作業を実施した。 

 
エ 助成金業務担当者研修等の開催 
・６月にオンデマンド形式により実施した助成金業務担当者全国会
議の機会を活用して、助成金業務担当者を対象とした研修を実施
し、点検確認手順及び窓口業務の留意事項等について説明すると
ともに、事業主サービスの向上に資するため、窓口対応における
好事例・トラブル事例と留意点を共有した。また、助成金業務担
当者を対象とした新たな研修を 11 月に集合形式により開催し、
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オ 助成金を支給した事業主に対して実
施するアンケート調査結果を分析し、
今後の制度改善や事務手続等に活用す
る。 

助成金業務に関する留意点の説明や都道府県支部における取組の
好事例の共有及びグループ討議を実施した。                                                               

・同会議及び研修では事前アンケートにより把握した都道府県支部
の意見・要望を説明内容や討議テーマとして反映することによ
り、制度理解と能力の向上を図った。 

 
オ アンケート調査の実施 
・業務改善のポイントや事業主の満足度を把握するため、助成金支
給事業主に対するアンケート調査を実施した。（令和８年１月～
２月） 

・都道府県支部の窓口の説明及び対応については「満足している」
「概ね満足している」との回答が91.8％あり、当該アンケート結
果については分析を行うとともに都道府県支部にフィードバック
し、業務改善に活用した。 

・今後の制度改善や事務手続等に活用するため、助成金制度に係る
説明動画の視聴者に対して、当該動画の内容や助成金の利用希望
に関するアンケートをホームページで実施した。 
 

け、支給業務の
効率化のための
オンライン申請
の活用促進や事
業主等から質問
の多い項目を踏
まえた助成金に
係るＦＡＱ等の
改訂・活用によ
り、疑義照会に
対する都道府県
支部の回答の迅
速化を図るな
ど、効率的な支
給事務に取り組
んだこと。 

②助成金の周知に
係る事業主説明
会の参加事業所
数の確保に係る
取組について 

【質的な取組】 
・令和６年４月に
運用を開始した
新設・拡充助成
金をはじめとし
た各助成金の活
用促進に向け、
障害者団体を含
む事業主団体に
対して助成金制
度の周知に係る
協力を要請した
こと。また、都
道府県支部と職
業安定機関等と
の間で連携を図
り、事業主等へ
の周知について
協力を要請する
とともに、事業
主説明会の説明
資料について
は、助成金の活
用事例を充実さ
せるなど、事業
主説明会の質の
向上に取り組ん
だこと。 

【困難な状況への
対応】 

・事業主が雇用す
る障害者の雇用
環境の整備等を

 ② 助成金については、職業
安定機関との連携、適切な
情報提供等により、適正な
支給業務の実施を図るこ
と。 
また、適正な審査、調査

の実施により、不正受給を
防止するとともに、不正受
給が発生した場合は、的確
に対応すること。 
 

③ 適正な支給業務の実施 
職業安定機関等との連

携及び適切な情報共有等
により、適正な支給業務の
実施を図る。 
 
 
 
 
適正な審査と支給申請

事業所に対する的確な現
地調査を行い、疑義のある
ものについては追加資料
の提出等を求め、不正受給
の防止に努める。 
 
 
不正受給が発生した場

合は、再発防止の観点から
その原因を究明し、関係機
関に対して適切な情報提
供を行うとともに、必要な
対策を講ずる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
適正な支給業務を実施

するため、助成金業務担当
者会議を開催し、支給業務

③ 適正な支給業務の実施 
ア 職業安定機関と支給業務の問題点や
不正受給事案について情報交換を行
い、不正受給通報メールアドレスによ
り、不正受給の疑いがある事業主等の
情報を広範に収集するなど、適正な支
給業務の実施を図る。 

 
 
イ 適正な審査と支給申請事業所に対す
る的確な現地調査を行い、疑義のある
ものについては追加資料の提出等を求
め、不正受給の防止に努める。また、不
正受給防止マニュアルに基づき厳正な
点検確認を実施する。 

 
 
ウ 不正受給が発生した場合は、再発防
止の観点からその原因を究明し、職業
安定機関に対して不正受給の内容や事
業主への対応経過等の適切な情報提供
等を行い、協力して必要な不正受給防
止対策を講ずる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
エ 適正な支給業務を実施するため、助
成金業務担当者会議を開催し、支給業
務に関する問題点等について情報交換

＜評価の視点＞ 
・職業安定機関
との情報交換
や申請事業所
に対する現地
調 査 等 に よ
り、不正受給
防止対策を講
じたか。 

③ 適正な支給業務の実施 
ア 職業安定機関との情報交換等 
・職業安定機関との情報交換においては、不正受給の未然防止のた
め、不正受給事案等の情報共有を図った。 

・不正受給通報メールアドレスを引き続き運用し、不正受給に関す
る情報収集を行った。 

・不正受給通報メールの受信件数：15件（前年度実績 16件） 
うち不正受給の判明につながる情報：０件（前年度実績 ０件） 

 
イ 適正な審査と的確な調査の実施 
・適正な支給業務に資するため、支給対象作業施設等の確認が必要
な案件、不正受給の疑義に関する案件等に対して現地調査を実施
した。 

・都道府県支部において、不正受給防止マニュアルの不正受給防止
確認チェックリストを活用して厳正な受理点検・確認作業を行っ
た。 

 
ウ 不正受給防止対策 
・過去の不正受給事案一覧（実際の不正の手口等）を審査担当者間
で共有した。 

・不正受給防止対策を講ずるため、機構本部内の関係部署間におい
て、不正受給についての情報交換を行った。 

・支給要件確認申立書及び不正受給防止マニュアルの不正受給防止
確認チェックリストを活用し、不正受給防止のため事業主に対し
繰り返し注意喚起と確認を行った。 

・不正を行った事業主に対する刑事告訴や事業主名等の公表、不正
受給に該当した場合の措置について、ホームページ及び助成金周
知用の各種リーフレット等への記載により周知を図るとともに、
注意喚起を行った。 

・支給業務手引を都道府県支部での点検時における不正受給防止に
活用した。 

・不正受給が判明した件数：１件（前年度実績 １件） 
 
エ 助成金業務担当者会議の開催 
・６月の助成金業務担当者全国会議では、事前アンケートにより把
握した都道府県支部の意見・要望を会議の内容に反映したほか、
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に関する問題点等につい
て情報交換を行う。 
 

を行う。 会議開催前に支給業務に関する問題点等について都道府県支部
にフィードバックすることにより、情報交換を行った。また、過
去の不正受給事例等について説明の上、不正受給防止マニュアル
の活用の徹底を図った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図るため、事業
主説明会の開催
に当たっては、
納付金の事業主
説明会等の機会
や職業安定機関
等が開催するセ
ミナー等の場を
活用して開催す
るなど、より多
くの事業主等の
説明会への参加
を通じて助成金
の活用促進に積
極的に取り組ん
だほか、令和６
年４月に運用を
開始した新設・
拡充助成金に関
する事業主等か
らの問合せ等に
適切に対応した
こと。 

以上を踏まえ、評
定をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・オンライン申
請の利用促進を
図るため、その
周知に取り組む
ほか、事業主ア
ンケートの意見
を踏まえ申請手
続（提出書類）
の簡素化、窓口
サービス向上の
研修を引き続き
実施する等によ
り、事業主の満
足度の向上等に
努める必要があ
る。 

・障害者雇用の質
の向上に向けた
事業主の取組を
支援するため、
助成金の積極的
な活用が求めら
れていることを
踏まえ、引き続
き丁寧かつ分か
りやすい説明に
努める必要があ
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＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 

・令和７年４月１日からのオンライン申請の開始に伴い、機構本部

においてリーフレットを作成し、ホームページで公開するととも

に、都道府県支部で開催する事業主説明会等において配布したほ

か、オンライン申請の説明動画及び操作マニュアルを作成し、ホ

ームページに掲載するなど、オンライン申請の利用促進に向けた

周知・広報に取り組んだ。 

・事業主の負担軽減等のため、事業主アンケートの意見等を踏まえ、

一部助成金の認定申請において、計画変更に伴う手続を簡素化し

た。 

・事業主サービスの向上に資するため、令和７年６月にオンデマン

ド形式により実施した助成金業務担当者全国会議の機会を活用

して、助成金業務担当者を対象とした研修を実施し、点検確認手

順及び窓口業務の留意事項等について説明するとともに、窓口対

応における好事例・トラブル事例と留意点を共有した。また、助

成金業務担当者を対象とした新たな研修を 11 月に集合形式によ

り開催し、助成金業務に関する留意点の説明や都道府県支部にお

ける取組の好事例の共有及びグループ討議を実施した。 

・助成金の積極的な活用を促進するため、助成金の活用事例を盛り

込んだ分かりやすい説明動画をホームページに掲載した。 

 

 

る。 

 

４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・効率的な助成金支給業務の実施に向けて、オンライン申請に関する説明動画を新たに作成し、ホームページ及び YouTubeで配信している点は評価できる。 

・説明会参加事業所数が、昨年に比べて 10％下がっている理由を調べ、改善につなげていただきたい。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 

 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金の支給実績等 

助成金名等 支給件数（件） 支給金額（千円） 

障害者作業施設設置等助成金 57 12,454 

障害者福祉施設設置等助成金 1 173 

障害者介助等助成金 1,950 706,568 

職場適応援助者助成金 582 386,129 

重度障害者等通勤対策助成金 204 38,026 

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金 0 0 

障害者能力開発助成金 30 266,335 

障害者雇用相談援助助成金 220 152,675 

障害者職場実習等支援事業 4 95 

合計 3,048 1,562,455 

注）単位未満の端数については、四捨五入して記載している。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－３－３ 障害者雇用納付金関係業務に関する事項－障害者雇用に関する各種講習、啓発及び障害者技能競技大会（アビリンピック）等 

業務に関連する
政策・施策 

Ⅴ－３－１ 高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図ること 
Ⅵ－２－２ 障害者等の職業能力開発を推進すること 

当該事業実施に係る根拠 
（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構法第１
４条第１項第６号 

当該項目の重要
度、困難度 

― 
関連する政策評価・行政事
業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

障害者職業生活相談員資
格認定講習の受講者数（計
画値） 

28,000人以
上 

－ 
5,600人以

上 
5,600人以

上 
5,600人以

上 
  

  
予算額（千円） 36,147,734 43,604,251 43,533,679   

 
 

障害者職業生活相談員資
格認定講習の受講者数（実
績値） 

－ 6,068人 6,706人 7,061人 7,071人   
  

決算額（千円） 35,512,689 42,734,364 36,440,284   

 
 達成度 － － 119.8％ 126.1％ 126.3％   

  
経常費用（千円） 35,607,841 42,807,226 36,565,541   

 障害者職業生活相談員資
格認定講習の受講者アン
ケートにおける有用度の
評価（計画値） 

90％以上 － 90％以上 90％以上 90％以上   

  

経常利益（千円） 814,152 △9,049,178 4,454,576   

 障害者職業生活相談員資
格認定講習の受講者アン
ケートにおける有用度の
評価（実績値） 

－ － 97.1％ 98.6％ 98.7％   

  

行政コスト（千円） 36,421,994 42,807,226 41,020,126   

 
達成度 － － 107.9％ 109.6％ 109.7％   

  
従事人員数（人） 178 185 185   

 
 

アビリンピック観覧者に
対するアンケート調査に
おける障害者の技能への
理解が深まった旨の評価
（計画値） 

90％以上 － 90％以上 90％以上 90％以上   

  

      

 
 

アビリンピック観覧者に
対するアンケート調査に
おける障害者の技能への
理解が深まった旨の評価
（実績値） 

－ 98.8％ 97.9％ 98.3％ 97.4％   

  

      

 
 達成度 － － 108.8％ 109.2％ 108.2％   

  
      

 注）障害者雇用納付金勘定における数値を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による

評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
３ 障害者雇用納付金関係
業務に関する事項 

（３）障害者雇用に関する各
種講習、啓発及び障害者
技能競技大会（アビリン
ピック）等 

 
① 障害者雇用に関する各
種講習、啓発等 
障害者を５人以上雇用

する事業所に選任が義務
づけられている障害者の
職業生活全般にわたる相
談・指導を行う障害者職業
生活相談員資格認定講習
を実施すること。なお、講
習の質の担保を図りつつ
オンライン講習の活用等
により、より一層の利便性
の向上を図り、受講機会の
確保を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

３ 障害者雇用納付金関係
業務に関する事項 

（３）障害者雇用に関する各
種講習、啓発及び障害者
技能競技大会（アビリン
ピック）等 

 
① 障害者雇用に関する各
種講習、啓発等 
ア 障害者の職業生活全
般にわたる相談・指導等
に必要な専門知識を付
与するため、障害者職業
生活相談員資格認定講
習を実施する。なお、講
習の質の担保を図りつ
つオンライン講習の活
用等により、より一層の
利便性の向上を図り、受
講機会の確保を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
３ 障害者雇用納付金関係業務に関する事
項 

（３）障害者雇用に関する各種講習、啓発
及び障害者技能競技大会（アビリンピ
ック）等 

 
 
① 障害者雇用に関する各種講習、啓発等 
 
ア 障害者の職業生活全般にわたる相
談・指導等に必要な専門知識を付与す
るため、障害者職業生活相談員資格認
定講習を実施する。実施に当たっては、
講習の目的と受講者ニーズを勘案し、
講習の質の担保を図りつつオンライン
講習等の活用等により、より一層の利
便性の向上と受講機会の確保を図る。 
また、障害者職業生活相談員の活躍

事例や相談活動に役立つ情報をホーム
ページ等で提供する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・障害者職業生
活相談員資格
認定講習の実
施に当たって
は、講習の質
の担保を図り
つつオンライ
ン講習等の活
用等により、
より一層の利
便性の向上を
図り、受講機
会の確保を図
ったか。 

 
【指標】 
・障害者職業生
活相談員資格
認定講習の受
講 者 数 を
5,600 人以上
とする。 

 
【指標】 
・障害者職業生
活相談員資格
認定講習の受
講者アンケー
トにおける有
用 度 の 評 価
を、90％以上
とする。 

 
 

 
 
 
 
 
３ 障害者雇用納付金関係業務に関する事項 
 
（３）障害者雇用に関する各種講習、啓発及び障害者技能競技大会

（アビリンピック）等 
 
 
 
① 障害者雇用に関する各種講習、啓発等 
 
ア 障害者職業生活相談員資格認定講習の実施等 
○講習の着実な実施 
・受講機会の確保及び受講者の利便性の向上を図るため、機構本部
によるオンライン形式での講習について、対象都道府県支部を拡
大して実施した。オンライン形式による講習においては、講義を
配信するだけでなく、受講者との質疑応答をリアルタイムで実施
する等講習の質を担保した。 

 ※対象都道府県支部（36支部）：北海道、青森、宮城、山形、福
島、茨城、栃木、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、富山、石
川、岐阜、静岡、愛知、三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、鳥取、
島根、岡山、広島、山口、徳島、愛媛、高知、福岡、佐賀、長
崎、大分、鹿児島、沖縄（前年度実績 26支部） 

・受講者数：7,071人（前年度実績 7,061人） 
  うちオンライン講習受講者数4,956人（前年度実績 3,770人） 
・講習実施回数：90回（前年度実績 91回） 

うちオンライン開催 14回（前年度実績 13回） 
・受講者アンケートによる「有用であった」との回答：98.7％（前
年度実績 98.6％） 

  うちオンライン講習での有用度 99.3％（前年度実績 99.4％） 
○講習内容の工夫 
・講習においては、リアルタイムで受講者との質疑応答等の双方向
性を確保することにより、受講者の疑問点等を即時解消し講習の
理解度を高めるなど、講習内容の質を担保した。また、実際に障
害者を雇用している事業所等からの取組内容の事例紹介のほか、
抱えている課題や地域の実情などを幅広く知る機会や今後受講者
の所属事業所において取り入れることが検討できる機会を作り理
解を深めた。 

・前年度アンケート結果も踏まえつつ、講習内容の見直しを行った。 
○障害者職業生活相談員の活躍事例等の紹介 
・障害者職業生活相談員の活動に資するため、ホームページ上に活
躍事例、お役立ち情報を集約したほか、障害者雇用事例リファレ
ンスサービスの検索画面に障害者職業生活相談員の項目を設定
し、当該サービスからも障害者職業生活相談員の活動を収集でき

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 

「障害者職業生活
相談員資格認定講
習の受講者数」の
達成度が 1 2 6 .
3％、「障害者職業
生活相談員資格認
定講習の受講者ア
ンケートにおける
有用度の評価」の
達成度が 1 0 9 .
7％、「アビリンピ
ック観覧者に対す
るアンケート調査
における障害者の
技能への理解が深
まった旨の評価」
の達成度が 108.
2％であり、所期の
目標を達成又は上
回る成果が得られ
ている。評定の根
拠として、 
①障害者職業生活
相談員資格認定
講習の受講者数
及び受講者アン
ケートにおける
有用度の確保・
向上に係る取組
について 

【質的な取組】 
・令和６年度の受
講者アンケート
結果を踏まえ、
講習内容の見直
しを行ったほ
か、機構本部に
よるオンライン
形式での講習に
ついて、対象都
道府県支部を拡
大（26支部→36
支部）して実施
するなど、受講
機会の確保及び

＜評定に至った理
由＞ 
・自己評価書の
「Ｂ」との評価結
果は妥当であると
確認できた。 
 
＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方策＞ 
・講習の質の担保
を図りつつ、オン
ライン形式による
講習を拡充するこ
とにより、より一
層の利便性の向
上、受講機会の確
保を図る必要があ
る。また、就労支
援機器や各種表
彰、啓発誌発行等
の広報、普及・啓
発業務に継続的に
取り組む必要があ
る。 
 
＜その他事項＞ 
・なし。 
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障害者の雇用促進に役

立つ就労支援機器の貸出
しを行い、それらの就労支
援機器の普及・啓発を図る
こと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
事業主や国民一般に対

して障害者雇用の気運を
醸成するため雇用支援月
間を設けるとともに、障害
者の職業的自立を支援す
るため、障害者雇用に関す
る様々な啓発活動を展開
すること。 

 

 
 
イ 就労支援機器の普及・
啓発 
就労支援機器を広く

事業主に普及・啓発する
ため、ホームページ等を
通じた情報提供、就労支
援機器の効果的な活用
に係る相談等を実施し、
事業所に就労支援機器
の貸出しを行う。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 啓発事業の実施 

事業主や国民一般に
対して、障害者雇用に対
する認識を高め、障害者
雇用の促進と職業の安
定を図るため、障害者雇
用を支援する月間を設
け、障害者雇用優良事業
所等の表彰等による啓
発事業を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

イ 就労支援機器の普及・啓発 
 
就労支援機器の広く全国的な活用を

推進するため、地方説明会やホームペ
ージ等を通じた情報提供をすることに
より事業主への普及・啓発を図る。 
事業主及び関係機関に対して、就労

支援機器アドバイザーによる専門的な
相談・援助や技術指導を実施し、事業所
に就労支援機器の貸出しを行う。 
貸出終了後のアンケート調査を通じ

て事業主ニーズを把握し、効果的なフ
ォローアップ等を実施するとともに、
事業主ニーズの高い就労支援機器の整
備を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ウ 啓発事業の実施 
事業主や国民一般に対して、障害者

雇用に対する認識を高め、障害者雇用
の促進と職業の安定を図るため、９月
を障害者雇用支援月間とし、障害者雇
用優良事業所等を表彰するほか、全国
６か所の会場で障害者雇用支援月間に
おける絵画・写真コンテストの入賞作
品展示会等を開催する等の啓発事業を
実施する。 
また、令和６年度に募集した障害者

雇用職場改善好事例のうち、優秀な事
例を中心にした事例集を作成、広く事
業主等に配布し、好事例の周知を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
＜評価の視点＞ 
・就労支援機器
について、地
方説明会やホ
ームページ等
を通じた情報
提供を実施す
ることにより
事業主への普
及・啓発を図
ったか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・障害者雇用支
援月間に障害
者雇用優良事
業所等を対象
とした表彰を
実 施 す る ほ
か、啓発誌の
作成・発行、
ホームページ
を通じた障害
者雇用に関す
る情報提供な
ど、広く啓発
活動を実施し
たか。 

るようにした。 
 
イ 就労支援機器の普及・啓発 
 
○情報提供及び貸出制度周知 
・就労支援機器アドバイザーによる活用事例の紹介や機器導入等に
ついての専門的な相談・援助を実施した。 

・東京都が開催した TOKYO障害者チャレンジ応援フェスタに就労支
援機器アドバイザーを派遣し、機器の説明や貸出制度の利用勧奨
等、地方公共団体と連携した効果的な周知を図った。 

・ホームページ掲載 116機種（令和７年度末） 
（新規掲載 11機種、販売終了による掲載終了 38機種） 
ホームページ上に機器の貸出状況を表示・更新し、事業主の利便
性の向上を図った。 

・機器展示コーナーを活用した相談及び地方説明会（東京、愛知、
大阪、福岡）、障害者ワークフェア、職業リハビリテーション研
究・実践発表会への出展、障害者就労支援団体等への訪問により
貸出制度を周知した。 

○貸出事業所に対するフォローアップ等 
・貸出の際に、必要に応じて事業所を訪問し、操作方法について実
演を交えて技術指導を実施したほか、貸出３か月時点及び終了後
においても使用状況の確認等を電話・郵送により行った。 

・貸出事業所数：273事業所（前年度実績 247事業所） 
・アンケートによる有用度：93.7％（前年度実績 90.8％） 
・事業所での活用実態に即して、実際の職場環境に適合する性能を
有する機種への変更、新製品の情報提供を含めた、最適な機器選
択・活用のためのフォローアップを行った。 

 
ウ 啓発事業の実施 

障害者雇用支援月間において障害者雇用優良事業所等を対象
とした表彰を実施したほか、絵画・写真コンテスト入賞作品展示
会を開催する等、啓発事業を通して、障害者雇用の促進と職業の
安定を図った。 

○障害者雇用優良事業所等表彰式 
・障害者を多数雇用している事業所等の表彰を被表彰者が対面参加
とオンライン参加のいずれかを選択して参加できるハイブリッ
ド形式により実施するとともに、当日はライブ配信を行ったほ
か、表彰式を収録した動画のオンデマンド配信を後日ホームペー
ジ上で行い、障害者雇用の重要性を広く周知した。 

・障害者雇用優良事業所表彰：34件（前年度実績 35件） 
・優秀勤労障害者表彰：24件（前年度実績 31件） 
・障害者の雇用の促進と職業の安定に貢献した団体又は個人表彰：
１件（前年度実績 ０件） 

○絵画・写真コンテスト入賞作品展示会 
・厚生労働大臣賞受賞作品をもとにポスターを作成し、全国の公共
職業安定所などに掲示した。 

・絵画・写真コンテスト入賞作品展示会を北海道、東京、愛知、大
阪、福岡の５都道府県に加え、全国アビリンピック会場で開催し
た。 
- 来場者数 11,393人（前年度実績 13,170人） 
（全国アビリンピック会場分を除く） 

・受賞作品を掲載したカレンダーを作成し、事業主や団体等に配布
した。 

・応募点数：1,680点（前年度実績 1,810点） 

受講者の利便性
の向上に取り組
んだこと。 

・オンライン形式
による講習につ
いても、リアル
タイムで受講者
との質疑応答等
の双方向性を確
保することによ
り、受講者の疑
問点等を即時解
消し講習の理解
度を高めるな
ど、講習の質の
向上に取り組ん
だこと。 
なお、指標のと
おり、受講者か
ら高い評価（98.
7％）を得ること
ができたこと。 

【困難な状況への
対応】 

・障害者の雇用の
促進等に関する
法律の改正によ
り、令和７年４
月に除外率が 1
0 ポイント引き
下げられ、令和
８年７月には障
害者雇用率が
2.5％から 2.
7％に引き上げ
られるなど、事
業主の障害者雇
用に関する意欲
が高まるととも
に、雇用障害者
数も増加するこ
とに伴い、講習
の受講希望者の
増加が見込まれ
ることから、オ
ンライン形式に
よる講習を拡充
して実施するな
ど、受講機会の
確保及び受講者
の利便性の向上
に取り組んだこ
と。 
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また、啓発誌の発行、

ホームページへの掲載、
マスメディア等への働
きかけによって、啓発広
報活動を積極的かつ効
果的に展開する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
なお、障害者の雇用に係る諸情報を

総合的に掲載した啓発誌「働く広場」を
毎月作成・発行し、事業主等に配布す
る。作成に当たっては、読者アンケート
や編集委員会等の意見を踏まえ、誌面
の一層の充実を図る。 
さらに、ホームページを通じて障害

者雇用に関する情報を提供するほか、
障害者の雇用を進める上で必要となる
情報等についてマスメディア等を通じ
た啓発広報活動を展開し、広く国民の
障害者雇用に対する理解を深める。 
 

・表彰件数：80件（前年度実績 80件） 
○障害者雇用職場改善好事例 
・令和６年度に募集した障害者の加齢に伴う課題の克服や就労継続
に向けた職場改善好事例の受賞企業を取材し、取組の詳細や社員
の声などを取りまとめた事例集を作成して事業主等に配布する
とともに、ホームページに掲載した。 
‐障害者の加齢に伴う課題の克服や就労継続に向けた職場改善
ケースブック 9,000部 

○啓発誌「働く広場」の発行・配布 
・事業主等に障害者の雇用についてのノウハウ、情報等を提供する
ことを目的に毎月発行し、企業の人事・労務担当者及び就労支援
機関等に対して、配布した。 

・読者アンケートや編集委員会等の意見を踏まえた上で、７月号の
「研究開発レポート」のコーナーで、機構が発行した支援マニュ
アル「発達障害者の障害特性を踏まえた相談の進め方」の内容を
掲載したほか、２月号と３月号の「特別企画」のコーナーで、企
業で働く障害者と企業の障害者雇用担当者による座談会の様子
を掲載した。 

・冊子による配布に加え、デジタルブックをホームページに掲載し
た。 

○マスメディア等による啓発広報活動 
・機構が実施している事業の情報等を提供するメールマガジンにお
いて、障害者雇用支援月間特集記事を掲載した。 

・上記の特集記事や障害者雇用支援月間自体の宣伝を、関連団体の
メールマガジンにて行った。 

・広く国民の障害者雇用に対する理解を深めるため、ホームページ
を通じて障害者雇用に関する各種啓発事業について情報提供を
行った。 
 

②アビリンピック
観覧者に対する
アンケート調査
における障害者
の技能への理解
が深まった割合
の向上に係る取
組について 

【質的な取組】 
・第 45 回全国大
会において、産
業、職業及び技
術等の変化や障
害者の雇用・就
業の動向等を踏
まえ、25種目の
競技に加え、先
駆的又は雇用拡
大が期待される
職種や技能とし
て、ドローン操
作のほか RPA を
技能デモンスト
レーションとし
て実施したこ
と。大会運営に
当たっては、来
場者の理解を深
めるため、共催
県との連携によ
り地元の特別支
援学校の生徒等
による競技解説
ガイドを実施し
たほか、競技エ
リアごとに競技
内容や見どころ
を分かりやすく
解説したパネル
の設置などに取
り組んだこと。
また、より多く
の方々に第 45
回全国大会を観
覧していただく
ため、競技風景
や成績発表の様
子をライブ配信
したこと。 
なお、指標のと
おり、観覧者か
ら高い評価（97.
4％）を得ること
ができたこと。 

 ② 障害者技能競技大会（ア
ビリンピック） 
障害者技能競技大会（以

下「アビリンピック」とい
う。）については、産業、職
業、技術等の変化や障害者
の雇用・就業の動向等を踏
まえた競技種目の重点化
及び先駆的又は雇用拡大
が期待される等の職種に
よる技能デモンストレー
ション、障害者の職業能力
及び雇用に関わる展示の
実施等一層効率的かつ効
果的な大会運営を行うこ
とにより、障害者の職業能
力の向上を図るとともに、
企業や社会一般の人々の
障害者の技能に対する理
解と認識を深め、その雇用
の促進を図ること。 
また、国際大会への選手

の派遣も考慮して、国内大
会の効果的な運営に努め
ること。 

② 障害者技能競技大会（ア
ビリンピック） 
障害者が日ごろ培った

技能を互いに競い合うこ
とにより、その職業能力の
向上を図るとともに、企業
や社会一般の人々が障害
者の技能に対する理解と
認識を深め、その雇用の促
進を図るため、全国障害者
技能競技大会（アビリンピ
ック）を開催し、成績優秀
者を顕彰する。 
産業、職業、技術等の変

化や障害者の雇用・就業の
動向等を踏まえた競技種
目の重点化を図るととも
に、先駆的又は雇用拡大が
期待される等の職種によ
る技能デモンストレーシ
ョン、障害者の職業能力及
び雇用に関わる展示の実
施等一層効率的かつ効果
的な大会運営を行う。 
大会観覧者に対してア

② 障害者技能競技大会（アビリンピック） 
 
ア 全国障害者技能競技大会の開催 

障害者が日ごろ培った技能を互いに
競い合うことにより、その職業能力の
向上を図るとともに、企業や社会一般
の人々が障害者に対する理解と認識を
深め、その雇用の促進を図るため、機構
本部において「第 45回全国障害者技能
競技大会（アビリンピック）」を 10 月
に開催する。 
大会においては、産業、職業、技術等

の変化や障害者の雇用・就業の動向等
を踏まえた競技種目及び競技定員の見
直しを行うとともに、先駆的又は雇用
拡大が期待される等の職種を、技能デ
モンストレーションとして、また、障害
者の職業能力及び雇用に関わる展示を
実施する。 
大会観覧者に対してアンケート調査

を実施し、多くの大会観覧者から障害
者の技能への理解が深まった旨の評価
を得られるようにするとともに、自由
記述欄等の内容を分析し、次回大会を
より一層効率的かつ効果的に運営する

＜評価の視点＞ 
・障害者技能競
技大会につい
て、競技種目
の見直し等を
行 う と と も
に、令和９年
の国際アビリ
ンピックに向
けた機運を高
め ら れ る よ
う、効率的か
つ効果的な大
会 運 営 に 努
め、更なる周
知広報を実施
したか。 

 
 
【指標】 
・アビリンピッ
ク観覧者に対
するアンケー
ト調査におけ
る障害者の技

② 障害者技能競技大会（アビリンピック） 
 
ア 全国障害者技能競技大会の開催 
・第45回全国障害者技能競技大会（アビリンピック）（以下「第45
回全国大会」という。）を、令和７年10月17日（金）から19日（日）
までの３日間、愛知県国際展示場において開催した。開催に当た
っては、アビリンピック公式Webサイトによる技能五輪全国大会
との合同開会式、競技等風景及び成績発表を含む閉会式の様子を
ライブ配信等（アクセス数：28,133件（前年度実績 23,518件））
するとともに、アビリンピック専用公式SNS（Instagram、X(旧
Twitter)）において、第45回全国大会期間中のタイムリーな情報
提供などに努めるなど、積極的な周知・広報を行った。 

・なお、第45回全国大会は、令和９年５月にフィンランド共和国ヘ
ルシンキ市で開催される第11回国際アビリンピック（以下「第11
回国際大会」という。）への日本代表選手選考を兼ねた大会とし
て実施した。また、一部競技種目（16種目）においては過去大会
の金メダリスト及び前回国際アビリンピックメダリストを招聘
し、選考会を実施した。 

・さらに、共催である愛知県と連携し、来場者促進に向けた愛知県
内での積極的な周知・広報、特別支援学校の生徒等による競技解
説ガイドについて、協力を得て実施した。 

 ‐総選手数 440人（前年度実績 398人）招聘選手39人を含む 
 ‐来場者数 約20,000人（前年度実績 約 19,000人） 
・第45回全国大会は第63回技能五輪全国大会（主催：厚生労働省等）
との同時開催で実施した。 
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ンケート調査を実施し、多
くの大会観覧者から障害
者の技能への理解が深ま
った旨の評価を得られる
ようにする。 
第 11 回国際アビリンピ

ックへの選手の派遣を考
慮して、国内大会の効果的
運営に努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ための検討を行う。 
また、次回の第 11回国際アビリンピ

ックが令和９年にフィンランド・ヘル
シンキにおいて開催されることから、
同大会に向けた機運を高められるよう
国内大会の運営に努める。 
さらに、国際アビリンピックに関連

した国際会議等に出席し情報収集等を
行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

能への理解が
深まった旨の
評価を、90％
以上とする。 

○観覧者アンケート調査 
・観覧者に対してアンケート調査を実施した。 
・アンケート回答数：1,376人（前年度実績 932人） 
・アビリンピック観覧者に対するアンケート調査における障害者の
技能への理解が深まった旨の評価：97.4％（前年度実績 98.3％） 

・第45回全国大会においても、参加選手に対して課題の難易度等を
質問項目とするアンケートを実施した。回答内容については、次
年度以降の全国障害者技能競技大会の運営に反映する。 

○多様な競技種目の実施 
・競技種目は、産業、職業及び技術等の変化や障害者の雇用・就業
の動向等を踏まえ、前年度に引き続き、全25種目の競技を実施し
た。 

○競技課題等の見直し 
・国際大会における課題内容等を考慮し、フラワーアレンジメント
や写真撮影競技については、課題の難易度を引き上げ、対応力を
問う内容への課題見直しを行った。 

○技能デモンストレーションの実施 
・先駆的又は雇用拡大が期待される職種や技能として、RPA及びドロ
ーン操作を実施した。 

○障害者ワークフェア2025 
・111者の展示・出展及び10の演目によるステージイベントを実施し
た。ステージでは、令和８年度の第64回技能五輪全国大会におい
て「介護職種」が正式競技化することを踏まえ、特別カンファレ
ンスとして関係者によるトークショーを行った。 

○大会運営の工夫等 
・第45回全国大会は、共催である愛知県の協力も得て、同時開催さ
れた第63回技能五輪全国大会との合同開会式をライブ配信で実
施するなど、効率的な運営に努めた。 

・競技会場において、競技ごとに、競技内容や見どころの解説パネ
ルの設置やダイジェスト動画を映写することにより、来場者 
に、選手がどのような手順で作業を進めているのか等を、実際の
作業状況とともに観覧いただいた。 

・競技会場において、来場者の見やすい場所にツインモニターを設
置することにより、臨場感をもって選手のPC上での作業状況をご
覧いただいた。 

・共催である愛知県との連携により、県内特別支援学校の生徒等に
よる競技解説ガイドを実施し、競技の理解促進に努めた。 

・競技会場に愛知県・中央職業能力開発協会と合同の総合インフォ
メーション、クイズラリー・アンケート受付及びワークフェア会
場にワークフェア案内所を設置した。 

○マスメディア等による紹介 
・テレビニュースで報道されるとともに、全国42都道府県の地元新
聞紙面等において、大会開催や結果のほか、参加選手の大会出場
前の取組などの各種記事が掲載された。 

○総合的なアビリンピックの周知・広報の実施 
・アビリンピックのマスコットキャラクター「アビリス」を周知・
広報に活用するとともに、着ぐるみを大会会場等に登場させた。 

・東京 2025デフリンピック応援隊に登録し、互いのイベントを相互
周知した。 

・第 11回国際大会については、第 45回全国大会会場において、主
催団体からのウェルカムメッセージ動画の上映や、フィンランド
における技能競技大会及び現地紹介パネルの展示等による周知・
広報を行った。また、閉会式では駐日フィンランド大使館参事官
からの応援メッセージ動画を上映し、今後選出される代表選手や

【困難な状況への
対応】 

・第 45 回全国大
会については、
第 63 回技能五
輪全国大会（主
催：厚生労働省
等）と同時開催
したほか、過去
大会受賞者イン
タビューや各競
技解説動画等の
SNS への投稿、
教育機関との連
携（特別支援学
校でのアビリン
ピック競技説明
やマスコットキ
ャラクターの派
遣）など、アビ
リンピックの認
知度の向上に取
り組んだこと。 
なお、これらの
取組により、昨
年度を上回る約
20,000人（昨年
度約 19,000人）
の来場者とな
り、認知度向上
が図られたと考
えること。 

以上を踏まえ、評
定をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・事業主のニーズ
を踏まえた講習
の実施、就労支
援機器の普及・
啓発等に取り組
む必要がある。 

・アビリンピック
の開催趣旨を踏
まえ、引き続き
更なる周知・広
報を実施する必
要がある。 
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各都道府県における障

害者の技能競技大会（地方
アビリンピック）を毎年効
率的かつ効果的に開催・運
営する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
イ 各都道府県における障害者技能競技
大会の開催 
都道府県、障害者団体及び企業等と

の連携強化、アビリンピック競技種目
を勘案した競技種目の見直し等によ
り、各都道府県における障害者の技能
競技大会（地方アビリンピック）を効率
的かつ効果的に開催・運営する。 

第 45回全国大会参加選手、来場者の機運醸成を図った。 
・ホームページに加え、アビリンピック専用公式 SNSを運用し、第
44回全国大会金メダリストインタビュー（16人）及び第 45回全
国大会の全競技種目（25種目）の紹介動画及びメダリスト写真を
投稿するなどの情報発信に努めた。 

・あらゆる機会を捉え、アビリンピックの周知・広報を行うため、
第 45 回全国大会のダイジェスト映像を作成し、ホームページに
掲出するとともに、機構が開催する各種の説明会、講習会等の場
で上映する等により周知に努めた。 

 
イ 各都道府県における障害者技能競技大会の開催 
・各都道府県における障害者技能競技大会（地方アビリンピック）
を全ての都道府県において開催した。 

・開催に当たっては、競技のライブ配信・ダイジェスト動画の制作
や来場者向けのイベント実施など、各都道府県支部において大会
運営に係る各種の工夫を行った。 

・アビリンピック専用公式 SNSを活用し、都道府県支部の地方アビ
リンピック開催及び成績発表に関する情報発信を行った。 

・機構本部において周知・広報用グッズを作成し、都道府県支部に
おいて参加を検討する企業や関係機関に配付することで大会参
加勧奨や周知を行うとともに、機構本部において「アビリス」の
自立バナーを作成し、都道府県支部や大会会場に設置することで
アビリンピックの周知を行い、大会当日はフォトスポットとして
も活用した。 

・希望する都道府県支部に「アビリス」着ぐるみを登場させ、周知・
広報に活用した。 

・地域性を踏まえた地方独自の競技種目を地方アビリンピックで実
施した（警備、ベッドメイキング 等）。 

・35都道府県支部において、職業能力開発促進センター等の機構施
設を会場として開催するとともに、職業能力開発促進センター等
の職業訓練指導員を可能な限り専門委員に委嘱し、事前の競技課
題の作成や当日の競技進行管理、審査に協力するなど、施設間に
おけるシナジーを発揮した。 

・競技参加選手数：2､810人（前年度実績 2,698人） 
 競技実施種目数：延べ 442種目（前年度実績 延べ 432種目） 
 来場者数：14,624人（前年度実績 13,557人） 
 マスコミによる報道：121件（前年度実績 125件） 
 
 
＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・機構本部が実施するオンライン形式での講習について、対象の都
道府県支部を 26 支部から 36 支部に拡大して実施するなどによ
り、より一層の受講者の利便性の向上と受講機会の確保を図っ
た。 

・就労支援機器について、貸出ニーズの高い機器を整備するととも
に、事業主、障害者就労支援機関担当者や行政機関担当者等を対
象とした説明会の開催やイベントへの出展など、就労支援機器貸
出に係る周知を行う等により、機器への理解の促進を図った。 

・障害者雇用優良事業所等表彰式、障害者雇用支援月間における絵
画・写真コンテスト入賞作品展示会等のイベントの実施、障害者
雇用職場改善好事例集、啓発誌「働く広場」の配布等により、継
続的に障害者雇用に係る広報、普及・啓発活動を行った。 
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４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・障害者職業生活相談員資格認定講習のオンライン実施等の工夫や拡充のほか、アビリンピックについて、新たに登場する技術や機器を対象とした競技種目の採用は評価できる。 

・アビリンピックについて、日常、障害者とあまり関わる機会のない人々の関心を惹きつけるイベントとするための更なる工夫に期待したい。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４ 職業能力開発業務に関する事項 

業務に関連する

政策・施策 
Ⅵ－１－１ 公共職業訓練の推進、事業主等や労働者の自発的な取組による職業能力開発等を推進すること 

当該事業実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構法第１

４条第１項第７号 

当該項目の重要

度、困難度 
－ 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

   

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

訓練修了者の訓練終了後
３か月時点の就職率（計画
値） 

82.5％以上 － 82.5％以上 82.5％以上 82.5％以上   

  

予算額（千円） 60,196,996 64,358,929 68,217,797   

 
 

訓練修了者の訓練終了後
３か月時点の就職率（実績
値） 

－ 87.5％ 87.5％ 86.9％ 87.1％   

  

決算額（千円） 54,220,479 59,163,496 63,111,035   

 
 

達成度 － － 106.1％ 105.3％ 105.6％   
  

経常費用（千円） 52,237,738 56,536,103 58,589,275   

 ＤＸ、ＧＸに対応した離職
者訓練コースの受講者数
（計画値） 

8,000人以
上 

－ 
1,339人以

上 
1,660人以

上 
1,740人以

上 
  

  
経常利益（千円） 1,744,159 757,430 705,055   

 ＤＸ、ＧＸに対応した離職
者訓練コースの受講者数
（実績値） 

－ － 1,481人 1,767人 1,994人   
  

行政コスト（千円） 54,269,436 59,009,899 61,480,916   

 
達成度 － － 110.6％ 106.4％ 114.6％   

  
従事人員数（人） 2,732 2,722 2,708   

 短時間訓練コースの受講
者数（計画値） 

900人以上 － 164 人以上 168人以上 230人以上   
   

     

 短時間訓練コースの受講
者数（実績値） 

－ － 196人 181人 260人   
  

      

達成度 － － 119.5％ 107.7％ 113.0％   
  

      

就職希望者の就職率（計画
値） 

95％以上 － 95％以上 95％以上 95％以上          

就職希望者の就職率（実績
値） 

－ 99.5％ 99.6％ 99.5％ 99.5％          

達成度 － － 104.8％ 104.7％ 104.7％          
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

   

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

ＤＸ、ＧＸに対応した高度
技能者養成訓練コースの
修了者数（計画値） 

1,100人以
上 

－ 135 人以上 238人以上 243人以上    
 

      

 
 
 

ＤＸ、ＧＸに対応した高度
技能者養成訓練コースの
修了者数（実績値） 

－ － 157人 277人 282人    
 

      

達成度 － － 116.3％ 116.4％ 116.0％    
 

      

企業と共同で課題解決に
取り組んだ件数のうち、Ｄ
Ｘ、ＧＸに対応した件数の
割合（計画値） 

50％以上 － 50％以上 50％以上 50％以上   

 

      

企業と共同で課題解決に
取り組んだ件数のうち、Ｄ
Ｘ、ＧＸに対応した件数の
割合（実績値） 

－ － 55.6％ 74.4％ 84.8％   

 

      

達成度 － － 111.1％ 148.8％ 169.6％   
 

      

 在職者訓練受講者数（計画
値） 

300,000人
以上 

－ 
64,000人以

上 
65,000人以

上 
65,000人 

以上 
  

  
      

 在職者訓練受講者数（実績
値） 

－ 65,092人 70,789人 72,187人 72,599人   
  

      

 
達成度 － － 110.6％ 111.1％ 111.7％   

  
      

 在職者訓練利用事業主か
らの生産性向上等につな
がった旨の評価（計画値） 

90％以上 － 90％以上 90％以上 90％以上   
  

      

 在職者訓練利用事業主か
らの生産性向上等につな
がった旨の評価（実績値） 

－ 94.1％ 93.7％ 94.2％ 91.6％   
  

      

 
達成度 － － 104.1％ 104.7％ 101.8％   

  
      

 ＤＸ、ＧＸに対応した在職
者訓練コースの受講者数
（計画値） 

20,000人以
上 

－ 
4,000人以

上 
4,000人以

上 
4,000人以

上 
  

  
      

 ＤＸ、ＧＸに対応した在職
者訓練コースの受講者数
（実績値） 

－ － 6,382人 6,553人 6,717人   
  

      

 
達成度 － － 159.6％ 163.8％ 167.9％   
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

   

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 生産性向上人材育成支援
センター利用事業所数（計
画値） 
 

210,000事
業所以上 

－ 
42,000 事業

所以上 
42,000事業

所以上 
42,000事業

所以上 
  

  

      

生産性向上人材育成支援
センター利用事業所数（実
績値） 

－ 
55,078事業

所 
57,730 事業

所 
59,616事業

所 
59,060事業

所 
  

 
      

達成度 － － 137.5％ 141.9％ 140.6％          

 職業訓練指導員養成課程
修了者数（計画値） 

500人以上 － 100 人以上 100人以上 100人以上   
  

      

 職業訓練指導員養成課程
修了者数（実績値） 

－ 104人 119人 109人 120人   
  

      

 
達成度 － － 119.0％ 109.0％ 120.0％   

  
      

 スキルアップ訓練の受講
者数（計画値） 

25,000人 
以上 

－ 
5,000人以

上 
5,000人以

上 
5,000人以

上 
  

  
      

 スキルアップ訓練の受講
者数（実績値） 

－ 5,390人 6,158人 5,638人 5,990人   
  

      

 
 

達成度 － － 123.2％ 112.8％ 119.8％    
  

     

 
 

職業能力開発総合大学校
の調査・開発成果に係る外
部評価の合計点数の平均
（計画値） 

５点以上 － ５点以上 ５点以上 ５点以上    

 

      

 職業能力開発総合大学校
の調査・開発成果に係る外
部評価の合計点数の平均
（実績値） 

－ － 6.00点 5.33点 5.67点    

 

      

 
達成度 － － 120.0％ 106.7％ 113.3％    

 
      

注）職業能力開発勘定における数値を記載。   

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
 
 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

 
 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
 
 

【指標】 
－ 
 
＜評価の視点＞ 
－ 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
（１） 離職者を対象とする職業訓練の実施 
（２） 高度技能者の養成のための職業訓練の実施 
（３） 在職者を対象とする職業訓練及び事業主等との連携・支援の

実施 
（４） 職業訓練指導員の養成、職業訓練コースの開発、国際協力の

推進等 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
・厚生労働省独立
行政法人等の目
標策定及び評価
実施要領に基づ
き、項目別の加

＜評定に至った理
由＞ 
・厚生労働省独立
行政法人等の目
標策定及び評価
実施要領に基づ
き、項目別の加
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４ 職業能力開発業務に関
する事項 

（以下略） 

４ 職業能力開発業務に関
する事項 

（以下略） 

４ 職業能力開発業務に関する事項  
（以下略） 

重平均を算出 
1-4-1 ４点（Ａ）
×２（重要度高） 

1-4-2 ４点（Ａ）
×２（重要度高） 

1-4-3 ４点（Ａ）
×２（重要度高） 

1-4-4 ３点（Ｂ） 
 
加重平均は 
合計 27 点÷７項
目（項目数４＋重
要度高３項目） 
＝3.9点 
であり、Ａ評価と
する。 
 

重平均を算出 
1-4-1 ４点（Ａ）
×２（重要度高） 
1-4-2 ４点（Ａ）
×２（重要度高） 
1-4-3 ４点（Ａ）
×２（重要度高） 
1-4-4 ３点（Ｂ） 
 
加重平均は 
合計 27点÷７項
目（項目数４＋重
要度高３項目） 
＝3.9点 
であり、Ａ評価と
する。 

 

４．その他参考情報 

なし。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４－１ 職業能力開発業務に関する事項－離職者を対象とする職業訓練の実施 

業務に関連する

政策・施策 
Ⅵ－１－１ 公共職業訓練の推進、事業主等や労働者の自発的な取組による職業能力開発等を推進すること 

当該事業実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構法第１

４条第１項第７号 

当該項目の重要

度、困難度 

【重要度：高】 

全国にわたり、離職者が再就職に必要な技能及び知識を習得するために必要な職業訓練を実施し、雇用のセーフティネットとしての訓練機会を担

保するという重要な役割を担っているため。 

【困難度：高】 

ＤＸ、ＧＸに対応した離職者訓練コースの実施に当たっては、様々な職歴・能力を持った求職者が６か月という短い訓練期間で、就職先企業にお

いてＤＸ、ＧＸ技術を活用して活躍できる人材として必要な知識・技術等を身に付けさせることが必要であり、そのための新たな職業訓練カリキュ

ラムや訓練教材の開発等に加え、職業訓練指導員への新たな知識及び技能・技術の付与、訓練機器等の整備を含めた体制整備に対応することは相当

な努力を要するものであること。 

さらに、こうした取組により実施施設を毎年度拡充し、受講者数を 8,000人以上とする極めて高い目標を設定しているため。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

   

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

訓練修了者の訓練終了
後３か月時点の就職率
（計画値） 

82.5％以上 － 82.5％以上 82.5％以上 82.5％以上   
  

予算額（千円） 60,196,996 64,358,929 68,217,797   

 
 

訓練修了者の訓練終了
後３か月時点の就職率
（実績値） 

－ 87.5％ 87.5％ 86.9％ 87.1％   
  

決算額（千円） 54,220,479 59,163,496 63,111,035   

 
 

達成度 － － 106.1％ 105.3％ 105.6％   
  

経常費用（千円） 52,237,738 56,536,103 58,589,275   

 
 

ＤＸ、ＧＸに対応した離
職者訓練コースの受講
者数（計画値） 

8,000人以
上 

－ 
1,339人以

上 
1,660人以

上 
1,740人以

上 
  

  
経常利益（千円） 1,744,159 757,430 705,055   

 
 

ＤＸ、ＧＸに対応した離
職者訓練コースの受講
者数（実績値） 

－ － 1,481人 1,767人 1,994人   
  

行政コスト（千円） 54,269,436 59,009,899 61,480,916   

 
 

達成度 － － 110.6％ 106.4％ 114.6％   
  

従事人員数（人） 2,732 2,722 2,708   

短時間訓練コースの受
講者数（計画値） 

900人以上 － 164 人以上 168人以上 230人以上   
       

 
短時間訓練コースの受
講者数（実績値） 

－ － 196 人 181人 260人   
 

       

 達成度 － － 119.5％ 107.7％ 113.0％   
 

       

注）職業能力開発勘定における数値を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
 
 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（１）離職者を対象とする職

業訓練の実施 
 
 

雇用のセーフティネッ
トとしての役割を果たす
ため、雇用失業情勢に応じ
て、離職者に対し、適切か
つ効果的な職業訓練コー
スを開発、実施し、再就職
に結びつけるものとする。
特に、ものづくり分野のＤ
Ｘの加速化等に対応した
職業訓練コースを開発、実
施する。具体的には以下を
重点的に実施すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 訓練開始時から積極的
にキャリアコンサルティ
ング等を行い、訓練受講者
の就職を支援し、就職率の
向上に取り組むこと。 

 
 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

 
 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（１）離職者を対象とする職

業訓練の実施 
 
 

雇用のセーフティネッ
トとしての役割を果たす
ため、雇用失業情勢や人材
ニーズ等を踏まえ、離職者
に対し、適切かつ効果的な
職業訓練コースを開発、実
施し、再就職に結びつける
ものとする。特に、ものづ
くり分野のＤＸの加速化
等に対応した職業訓練コ
ースを開発、実施する。具
体的には以下を重点的に
実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
① 訓練開始時からジョブ・
カードを活用したキャリ
アコンサルティングなど
の相談支援を積極的に行
うとともに、面接指導・応
募書類の作成指導、企業へ
の訓練受講者求職情報の

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（１）離職者を対象とする職業訓練の実施 
 
 
 

雇用のセーフティネットとしての役割
を果たすため、雇用失業情勢や人材ニー
ズ等を踏まえ、離職者に対し、適切かつ効
果的な職業訓練を実施し、再就職に結び
つけるものとする。特に、ものづくり分野
のＤＸの加速化等に対応した職業訓練コ
ースを積極的に展開し、必要に応じて、新
たな職業訓練コースを開発する。具体的
には以下を重点的に実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 就職支援マップなどの就職支援ツール
を活用し、訓練の開始から終了までの各
段階においてジョブ・カードを活用した
キャリアコンサルティングなどの相談支
援に積極的に取り組み、就職への意識付
けや職業選択の支援を行う。また、就職活
動が円滑に進むよう面接指導や応募書類

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・訓練修了者の
訓練終了後３
か月時点の就
職 率 を 、
82.5％以上と
する。 

 
 
 
 
 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（１）離職者を対象とする職業訓練の実施 
 
 
 
・職業能力開発促進センターにおいて、雇用のセーフティネットと
しての役割を果たすため、離職者の方々を対象に、企業での生産
現場の実態に即したものづくり分野に特化して、地域の人材ニー
ズ等に応じた訓練コースを設定し、早期再就職に必要な技能・関
連知識を習得できるよう、標準６か月の職業訓練を以下のとおり
実施した。 

 また、ものづくり分野のＤＸの加速化等に対応した職業訓練コー
スを実施するとともに、訓練カリキュラムの開発・見直しに重点
的に取り組んだ。 
- 施設内訓練のコース数 
1,618コース（前年度実績 1,622コース） 

- 施設内訓練の入所者数 
18,119人（前年度実績 18,581人） 
 

・外部有識者により構成された訓練計画専門部会等を通じて、主に
ものづくり分野であって、その地域において民間では実施できな
いもの、かつ地域の人材ニーズ等も踏まえた訓練コースを設定し
た。特に、訓練コースの設定に当たっては、事業主団体や企業等
へのヒアリング等を実施し、ＤＸにつながるデジタル技術に対応
できる人材育成、脱炭素化の実現に向けた取組等の観点も踏まえ
た人材ニーズや訓練内容の改善すべき点等を把握・分析した上
で、訓練計画の見直し（訓練コースの新設・廃止等含む）を行っ
た。 
【カリキュラム等の見直しを行った訓練コース数】 

- 内容変更コース数 338 コース 
- 新規設定コース数  36 コース 
 
 

① 就職支援 （添付資料１－①～③） 
○就職支援の取組・訓練修了者の就職率 
・事業主団体や関係行政機関等から聴取した人材ニーズを反映した
的確な訓練内容と、ジョブ・カード等の活用など計画的かつきめ
細かな取組等により、訓練終了後３か月時点の就職率は以下のと
おりとなった。 
- 施設内訓練 87.1％（前年度実績 86.9％） 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
「訓練修了者の訓
練終了後３か月時
点の就職率」の達
成度が 105.6％、
「ＤＸ、ＧＸに対
応した離職者訓練
コースの受講者
数」の達成度が
114.6％、「短時間
訓練コースの受講
者数」の達成度が
113.0％であり、い
ずれも所期の目標
を達成している。
評定の根拠とし
て、 
①訓練修了者の訓
練終了後３か月
時点の就職率の
向上に係る取組
について 

【質的な取組】 
・数値目標（指標） 
を達成しただけ 
でなく、訓練受 
講者に対して正 
社員として就職 
する意義やメリ 
ットを意識付け 
するなど、正社 
員就職への支援 
に取り組んだこ 
と。 
この結果、正社
員就職率につい
ても 66.8％、併
せてサンプル調
査ではあるが、
正社員として就
職を希望する者
の正社員就職率
に つ い て も
87.0％となり、
安定した雇用形
態への就職につ
なげることがで
きたこと。 

＜評定に至った理
由＞ 
 訓練修了者の訓
練終了後３か月時
点の就職率の向上
に係る取組とし
て、相対的に就職
困難度が高い 50
歳以上の訓練受講
者が増加する中
で、訓練受講者一
人一人に合わせた
丁寧なキャリアコ
ンサルティングの
実施など、就職困
難者へのきめ細か
な就職支援に取り
組むとともに、正
社員として就職す
る意義やメリット
を意識付けするな
ど、正社員就職へ
の支援に取り組
み、「訓練修了者
の訓練終了後３か
月時点の就職率」
が目標（82.5％以
上）を上回る
87.1％（達成度
105.6％）となっ
たことは評価でき
る。 
ＤＸ、ＧＸに対

応した離職者訓練
コースの受講者数
の確保に係る取組
として、「建築３
次元プレゼンテー
ション（VR）」な
どといったものづ
くり分野における
ＤＸ、ＧＸにつな
がる技術に対応し
た訓練カリキュラ
ムを開発するな
ど、訓練コースを
拡充・実施し、
「ＤＸ、ＧＸに対
応した離職者訓練
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② ものづくりの分野にお
いて、ＤＸの加速化を見据

提供等により訓練受講者
の就職を支援し、就職率の
向上に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② ものづくりの分野にお
いて、ＤＸの加速化を見据

の作成を指導するほか、企業に対し求人
申込みの働きかけを行うとともに訓練受
講者の求職情報を取りまとめ、提供する。
さらに、訓練修了時点で就職が決まらな
い可能性がある訓練受講者を公共職業安
定所に誘導するなど公共職業安定所と連
携を図り、積極的かつきめ細かな就職支
援に取り組むことにより、訓練受講者の
就職率の向上に努める。加えて、安定した
雇用につながるよう、就職者のうち正社
員として就職した者の割合の向上に取り
組む。 
なお、訓練・学習の進捗等に特別な配慮

が必要な訓練受講者に対しては、地域セ
ンター等との連携や就職支援アドバイザ
ー等による支援を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② デジタル技術の利活用による生産性の
向上や業務の効率化等に資する人材を育

 
 
 
＜評価の視点＞ 
・就職者のうち
正社員として
就職した者の
割合の向上に
取 り 組 ん だ
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・ＤＸの加速化

※各年度の就職率は、当該年度の４月から翌年１月末までに終 
了した訓練コースの３か月後の実績 
 

○正社員としての就職の促進 
・公共職業安定所と連携した正社員求人限定の合同企業説明会や面
接会の開催等を実施することにより正社員としての就職を促進
した。 
- 正社員就職率 66.8％（前年度実績 67.9％） 
（参考）正社員としての就職を希望する者の正社員就職率 
87.0％（前年度実績 85.3％）（サンプル調査） 
※各年度の正社員就職率は、当該年度の４月から翌年１月末ま 
でに終了した訓練コースの３か月後の実績 

（参考）訓練修了後 1年経過時点の定着率 74.2％（前年度実績
76.1％）（サンプル調査） 

（参考）「訓練が就職の役に立った」と答えた受講者の割合 
94.0％（前年度実績 95.1％）（サンプル調査） 

（参考）「訓練修了者を採用して満足している」と答えた事業所
の割合 94.2％（前年度実績 98.0％）（サンプル調査） 

 ※「満足している」「やや満足している」 の合算値 
 
○橋渡し訓練及び日本版デュアルシステムの実施 
・橋渡し訓練 
就業経験が乏しい等、直ちに実践的な職業訓練等を受講すること
が困難な者に対して、働き方のキャリアビジョンや訓練志望動機
を再確認しながら、コミュニケーション能力やビジネスマナー等
の基礎的能力を習得することで職業意識を向上させ、実践的な職
業訓練の受講を円滑にするための橋渡し訓練を以下のとおり実
施した。 
- コース数 303コース（前年度実績 310コース） 
- 入所者数 3,201人（前年度実績 3,339人） 

・日本版デュアルシステム 
不安定就労を繰り返している若年求職者等を対象に、安定就労を
目的とした日本版デュアルシステム（約１か月の企業実習を組み
込んだ訓練）を以下のとおり実施した。 
- 実施コース数 146コース（前年度実績 145コース） 
- 入所者数 1,261人（前年度実績 1,217人） 
- 就職率 93.0％（前年度実績 91.8％） 
- 正社員就職率 84.8％（前年度実績 85.9％） 
※各年度の就職率及び正社員就職率は、当該年度の４月から翌
年１月末までに終了した訓練コースの３か月後の実績 

 
○就職困難度の高い者に対する支援 
・特別な配慮が必要な訓練受講者に対する就職支援の事例をとりま
とめ、各施設に情報共有を行い就職支援の質の向上を図るととも
に、地域センターや外部支援機関と連携し、就職支援アドバイザ
ー等によるよりきめ細かな支援を実施した。 

・50歳以上の訓練受講者に対する就職支援の事例をとりまとめ、各
施設に情報共有を行い就職支援の質の向上を図るとともに、就職
支援アドバイザー、職業訓練指導員によるきめ細かな支援を実施
した。 

 
 
② ＤＸ、ＧＸに対応した離職者訓練コースの実施 
・ＤＸ、ＧＸに対応した離職者訓練コースを以下のとおり実施し、

【困難な状況への
対応】 

・生涯現役社会の
進展に伴い、相
対的に就職困難
度が高い 50 歳
以上の訓練受講
者が増加（R6：
32.7％→R７：
35.1％）する中、
就職支援アドバ
イザーや職業訓
練指導員による
訓練受講者一人
一人に合わせた
丁寧なキャリア
コンサルティン
グの実施等のほ
か、特別な配慮
が必要な訓練受
講者に対して
は、地域センタ
ーとの連携や、
職業リハビリテ
ーション・障害
者職業訓練で活
用されているノ
ウハウの導入に
より、職員の対
応力向上を図る
など、就職困難
者へのきめ細か
な就職支援に取
り組んだこと。 

②ＤＸ、ＧＸに対
応した離職者訓
練コースの受講
者数の確保に係
る取組について 

【質的な取組】 
・ものづくり分野
におけるＤＸ、
ＧＸにつながる
技術に対応した
訓練カリキュラ
ムとして「建築
３次元プレゼン
テ ー シ ョ ン
（VR）」などの開
発を行うととも
に、訓練を担う
職業訓練指導員
に対する研修に
ついても、内容

コースの受講者
数」が目標
（1,740人以上）
を上回る 1,994人
（達成度
114.6％）となっ
たことは評価でき
る。 
短時間訓練コー

スの受講者数の確
保に係る取組とし
て、個々の訓練受
講者の事情に応じ
たよりきめ細かな
訓練指導や就職支
援に取り組んだほ
か、託児サービス
付加事業を実施す
るなど、子育てを
理由に諦めること
なく訓練受講がし
やすい環境整備に
取り組み、「短時
間訓練コースの受
講者数」が目標
（230人以上）を
上回る 260人（達
成度 113.0％）と
なったことは評価
できる。 
以上、所期の目

標を達成し、か
つ、困難度「高」
と設定されている
ことから、評定を
Ａとした。 

 
＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方法＞ 
生涯現役社会の

進展等に伴い、相
対的に就職困難度
が高い 50歳以上
の訓練受講者が、
今後とも増加する
ことが見込まれる
ことから、引き続
き、きめ細かな就
職支援に取り組む
とともに、ＤＸ、
ＧＸ等の技術革新
に対応できるよ
う、職業訓練コー
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え、デジタル技術に対応し
た職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し等
を図ること。 
また、脱炭素化等に資す

る技術・技能等が習得でき
る職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し
等、機動的に対応するこ
と。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 子育てや介護等を行い
ながら働くことを希望す
る方が主体的に受講しや
すい職業訓練コースの充
実を図るとともに、託児
サービスの提供等により
職業訓練を受講しやすい
環境の整備を推進するこ
と。 

 

え、デジタル技術に対応し
た職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し等
を図る。 
また、脱炭素化等に資す

る技術・技能等が習得でき
る職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し
等、機動的に対応する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 子育てや介護等を行い
ながら働くことを希望す
る方が主体的に受講しや
すい職業訓練コースの充
実を図るとともに、託児サ
ービスの提供等により職
業訓練を受講しやすい環
境の整備を推進する。 

 

成するため、ものづくり分野におけるＤ
Ｘ、ＧＸに対応した職業訓練コースとし
て、既存の訓練科に、ＩｏＴシステム、太
陽光発電システムやＨＥＭＳを構築する
技術要素等を加えて55科（33施設）で実施
する。また、全ての職業訓練コースにおい
てＤＸの定義や企業におけるＤＸの取組
事例を加えたカリキュラムを設定し、訓
練を実施する。 
さらに、全てのカリキュラムモデルを

点検し、ＤＸの加速化及び脱炭素化等に
資する技術・技能等に係る新たなカリキ
ュラムモデルの開発や内容の見直しを必
要に応じて行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 子育てや介護等を行いながら働くこと
を希望する方が主体的に受講しやすい職
業訓練コースの充実を図るとともに、託
児サービスの提供等により職業訓練を受
講しやすい環境の整備を推進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 職業訓練コースの周知・広報等に当た
り、公共職業安定所と連携して、雇用保険
受給者説明会の活用や施設見学会の積極
的な開催等により多様な説明機会を設定
し、職業訓練コースの内容・成果を分かり
やすく丁寧に説明する。また、訓練効果や
成果、訓練修了者・企業からの声をホーム
ページや施設案内等に掲載するととも
に、公的職業訓練の愛称であるハロート

及び脱炭素化
等に資する技
術・技能等に
係る新たなカ
リキュラムモ
デルの開発や
内容の見直し
を行ったか。 

 
【指標】 
・ＤＸ、ＧＸに
対 応 す る た
め、職業訓練
カリキュラム
の見直し・開
発等を必要と
する離職者訓
練コースの受
講 者 数 を 、
1,740 人以上
とする。 

 
 
＜評価の視点＞ 
・託児サービス
の提供等によ
り職業訓練を
受講しやすい
環境の整備を
推進したか。 

 
【指標】 
・子育て、介護
等を行いなが
ら働くことを
希望する方に
向けた短時間
訓練コースの
受講者数を、
230 人以上と
する。 

 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・公共職業安定
所と連携しな
がら、分かり
やすい広報活
動に取り組む
ことにより、
ものづくり分
野の職業訓練

1,994人が受講した。 
 （内訳） 
  - 実施施設数 33施設（前年度実績 32施設） 
  - 実施訓練科数 55科（前年度実績 50科） 
   コース数 122コース（前年度実績 108コース） 
  - 受講者数 1,994人（前年度実績 1,767人）  
・ＤＸ、ＧＸに対応した訓練カリキュラムの開発・見直しに取り組
んだ。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 子育てや介護等を行いながら働くことを希望する方の就業促
進等を図るための取組 

・子育てや介護等を行いながら働くことを希望する方の就業促進を
図るための短時間訓練コースを以下のとおり実施し、260 人が受
講した。 

・受講者の確保に向け、実施施設における好事例を共有するととも
に、関係機関や子育て支援機関・広報誌等を通じて幅広く訓練情
報を提供した。 
（内訳） 
- 実施施設数 ８施設（前年度実績６施設） 
- 実施訓練科数 ８科 （前年度実績６科） 

 - コース数 17コース （前年度実績 11コース） 
 - 受講者数 260人（前年度実績 181人） 

・職業訓練の受講により、子供の世話が困難となる求職者に対し、
託児施設を活用した託児サービスの提供（以下「託児サービス付
加事業」という。）を行うことで、職業訓練を受講しやすい環境の
整備を推進した。 
- 託児サービス付加事業の利用状況 
 28施設で実施し、42人（44児童）が利用 
（前年度実績 26施設、58人（58児童）） 

 
 
④ 公共職業安定所との連携強化等による定員確保の取組 
・全ての職業能力開発促進センターにおいて、離職者訓練の定員充
足率の向上のためのアクションプラン（公共職業安定所との連携
や求職者に対する周知・広報活動の強化等を図るための具体的な
行動計画）を策定し、効果的な広報等の取組を実施することによ
り、定員充足率は以下のとおりとなった。 
- 定員充足率 （添付資料１－①､１－④） 
78.2％（前年度実績 80.3％） 

 

のブラッシュア
ップや職業訓練
に必要なＧＸ要
素を付加する
等、不断の見直
しにより、企業
の人材ニーズに
対応することが
できる人材の育
成に取り組んだ
こと。 

【困難な状況への
対応】 

・各業界の基盤と
なる技能・技術
にＤＸ、ＧＸに
つながる技術要
素を加えた訓練
を実施したほ
か、職業訓練指
導員がＤＸに対
応したより実践
的な訓練を指導
できるよう、「Ｄ
Ｘリテラシー研
修」、「データ利
活用基礎研修」
を実施するとと
もに、「ＧＸリテ
ラシー研修」を
試行的に実施す
るなど、訓練の
質を高めること
を通じて、様々
な背景を持つ訓
練受講者が、６
か月間という短
期間でＤＸ、Ｇ
Ｘ技術を活用で
きる人材として
就職先企業で活
躍できるように
取り組んだこ
と。 

・人材ニーズ等調
査などにより社
会経済や技術革
新の動向を日々
キャッチアップ
し、新たな訓練
カリキュラムの
開発、職業訓練
指導員研修の見
直しなどを通じ

スの開発、見直し
を進める必要があ
る。 

 
＜その他の事項＞ 
なし。 
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レーニング等を活用し、分かりやすい広
報活動に取り組み、ものづくり分野の職
業訓練への受講を促進する。 

 

への受講を促
進したか。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

て、日進月歩で
進化するＤＸ、
ＧＸ技術に対応
したこと。また、
これらの取組を
経て 33 施設計
122コース（R6：
32施設 108コー
ス）に拡充して
実施したこと。 

③短時間訓練コー
スの受講者数の
確保に係る取組
について 

【質的な取組】 
・子育てや介護等
を行いながら働
くことを希望す
る者の就業促進
等を図る取組で
ある短時間訓練
コースについて
は、一般的な離
職者訓練コース
と比べて訓練受
講や就職活動に
対する時間的な
制約などがある
ことから、個々
の訓練受講者の
事情に応じたよ
りきめ細かな訓
練指導や就職支
援に取り組んだ
ほか、訓練受講
中に託児所を無
料で利用できる
サービスを提供
するなど、子育
てを理由に諦め
ることなく訓練
受講がしやすい
環境の整備に取
り組んだこと。 

【困難な状況への
対応】 

・多様な働き方を
希望する者に対
応した就職支援
が求められてい
る中で、個々の
受講者の事情に
応じたきめ細か
な就職支援に加
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え、就職先職種
や技術要素を絞
ることにより短
期間で習得でき
るカリキュラム
を設定し、子育
てや介護等を行
いながら働くこ
とを希望する者
の就業促進等を
図る取組である
短時間訓練コー
スについて、８
施設計 17 コー
ス（R6：６施設
11コース）に拡
充して実施した
こと。 

以上、重要度・困
難度が設定されて
いる項目におい
て、これらの実績
を挙げたことを踏
まえ、評定をＡと
する。 
 
＜課題と対応＞ 
・ＤＸの加速化や
2050 年カーボ
ンニュートラル
に向け、ＤＸ、
ＧＸの取組の推
進に対応する人
材の確保・育成
が重要である。
技術革新や人材
ニーズの変化等
を把握しなが
ら、これらに取
り組む中小企業
への早期就職に
資するため、Ｄ
Ｘ、ＧＸにつな
がるデジタル技
術に対応したカ
リキュラムを含
む訓練コースの
開発・実施に取
り組む必要があ
る。 

・雇用のセーフテ
ィネットとし
て、今後も高い
就職率を維持し



90 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・短時間訓練コースを新たに２施設で開始し、８施設で計 17コース
に拡充して実施したほか、短時間訓練の実施施設を対象とした会
議を開催し、実施施設間で好事例や取組状況等に関する情報共有
を行うことを通じて効果的・効率的な受講者確保に取り組んだ。
また、ハローワーク等の各関係機関や子育て支援に係る機関・広
報誌等を通じて幅広く訓練の情報を提供し、積極的な周知・広報
を行い、受講者の確保に広く取り組んだ。 

 
 

ていくために
は、人材ニーズ
の変化を的確に
捉え、変化に合
わせて訓練コー
スを見直してい
くとともに、引
き続ききめ細か
な就職支援に努
める必要があ
る。 

・育児や介護等、
多様な事情を抱
える求職者等が
職業訓練を受講
できるよう、も
のづくり分野に
おける短時間訓
練コースの実施
も含め、全員参
加型社会の実現
に向けた訓練コ
ースを実施する
必要がある。 

 

４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・きめ細やかで、重層的な支援が出来ている点、50歳以上の入所者が増加し続ける中、訓練内容の見直し含め、柔軟に対応が出来ている点が評価できる。 

・全体の就職率は目標を上回っている一方で、正社員就職率については、前年度の 67.9％から 66.8％へとわずかに低下している。その要因の一つとして、50歳以上の入所者数の増加が影響しているものと考えられる。高齢入所者に対

する対策については、すでにさまざまな取組を実施されていることは承知しているが、今後も安定的に正社員就職率を維持するため、将来を見据えたさらなる具体的な対策の検討をお願いする。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４－２  職業能力開発業務に関する事項－高度技能者の養成のための職業訓練の実施 

業務に関連する

政策・施策 
Ⅵ－１－１ 公共職業訓練の推進、事業主等や労働者の自発的な取組による職業能力開発等を推進すること 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構法第１

４条第１項第７号 

当該項目の重要

度、困難度 

【重要度：高】 
ＤＸ、ＧＸといった大きな変革の波の中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技能・技術の向上に必要となる人材を養成することは、極め

て重要であるため。 
【困難度：高】 

ＤＸ、ＧＸへの対応を見据えた職業訓練カリキュラムの見直し・開発等を行うとともに、これら高度化された訓練を適切に指導できる職業訓練指
導員の育成、訓練機器等の整備を含めた体制整備を行うことは、機構自身が相当な努力を要するものである。 
さらに、企業等からのニーズをもとに取り組む製品開発を通じた課題発見・解決型の実習等において、企業のニーズを踏まえた課題解決策を提案

し、かつその中でＤＸ、ＧＸに関連した成果物の開発割合を 50％以上とすることとしており、極めて高い目標を設定しているため。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

就職希望者の就職率（計画
値） 

95％以上 － 95％以上 95％以上 95％以上    
 

予算額（千円） 60,196,996 64,358,929 68,217,797   

 
 

就職希望者の就職率（実績
値） 

－ 99.5％ 99.6％ 99.5％ 99.5％    
 

決算額（千円） 54,220,479 59,163,496 63,111,035   

 
 達成度 － － 104.8％ 104.7％ 104.7％    

 
経常費用（千円） 52,237,738 56,536,103 58,589,275   

 
 

ＤＸ、ＧＸに対応した高度
技能者養成訓練コースの
修了者数（計画値） 

1,100人以
上 

－ 135人以上 238人以上 243人以上    
 

経常利益（千円） 1,744,159 757,430 705,055   

 
 

ＤＸ、ＧＸに対応した高度
技能者養成訓練コースの
修了者数（実績値） 

－ － 157人 277人 282人    
 

行政コスト（千円） 54,269,436 59,009,899 61,480,916   

 
 達成度 － － 116.3％ 116.4％ 116.0％    

 
従事人員数（人） 2,732 2,722 2,708   
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企業と共同で課題解決に
取り組んだ件数のうち、Ｄ
Ｘ、ＧＸに対応した件数の
割合（計画値） 

50％以上 － 50％以上 50％以上 50％以上    

 

      

 
 

企業と共同で課題解決に
取り組んだ件数のうち、Ｄ
Ｘ、ＧＸに対応した件数の
割合（実績値） 

－ － 55.6％ 74.4％ 84.8％    

 
 

     

 
 

達成度 － － 111.1％ 148.8％ 169.6％    
 

      

注）職業能力開発勘定における数値を記載。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（２）高度技能者の養成のた

めの職業訓練の実施 
 

 
産業の基盤を支える人

材を養成するために、職業
能力開発大学校等におい
て、理論と技能・技術を結
びつけた実学融合の教育
訓練システムにより、最新
の技能・技術に対応できる
高度なものづくりを支え
る人材（高度実践技能者）
を養成する。具体的には以
下を重点的に実施するこ
と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（２）高度技能者の養成の

ための職業訓練の実施 
 

 
産業の基盤を支える人

材を養成するために、職
業能力開発大学校等にお
いて、理論と技能・技術
を結びつけた実学融合の
教育訓練システムによ
り、最新の技能・技術に
対応できる高度なものづ
くりを支える人材（高度
実践技能者）を養成する。
具体的には以下を重点的
に実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（２）高度技能者の養成のための職業訓練

の実施 
 

 
産業の基盤を支える人材を養成するた

めに、職業能力開発大学校等において、理
論と技能・技術を結びつけた実学融合の
教育訓練システムにより、最新の技能・技
術に対応できる高度なものづくりを支え
る人材（高度実践技能者）を養成する。具
体的には以下を重点的に実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（２）高度技能者の養成のための職業訓練の実施 
 
 
 
・職業能力開発大学校・職業能力開発短期大学校（以下「能開大」
という。）等において、産業の基盤となる高度なものづくりを支え
る人材を育成するため、産業構造の変化に応じた理論と技能・技
術を結び付けた実学融合の教育訓練システムにより、ものづくり
の基本を習得し、最新の技能・技術に対応できる高度実践技能者
の養成に取り組んだ。 

 また、ロボット技術を活用した生産システムの構築、運用管理等
ができる人材を育成するための訓練コースの実施のほか、ＢＩＭ
によるデジタル技術を活用した建築生産活動の生産性向上に資す
る技能・技術、脱炭素化等に資する知識、技能・技術を習得する
訓練の開発・実施に取り組んだ。 
さらに、地域の中小企業等が抱える課題解決のための共同研究・
受託研究や、能開大等の職業訓練指導員による工業高校等への支
援等、開かれた施設運営に努めた。                     

 - 専門課程 
高校卒業者等を対象に、高度な知識と技能・技術を兼ね備えた
実践技能者（テクニシャン・エンジニア）を育成するための訓
練（訓練期間２年間） 

  在校生数 2,875人 
- 応用課程 
専門課程修了者等を対象に、生産技術・生産管理部門のリーダ

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
「就職希望者の就
職率」の達成度が
104.7％、「ＤＸ、Ｇ
Ｘに対応した高度
技能者養成訓練コ
ースの修了者数」
の 達 成 度 が
116.0％、「企業と
共同で課題解決に
取り組んだ件数の
うち、ＤＸ、ＧＸに
対応した件数の割
合」の達成度が
169.6％であり、所
期の目標を達成又
は上回る成果が得
られている。評定
の根拠として、 
①就職希望者の就
職率の向上に係
る取組について 

【質的な取組】 
・数値目標（指標）
を達成しただけ
でなく、生産現
場に密着した実
学融合の訓練カ
リキュラムや地
域の産業界が抱
える課題等に即
した実習を実施
す る こ と に よ

＜評定に至った理
由＞ 
就職希望者の就

職率の向上に係る
取組として、生産
現場に密着した実
学融合の訓練カリ
キュラム実施等に
よる企業の即戦力
となるような人材
の育成に取り組む
とともに、ジョブ・
カードを活用した
きめ細かなキャリ
アコンサルティン
グを実施するなど
の就職支援に取り
組み、「就職希望者
の就職率」が、目標
（95％以上）を上
回る 99.5％（達成
度 104.7％）となっ
たことは評価でき
る。 
ＤＸ、ＧＸに対応
した高度技能者養
成訓練コースの修
了者数の確保に係
る取組として、ロ
ボット技術を活用
した生産ライン構
築の課題から生産
システムを意識し
た課題に取り組め
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① 職業能力開発大学校等
の修了者のうち就職希望
者に対して、きめ細かい就
職支援により、就職率の向
上に取り組むこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
② ものづくりの分野にお
いて、ＤＸの加速化を見据
え、デジタル技術に対応し

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① ものづくり産業におけ
る人材ニーズに的確に対
応した訓練内容とするこ
とや、就職ガイダンスや
学生用ジョブ・カード等
を活用したキャリアコン
サルティングの実施など
的確な就職支援を徹底し
て行うことにより、引き
続き高い就職実績を確保
する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② ものづくりの分野にお
いて、ＤＸの加速化を見
据え、デジタル技術に対

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① ものづくり産業における技術動向や企
業等から聴取した地域の人材ニーズ等に
的確に対応した訓練内容とすることや、
専門課程、応用課程及び総合課程それぞ
れ１年次から就職ガイダンスや学生用ジ
ョブ・カード等を活用したキャリアコン
サルティング、オンラインによる就職活
動に対応するための支援を実施する等、
的確な就職支援を徹底して行うことによ
り、引き続き高い就職実績を確保する。加
えて、就職者のうち正社員として就職し
た者の割合の向上に取り組む。 
なお、離職者を対象とする職業訓練と

同様に、訓練・学習の進捗等に特別な配慮
が必要な学生に対しても、地域センター
等との連携や就職支援アドバイザー等に
よる支援を行う。 
 
 
 
 
② ＤＸの加速化を見据えたデジタル技術
への対応として、応用課程については、職
業能力開発大学校全10校の生産システム

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・就職者のうち
正社員として
就職した者の
割合の向上に
取 り 組 ん だ
か。 

 
【指標】 
・職業能力開発
大学校等の修
了者のうち就
職希望者の就
職率を、95％
以上とする。 

 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・ものづくり分
野において、

ーとなる人材を育成するための訓練（訓練期間２年間） 
在校生数 1,619人 

 - 日本版デュアルシステム（専門課程活用型） 
能開大の専門課程に相当するカリキュラムと、実際に企業で業
務に従事しながら技能・技術を習得できる企業実習を組み合わ
せた実践的な職業人を育成する訓練（訓練期間２年間） 

  在校生数 52人 
- 総合課程（特定専門課程及び特定応用課程） 
高校卒業者等を対象に、生産技術・生産管理部門のリーダーと
なり得る人材を育成するとともに、将来的に質の高い職業訓練
指導員となり得る人材を育成する訓練（訓練期間４年間） 

  在校生数 381人 
※専門、応用及び総合課程の在校生数は、令和７年４月現在の 
実績 

・実施可能なカリキュラムを精査し、一部についてオンラインで訓
練を実施した。 

・各種競技大会に参加し、上位入賞を目指すことを通じて、学生の
技能習得に対する意識やモチベーションの向上、更なる技術力の
向上に取り組んだ。 

・地方公共団体との役割分担を一層明確化し、民業補完に徹する観
点から、都道府県、都道府県労働局、事業主や労働者の代表、教
育機関等で構成する地方運営協議会等において、設置訓練科に係
る訓練ニーズを確認し、専門課程、応用課程、日本版デュアルシ
ステム（専門課程活用型）の職業訓練を能開大において実施する
とともに、職業能力開発総合大学校においては、総合課程の職業
訓練を実施した。また、ＤＸ、ＧＸに対応した技能・技術の習得
を目標とした授業内容を標準カリキュラムに加え、産業構造の変
化や技術革新等に対応した訓練コースの見直しを進めた。 

 
 
① 就職支援 （添付資料２－①、２－②） 
・引き続き高い就職実績の確保及び正社員としての就職を促進する
ため、地域の人材ニーズ等に的確に対応した訓練内容の設定や、
就職支援などの的確な取組により、就職率は以下のとおりとなっ
た。 
- 就職率 99.5％（前年度実績 99.5％） 
（内訳） 
専門課程 99.4％（前年度実績 99.0％） 
応用課程 99.6％（前年度実績 99.7％） 
総合課程 100.0％（前年度実績 100.0％） 

- 正社員就職率 98.1％（前年度実績 98.4％） 
※各年度の就職率及び正社員就職率は、当該年度の翌年４月末 
現在の実績 

 
○特別な配慮が必要な学生に対する支援 
・特別な配慮が必要な学生に対して適切な就職支援を行うため、「訓
練・学習の進捗等に特別な配慮が必要な学生への支援・対応ガイ
ド（実践編）」を活用し、地域センターや外部支援機関、家族等と
連携した支援を実施した。 

 
 
② ＤＸ、ＧＸに対応した高度技能者養成訓練コースの実施 
・職業能力開発大学校全 10校において、生産機械システム技術科、
生産電気システム技術科及び生産電子情報システム技術科（以下

り、企業の即戦
力となるような
人材の育成に取
り組んだこと。
この結果、全体
の正社員就職率
に つ い て も
98.1％と昨年度
に引き続き高い
実績となったこ
と。 

・各種競技大会等
に参加し、上位
入賞を目指すこ
とを通じて、学
生の技能習得に
対する意識やモ
チベーションの
向上、更なる技
術力向上に取り
組んだこと。 

【困難な状況への
対応】 

・人手不足を要因
とした労働生産
性の向上が喫緊
の課題となって
おり、産業の基
盤となるものづ
くりを支える人
材確保が早急に
求められている
中で、ジョブ・カ
ードを活用した
きめ細かなキャ
リアコンサルテ
ィングに加え、
就職支援アドバ
イザー等による
就職ガイダンス
での面接指導、
応募書類の作成
指導、オンライ
ン面接に対応し
た就職支援など
を通じた高い就
職率の維持・向
上に取り組んだ
こと。また、近
年、特別な配慮
が必要な学生が
増えているが、
これらの学生に
対する就職支援

るよう、実習の時
間数を拡充して実
施するなど、DX 技
術を踏まえたロボ
ット活用に関する
技能・技術の習得
に取り組んだこと
や、更なるＢＩＭ
の活用を図るた
め、ＢＩＭデータ
を用いた施工管
理、３Ｄレーザー
スキャナ等のデジ
タル機器を活用し
た訓練を実施する
など、ＤＸ、ＧＸに
資する技能・技術、
知識等の習得に取
り組んだこと。ま
た、職業訓練指導
員がＤＸに対応し
たより実践的な訓
練を指導できるよ
う、「ＤＸリテラシ
ー研修」等を実施
し、訓練の質の向
上に取り組み、「Ｄ
Ｘ、ＧＸに対応し
た高度技能者養成
訓練コースの修了
者数」が、目標（243
人以上）を上回る
282 人（達成 度
116.0％）となった
ことは評価でき
る。 
企業と共同で課題
解決に取り組んだ
件数のうち、ＤＸ、
ＧＸに対応した件
数の割合の向上に
係る取組として、
地域の中小企業等
が抱える技術強化
等の課題解決のた
め、共同・受託研究
や開発課題実習を
通じた課題解決に
取り組んだほか、
企業のニーズを踏
まえた課題解決策
を提案するプロセ
スを通じて、企業
の抱える課題解決
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た職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し等
を図ること。 
また、脱炭素化等に資す

る技術・技能等が習得でき
る職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し
等、機動的に対応するこ
と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 職業能力開発大学校等
において、地域の中小企業
等が抱える技術力強化等
の課題解決等のため、共同
研究や施設設備の貸与等
地域社会との連携に引き
続き努めること。 

 

応した職業訓練コースの
開発・充実、訓練内容の
見直し等を図る。 
また、脱炭素化等に資

する技術・技能等が習得
できる職業訓練コースの
開発・充実、訓練内容の
見直し等、機動的に対応
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 職業能力開発大学校等
において、地域の中小企
業等が抱える技術力強化
等の課題解決等のため、
共同研究や施設の貸与等
地域社会との連携に引き
続き努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術系３科（生産機械システム技術科、生
産電気システム技術科及び生産電子情報
システム技術科）に設置したロボット技
術（画像処理、ＩｏＴ等関連技術を含む。）
を活用した生産システムの構築、運用管
理、保守、改善等の生産性向上に資する技
能・技術を習得する職業訓練コースにお
いて訓練を実施するとともに、運用状況
を定期的に把握した上で、必要に応じて
カリキュラムや訓練実施方法等の見直し
を行う。また、建築施工システム技術科を
実施する職業能力開発大学校全５校にお
いて、ＢＩＭによるデジタル技術を活用
した建築生産活動（計画、設計、施工、維
持管理）の生産性向上に資する技能・技術
を習得する訓練を実施するとともに、必
要に応じてカリキュラムや訓練実施方法
等の見直しを行う。 
専門課程については、ＤＸにつながる

デジタル技術を踏まえて見直したカリキ
ュラムによる訓練を実施するとともに、
引き続き必要に応じて新たなカリキュラ
ムの開発・充実、訓練内容の見直し等を行
う。 
ＧＸに関しては、脱炭素化等に資する

知識、技能・技術等が習得できるカリキュ
ラムとして、成長が期待される産業に関
連したクリーンエネルギーや省エネ建築
等に関する技術要素を習得する訓練を実
施するとともに、必要に応じてカリキュ
ラムの開発・充実、訓練内容の見直し等を
行う。 

 
 
③ 職業能力開発大学校等において、地域
の中小企業等が抱える技術力強化等の課
題解決等のため、共同研究や施設の貸与
等地域社会との連携に引き続き努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＤＸの加速化
を見据えたデ
ジタル技術に
対応するカリ
キュラムや脱
炭素化等に資
する技能・技
術等が習得で
きるカリキュ
ラムの開発・
充実、見直し
等 を 行 っ た
か。 

 
【指標】 
・ＤＸ、ＧＸに
対 応 す る た
め、職業訓練
カリキュラム
の見直し・開
発等を必要と
する高度技能
者養成訓練コ
ースの修了者
数を、243 人
以上とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・地域の中小企
業等が抱える
技術力強化等
の課題解決等
のため、共同
研究等により
地域社会との
連携に努めた
か。 

 
【指標】 
・応用課程にお
いて、企業と
共同で課題解
決に取り組ん
だ 件 数 の う
ち、ＤＸ、Ｇ
Ｘに対応した
件 数 の 割 合

「生産システム技術系３科」という。）に設置したロボット技術（画
像処理、ＩｏＴ等関連技術を含む。）を活用した生産システムの
構築、運用管理、保守、改善等の生産性向上に資する技能・技術
を習得するための職業訓練コース（以下「生産ロボットシステム
コース」という。）を実施した。また、建築施工システム技術科
を実施する職業能力開発大学校５校において、ＢＩＭによるデジ
タル技術を活用した建築生産活動（計画、設計、施工、維持管理）
の生産性向上及び脱炭素化等に資する知識、技能・技術を習得す
る訓練を実施した。   

 - ＤＸ、ＧＸに対応した高度技能者養成訓練コース修了者数 
  282人（前年度実績 277人） 
    就職率    99.6％（前年度実績 100.0％） 
    正社員就職率 99.6％（前年度実績 98.9％） 
・生産ロボットシステムコースの実施結果及び今後のロボット需要
拡大を踏まえ、同コースの標準課題の要素や実施ノウハウを、生
産システム技術系３科の全学生を対象とした標準カリキュラムに
反映させて全 10校において実施した。 

・カリキュラムを先行的に見直した３校（北陸能開大、東海能開大
及び九州能開大）において、生産ロボットシステムコースの訓練
時間を拡充し、内容のさらなる充実を行った。 

・学生が生産ロボットシステムコースや今後の進路を選択する際の
参考になるよう、未来ロボティクスエンジニア育成協議会（ＣＨ
ＥＲＳＩ）関連企業の協力を得て、学生に向けた特別講話を行っ
た。 

・建築施工システム技術科において更なるＢＩＭの活用を図るた
め、ＢＩＭデータを用いた施工管理や ３Ｄレーザースキャナ等の
デジタル機器を活用した３Ｄモデルの作成に関する訓練を実施し
た。 

・脱炭素化に資する知識、技能・技術の習得に向け、建築施工シス
テム技術科において建築生産と環境負荷の関係や、建物のライフ
サイクルや維持について学ぶ訓練を実施した。 

 
 
 
③ 地域の中小企業等の課題解決のための連携 
・能開大等において、地域の中小企業等が抱える技術力強化等の課
題解決や若年者に対する実践的な技術教育充実のため、高度技能
者養成訓練を通じた企業と共同での課題解決、共同研究・受託研
究や施設の貸与、工業高校や高等専門学校、大学等との連携等に
ついて以下のとおり取り組んだ。 
- 企業と共同での課題解決取組件数 
実施件数 46件（前年度実績 43件） 
うちＤＸ、ＧＸに対応した件数の割合 84.8％（前年度実績
74.4％） 

- 共同・受託研究 
実施件数 95件（前年度実績 88件） 
（内訳） 
- 共同研究 86件（前年度実績 78件） 
- 受託研究 ９件（前年度実績 10件） 

- 他大学等関係機関との連携 
実施件数 338件（前年度実績 302件） 

・職業訓練の成果物の展示や研究発表、ものづくり体験コーナー、
ロボット製作・競技会等の実施を通じて、ものづくりに関する高
度で実践的な職業訓練や研究開発の現状を地域の企業や高校等に

については、地
域センターとの
連携や職業リハ
ビ リ テ ー シ ョ
ン・障害者職業
訓練で活用され
ているノウハウ
を取り入れた就
職支援ツールを
活用することに
より、職員の対
応力向上を図る
など、きめ細か
な就職支援に取
り組んだこと。
さらに、少子化
の進展によって
学生の数が減少
する一方、労働
者 の 学 び 直 し
（ リ ス キ リ ン
グ）により企業
の生産性向上、
競争力の強化が
求められる時代
背景を踏まえ、
社会人推薦入試
の全国実施や全
国の生産性向上
人材育成支援セ
ンターにおける
事業主推薦制度
の積極的広報な
ど、社会のニー
ズに的確に応え
ることを通じて
これまで以上に
多様な入校者の
確保に取り組ん
だこと。 

②ＤＸ、ＧＸに対
応した高度技能
者養成訓練コー
スの修了者数の
確保に係る取組
について 

【質的な取組】 
・生産ロボットシ
ステムコースに
お い て は 機 械
系、電気系及び
電子情報系の生
産システム技術
系 ３ 科 の 学 生

に向けＤＸ、ＧＸ
に関連した困難性
の高い成果物の開
発に取り組み、「企
業と共同で課題解
決に取り組んだ件
数のうち、ＤＸ、Ｇ
Ｘに対応した件数
の割合」が、目標
（50％以上）を上
回る 84.8％（達成
度 169.6％）となっ
たことは評価でき
る。 
以上、所期の目

標を達成し、かつ、
困難度「高」と設定
されていることか
ら、評定をＡとし
た。 
 
＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方法＞ 
企業の人材ニー

ズやＤＸ、ＧＸへ
の対応を踏まえた
訓練カリキュラム
の開発・見直しに
一層に取り組むと
ともに、応募者の
増加を図り、産業
の基盤を支える人
材を育成していく
必要がある。 
 
＜その他の事項＞ 
なし。 
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④ オープンキャンパスや
きめ細かな高校訪問等に
よる効果的な広報の実施
等により入校生の確保を
図り、定員の充足に取り
組む。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ オープンキャンパス、高校訪問、社会
人の受入れに向けた事業所訪問等による
効果的な広報等の取組内容やスケジュー
ルを明確にした行動計画であるアクショ
ンプランを職業能力開発大学校等におい
て策定・実施することにより入校生を確
保する。 

 

を、50％以上
とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・効果的な広報
の実施等によ
り入校生の確
保 を 図 っ た
か。 

 

公開する「ポリテックビジョン」を全ての能開大で開催するとと
もに、地域における「ものづくり」に関する啓発のため、地域の
関係機関、産業界、住民等と連携し、「ものづくり体験教室」を開
催した。 
- ポリテックビジョン 
全国 23会場（前年度実績 23会場） 
参加者数 6,223人（前年度実績 6,165人） 

- ものづくり体験教室   
実施回数 325回（前年度実績 289回） 
参加者数 26,585人（前年度実績 24,430人） 

 
 
④ 能開大の魅力向上・学生確保に向けた取組 （添付資料２－
①、２－③） 

○全ての能開大において「学生募集に係る行動計画」（アクションプ
ラン）を策定するとともに、社会人推薦入試や事業主推薦入試に
取り組み、生産性向上人材育成支援センターを活用した効果的な
広報等の取組を実施した。 
- 定員充足率 
85.5％（前年度実績 94.2％） 
※定員充足率は、令和７年４月現在の実績 

 
○令和６年能登半島地震に関し、被災地域の状況に配慮した対応を
以下のとおり実施した。 

・石川職業能力開発短期大学校が被災し、当該施設での訓練の継続
が困難となったため、令和６年度から復旧までの間は富山県にあ
る北陸職業能力開発大学校において訓練を実施することとした。
当該施設において復旧工事を進めているところであるが、施設全
体の修繕、学生寮の新設及び構内インフラの復旧等の工事が、令
和８年度末に一定程度完了する見通しとなったことから、令和９
年４月から当該施設において全面的に訓練を再開することとし
た。 

・訓練再開に当たっては、次世代産業を牽引する人材を育成するた
めの訓練科「デジタル創造技術科（機械コース・電子情報コース）
／定員 40名」を 新設するなど、訓練内容を刷新することとした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

が、それぞれ習
得した技能・技
術を持ち寄り、
横断的な訓練を
行 う こ と を 通
じ、より実践的
な技能・技術を
習得できるよう
取 り 組 ん だ こ
と。 

【困難な状況への
対応】 

・生産ロボットシ
ステムコースで
は、ロボット技
術を活用した生
産ライン構築の
課題から生産シ
ステムを意識し
た課題に取り組
めるよう、実習
を「標準課題実
習」から「開発課
題実習」に見直
し、時間数を拡
充（従来比 2.7
倍）して実施す
るなど、日進月
歩で進化する DX
技術を踏まえた
ロボット活用に
関する技能・技
術の習得に取り
組んだこと。ま
た、建築施工シ
ステム技術科で
は、更なるＢＩ
Ｍの活用を図る
ため、ＢＩＭデ
ータを用いた施
工管理（施工Ｂ
ＩＭ）、３Ｄレー
ザースキャナ等
のデジタル機器
を活用した訓練
を 実 施 し た ほ
か、環境負荷を
抑制した設計・
施工事例などに
ついて学ぶ脱炭
素化等に資する
カリキュラムを
実施し、建築生
産活動の現場に
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おいて活用可能
なＤＸ、ＧＸに
資する技能・技
術、知識等の習
得に取り組んだ
こと。更に、職業
訓練指導員がＤ
Ｘに対応したよ
り実践的な訓練
を指導できるよ
う、「ＤＸリテラ
シー研修」、「デ
ータ利活用基礎
研修」を実施す
るとともに、「Ｇ
Ｘリテラシー研
修」を試行的に
実施したこと。
あわせて、「協働
ロボットの導入
技術」や「建築分
野におけるドロ
ーン活用技術」
など、ＤＸやＧ
Ｘに対応した人
材を育成するた
めの訓練を実施
するために必要
な 研 修 を 実 施
し、訓練の質の
向上に取り組ん
だこと。 

・ デジタル社会の
到来を踏まえ、
データや AIを使
いこなすための
基礎的要素を付
与してポリテク
カレッジ全体の
底上げを図るた
め、データ、AIの
利活用に係る事
例や留意事項を
理解し習得する
内容を専門課程
の「情報工学概
論」に追加した
こと。また、ロボ
ット技術を活用
した生産技術・
生産部門のリー
ダーとなるよう
将来に向けて学
生の理解を深め
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ることや、日々
変化するＤＸ、
ＧＸ技術にＪＥ
ＥＤ自身が対応
するために最新
情報を収集する
ことを目的とし
て、未来ロボテ
ィクスエンジニ
ア 育 成 協 議 会
（ Ｃ Ｈ Ｅ Ｒ Ｓ
Ｉ）に協力をい
ただき、生産シ
ステム技術系３
科を設置するポ
リテクカレッジ
10 校の学生に向
けた特別講話を
実施したこと。 

③企業と共同で課
題解決に取り組
ん だ 件 数 の う
ち、ＤＸ、ＧＸに
対応した件数の
割合の向上に係
る取組について 

【質的な取組】 
・地域の中小企業
等が抱える技術
強化等の課題解
決のため共同・
受託研究 95 件
（Ｒ6：88件）や、
開発課題実習を
通じた課題解決
に取り組んだこ
と。また、開発課
題実習では製品
の企画・開発か
ら製品評価等ま
での一連のもの
づくりに取り組
むことにより、
実践的な技能・
技術の向上に取
り組んだこと。 

【困難な状況への
対応】 

・学生が企業との
や り 取 り の 中
で、課題把握・分
析を行い、企業
のニーズを踏ま
えた課題解決策
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を提案するプロ
セスを通じて、
企業の抱える課
題解決に向けＤ
Ｘ、ＧＸに関連
した困難性の高
い成果物の開発
に取り組んだほ
か、社会情勢に
よる変化や現場
ごとに異なる企
業 課 題 に 対 し
て、複数の訓練
科の学生で横断
的にワーキング
グループを編成
し、個々の専門
性の発揮や、相
互の協力・連携
を通じた実践的
な対応力・解決
力の養成に取り
組んだこと。 

・学生が企業の課
題を解決する過
程で、企画・開発
段階から製品評
価等まで必要と
なる能力を習得
できるよう、応
用課程２年次の
訓練として、１
年間という限ら
れた訓練期間の
中で、より実践
的な技能・技術
の向上に取り組
んだこと。 

以上、重要度・困難
度が設定されてい
る項目において、
これらの実績を挙
げたことを踏ま
え、評定をＡとす
る。 
 
＜課題と対応＞ 
・ＤＸの加速化や
2050 年カーボン
ニュートラルに
向け、ＤＸ、ＧＸ
の取組の推進に
対応する高度な
ものづくりを支
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＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・生産ロボットシステムコースの実施結果及び今後のロボット需要
拡大を踏まえ、同コースの標準課題の要素や実施ノウハウを、生
産システム技術系３科の全学生を対象とした標準カリキュラムに
反映させて全 10 校において実施することで、学生全体のロボッ
ト技術の底上げを行った。また、カリキュラムを先行的に見直し
た３校（北陸能開大、東海能開大及び九州能開大）において、生
産ロボットシステムコースの訓練時間を拡充し、内容のさらなる
充実を図るなど、企業の人材ニーズやＤＸ、ＧＸへの対応を踏ま
えた訓練カリキュラムの開発・見直しに一層取り組んだ。 

・応募者の確保を図るため、社会人推薦入試を全国で実施するとと
もに、事業主推薦制度の活用促進を目的としたリーフレットや事
例集を活用し、生産性向上人材育成支援センターと能開大が連携
して、事業主推薦制度の積極的な広報を実施したほか、視覚的に
必要な情報が探しやすい特設ランディングページを作成し、オー
プンキャンパスや入試に係る WEB 広告を展開した。 

 
 

え る 人 材 の 確
保・育成が重要
であるため、Ｄ
Ｘ、ＧＸに対応
した訓練内容の
見直し・実施に
取り組む必要が
ある。 

・引き続き高い就
職率の維持に取
り組んでいくと
ともに、若者の
ものづくり離れ
や 18歳人口の減
少等が進む中、
地域や産業の人
材ニーズに応え
ることができる
よう、新規学校
卒業者だけでな
く幅広い年齢層
の応募者の増加
に向けて取り組
みつつ、産業の
基盤を支える人
材を育成してい
く必要がある。 

 

４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・学生へのきめ細やかな個別の支援、先進技術の活用、普及に資する取組、共同・受託研究実施件数の増加、工業高校等との連携 36件増、ワーキンググループ方式によるチーム力等の習得、地域の中小企業等の課題解決のための連携

といった取組が素晴らしい。 
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・特別な配慮を要する学生に対しては、多様な支援が講じられているが、対象者及び困難事例が増加傾向にあることから、専門家によるカウンセリングの機会を増やすなど、更に手厚い支援を検討いただきたい。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 
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１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４－３  職業能力開発業務に関する事項－在職者を対象とする職業訓練及び事業主等との連携・支援の実施 

業務に関連する

政策・施策 
Ⅵ－１－１ 公共職業訓練の推進、事業主等や労働者の自発的な取組による職業能力開発等を推進すること 

当該事業実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構法第１

４条第１項第７号 

当該項目の重要

度、困難度 

【重要度：高】 
我が国において、在職労働者に対するリスキリングを始めとした人への投資を推進することにより、中小企業等の生産性向上を図り、もって構造

的な賃上げに向けて取り組むこととしている中、機構における在職者訓練の実施や生産性向上人材育成支援センターにおける事業主支援は非常に
重要であるため。 

【困難度：高】 
ＤＸ、ＧＸといった大きな変革の波の中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技能・技術の向上に対応した在職者訓練等の実施に向け、新

たな職業訓練カリキュラムや訓練教材の開発等に加え、職業訓練指導員への新たな知識及び技能・技術の付与、訓練機器等の整備を含めた体制整備
に対応することは相当な努力を要するものである。 
さらに、在職者訓練や生産性向上支援訓練等を活用した事業所数を第４期中期目標で定めた 150,000 事業所から第５期中期目標では 210,000 事

業所へと拡大することとしており、極めて高い目標を設定しているため。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

   

 令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

在職者訓練受講者数（計
画値） 

300,000人
以上 

－ 
64,000 人 

以上 
65,000人 

以上 
65,000人 

以上 
  

  
予算額（千円） 60,196,996 64,358,929 68,217,797   

 
 

在職者訓練受講者数（実
績値） 

－ 65,092人 70,789 人 72,187人 72,599人   
  

決算額（千円） 54,220,479 59,163,496 63,111,035   

 
 

達成度 － － 110.6％ 111.1％ 111.7％   
  

経常費用（千円） 52,237,738 56,536,103 58,589,275   

 
 

在職者訓練利用事業主か
らの生産性向上等につな
がった旨の評価（計画値） 

90％以上 － 90％以上 90％以上 90％以上   
  

経常利益（千円） 1,744,159 757,430 705,055   

 
 

在職者訓練利用事業主か
らの生産性向上等につな
がった旨の評価（実績値） 

－ 94.1％ 93.7％ 94.2％ 91.6％   
  

行政コスト（千円） 54,269,436 59,009,899 61,480,916   

 
 
 

達成度 － － 104.1％ 104.7％ 101.8％   
  

 
 
 
 
 

従事人員数（人） 2,732 2,722 2,708   

ＤＸ、ＧＸに対応した在
職者訓練コースの受講者
数（計画値） 

20,000人以
上 

－ 4,000人以上 4,000人以上 4,000人以上   

 
      

 
 

ＤＸ、ＧＸに対応した在
職者訓練コースの受講者
数（実績値） 

－ － 6,382人 6,553人 6,717人   
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 達成度 － － 159.6％ 163.8％ 167.9％   

  
      

 生産性向上人材育成支援
センター利用事業所数
（計画値） 

210,000事
業所以上 

－ 
42,000 事業

所以上 
42,000事業

所以上 
42,000事業

所以上 
  

  
      

 生産性向上人材育成支援
センター利用事業所数
（実績値） 

－ 
55,078事業

所 
57,730 事業

所 
59,616事業

所 
59,060事業

所 
  

  
      

 
達成度 － － 137.5％ 141.9％ 140.6％   

  
      

注）職業能力開発勘定における数値を記載。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（３）在職者を対象とする職

業訓練及び事業主等と
の連携・支援の実施 

 
 

機構は、ものづくり分野
において、企業の中で中核
的役割を果たしている者
を対象に、専門的知識及び
技能・技術を習得させる高
度なものづくり訓練を実
施する。さらに、生産性向
上人材育成支援センター
においては、幅広い分野の
事業主からのデジタル人
材やＤＸによる生産性向
上に関する相談等に対応
するとともに、課題の解消
に向けた適切な職業訓練
のコーディネート等の事
業主支援をこれまで以上
に行う。具体的には以下を
重点的に実施すること。 

 
 
 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（３）在職者を対象とする職

業訓練及び事業主等と
の連携・支援の実施 

 
 

機構は、ものづくり分野
において、企業の中で中核
的役割を果たしている者
を対象に、専門的知識及び
技能・技術を習得させる高
度なものづくり訓練を実
施する。さらに、職業能力
開発促進センター、職業能
力開発大学校等に設置し
た生産性向上人材育成支
援センターにおいては、幅
広い分野の事業主からの
デジタル人材やＤＸによ
る生産性向上に関する相
談等に対応するとともに、
課題の解消に向けた適切
な職業訓練のコーディネ
ート等の事業主支援をこ
れまで以上に行う。具体的
には以下を重点的に実施
する。 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（３）在職者を対象とする職業訓練及び事

業主等との連携・支援の実施 
 
 
 

機構は、ものづくり分野において、企業
の中で中核的役割を果たしている者を対
象に、専門的知識及び技能・技術を習得さ
せる高度なものづくり訓練を実施する。  
さらに、職業能力開発促進センター、職業
能力開発大学校等に設置した生産性向上
人材育成支援センターにおいては、幅広
い分野の事業主からのデジタル人材やＤ
Ｘによる生産性向上に関する相談等に対
応するとともに、課題の解消に向けた適
切な職業訓練のコーディネート等の事業
主支援をこれまで以上に行う。具体的に
は以下を重点的に実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・在職者訓練受
講 者 数 を 、
65,000 人 以
上とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 

 
 

（３）在職者を対象とする職業訓練及び事業主等との連携・支援の 
実施 

 
 

 
・生産性向上に取り組む事業主団体及び事業主の方々が、従業員に
対して職業訓練を効果的に実施できるよう、職業能力開発促進セ
ンター及び能開大等に設置した生産性向上人材育成支援センタ
ーを拠点にして、都道府県労働局や地方公共団体、商工関係団体、
経済産業局、教育訓練機関、金融機関等と連携し、職業能力の開
発及び向上に関する相談・援助を実施した。 
また、生産性向上人材育成支援センターにＤＸ人材育成推進員を
配置し、中小企業におけるＤＸ人材の育成を以下のとおり推進し
た。 

 ⅰ人材育成プランの提案、職業訓練のコーディネート 
  - 在職者訓練 
  - 生産性向上支援訓練 
 ⅱ教育訓練の内容に応じた職業訓練指導員の派遣 
 ⅲ教育訓練等のための施設・設備貸与 等 
・生産性向上人材育成支援センターを拠点として、地域の事業主等
の人材育成ニーズ等に基づき、在職者の方々を対象とした、仕事
を遂行する上で必要なものづくりに関する専門的知識及び技能・
技術の向上を図るための短期間（２～５日程度）の職業訓練を実
施した。 
- 訓練コース数 
9,188コース（前年度実績 9,202コース） 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
「在職者訓練受講
者数」の達成度が
111.7％、「在職者
訓練利用事業主か
らの生産性向上等
につながった旨の
評価」の達成度が
101.8％、「ＤＸ、
ＧＸに対応した在
職者訓練コースの
受講者数」の達成
度が 167.9％、「生
産性向上人材育成
支援センター利用
事業所数」の達成
が 140.6％で あ
り、所期の目標を
達成又は上回る成
果が得られてい
る。評定の根拠と
して、 
①生産性向上人材
育成支援センタ
ー利用事業所数
並びに在職者訓
練受講者数及び
在職者訓練利用
事業主からの生
産性向上等につ
ながった旨の評
価の確保・向上
に係る取組につ
いて 

＜評定に至った理
由＞ 
在職者訓練受講

者数の確保及び在
職者訓練利用事業
主からの生産性向
上等につながった
旨の評価の向上に
係る取組として、
訓練終了時の受講
者アンケート結果
を「訓練カルテ」
に取りまとめ、指
導法等に関する評
価を分析し、その
改善方策を検討し
て訓練コースの改
善を図るととも
に、機構のスケー
ルメリットを活か
した施設間連携に
よるオンライン訓
練の実施など利用
者の様々なニーズ
に応じた利便性の
向上に取り組み、
「在職者訓練受講
者 数 」 が 目 標
（65,000人以上）
を上回る 72,599
人 （ 達 成 度
111.7％）となった
こと。また、「在職
者訓練利用事業主
からの生産性向上
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① ものづくりの分野にお
いて、ＤＸの加速化を見据
え、デジタル技術に対応し
た職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し等
を図ること。 
また、脱炭素化等に資す

る技術・技能等が習得でき
る職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し
等、機動的に対応するこ
と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① ものづくりの分野にお
いて、ＤＸの加速化を見据
え、デジタル技術に対応し
た職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し等
を図る。 
また、脱炭素化等に資す

る技術・技能等が習得でき
る職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し
等、機動的に対応する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① ものづくりの分野において、ＤＸの加
速化を見据え、デジタル技術に対応した
職業訓練コースの開発・充実、訓練内容の
見直し等を図る。 
また、脱炭素化等に資する技術・技能等

が習得できる職業訓練コースの開発・充
実、訓練内容の見直し等、機動的に対応す
る。 
そして、これらの訓練を積極的に実施

することで、中小企業等の人材育成ニー
ズを踏まえた人材の育成支援に取り組
む。 
なお、開発・充実、訓練内容の見直し等

に当たっては、ニーズ等の把握・分析、必
要となる知識、技能・技術の整理、職業訓
練コースの開発方針の検討などを行うた
め、職業訓練指導員等で構成する委員会
を設置する。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・ものづくりの
分 野 に お い
て、ＤＸの加
速 化 を 見 据
え、デジタル
技術に対応し
た職業訓練コ
ースや脱炭素
化等に資する
技術・技能等
が習得できる
職業訓練コー
スの開発・充
実、訓練内容
の見直し等を
行ったか。  

 
【指標】 
・ＤＸ、ＧＸに
対 応 す る た
め、職業訓練
カリキュラム

 - 受講者数 
72,599人（前年度実績 72,187人）  

・訓練の質の向上及び実績の確保に向けた取組を以下のとおり推進
した。 
- 生産性向上人材育成支援センターにおいて、企業の人材育成に
必要な支援を一貫して実施した。具体的には、生産性向上支援
訓練との一体的な広報を通じた様々な人材育成ニーズの掘り
起こし、受講歴のある企業への働きかけ、受講歴のない企業へ
の新規開拓を行った。 

- 生産性向上人材育成支援センター職員に向けたメールマガジ
ン「生産性センターＮｅｗｓ」の毎月の発行を通じた、業務実
績の進捗状況や全国の生産性向上人材育成支援センターにお
ける取組事例の共有などによる業務の質的向上に取り組んだ。 

- 人材育成ニーズ調査や訓練終了後の受講者・事業主に対してア
ンケート調査を行い、これらの結果を踏まえた訓練コースを設
定・実施した。 

- 事業主等の利便性向上のため、オンライン訓練を実施したほ
か、全国の訓練受講者に学科をオンラインで配信した後、全国
数か所の職業能力開発施設に集合して実技を行うなど、機構の
スケールメリットを活かした施設間連携によるオンライン訓
練も実施した。 

- 各施設に人材育成研究会を設置し、団体・業界が抱える人材育
成における課題を的確に把握するとともに、把握した課題の解
決に向けた訓練コースの開発・実施等までの支援を実施した。 

・職業訓練指導員で構成する在職者訓練カリキュラム等検討委員会
において、人材育成ニーズ調査等の結果を踏まえ、在職者訓練の
モデルカリキュラムの開発等を行った。 

【モデルカリキュラムの開発実績】 
- 開発コース数 10コース（前年度実績 16コース） 
 
 

① ＤＸ、ＧＸに対応した在職者訓練コースの開発等 
・ＤＸの加速化に対応した訓練コース（ＤＸ対応コース）及び脱炭
素化に資する訓練コース（ＧＸ対応コース）を在職者訓練で実施
した（ＤＸ、ＧＸの実績は全体実績の内数。）。 
- 訓練コース数 
996コース（前年度実績 962コース） 

 - 受講者数 
6,717人（前年度実績 6,553 人） 

・ものづくり分野におけるＤＸ対応コース及びＧＸ対応コースの開
発に以下のとおり取り組んだ。 
- ＤＸにつながる技術（ＡＩ、ＩｏＴ、クラウド、ドローン等）、
その他のデジタル技術（インフラ構築・運用、システム開発等）
を活用し、システム及びデータ管理、業務効率化及び業務管理、
組織構造の最適化に対応できる人材を育成するＤＸ対応コー
スを５コース開発した。 

- ＧＸにつながる技術（再生可能エネルギー、次世代電池等）を
活用し、エネルギーの効率化とクリーンテクノロジーへの対
応、持続可能な製品と資源管理、環境マネジメントとリスク管
理に対応できる人材を育成するＧＸ対応コースを５コース開
発した。 

- ＤＸ対応訓練用機器を用いた訓練カリキュラム、訓練教材（テ
キスト、実習課題、指導案）等を開発した。 

 

【質的な取組】 
・在職者訓練につ
いては訓練終了
時の受講者アン
ケート結果を
「訓練カルテ」
に取りまとめ、
指導法や訓練教
材、現場におけ
る役立ち度等に
関する評価を分
析し、その改善
方策を検討して
訓練コースの改
善を図るととも
に、生産性向上
支援訓練につい
ても、社会経済
動向に基づくニ
ーズやアンケー
ト結果等を踏ま
えたコース開
発・改善を図る
など、訓練の質
の確保・向上に
向け、不断の見
直し・改善に取
り組んだほか、
生産性向上人材
育成支援センタ
ー職員向けのメ
ールマガジンを
発行し、全国の
生産性向上人材
育成支援センタ
ーにおける取組
事例の共有を行
うこと等によ
り、業務の質的
向上に取り組ん
だこと。この結
果、事業主から
の生産性向上等
につながった旨
の評価は、在職
者訓練について
は 91.6％とな
ったほか、生産
性向上支援訓練
90.0％、受講者
の満足度は、在
職 者 訓 練
99.3％、生産性
向上支援訓練

等につながった旨
の評価」が目標
（90％以上）を上
回る 91.6％（達成
度 101.8％）とな
ったことは評価で
きる。 
ＤＸ、ＧＸに対

応した在職者訓練
コースの受講者数
の確保に係る取組
として、地域の事
業主団体等へのヒ
アリング調査によ
り、ＤＸにつなが
るデジタル技術に
対応できる人材育
成ニーズや、脱炭
素化等に向けた取
組状況等を把握
し、結果を分析し
た上で、訓練の質
の確保・向上に向
けた訓練コースの
開発等に取り組
み、「ＤＸ、ＧＸに
対応した在職者訓
練コースの受講者
数」が、目標（4,000
人以上）を上回る
6,717 人（達成度
167.9％）となった
ことは評価でき
る。 
生産性向上人材

育成支援センター
利用事業所数の確
保に係る取組とし
て、上記の取組の
ほか、在職者訓練
と生産性向上支援
訓練の一体的な広
報による様々な人
材育成ニーズの掘
り起こしや受講歴
のある企業への働
きかけ等の積極的
な広報活動の実施
に取り組んだこと
に加え、生産性向
上支援訓練におい
て、ｅラーニング
による受講が可能
なサブスクリプシ
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② 在職者訓練の効果を客
観的に把握する観点から、
受講者が習得した能力の
職場での活用状況につい
て確認すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 中小企業等の人材育成
に関する相談支援から、課
題に合わせた人材育成プ
ランの提案、生産性向上支
援訓練等の実施まで、必要
な支援を一貫して行う。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 在職者訓練の効果を客
観的に把握する観点から、
受講者が習得した能力の
職場での活用状況につい
て確認する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ あらゆる産業分野の中
小企業等の生産性向上に
資するため、中小企業等の
人材育成に関する相談支
援から、課題に合わせた人
材育成プランの提案、生産
性向上支援訓練等の実施
まで、必要な支援を一貫し
て行う。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 職業訓練コースの受講を指示した事業
主等に対して、受講者が習得した能力の
職場での活用状況について確認する。 
なお、活用状況の確認と併せて、事業主

等の人材育成ニーズや受講者からの意見
等をアンケート調査により把握すること
で、訓練カリキュラム等の改善を行い、訓
練の質の向上に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ あらゆる産業分野の中小企業等の生産
性向上に資するため、中小企業等の人材
育成に関する相談支援から、課題に合わ
せた人材育成プランの提案、生産性向上
支援訓練等の実施まで、必要な支援を一
貫して行う。 
なお、生産性向上支援訓練においては、

生産・業務プロセスの改善、組織マネジメ
ント等に関する知識、ＩＴによる業務改
善に関する知識を習得させる職業訓練コ
ースや中高年齢層向けの 70 歳までの就
業機会の確保に資する職業訓練コースを
実施する。 

の見直し・開
発等を必要と
する在職者訓
練コースの受
講 者 数 を 、
4,000 人以上
とする。 

 
 
【指標】 
・在職者訓練を
利用した事業
主における企
業の生産性向
上等につなが
った旨の評価
を、90％以上
とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・中小企業等の
ニーズを踏ま
えて、カリキ
ュラムモデル
の継続的な開
発と内容の見
直しを行った
か。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
② アンケート結果の把握・分析、業務の質の向上への取組 
・在職者訓練の業務の質の向上を図るため、訓練コースの受講を指
示した事業主に対して、生産性向上等につながったか（受講者が
学んできた技能・技術及び専門的知識は、事業所の生産性向上や
現場力の強化につながっているか）を内容とするアンケート調査
等を実施した。 
また、受講者に対しても能力向上につながったかを内容とするア
ンケート調査等を実施した。 
- 事業主の回答 
91.6％（前年度実績 94.2％） 
内訳「大いにつながった」30.6％（前年度実績 39.0％） 

「多少つながった」 61.0％（前年度実績 55.2％） 
【主な生産性向上等につながった理由（複数回答可）】 
「専門性の向上」87.9％* 
「仕事の範囲の幅の拡大」78.7％* 

*令和７年度からアンケートの設問を変更 
- 有効回答事業所数 11,730事業所（前年度実績 11,100事業

所） 
※令和７年 12月末までに実施した訓練コースの実績である 
こと。 

- 受講者の回答    
99.3％（前年度実績 99.2％） 
内訳「大変役に立った」58.5％（前年度実績 57.7％） 

「役に立った」    40.8％（前年度実績 41.5％） 
【主な役に立った理由（複数回答可）】 
「新たな知識及び技能・技術が身についた」65.5％（前年度実
績 65.7％） 

「専門的な知識及び技能・技術が深まった」59.6％（前年度実
績 58.8％） 

- 有効回答受講者数 67,344 人（前年度実績 67,011人） 
 
 
③ 生産性向上支援訓練の実施 
・あらゆる産業分野の中小企業等を対象として、人材育成に関する
相談支援から、課題に合わせた人材育成プランの提案、生産性向
上支援訓練等の実施まで、必要な支援を一貫して行うとともに、
訓練を全国で均質に実施するための基盤となるカリキュラムモ
デル（ＤＸに対応できる人材育成等を支援するための手法・知識
を習得させるためのカリキュラムモデル等）を継続的に開発・整
備した。 

・訓練の実施に当たっては、個別企業の課題に合わせてカリキュラ
ムモデルをカスタマイズするオーダーコースを中心に、規模の小
さな企業でも利用しやすいオープンコースも展開した。 
また、関係機関や機構内の他業務と連携を行い、生産性向上支援
訓練（70歳までの就業機会の確保に資する中高年齢層向けの訓練

98.8％となり高
い評価を得るこ
とができたこ
と。 

【困難な状況への
対応】 

・社会全体で学
び・学び直しの
促進や生産性向
上といった課題
に対応するた
め、在職者訓練
及び生産性向上
支援訓練を通じ
た事業主・在職
者への支援の充
実が要請されて
いる。そのため
生産性向上人材
育成支援センタ
ーの認知度不足
などにより、支
援を必要とする
事業主等へのサ
ービスの提供が
未だ十分でない
との指摘もある
ことから、在職
者訓練と生産性
向上支援訓練の
一体的な広報に
よる様々な人材
育成ニーズの掘
り起こし、受講
歴のある企業へ
の働きかけ、受
講歴のない企業
の新規開拓とい
った積極的な広
報活動を通じ、
生産性向上人材
育成支援センタ
ーの利用事業所
数の拡充に取り
組んだこと。ま
た、事業主への
施設設備貸与
や、事業所への
職業訓練指導員
の派遣による教
育訓練の実施等
を通じ、事業主
が実施する教育
訓練の支援にも

ョン型訓練を実施
するなど、利用者
の様々なニーズに
応じた利便性の向
上に取り組み、「生
産性向上人材育成
支援センター利用
事業所数」が目標
（42,000 事業所
以上）を上回る
59,060事業所（達
成度 140.6％）と
なったことは評価
できる。 
以上、所期の目

標を達成し、かつ、
困難度「高」と設
定されていること
から、評定をＡと
した。 

 
＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方法＞ 
引き続き、企業

の人材育成ニーズ
やＤＸ、ＧＸへの
対応を踏まえた在
職者訓練のカリキ
ュラムの開発・見
直しに取り組むと
ともに、在職者訓
練等の受講歴がな
い企業の新規開拓
に取り組むこと等
により、生産性向
上人材育成支援セ
ンターにおいて実
施する在職者訓練
等の潜在需要の掘
り起こしを図る必
要がある。 
加えて、第 12次

職業能力開発基本
計画に基づき、中
小企業・小規模事
業者等の経営支援
を行うよろず支援
拠点等と連携した
支援を実施すると
ともに、事業戦略
を踏まえて人材戦
略を立てる企画段
階から経営者等に
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④ 事業主等との連携によ
る職業訓練カリキュラム
の開発や職業訓練の実施、
その求めに応じた職業訓
練指導員の派遣、施設設備
の貸与、訓練ノウハウ・情
報の提供等を行うなど、事
業主等が効果的に職業訓
練を実施できるよう、連
携・支援を行うこと。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 事業主等との連携によ
る職業訓練カリキュラム
の開発や職業訓練の実施、
その求めに応じた職業訓
練指導員の派遣、施設設備
の貸与、訓練ノウハウ・情
報の提供等を行うなど、事
業主等が効果的に職業訓
練を実施できるよう、連
携・支援を行う。 

 

また、中小企業等のＤＸを推進するた
め、ＩｏＴ、クラウド、ＡＩ等の新しいデ
ジタル技術を含む職業訓練コースを拡充
し、ＤＸに対応できる人材の育成等を支
援する。 
さらに、中小企業等の多様な人材育成

ニーズに対応するため、全国の生産性向
上人材育成支援センターで把握したニー
ズ等を踏まえ、カリキュラムモデルの継
続的な開発や内容の見直しを行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 事業主等と連携して訓練カリキュラム
を開発し、訓練を実施する。 
また、事業主等が効果的に職業訓練を

実施できるよう、事業主等が実施する職
業訓練等について、職業訓練指導員の派
遣及び施設設備の貸与、訓練に関するノ
ウハウ・情報の提供、人材育成上の課題解
決のための相談・支援を行う。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・生産性向上人
材育成支援セ
ンターを利用
して生産性向
上等に取り組
んだ事業所数
を、42,000事
業所以上とす
る。 

 

コース（ミドルシニアコース）、ＤＸの推進に資する人材の育成を
支援する訓練コース（ＤＸ対応コース））を積極的に周知・広報し、
広く受講者を確保した結果、以下の実績となった。 
- 訓練コース数 
5,957コース（前年度実績 5,677コース） 

- 受講者数 
72,645人（前年度実績 70,951人） 
うち 70 歳までの就業機会の確保に資する中高年齢層向けの訓
練コース（ミドルシニアコース） 

- 訓練コース数 
772コース（前年度実績 788 コース） 

- 受講者数 
10,770人（前年度実績 11,223人） 
うちＤＸの推進に資する人材の育成を支援する訓練コース（Ｄ
Ｘ対応コース） 

- 訓練コース数 
1,939コース（前年度実績 1,442コース） 

- 受講者数 
20,799人（前年度実績 16,609人） 

・これらのコースのうち事業主等の利便性向上に資するため、オン
ラインによる訓練コースを以下のとおり実施した。 
- オンラインによる訓練コース数 
465コース（前年度実績 457 コース） 

- 受講者数 
7,211人（前年度実績 7,390 人） 

・サブスクリプション型生産性向上支援訓練にＤＸ対応コースを追
加し、ＤＸ人材の育成を課題としている中小企業等のニーズに対
応した。 
- 訓練コース数 
 551ース（前年度実績 328コース） 
- 受講者数 

  2,374人（前年度実績 1,969 人） 
 
 
④ 生産性向上人材育成支援センターの取組・積極的展開 
・中小企業等の生産性向上に向けた人材育成の総合窓口として、関
係機関等との連携による効率的広報、従来の利用者以外への幅広
い周知、業務の垣根を超えた連携によるシナジーの発揮等の取組
により積極的にサービスを展開した。 
生産性向上人材育成支援センター内に中小企業等ＤＸ人材育成
支援コーナーを設置し、中小企業等の「デジタル対応に係る人材
育成上の悩み」に対応するための訓練コーディネート等を実施し
た。 
こうした取組の結果、以下の実績となった。 
- 生産性向上人材育成支援センターを利用して生産性向上に取り
組んだ事業所数 59,060事業所（前年度実績 59,616事業所） 

 
○事業主等が行う職業訓練への支援 
・事業主等が従業員に行う職業訓練が効果的に実施されるよう、職
業訓練指導員の派遣や施設設備の貸与等を実施するとともに、事
業主等からの相談において、訓練に関するノウハウについての要
望があった場合や民間教育訓練機関等が行う教育訓練コースの
受講の要望があった場合には、必要な情報の提供等の支援を行っ
た。 

取り組んだこ
と。 

・在職者訓練にお
いては機構のス
ケールメリット
を活かした施設
間連携によるオ
ンライン訓練等
を実施するとと
もに、生産性向
上支援訓練にお
いては、ｅラー
ニングによる受
講が可能なサブ
スクリプション
型訓練を実施す
るなど、利用者
の様々なニーズ
に応じた利便性
の向上に取り組
んだこと。 

②ＤＸ、ＧＸに対
応した在職者訓
練コースの受講
者数の確保に係
る取組について 

【質的な取組】 
・数値目標（指標）
を達成しただけ
でなく、地域の
事業主団体や企
業等へのヒアリ
ング調査によ
り、ＤＸにつな
がるデジタル技
術に対応できる
人材育成ニーズ
のほか、脱炭素
化等に向けた取
組状況等を把握
し、それらの結
果を分析した上
で、訓練の質の
確保・向上に向
けた訓練コース
の開発等に取り
組んだこと。 

【困難な状況への
対応】 

・ものづくり分野
の人手不足等を
要因とした労働
生産性の向上に
資するための職

アドバイスをする
等の伴走支援を推
進する必要があ
る。 

 
＜その他の事項＞ 
なし。 
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- 訓練延べ人員 
243,326人（前年度実績 256,919人） 
うち指導員派遣による訓練延べ人員 
65,433人（前年度実績 71,638人） 

指導員の派遣数 
3,641人（前年度実績 2,995人） 

うち施設設備貸与による訓練延べ人員 
177,893人（前年度実績 185,281人） 

施設設備の貸与件数  
9,865件（前年度実績 10,068件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業訓練が社会全
体で求められて
いることに加
え、ＤＸ、ＧＸ
といった大きな
変革に伴い、企
業の競争優位性
に資するより高
度なものづくり
人材の育成等が
必要とされる
中、人材ニーズ
等調査などを通
じて社会や技術
動向を日々キャ
ッチアップし、
ものづくり分野
におけるＤＸ対
応コース、ＧＸ
対応コースを新
たに 10 コース
開発し、計 361
コース整備した
こと。また、MES
（製造実行シス
テム）等のＤＸ
対応訓練用機器
を用いた訓練カ
リキュラム、訓
練教材（テキス
ト、実習課題）
等を開発するこ
とを通じて、中
小企業等の着実
な事業展開に資
する生産性や技
能・技術の向上
に対応した在職
者訓練の実施に
向け取り組んだ
こと。 

・職業訓練指導員
がＤＸに対応し
たより実践的な
訓練を指導でき
るよう、「ＤＸリ
テラシー研修」、
「データ利活用
基礎研修」を実
施するととも
に、「ＧＸリテラ
シー研修」を試
行的に実施する
など、訓練の質
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を高めたほか、
知識等の共有を
図ることを通じ
て、中小企業等
の生産性の向上
や着実な事業展
開の推進に貢献
するよう取り組
んだこと。 

以上、重要度・困
難度が設定されて
いる項目におい
て、これらの実績
を挙げたことを踏
まえ、評定をＡと
する。 
 
＜課題と対応＞ 
・ＤＸの加速化や

2050 年カーボ
ンニュートラ
ルに向け、Ｄ
Ｘ、ＧＸの取組
の推進に対応
する人材の確
保・育成が重要
であるため、中
小企業等のＤ
Ｘ、ＧＸ人材の
育成に取り組
む事業主に対
して、ＤＸ、Ｇ
Ｘにつながる
デジタル技術
等を活用した
在職者訓練コ
ースの開発・実
施に取り組む
必要がある。 

・ものづくり分野
に限らず、あら
ゆる産業分野
の中小企業等
の生産性向上
を支援するた
め、生産性向上
支援訓練の利
用企業や受講
者の拡大を図
るとともに、中
小企業等の多
様な人材育成
ニーズに応え
ることができ
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＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・地域の事業主団体や企業等へのヒアリング調査（全国約 3,400事
業所）を行い、ＤＸにつながるデジタル技術に対応できる人材育
成、脱炭素化等の実現に向けた取組等を踏まえた当該調査結果の
分析を行った上で、企業の人材育成ニーズに対応した訓練カリキ
ュラムの開発・見直しを行うとともに、実施したコースごとに受
講者及び事業主に対するアンケート調査を実施し、地域のニーズ
に即したカリキュラムとなるよう随時見直しを行った。 

・生産性向上人材育成支援センターにおいて、在職者訓練と生産性
向上支援訓練の一体的広報や在職者訓練等の受講歴がない企業
の新規開拓に取り組むこと等により、在職者訓練等の潜在的需要
の掘り起こしに努めた。 

 
 

るよう、カリキ
ュラムモデル
の継続的な開
発・整備を行
い、生産性向上
支援訓練とし
て実施する必
要がある。ま
た、70歳までの
就業機会の確
保に資する中
高年齢層向け
の訓練コース
やＤＸの推進
に資する人材
の育成を支援
する訓練コー
スを展開し、引
き続き利用企
業や受講者の
拡大を図ると
ともに、カリキ
ュラムモデル
の継続的な開
発・整備を行う
必要がある。 

 

４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・生産性の向上は、中小企業経営においては、喫緊の課題であり、それらを後押ししている各種訓練における目標を達成したことは、今後のものづくり分野においても必ず良い影響がでると感じている。特に、コーディネート等の実施

は達成率 140.6％、DX・GX受講者達成率は 167.9％となっている点が評価できる。受講者数が大幅に増加したのは素晴らしい。 

・過去の実績からみると、42,000事業所という目標値は低いという見方もできること、地域経済・地域産業の課題を踏まえた重点業種の設定を行うなどにより幅広い業種に実施していただきたいこと。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４－４  職業能力開発業務に関する事項－職業訓練指導員の養成、職業訓練コースの開発、国際協力の推進等 

業務に関連する

政策・施策 
Ⅵ－１－１ 公共職業訓練の推進、事業主等や労働者の自発的な取組による職業能力開発等を推進すること 

当該事業実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構法第１

４条第１項第７号 

当該項目の重要

度、困難度 
－ 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

   

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

職業訓練指導員養成課程
修了者数（計画値） 

500人以上 － 100 人以上 100人以上 100人以上   
  

予算額（千円） 60,196,996 64,358,929 68,217,797   

 
 

職業訓練指導員養成課程
修了者数（実績値） 

－ 104人 119人 109人 120人   
  

決算額（千円） 54,220,479 59,163,496 63,111,035   

 
 

達成度 － － 119.0％ 109.0％ 120.0％   
  

経常費用（千円） 52,237,738 56,536,103 58,589,275   

 
 

スキルアップ訓練の受講
者数（計画値） 

25,000人 
以上 

－ 
5,000人 
以上 

5,000人以
上 

5,000人以
上 

  
  

経常利益（千円） 1,744,159 757,430 705,055   

 
 

スキルアップ訓練の受講
者数（実績値） 

－ 5,390人 6,158人 5,638人 5,990人   
  

行政コスト（千円） 54,269,436 59,009,899 61,480,916   

 
 達成度 － － 123.2％ 112.8％ 119.8％   

  
従事人員数（人） 2,732 2,722 2,708   

職業能力開発総合大学校
の調査・開発成果に係る外
部評価の合計点数の平均
（計画値） 

５点以上 － ５点以上 ５点以上 ５点以上   

 

      

 

職業能力開発総合大学校
の調査・開発成果に係る外
部評価の合計点数の平均
（実績値） 

－ － 6.00点 5.33点 5.67点   

 

    

 

  

 達成度 － － 120.0％ 106.7％ 113.3％   
 

       

注）職業能力開発勘定における数値を記載。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
 

 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
「職業訓練指導員

＜評定に至った
理由＞ 
自己評価書の
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項 
 
 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（４）職業訓練指導員の養

成、職業訓練コースの
開発、国際協力の推進
等 

 
全国の職業能力開発施

設において、職業訓練指
導員が不足する中で、質
の高い職業訓練指導員を
安定的に確保するため、
職業能力開発総合大学校
において、職業訓練指導
員の養成、能力の向上を
推進すること。そのほか、
職業訓練コースの開発、
国際協力の推進等に取り
組む。具体的には以下を
実施すること。 

 
 
 
 
 
① 国、都道府県等と連携
し、職業訓練指導員の養
成課程を効果的に運用す
るとともに、職業訓練指
導員に関する広報の充実
を通じて、幅広い層から
職業訓練指導員を確保す
ること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を達成するためとるべき
措置 

 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（４）職業訓練指導員の養

成、職業訓練コースの
開発、国際協力の推進
等 

 
職業能力開発総合大学

校において、職業訓練指
導員の養成、能力の向上
を推進する。そのほか、職
業訓練コースの開発、国
際協力の推進等に取り組
む。具体的には以下を実
施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 国、都道府県等と連携
し、職業訓練指導員の養
成課程を効果的に運用す
るとともに、職業訓練指
導員に関する広報の充実
を通じて、幅広い層から
職業訓練指導員を確保す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（４）職業訓練指導員の養成、職業訓練コ

ースの開発、国際協力の推進等 
 
 
 

職業能力開発総合大学校において、職
業訓練指導員の養成、能力の向上を推進
する。そのほか、職業訓練コースの開発、
国際協力の推進、オンライン訓練の実施
等に取り組む。具体的には以下の取組を
実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 国、都道府県等と連携し、職業訓練指
導員の養成課程を効果的に運用するとと
もに、職業訓練指導員に関する広報の充
実を通じて、幅広い層から職業訓練指導
員を確保する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・職業訓練指導
員養成課程修
了者数を、100
人 以 上 と す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（４）職業訓練指導員の養成、職業訓練コースの開発、国際協力の推進

等 
 
 
 
・職業訓練指導員の養成及び能力の向上を推進するため、職業能力開
発総合大学校（東京都小平市）において、「技能習得の指導」、「訓練
コーディネート」、「キャリアコンサルティング」及び「就職支援」等
の幅広い能力を有する人材を養成するための課程(指導員養成訓練）
に加え、指導員の専門性の拡大・レベルアップ等を図るための研修
課程（指導員技能向上訓練（スキルアップ訓練））も実施した。 

・効果的・効率的な職業訓練の実施に資するため、厚生労働省と機構
との協議により選定したテーマについて、機構内外の知見を持ち寄
り調査・開発を実施し、都道府県、民間教育訓練機関等への情報提
供を行った。また、民間教育訓練機関における教育訓練サービスの
質向上に向けた支援を実施した。 

・国際協力を推進するため、国、国際協力機構（ＪＩＣＡ）等からの要
請を受けて、開発途上国等からの研修員受入れや指導員の海外派遣
等を実施した。 

・指導員養成課程及び研修課程においてカリキュラムを精査し、オン
ライン訓練を実施した。 

 
 
① 職業訓練指導員の養成 
・対象者に応じて職業訓練指導員に必要な技能・能力を習得するため
の指導員養成訓練を以下のとおり実施した。 
- 職業訓練指導員養成課程修了者数 

  120人（前年度実績 109人）  
指導員養成課程 

   - 指導力習得コース 
    80人（前年度実績 59人） 
   - 訓練技法習得コース 
    14人（前年度実績７人） 
   - 訓練技法・技能等習得コース 
    ８人（前年度実績５人） 
   - 実務経験者訓練技法習得コース 
    13人（前年度実績 30人） 
   - 職種転換コース 
    ３人（前年度実績３人） 

高度養成課程 
   - 職業能力開発研究学域 
    ５人（うち指導員免許を新規に取得可能となる者２人）（前年

度実績 12 人（うち指導員免許を新規に取得可能となる者５
人）） 

・各種競技大会において、厚生労働省と連携し、職業訓練指導員として
働くことの魅力発信を目的とした広報ブースの設置、競技会参加者
等に対する広報を実施した。 

・全国３か所の職業能力開発促進センターを会場とし、職業訓練指導

養成課程修了者
数」の達成度が
120.0％、「スキル
アップ訓練の受講
者数」の達成度が
119.8％、「職業能
力開発総合大学校
の調査・開発成果
に係る外部評価の
合計点数の平均」
の 達 成 度 が
113.3％であり、所
期の目標を達成又
は上回る成果が得
られている。評定
の根拠として、 
①職業訓練指導員
養成課程修了者
数の確保に係る
取組について 

【質的な取組】 
・技能習得の指
導、訓練コーデ
ィネート、キャ
リアコンサルテ
ィング、問題発
見解決力等、職
業訓練指導員と
して必要となる
要素を付与する
多様な訓練を実
施し、職業能力
開発総合大学校
総合課程の学生
を始め職業能力
開発大学校応用
課程修了者や一
般大学等修了
者、都道府県、民
間企業の各種資
格保持者等を対
象とした指導員
養成課程の実施
を通じ、職業訓
練の現場で活躍
する質の高い職
業訓練指導員の
養成に取り組ん
だこと。 

【困難な状況への
対応】 

・少子化に伴い入
校者の確保が困
難な状況に加

「Ｂ」との評価
結果が妥当であ
ると確認でき
た。 
 
＜指摘事項、業
務運営上の課題
及び改善策＞ 
職業訓練指導

員については、
人材不足が課題
となっているこ
とから、 全国唯
一の職業訓練指
導員養成機関と
して、引き続き
総合課程の入校
者確保及び指導
員養成課程修了
者の安定的な輩
出に取り組む必
要がある。 
また、ＤＸや

ＧＸ等の技術革
新や産業構造の
変化に対応でき
る人材を育成す
るため、職業訓
練指導員に求め
られる能力を的
確に把握し、指
導員養成訓練及
びスキルアップ
訓練の見直し・
充実に取り組む
必要がある。 
加えて、職業

訓練に関する調
査・開発につい
ては、外部評価
において目標を
上回る評価を得
ているところで
あるが、政策的
必要性の高い分
野に係る成果物
の質を引き続き
確保するととも
に、成果物の活
用及び都道府
県、民間教育訓
練機関等への普
及・発信方法に
ついて工夫し、
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② 職業訓練指導員の技能
向上を図る研修課程（ス
キルアップ訓練）のコー
ス内容や実施方法等の充
実を図るとともに、各種
技能競技大会やＯＤＡ
（政府開発援助）事業等
への職業訓練指導員の派
遣等を通じた人材育成や
能力向上を推進するよう
努めること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 企業と連携して、最新
技術等に対応できる任期
付き等の職業訓練指導員
の活用に努めること。 

 
 
 
 
④ 政策的必要性の高い分
野を中心に、職業訓練コ
ースの開発、人材ニーズ
の把握、キャリア形成の
過程の把握及び職業訓練
技法の開発等効果的・効
率的な職業訓練の実施に
資する調査・開発を実施
するとともに、その成果
を民間教育訓練機関、都
道府県等に提供する等、
普及の強化に取り組むこ
と。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
② 職業訓練指導員の技能
向上を図る研修課程（ス
キルアップ訓練）のコー
ス内容や実施方法等の充
実を図るとともに、各種
技能競技大会やＯＤＡ
（政府開発援助）事業等
への職業訓練指導員の派
遣等を通じた人材育成や
能力向上を推進するよう
努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 企業と連携して、最新
技術等に対応できる任期
付き等の職業訓練指導員
の活用に努める。 

 
 
 
 
④ 政策的必要性の高い分
野を中心に、職業訓練コ
ースの開発、人材ニーズ
の把握、キャリア形成の
過程の把握及び職業訓練
技法の開発等効果的・効
率的な職業訓練の実施に
資する調査・開発を実施
するとともに、その成果
を民間教育訓練機関、都
道府県等に提供する等、
普及の強化に取り組む。 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
② 職業訓練指導員の技能向上を図る研修
課程（スキルアップ訓練）について、ＤＸ
に対応した職業訓練を実施するために必
要な技能・技術を習得する研修コースを
充実させる。また、職業能力開発総合大学
校等において実施するレディメイド型研
修のほか、都道府県等からの要望に応じ
た内容、実施場所とするオーダーメイド
型研修を実施する。 

  研修実施方法等について、集合、オン
ラインのほか、集合とオンラインを組み
合わせたハイブリッド型の研修など、充
実を図る。 
また、各種技能競技大会やＯＤＡ（政府

開発援助）事業等への職業訓練指導員の
派遣等を通じた人材育成や能力向上を推
進するよう努める。 

 
 
 
 
③ 企業と連携して、最新技術等に対応で
きる任期付き等の職業訓練指導員の活用
に努める。 

 
 
 
 
 
④ 政策的必要性の高い分野を中心に、職
業訓練コースの開発、人材ニーズの把握、
キャリア形成の過程の把握及び職業訓練
技法の開発等効果的・効率的な職業訓練
の実施に資する調査・開発を、機構内外の
知見を持ち寄り実施する。また、成果につ
いて、民間教育訓練機関、都道府県等に提
供する等、普及の強化に取り組む。 
令和７年度については、同年度中に完

了する「技能のカン・コツを見える化した
デジタル教材及び訓練手法の開発」等の
テーマを対象に、職業能力開発業務に携
わる外部の有識者による評価を行い質の
担保を図る。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・ＤＸに対応し
た職業訓練の
実施に必要な
技能・技術を
習得する研修
コースの充実
等 を 行 っ た
か。 

 
【指標】 
・職業訓練指導
員の技能向上
を図る研修課
程（スキルア
ップ訓練）の
受講者数を、
5,000 人以上
とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・政策的必要性
の高い分野を
中心に、効果
的・効率的な
職業訓練の実
施に資する調
査・開発を行
い、その成果
の普及の強化
に取り組んだ
か。 

 
【指標】 
・職業能力開発
総合大学校の
調査・開発成
果に係る外部
評価の合計点
数の平均につ

員として働くことの魅力・やりがい等、全国唯一の職業訓練指導員の
養成機関である職業能力開発総合大学校の魅力を発信するための説
明会を実施した。 

 
 
② 職業訓練指導員の技能向上を図る研修 
・職業訓練指導員の専門性の拡大、レベルアップ等を図るための研修
課程（指導員技能向上訓練（スキルアップ訓練））について、ＤＸ、
ＧＸ等の職業能力開発に関するニーズを的確に捉えた研修の充実・
見直しを図った。また、オンライン研修の実施や都道府県等に対する
広報の取組を強化した。 
- 職業訓練指導員の技能向上を図る研修課程（スキルアップ訓練）
受講者数 
5,990人（前年度実績 5,638 人） 
（内訳） 
- 都道府県  1,745人(前年度実績 1,893人) 
- 民間企業等  952人(前年度実績 475人) 
- 機構    3,293人(前年度実績 3,270人) 

   うちＤＸ、ＧＸ対応コース  1,854人（前年度実績 1,523人） 
うち通信活用型研修     2,329人（前年度実績 2,081人） 

   うちオンライン研修     1,328人（前年度実績 1,245人） 
    
・各種技能競技大会やＯＤＡ事業等への職業訓練指導員の派遣等を実
施し、人材育成や能力向上の推進に努めた。 

 
 
③ 任期付き等の職業訓練指導員の活用 
・社会のニーズに機動的に対応できる指導員体制を実現する観点から、
最新技術等に対応できる職業訓練指導員を民間企業から任期付き等
で雇用し、積極的に活用した。 
- 令和７年度末現在の任期付き等の職業訓練指導員の人数５人 

  （前年度実績８人） 
 
 
④ 職業訓練の実施に資する調査・開発 
・政策的必要性の高い分野を中心に、厚生労働省と機構との協議によ
りテーマを選定の上、機構内外の知見を持ち寄り、調査・開発を実施
した。  
- 技能のカン・コツを見える化したデジタル教材及び訓練手法の開
発 

- 職業訓練指導員講習のデジタル対応に係る調査及び教材開発 
- ＧＸ、ＤＸ訓練の推進のためのＢＩＭ教材の開発及び訓練技法の
開発 

- 航空機分野における職業能力開発体系の整備 
- 持続可能な社会の実現に向けた職業訓練のあり方に関する調査研
究 

- 障害者訓練受講者の定着状況等に関する調査研究 
- ＤＸ時代における職務別職業能力体系の整備  

・令和７年度に終了した３テーマについては、職業能力開発業務に携
わる外部の有識者による評価を行い質の担保を図った。外部評価委
員の評価合計の平均点は5.67点（６点満点）。（前年度実績5.33点） 

- 技能のカン・コツを見える化したデジタル教材及び訓練手法  

 の開発 

  評価結果：計６点 

え、職業訓練指
導員の人材不足
が懸念される
中、職業能力開
発総合大学校は
全国唯一の職業
訓練指導員の養
成機関であるこ
とから、指導員
養成訓練修了者
の大部分を占め
る指導力習得コ
ースの対象者と
なる総合課程の
入校者を確保す
るとともに、円
滑に進級・修了
できるよう、日
頃から学生に対
してきめ細かな
サポートに取り
組んだほか、指
導力習得コース
は希望する学生
のみが受講対象
となることか
ら、職業訓練指
導員の仕事の魅
力を発信するな
ど、１年次から
段階的に指導員
就職に対する意
識醸成に取り組
んだこと。また、
各種競技会にお
いて職業訓練指
導員として働く
ことの魅力を伝
えるための広報
ブースを出展
し、職業訓練指
導員の認知度向
上に努めたこ
と。 

②スキルアップ訓
練の受講者数の
確保に係る取組
について 

【質的な取組】 
・数値目標（指標）
を達成しただけ
でなく、クラウ
ドを活用した２
次元・３次元 CAM

その成果が広く
活用されるよう
取り組む必要が
ある。 
 
＜その他事項＞ 
なし。 
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⑤ 国、関係機関（ＪＩＣ
Ａ）等の委託又は依頼を
受けて、開発途上国から
の研修生の受入れ等を実
施すること。 

 
 
 
 
 
 
 
⑥ 国及び都道府県が開催
する地域職業能力開発促
進協議会の議論を踏まえ
た職業訓練コースの設定
等に努めるとともに、訓
練受講後に安定的な就
業、長期的な就業につな
がる観点からカリキュラ
ムの開発等を進めていく
こと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
⑦ 職業能力開発業務の円
滑な運営を図るため、機
構法第 11 条に基づき機
構に設置される運営委員

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 国、関係機関（ＪＩＣ
Ａ）等の委託又は依頼を
受けて、開発途上国から
の研修生の受入れ等を実
施する。 

 
 
 
 
 
 
 
⑥ 国及び都道府県が開催
する地域職業能力開発促
進協議会の議論を踏まえ
た職業訓練コースの設定
等に努めるとともに、訓
練受講後に安定的な就
業、長期的な就業につな
がる観点からカリキュラ
ムの開発等を進めてい
く。 

 
 
 
 
 
 
 
 
⑦ 機構本部に設置した労
働者を代表する者、事業
主を代表する者及び職業
能力開発業務の適正な運

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 国、関係機関（ＪＩＣＡ）等の委託又は
依頼を受けて、開発途上国からの研修生
の受入れ等を実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥ 国及び都道府県が開催する地域職業能
力開発促進協議会の議論を踏まえた職業
訓練コースの設定等に努めるとともに、
訓練受講後に安定的な就業、長期的な就
業につながる観点からカリキュラムの開
発等を進めていく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑦ 機構本部に設置した労働者を代表する
者、事業主を代表する者及び職業能力開
発業務の適正な運営に必要な学識経験を
有する者から構成する運営委員会を開催

いて５点以上
を得ること。
〔採点方法：
調査・開発テ
ーマごとに３
人の外部評価
委員がそれぞ
れ、評価の視
点を満たして
いるかを判断
し、その結果
により、優れ
て い る ＝ ２
点、やや優れ
て い る ＝ １
点、劣ってい
る＝０点で評
価〕 

 
 
＜評価の視点＞ 
・国、関係機関
（ＪＩＣＡ）
等の委託又は
依頼を受けて
開発途上国か
らの研修生の
受入れ等を実
施したか。 

 
 
 
＜評価の視点＞ 
・地域職業能力
開発促進協議
会の議論を踏
まえた職業訓
練コースの設
定等に努める
とともに、訓
練受講後に安
定的な就業、
長期的な就業
につながる観
点からカリキ
ュラムの開発
等 を 進 め た
か。 

 
 
＜評価の視点＞ 
・運営委員会や
地方運営協議
会を通じて関

- 職業訓練指導員講習のデジタル対応に係る調査及び教材開発 
評価結果：計６点 

- ＧＸ、ＤＸ訓練の推進のためのＢＩＭ教材の開発及び訓練技法の
開発 
評価結果：計５点  

・調査・開発の成果を職業能力開発総合大学校基盤整備センターのホ
ームページで公開するとともに、民間教育訓練機関や地方公共団体
へ研究報告書等を配布し普及に努めた。 

 また、ホームページでの公開のほか、成果物の普及・啓発を図るため
厚生労働省と連携した再周知を実施した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 国際協力の推進 
・国、国際協力機構（ＪＩＣＡ）等からの依頼を受け、以下のとおり当
機構のノウハウを活かした支援を実施した。 
- 視察型研修の受入れ件数 12 件、研修員数 120人、延べ 80か国、
視察施設延べ 14 施設（前年度実績 受入れ件数 11 件、研修員数
119人、延べ 77か国、視察施設延べ 19施設） 

- 機構職員の研修講師派遣件数 １件（カンボジア・ベトナム）、３
人（前年度実績 派遣件数１件（カンボジア・ベトナム）、４人） 

- 機構職員の開発途上国派遣国数 １か国（カンボジア）、１人（前年
度実績１か国（カンボジア）、１人） 

 
 
⑥ 地域のニーズを踏まえた職業訓練コースの設定、カリキュラムの
開発 

・各都道府県労働局及び都道府県が設置する地域職業能力開発促進協
議会において、地域のニーズを踏まえた訓練コースの設定方針等に
ついて、協議を行った上で、訓練コースの設定に努めた。 

・訓練受講後の就職を目指す離職者訓練及び高度技能者養成訓練にお
いては、訓練計画専門部会等において求人ニーズ・求職ニーズの分析
も実施した上で訓練コースを設定した。 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
⑦ ニーズを踏まえた効果的・効率的な職業訓練の実施、関係機関と
の連携 

・運営委員会や地方運営協議会を通じて関係機関との連携を図り、ニ
ーズを踏まえた効果的・効率的な職業訓練を実施した。 

の活用方法など
といったニーズ
に基づくコース
を開発するな
ど、新規 39コー
ス、リニューア
ル 53 コースの
多種多様なコー
スの設定・実施
を通じ、機構の
職業訓練指導員
だけでなく、都
道府県も含めた
職業訓練指導員
全体のスキルア
ップに取り組ん
だこと。 

【困難な状況への
対応】 

・受講対象者が現
役職業訓練指導
員であり、求職
者及び在職者等
に知識・技術等
を教える立場で
あることを踏ま
え、日進月歩で
進化するＤＸ、
ＧＸ技術など社
会や地域等が求
める人材育成ニ
ーズに応える職
業訓練を実施す
るために必要な
専門性の拡大や
新たな知識・技
術等を習得する
ための研修コー
スを開発・設定・
実施したほか、
厚生労働省等と
連携した応募勧
奨を通じ、受講
者確保に取り組
んだこと。 

③職業能力開発総
合大学校の調
査・開発成果に
係る外部評価の
合計点数の平均
の向上に係る取
組について 

【質的な取組】 
・数値目標（指標）
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会や、各職業能力開発促
進センター等に設置され
る地方運営協議会を開催
し、関係機関と十分に連
携を図ること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧ 民間教育訓練機関の教
育訓練サービスの質を維
持・向上させるため、国が
実施する職業訓練サービ
スガイドライン研修等の
取組について、必要な協
力を行うこと。 

 

営に必要な学識経験を有
する者から構成する運営
委員会を開催し、職業能
力開発業務の円滑な運営
を図る。 
また、各職業能力開発

促進センター等に設置し
た都道府県、都道府県労
働局、事業主や労働者の
代表、教育機関等が参画
する地方運営協議会を開
催し、地域レベルにおい
ても、関係機関等と十分
に連携を図る。 

 
 
⑧ 民間教育訓練機関の教
育訓練サービスの質を維
持・向上させるため、国が
実施する職業訓練サービ
スガイドライン研修等の
取組について、必要な協
力を行う。 

 

し、職業能力開発業務の円滑な運営を図
る。 
また、各職業能力開発促進センター等

に設置した都道府県、都道府県労働局、事
業主や労働者の代表、教育機関等が参画
する地方運営協議会を開催し、地域レベ
ルにおいても、関係機関等と十分に連携
を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
⑧ 民間教育訓練機関の教育訓練サービス
の質を維持・向上させるため、国が実施す
る職業訓練サービスガイドライン研修等
の取組について、必要な協力を行う。 

 
 
 
 
 
⑨ 企業や求職者等に対し、ものづくり分
野の仕事の魅力や実施する職業訓練の有
効性について、広く周知するため、職業訓
練のメニューだけでなく、訓練効果や成
果、訓練修了生・企業からの声をホームペ
ージや施設案内等に掲載するとともに、
公的職業訓練の愛称であるハロートレー
ニング等を活用し、分かりやすい広報活
動に取り組む。また、地方運営協議会の機
会等を通じて、地域の関係者に対し、職業
能力開発促進センター等の取組を積極的
に情報発信する。 

係機関等と十
分に連携を図
ったか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・公的職業訓練
の愛称である
ハロートレー
ニング等を活
用し、分かり
やすい広報活
動に取り組ん
だか。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧ 職業訓練サービスガイドライン研修等の取組に対する協力 
・国が実施する職業訓練サービスガイドライン研修等の取組に対して、
民間教育訓練機関への受講勧奨等の必要な協力を行った。 
 
 
 

 
 
 
⑨ ものづくりの魅力や職業訓練に関する広報 
・機構本部及び各施設で公的職業訓練の愛称であるハロートレーニン
グ等を活用し、ニュースリリース、メディアツアー等の積極的な広報
活動に取り組んだ。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を達成しただけ
でなく、政策的
必要性の高い分
野を中心に、厚
生労働省と機構
においてテーマ
を選定のうえ、
より一層成果の
普及・活用につ
ながるよう各テ
ーマに都道府県
の指導員や民間
企業の有識者等
の参画を得て、
機構内外の知見
を持ち寄るな
ど、より多くの
ニーズに応えら
れる体制で調
査・開発に取り
組んだこと。 

【困難な状況への
対応】 

・社会全体で注目
されている政策
的必要性の高い
分野をテーマと
しており、職業
訓練において前
例となる情報や
データが十分に
ない環境にある
ため、多くの関
係者に対する詳
細なヒアリング
を行うなど、機
構内外の知見を
持ち寄ることで
調査・開発の成
果として反映で
きるよう丁寧に
取り組んだこ
と。 

以上を踏まえ、評
定をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・職業訓練指導員

に求められる基
本的な能力（職
業訓練の実施、
訓練コーディネ
ート、キャリア
コンサルティン
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＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・今後の職業訓練指導員の継続的かつ安定的な確保に向けた職業訓練
指導員のブランド力及び認知度の向上並びに就職意識の醸成のた
め、国（厚生労働省）や関係機関（中央職業能力開発協会）と連携し、
人材確保のための積極的な周知・広報を以下のとおり行った。 
- 若年者ものづくり競技大会や技能五輪全国大会における、職業訓
練指導員として働くことの魅力発信を目的とした広報ブースの設
置、大会参加者等に対する広報活動の実施 

- 職業訓練指導員として働くことの魅力、全国唯一の職業訓練指導
員の養成機関である職業能力開発総合大学校の魅力発信のため
の、全国３か所の職業能力開発促進センターでの説明会を実施し
た他、一部会場では都道府県の職業訓練指導員として活躍する卒
業生にも参加いただき説明会を実施 

- 総合課程の学生が指導員養成課程を受講して職業訓練指導員とな
るよう、１年次からの段階的な職業訓練指導員就職に関する意識
醸成の取組を実施 

・現役職業訓練指導員の新たな知識・技術等の習得に向け、ＤＸ、ＧＸ
等の職業能力開発に関するニーズを的確に捉えた研修の充実・見直
しを図り、研修を充実させた。 

・職業訓練に関する調査・開発については、調査研究成果や開発した教
材・カリキュラム等が現場の職業訓練において効果的に活用される
よう、民間教育訓練機関や地方公共団体等へ研究報告書等を配布す
るとともに、ホームページにおいて公開した。 

 
 

グ、就職支援）だ
けでなく、技術
革新に対応でき
る能力も付与す
るため、指導員
養成訓練やスキ
ルアップ訓練の
カリキュラムの
見直しを行い、
職業能力開発に
関するニーズに
的確に対応する
必要がある。 

・政策的必要性の
高い分野を中心
に、職業訓練に
関する調査・開
発を行い、その
成果を民間教育
訓練機関、都道
府県等に提供す
る等、普及の強
化に取り組むと
ともに、成果の
質を担保してい
く必要がある。 
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４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・職業訓練指導員の養成実績が高い点が評価できる。 

・職業能力開発総合大学校修了者のうち、職業訓練指導員として就職する者の割合が更に高まるよう、引き続き重点的な対策を講じていただきたい。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－５ 障害者職業能力開発業務に関する事項－障害者職業能力開発業務 

業務に関連する
政策・施策 

Ⅵ－２－２ 障害者等の職業能力開発を推進すること 
当該事業実施に係る根拠
（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構法第１
４条第１項第５号 

当該項目の重要
度、困難度 

【重要度：高】 
「障害者基本計画」等を踏まえ、機構営校においては、希望と適性に応じた働き方を選択できるように障害種別によらない職業訓練を実施するこ

とや、多様な働き方に対応できるような職業訓練を展開するとともに、それらの実施を通じて開発した特別支援障害者等に対する指導技法等を職業
能力開発校等に対してより一層普及させるという重要な役割を担っているため。 

関連する政策評価・行政事
業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 機構営校における特別支

援障害者の定員に占める
割合（計画値） 

60％以上 － 60％以上 60％以上 60％以上   

  

予算額（千円） 866,317 945,750 882,609   

 
 機構営校における特別支

援障害者の定員に占める
割合（実績値） 

－ 59.2％ 66.0％ 66.0％ 61.2％   

  

決算額（千円） 740,984 874,841 799,616   

 
 達成度 － － 110.0％ 110.0％ 102.0％   

  
経常費用（千円） 789,301 820,455 811,781   

 
 

機構営校における訓練修
了者の訓練終了後３か月
時点の就職率（計画値） 

75％以上 － 75％以上 75％以上 75％以上   

  

経常利益（千円） 42,406 △13,717 5,894   

 
 
 

機構営校における訓練修
了者の訓練終了後３か月
時点の就職率（実績値） 

－ 79.3％ 85.6％ 76.0％ 82.7％   

  

行政コスト（千円） 789,313 820,491 811,781   

達成度 － － 114.1％ 101.3％ 110.3％   
  

従事人員数（人） 49 46 46   

                                                              注）障害者職業能力開発勘定における数値を記載。 
 

 
 
 
 
 
 



117 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 指導技法等の提供に係る
支援メニュー（「障害者職
業訓練推進交流プラザ」
「指導技法等体験プログ
ラム」）の受講機関数（計
画値） 

600機関以
上 

－ 
120機関以

上 
120機関以

上 
120機関以

上 
  

  

      

 指導技法等の提供に係る
支援メニュー（「障害者職
業訓練推進交流プラザ」
「指導技法等体験プログ
ラム」）の受講機関数（実
績値） 

－ 132機関 137機関 131機関 167機関   

  

      

 
 達成度 － － 114.2％ 109.2％ 139.2％   

  
      

 指導技法等の提供に係る
「指導技法等体験プログ
ラム」及び「専門訓練コー
ス設置・運営サポート事
業」の利用機関に対する追
跡調査における「支援内
容・方法の改善に寄与し
た」旨の評価（計画値） 

90％以上 － 90％以上 90％以上 90％以上   

  

      

 指導技法等の提供に係る
「指導技法等体験プログ
ラム」及び「専門訓練コー
ス設置・運営サポート事
業」の利用機関に対する追
跡調査における「支援内
容・方法の改善に寄与し
た」旨の評価（実績値） 

－ 98.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％   

  

      

 
達成度 － － 111.1％ 111.1％ 111.1％   

  
      

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
「機構営校におけ
る特別支援障害者
の定員に占める割

＜評定に至った理
由＞ 
自己評価書の「Ｂ」
との評価結果は、
妥当であると確認
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５ 障害者職業能力開発業
務に関する事項 
個々の希望に応じて多

様な働き方を選択できる
環境の整備が求められて
おり、「障害者基本計画」等
を踏まえ、障害者が希望や
能力、適性を十分に活か
し、障害の特性等に応じて
活躍できることが普通の
社会、障害者と共に働くこ
とが当たり前の社会を目
指していく必要があるが、
職業訓練を必要とする求
職障害者は、障害の重度
化、多様化の傾向があり、
昨今の求職動向から精神
障害者、発達障害者等に対
する職業訓練の需要が高
まっている。 
また、労働者の職業能力

の開発及び向上の必要性
が高まっており、事業主が
在職障害者についてその
適性等に応じた職業能力
の開発及び向上に関する
措置を行うことが求めら
れている。 
このような中で、この需

要に応えるためには、機構
が運営を行う障害者職業
能力開発校（以下「機構営
校」という。）のみならず、
全ての職業能力開発校（障
害者職業能力開発校及び
一般の職業能力開発校）等
において、精神障害者や発
達障害者を含む職業訓練
上特別な支援を要する障
害者（以下「特別支援障害
者」という。）に対する職業
訓練の水準等の向上を図
る必要がある。 
このため、機構営校は、

先導的な職業訓練の実施
を通じて開発した特別支
援障害者に対する指導技
法等を職業能力開発校等
に対してより一層普及さ
せる。具体的には、以下を
重点的に実施すること。 

（１）福祉、教育、医療の各
分野から雇用に向けた
障害者支援の流れを踏

５ 障害者職業能力開発業
務に関する事項 

 
 
（１）福祉、教育、医療の各

分野から雇用に向けた
障害者支援の流れを踏
まえ、関係機関との一層
緊密な連携を図るほか、
障害者の希望と適性に
応じた訓練コースの提
供や、個々の障害特性に
応じた職業訓練と適応
支援の一体的提供によ
り、精神障害者や発達障
害者を含む職業訓練上
特別な支援を要する障
害者（以下「特別支援障
害者」という。）を重点的
に受け入れる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 障害者職業能力開発業務に関する事項 
 
 
 
（１）福祉、教育、医療の各分野から雇用に

向けた障害者支援の流れを踏まえ、関
係機関との一層緊密な連携を図るほ
か、障害者の希望と適性に応じた訓練
コースの提供や、個々の障害特性に応
じた職業訓練と適応支援の一体的提供
により、精神障害者や発達障害者を含
む職業訓練上特別な支援を要する障害
者（以下「特別支援障害者」という。）
を重点的に受け入れる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・障害者の希望
と適性に応じ
た訓練コース
の 提 供 や 、
個々の障害特
性に応じた職
業訓練と適応
支援の一体的
提供により、
特別支援障害
者を重点的に
受 け 入 れ た
か。 

 
【指標】 
・機構営校にお
ける特別支援
障害者の定員
に占める割合
を、60％以上
とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 障害者職業能力開発業務に関する事項 
 
 
 
（１）特別支援障害者の重点的な受入れ 
・機構が運営する障害者職業能力開発校２校（中央障害者職業能力
開発校（埼玉県所沢市）（以下「中央校」という。）、吉備高原
障害者職業能力開発校（岡山県加賀郡吉備中央町）（以下「吉備
校」という。）（以下、中央校及び吉備校を併せて「機構営校」
という。））については、全国の都道府県労働局、公共職業安定
所のほか、福祉、教育、医療等の各分野の関係機関に対して、訪
問やオンライン等により緊密な連携を図りつつ、様々な機会を活
用して、訓練内容、募集予定、就職実績等の周知を積極的に実施
し、年間を通じて全国の関係機関（大学、高等学校含む）への計
画的な訪問やオンラインを活用した募集活動を展開した。 

・また、機構公式Ｘの活用により募集情報の拡散を図るとともに、
訓練体験を伴うオープンキャンパスを複数回開催するとともに
施設見学会及び支援機関向け見学会など募集活動の強化に取り
組んだ。 

・障害種別によらない、希望と適性に応じた訓練コースにおける受
入れや、柔軟な入校機会の設定を行った。併せて、いずれの訓練
科においても、訓練初期に丁寧に訓練生個々の特性等を把握した
上で、それぞれの訓練科における技能訓練と講座等を組み合わせ
た訓練科目を設定することにより、職業訓練と適応支援を一体的
に提供し、精神障害者や発達障害者を含め他の職業能力開発校で
は受入れが進んでいない職業訓練上特別な支援を要する障害者
（以下「特別支援障害者」という。）の受入れの促進を図った。 

 ‐特別支援障害者数 153人（前年度実績 165人） 
 ‐機構営校における特別支援障害者の定員に占める割合 61.2%

（前年度実績 66.0%） 
‐特別支援障害者の入校生全体に対する割合 80.1％（前年度実
績 79.3％） 

 （参考）他の障害者校における特別支援障害者の定員に占める割
合(令和６年度) 37.5％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

合」の達成度が、
102.0％、「機構営
校における訓練修
了者の訓練終了後
３か月時点の就職
率 の 達 成 度 が
110.3％、「指導技
法等の提供に係る
支援メニュー（「障
害者職業訓練推進
交流プラザ」「指導
技法等体験プログ
ラム」）の受講機関
数」の達成度が、
139.2％、「指導技
法等の提供に係る
「指導技法等体験
プログラム」及び
「専門訓練コース
設置・運営サポー
ト事業」の利用機
関に対する追跡調
査における「支援
内容・方法の改善
に寄与した」旨の
評価」の達成度が
111.1％であり、所
期の目標を達成又
は上回る成果が得
られている。評定
の根拠として、 
①機構営校におけ
る特別支援障害
者の定員に占め
る割合の向上に
係る取組につい
て 

【質的な取組】 
・福祉、教育、医
療の各分野から
雇用に向けた障
害者支援の流れ
を踏まえ、障害
者の職域拡大の
ために、障害種
別によらない希
望と適性に応じ
た訓練コースに
おける職業訓練
やデジタル技術
を活用した新た
な就労イメージ
を意識した職業
訓練の実施、

できた。 
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まえ、関係機関との一層
緊密な連携を図るほか、
希望と適性に応じた働
き方を選択できるよう
障害種別によらない職
業訓練や、多様な働き方
に対応できるような職
業訓練を実施すること
等により、特別支援障害
者を重点的に受け入れ
ること。 

 
（２）機構営校は、広域障害

者職業センターと併せ
て運営され、障害者の職
業的自立を図るための
職業評価、職業指導及び
職業訓練を一貫した体
系の中で実施する先導
的な施設であることか
ら、求職障害者及び在職
障害者に係る企業ニー
ズに的確に対応すると
ともに、障害者の職域拡
大に向けた職業訓練の
実施・指導技法等の開発
に努めること。 
また、技術革新の進展

に伴うデジタル技術の
活用を推進し、より障害
者の職業能力の開発等
に結びつく職業訓練に
係る指導技法等の検討・
開発に努めること。 

 
 
 
 
 
 
 

 
（３）機構営校の訓練修了者

のうち就職希望者につ
いて、職業紹介等の業務
を担当する職業安定機
関との緊密な連携を図
り、就職率の向上に努め
ること。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）機構営校は、広域セン

ターと併せて運営され、
障害者の職業的自立を
図るための職業評価、職
業指導及び職業訓練を
一貫した体系の中で実
施する先導的な施設で
あることから、求職障害
者及び在職障害者に係
る企業ニーズに的確に
対応するとともに、障害
者の職域拡大に向けた
職業訓練の実施・指導技
法等の開発に努める。 
また、技術革新の進展

に伴うデジタル技術の
活用を推進し、障害者の
新たな就労イメージを
意識した職業訓練を展
開することで、先導的な
職業訓練に取り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（３）機構営校の訓練修了者

のうち就職希望者につ
いて、職業紹介等の業務
を担当する職業安定機
関との緊密な連携を図
り、就職率の向上に努め
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
（２）機構営校は、広域センターと併せて

運営され、障害者の職業的自立を図る
ための職業評価、職業指導及び職業訓
練を一貫した体系の中で実施する先導
的な施設であることから、求職障害者
及び在職障害者に係る企業ニーズに的
確に対応するとともに、障害者の職域
拡大に向けた職業訓練の実施・指導技
法等の開発に努める。 
また、技術革新の進展に伴うデジタ

ル技術の活用を推進し、障害者の新た
な就労イメージを意識した職業訓練を
展開することで、先導的な職業訓練に
取り組む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（３）機構営校の訓練修了者のうち就職希

望者について、職業紹介等の業務を担
当する職業安定機関との緊密な連携を
図り、就職率の向上に努める。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・障害者の職域
拡大に向けた
職業訓練の実
施・指導技法
等の開発に努
め る と と も
に、先導的な
職業訓練に取
り組んだか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
【指標】 
・機構営校にお
ける訓練修了
者の訓練終了
後３か月時点
の就職率を、
75％以上とす
る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）障害者の職域拡大に向けた職業訓練の実施・指導技法等の開

発及び先導的な職業訓練の実施 
  障害者の職業的自立を図るための職業評価、職業指導及び職業 
 訓練を一貫した体系の中で実施する施設として、先導的な職業訓 
練を以下のとおり取り組んだ。 

・訓練初期に、緩やかに訓練を進め訓練生活への円滑な移行を図る
ための準備期間として、導入期の訓練を実施した。また実施に当
たっては、技能の習得を円滑に進められるよう、総合センターが
開発した成果物等も参考に、記憶力や注意力の補完手段やストレ
ス対処法の習得等、適応支援を実施した上で、きめ細かな職業訓
練に取り組んだ。さらに、障害の状況により施設内の訓練で習得
した技能を実際の職場で活用することが困難な特別支援障害者に
ついては、対象訓練生の希望等を踏まえて、雇入れを検討してい
る企業内での訓練を通じて当該企業の職務に応じたスキル習得や
必要な職場環境の調整を行うとともに、企業内訓練で明らかにな
ったより獲得が望まれる技能を施設内訓練で付与することで、雇
用可能性を向上させて就職につなげるための特注型企業連携訓練
にも取り組んだ。これらの取組により、障害者の職域拡大に向け
た技能習得のための職業訓練を効果的に実施するとともに、蓄積
したノウハウをもとに指導技法等の開発に努めた。 

・求職障害者及び在職障害者に係る企業ニーズに的確に対応するた
めに、企業に対して実施したアンケート調査や障害者採用準備講
座の開催、公共職業安定所や都道府県支部の障害者雇用納付金関
係業務との連携を通じて企業ニーズの把握に努めたほか、休職障
害者に対する訓練等を実施した。 

・技術革新の進展に伴うデジタル技術の活用を推進し、障害者の新
たな就労イメージを意識した職業訓練として、MRグラスやRPA、
IoT等のデジタル技術を活用した新たな教材開発や、昨年度の取
組における見直し・充実を実施した。 

 
（３）就職率向上に向けた取組 
・訓練初期には訓練生活への円滑な移行のための導入期の訓練を実
施するとともに、体調の自己管理やコミュニケーションスキルの
向上を目的として、個別の支援計画を策定し、継続した適応支援
を実施した。 

・訓練期間中は、技能習得の状況をきめ細かに把握し、施設内で情
報共有した上で、その後の支援方針を検討するとともに、訓練開
始後早期からの職場実習や就職活動に係る知識を付与する講座の
設定、障害特性及び職業訓練により習得した技能等を記載した企
業向けPR資料の作成支援等のきめ細かな支援を行った。併せて、
公共職業安定所への訪問等により更なる求人開拓の要請を行うと
ともに、企業担当者向けの施設見学、採用や雇用管理に関する障

個々の障害特性
に応じた職業訓
練と適応支援の
一体的な提供な
ど、質の高い先
導的な職業訓練
の実施に取り組
んだこと。 

【困難な状況への
対応】 

・機構営校独自の
先導的な職業訓
練（特別支援障
害者に対する職
業訓練）の受講
促進に向け、年
間を通じて全国
の職業安定機関
に計画的に訪問
するとともに、
大学、高等学校
に加え、地方公
共団体や障害者
団体等、多分野
の関係機関への
周知、オンライ
ンを活用した募
集活動、機構公
式Ｘによる広
報、訓練体験を
伴う内容のオー
プンキャンパス
等を実施し、特
別支援障害者の
積極的な確保に
取り組んだこ
と。 
その際、障害者
の希望と適性に
応じた訓練コー
スにおける受入
れ、柔軟な入校
機会の設定、全
訓練科における
職業訓練と適応
支援の一体的な
提供、デジタル
技術を活用した
職業訓練の実施
など、機構営校
ならではの取組
について積極的
に周知したこ
と。 
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害者採用準備講座、人事担当者と訓練生が面談等を行う会社説明
会を開催した。また、企業に対しても、訓練生の採用面接に同行
し、訓練生の習得能力等の情報提供や雇用管理のアドバイス等を
実施した。とりわけ他の関係機関だけでは対応が難しい訓練生が
面接に行く際には、担当の障害者職業カウンセラーや職業訓練指
導員等が全国各地に出向き、企業に対して訓練受講経過の説明や
活用している支援機器の解説等を実施した。これらの取組により、
機構営校の訓練修了者のうち、就職を希望する者の就職率の向上
に努めた。 

・施設内の訓練で習得した技能を実際の職場で活用することが困難
な特別支援障害者については、対象訓練生の希望等を踏まえて、
雇入れを検討している企業内での訓練と施設内訓練を組み合わ
せた特注型企業連携訓練を実施し、雇用可能性を向上させること
で就職につなげた。 

・就職者数 148人（前年度実績 171人） 
うち特別支援障害者の就職者数 115人（前年度実績 130人） 

・機構営校における訓練修了者の訓練終了後３か月時点の就職率 
82.7%（前年度実績 76.0%） 

・訓練修了者に対する職業訓練の内容の満足度を把握するためのア
ンケート結果「大変満足している」、「満足している」95.1％  
（前年度実績 84.1％） 

 

②機構営校におけ
る訓練修了者の
訓練終了後３か
月時点の就職率
の向上に係る取
組について 

【質的な取組】 
・企業等の施設見
学の積極的な受
入れ（233 社）
や、障害者採用
準備講座（ 83
社）、会社説明会
（46社）を開催
し、企業の障害
者雇用に対する
イメージの醸成
と採用意欲の向
上を図ったこ
と。 
また、訓練生の
就職活動におい
ては、訓練開始
後早期に訓練生
の個々の状況に
応じたきめ細や
かな就職活動に
向けた支援を実
施することと併
せて、訓練生が
就職を希望する
全国の求人事業
所等に出向き、
面接同行や職場
実習に係る支援
など、質の高い
支援に取り組ん
だこと。 

【困難な状況への
対応】 

・訓練生の障害の
重度化、多様化
の傾向に対応す
るため、訓練初
期に円滑な訓練
生活に移行する
ための導入期の
訓練を実施。訓
練期間中、安定
して受講できる
よう体調の自己
管理やコミュニ
ケーションスキ
ルの向上を目的

 （４）障害者職業訓練全般の
水準向上に向け、国と機
構の連携の下、他の職業
能力開発校等のニーズ
を把握するとともに、指
導技法等を提供するこ
とにより、他の職業能力
開発校等への指導技法
等の普及を推進し、特別
支援障害者等向け訓練
コースの設置等の支援
に取り組むこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）障害者職業訓練全般の
水準向上に向け、国と機
構の連携の下、他の職業
能力開発校等のニーズ
を把握するとともに、指
導技法等を提供するこ
とにより、他の職業能力
開発校等への指導技法
等の普及を推進し、特別
支援障害者等向け訓練
コースの設置等の支援
に取り組む。加えて、職
業技能を中心とした職
業訓練の実施により
個々の障害特性に応じ
た職業訓練と適応支援
に係る指導技法等を蓄
積する。 

 
 
① 障害者職業訓練推進交
流プラザ 

  職業能力開発校等にお
ける効果的な障害者職業
能力開発の推進に資する
ため、職業訓練指導員等に
対して特別支援障害者等
に対する職業訓練内容、指
導技法等の解説やグルー
プ別検討会での課題に応
じた助言等を実施する。 

 

（４）障害者職業訓練全般の水準向上に向
け、国と機構の連携の下、他の職業能力
開発校等のニーズを把握するととも
に、指導技法等を提供することにより、
他の職業能力開発校等への指導技法等
の普及を推進し、特別支援障害者等向
け訓練コースの設置等の支援に取り組
む。加えて、職業技能を中心とした職業
訓練の実施により個々の障害特性に応
じた職業訓練と適応支援に係る指導技
法等の蓄積に取り組む。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

① 障害者職業訓練推進交流プラザ 
  

 職業能力開発校等における効果的な障
害者職業能力開発の推進に資するため、
職業訓練指導員等に対して特別支援障害
者等に対する職業訓練内容、指導技法等
の解説やグループ別検討会での課題に応
じた助言等を実施する。 

 
 
 

 

＜評価の視点＞ 
・他の職業能力
開発校等への
指導技法等の
普及を推進し
たか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・指導技法等の
提供に係る支
援 メ ニ ュ ー
（「障害者職
業訓練推進交
流プラザ」「指
導技法等体験
プログラム」）
の受講機関数
を、120 機関
以上とする。 

（４）障害者に対する指導技法等の提供・普及等 
・障害者職業訓練全般の水準向上に向け、国と機構の連携の下、他
の職業能力開発校等のニーズを把握するとともに、個別のニーズ
に応じたオーダーメードでの実施も含め、積極的に指導技法等を
提供することにより、他の職業能力開発校等への指導技法等の普
及を推進し、特別支援障害者等向け訓練コースの設置等の支援・
助言等に取り組んだ。 

・なお、引き続き機構営校においては障害者の希望と適性に応じた
訓練コースの提供や全ての訓練科において個々の障害特性に応
じた職業訓練と適応支援の一体的な提供に取り組み、指導技法等
の蓄積に取り組んだ。 

・指導技法等の提供に係る支援メニュー（「障害者職業訓練推進交流
プラザ」「指導技法等体験プログラム」）の受講機関数 167 機関
（前年度実績 131機関） 

・指導技法等の提供に係る「指導技法等体験プログラム」及び「専
門訓練コース設置・運営サポート事業」の利用機関に対する追跡
調査における「支援内容・方法の改善に寄与した」旨の評価 
100.0%(前年度実績 100.0%) 

 
 
① 障害者職業訓練推進交流プラザ 
 
・職業能力開発校等における効果的な障害者職業能力開発の推進に
資するため、職業訓練指導員等に対して特別支援障害者等に対す
る職業訓練内容、指導技法等の解説やグループ別検討会での課題
に応じた助言等を実施した。 
‐日程・開催方式 
令和７年11月７日・集合とオンラインによるハイブリッド方式 

‐参加者数 92人（前年度実績 96人） 
 ‐参加機関数 他の職業能力開発校等・都道府県 62機関（前年度

実績 62機関） 
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（５）指導技法等の普及を推

進するに当たり、障害者
の職業訓練を行う職業
訓練指導員の計画的な
確保・養成及び専門性の
向上を図ること。 

② 指導技法等体験プログ
ラム 
職業能力開発校等及び

委託訓練の受託機関に対
し特別支援障害者等向け
コースの設置の有効性等
について理解を促すため、
訓練場面の見学や訓練体
験等を実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
③ 専門訓練コース設置・運
営サポート事業 

  新たに特別支援障害者
等向け訓練コースの設置
を計画している等の職業
能力開発校等に対し、職業
訓練指導員を対象とした
実務演習と当該校への訪
問等による助言等により、
特別支援障害者等向け訓
練コースの設置等を支援
する。 

 
（５）指導技法等の普及を推

進するに当たり、障害者
の職業訓練を行う職業
訓練指導員の計画的な
確保・養成及び専門性の
向上を図る。 

② 指導技法等体験プログラム 
 

職業能力開発校等及び委託訓練の受託
機関に対し特別支援障害者等向けコース
の設置の有効性等について理解を促すた
め、訓練場面の見学や訓練体験等を実施
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 専門訓練コース設置・運営サポート事
業 

  新たに特別支援障害者等向け訓練コー
スの設置を計画している等の職業能力開
発校等に対し、職業訓練指導員を対象と
した実務演習と当該校への訪問等による
助言等により、特別支援障害者等向け訓
練コースの設置等を支援する。 

 
 

 
 
 
（５）指導技法等の普及を推進するに当た

り、障害者の職業訓練を行う職業訓練
指導員の計画的な確保・養成及び専門
性の向上を図る。 

【指標】 
・指導技法等の
提 供 に 係 る
「指導技法等
体験プログラ
ム」及び「専
門訓練コース
設置・運営サ
ポート事業」
の利用機関に
対して追跡調
査を実施し、
「支援内容・
方法の改善に
寄与した」旨
の 評 価 を 、
90％以上とす
る。 

 

② 指導技法等体験プログラム 
 
・職業能力開発校等及び委託訓練の受託機関に対し特別支援障害者
等向け訓練コース設置による職業訓練の有効性について理解を
深め、当該コース設置の検討を促すため、職業訓練指導員や障害
者職業訓練の企画を担当する都道府県職業能力開発主管課の職
員等に対して、先導的な職業訓練の取組の紹介、訓練場面の見学、
訓練体験や意見交換等を目的・対象別に実施した。 

・実施に当たっては、各校のニーズを踏まえ、初めて障害者職業訓
練を担当する方を対象とした障害者職業訓練初任者コース及び、
デジタル技術を活用した新たな指導技法等を提供する、クラウド
活用訓練コース等を設定した。 

  ‐実施回数   24回（前年度実績29回） 
‐参加機関数 105機関（前年度実績 69機関） 

 
 
③ 専門訓練コース設置・運営サポート事業 
 
・特別支援障害者等の職業訓練機会を更に広げられるよう、特別支
援障害者等向け訓練コースを設置している、又は今後設置を計画
している等の職業能力開発校等に対し、機構営校において蓄積し
た訓練ノウハウを活用し、対象校の訓練計画や訓練環境、支援ニ
ーズ等に応じて、専門訓練コース設置・運営に向けた訓練計画策
定に係る助言・援助やOJT方式の支援、専門訓練コース開始後のフ
ォローアップなど、複数年にわたり指導技法等を提供した。 
‐令和７年度 ４校に実施（うち支援開始 １校、令和６年度から
の支援継続３校、令和８年度以降への継続 ２校） 

 
 
（５）職業訓練指導員の計画的な確保・養成及び専門性の向上 
・障害者の職業訓練を行う職業訓練指導員の確保・養成及び専門性
の向上を計画的に行うための「障害者職業訓練職人材育成システ
ム」を引き続き運用し、実践を通じたノウハウ習得により専門性
の向上を図った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

とした個別の支
援計画を策定
し、継続した適
応支援に取り組
んだこと。 
また、施設内の
訓練で習得した
技能を実際の職
場で活用するこ
とが困難な特別
支援障害者であ
る訓練生に対
し、雇入れを検
討している企業
での訓練を組み
合わせた特注型
企業連携訓練を
実施し、当該企
業における職務
や環境に応じた
スキルの習得支
援に取り組んだ
こと。 

③指導技法等の提
供に係る支援メ
ニュー（「障害者
職業訓練推進交
流プラザ」「指導
技法等体験プロ
グラム」）の受講
機関数並びに指
導技法等の提供
に係る「指導技
法等体験プログ
ラム」及び「専
門訓練コース設
置・運営サポー
ト事業」の利用
機関に対する追
跡調査における
「支援内容・方
法の改善に寄与
した」旨の評価
の確保・向上に
係る取組につい
て 

【質的な取組】 
・機構営校におい
てはデジタル技
術を活用した新
たな就労イメー
ジを意識した職
業訓練の実施な
ど障害者の職域
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拡大に向けた訓
練を実施するだ
けでなく、蓄積
したノウハウを
速やかに障害者
職業訓練推進交
流プラザや指導
技法等体験プロ
グラム等を通じ
て、他の職業能
力開発校等への
情報提供・普及
に取り組んだこ
と。 
なお、指標のと
おり、利用機関
から高い評価
（100.0％）を得
ることができた
こと。 

【困難な状況への
対応】 

・特別支援障害者
に対する職業訓
練の水準等の向
上が求められる
中、障害者職業
訓練推進交流プ
ラザ、指導技法
等体験プログラ
ム及び専門訓練
コース設置・運
営サポート事業
を通じて、新た
に特別支援障害
者向け訓練コー
スの設置を計画
している等の職
業能力開発校に
おける特別支援
障害者に対する
訓練ノウハウの
確立に向けた支
援を実施したこ
と。 

 特に、専門訓練
コース設置・運
営サポート事業
では、対象校へ
訪問し、訓練環
境等を確認し、
対象校の機構営
校への来校によ
る訓練場面等を
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活用した OJT 方
式の直接的な支
援を複数回実施
したことに加
え、ノウハウ提
供後はより円滑
な専門訓練コー
スの設置・運営
に向け、複数年
に渡り指導技法
等を提供するな
ど、継続的なフ
ォローアップを
実施したこと。 

以上、重要度が設
定されている項目
において、これら
の実績を挙げたこ
とを踏まえ、評定
をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・職業訓練を必要
とする求職障害 
者に障害の重度
化・多様化の傾
向 がある中、引
き続き希望と適
性に応じた訓練
コースの提供
や、技術革新の
進展に伴うデジ
タル技術の活用
を推進するなど
新たな就労イメ
ージを意識した
職業訓練を展開
するとともに、
他の障害者校等
が精神障害者・
発達障害者等 
を専門に受け入
れる訓練コース 
の設置や運営を
適切に行えるよ 
う、先導的な職
業訓練の実施を
通じて蓄積した
指導技法等の普
及の一層の推進
を図る必要があ
る。 
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＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・評価結果における指摘事項等なし 
 
 

 

４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・他の支援機関では実施困難と考えられる特注型企業連携訓練の実施は素晴らしい取組であること、また、当事者の職域拡大に向けた先進的な職業訓練の内容の充実、デジタル技術を活用した職業訓練の実施のほか、企業等の雇用側へ直

接に出向いての支援及び相談は評価できる。加えて、数値目標が達成できている点からも「A」評価が妥当と思われる。 

・多様な職業準備や就労支援のメニューが充実していく中で、職業能力開発の特質と意義を障害者のみならず関係者に分かりやすく伝えていくことが期待される。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 
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１ 機構営校における職業訓練の実施状況等                    

職業訓練の実施状況等 中央校 吉備校 

ア 前年度継続 100 人 29 人 

 （ア）機械系 1 人 2 人 

 （イ）電気・電子系 3 人 6 人 

 （ウ）建築施工系 3 人 0 人 

 （エ）第一種情報処理系 28 人 － 

 （オ）第二種情報処理系 － 6 人 

 （カ）オフィスビジネス系 55 人 10 人 

 （キ）物流系 2 人 － 

 （ク）職域開発系 8 人 0 人 

 （ケ）アシスタント系 － 5 人 

イ 入校者 

 （ア）普通課程及び短期課程 138 人 53 人 

   ａ 機械系 6 人 3 人 

   ｂ 電気・電子系 7 人 11 人 

   ｃ 建築施工系 5 人 － 

   ｄ 第一種情報処理系 19 人 － 

   ｅ 第二種情報処理系 － 13 人 

   ｆ オフィスビジネス系 75 人 15 人 

   ｇ 物流系 8 人 － 

   ｈ 職域開発系 － － 

   ｉ アシスタント系 18 人 11 人 

 （イ）在職者訓練 

（中央校：12 コース、吉備校：5コース） 
35 人 1 人 

ウ 特注型企業連携訓練実施者（ア及びイの内数） 7 人 1 人 

エ 修了者 

 （ア）普通課程及び短期課程 126 人 53 人 

 （イ）在職者訓練 35 人 1 人 

２ 専門訓練コース設置・運営サポート事業 

 対象校 支援期間 

中
央

校 東京障害者職業能力開発校 Ｒ５～ 

広島障害者職業能力開発校 Ｒ６～ 

吉
備
校 

熊本県立熊本高等技術専門校 Ｒ５～ 

京都府立京都障害者高等技術専門校 Ｒ７～ 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－６  求職者支援制度に係る職業訓練の認定業務等に関する事項－求職者支援制度に係る職業訓練の認定業務等 

業務に関連する

政策・施策 
Ⅴ－５－１ 求職者支援訓練の実施や職業訓練受講給付金の支給等を通じ、雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること 

当該事業実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構法第１

４条第１項第８号 

当該項目の重要

度、困難度 
－ 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

   

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

        
  

予算額（千円） 2,568,941 2,702,426 2,857,466   

 
 

        
  

決算額（千円） 2,348,183 2,525,225 2,574,713   

 
 

        
  

経常費用（千円） 2,079,296 2,178,011 2,313,038   

 
 

        
  

経常利益（千円） 93,295 7,193 15,868   

 
 

        
  

行政コスト（千円） 2,079,296 2,178,011 2,313,038   

 
 

        
  

従事人員数（人） 160 155 152   

        
       

注）認定特定求職者職業訓練勘定における数値を記載。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
 
６ 求職者支援制度に係る
職業訓練の認定業務等に
関する事項 

 
職業訓練の実施等によ

第１ 国民に対して提供
するサービスその他の
業務の質の向上に関す
る目標を達成するため
とるべき措置 

 
６ 求職者支援制度に係
る職業訓練の認定業務
等に関する事項 
 
職業訓練の実施等に

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
 
６ 求職者支援制度に係る職業訓練の認定
業務等に関する事項 

 
 
（１）職業訓練の実施等による特定求職者

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 

 
 
 
 
 
 
６ 求職者支援制度に係る職業訓練の認定業務等に関する事項 
 
 
 
（１）求職者支援訓練の認定申請書の審査 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
評定の根拠とし
て、 
①認定職業訓練の
的確な審査に係
る取組について 

【質的な取組】 
・求職者支援制度
に係る、民間教
育訓練機関等へ

＜評定に至った理
由＞ 
 自己評価書の
「Ｂ」との評価結
果が妥当であると
確認できた。 
 
＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方策＞ 
 政府が掲げるデ



127 

 

る特定求職者の就職の支
援に関する法律（平成 23 
年法律第 47号）に基づく
職業訓練の認定を的確に
実施すること。 
また、認定職業訓練が

円滑かつ効果的に行われ
るよう、機構が有する職
業訓練ノウハウを活用
し、必要な指導及び助言
を行うとともに、全ての
認定職業訓練について、
実地による実施状況の確
認を確実に実施するこ
と。 

よる特定求職者の就職
の支援に関する法律（平
成 23年法律第 47号）に
基づく職業訓練の認定
業務の実施に当たって
は、技能の向上が図ら
れ、就職に資するものと
なっているかを踏まえ
た的確な審査を行う。 
また、認定職業訓練の

円滑かつ効果的な実施
に資するよう、訓練コー
ス設定の指導や機構が
有する職業能力開発及
び就職支援のノウハウ
の提供など、必要な指導
及び助言を行うととも
に、全ての認定職業訓練
について、実地による実
施状況の確認を確実に
実施する。 

の就職の支援に関する法律（平成23年
法律第47号）に基づく職業訓練の認定
業務の実施に当たっては、技能の向上
が図られ、就職に資するものとなって
いるかを踏まえた的確な審査を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）認定職業訓練の円滑かつ効果的な実

施に資するよう、訓練コース設定の指
導、国の政策に対応した訓練コースの
設定の促進、機構が有する職業能力開
発及び就職支援のノウハウの提供等、
必要な指導及び助言を行うとともに、
不正防止の徹底に努め、全ての認定職
業訓練について、実地による実施状況
の確認を確実に実施する。 

 

・職業訓練の認
定業務の実施
に 当 た っ て
は、技能の向
上が図られ、
就職に資する
ものとなって
いるかを踏ま
えた的確な審
査 を 行 っ た
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・認定職業訓練
の円滑かつ効
果的な実施に
資するよう、
訓練コース設
定の指導や国
の政策に対応
した訓練コー
ス 設 定 の 促
進、 就職支援
のノウハウの
提供など、必
要な指導及び
助言を行うと
ともに、実地

・厚生労働省が定めた認定基準に基づき、特定求職者を早期に安定
した雇用に結びつけるよう、職業能力の開発及び向上を図るため
の効果的な訓練内容となっているか等を踏まえ、認定申請書の審
査を実施した。 

・会計検査院令和６年度決算報告において、「訓練実施機関Ａは一部
講師について実務等要件を満たしていなかったのに、実務等要件
を満たしたとする虚偽の経歴確認書を作成して職業訓練の認定を
申請し、機構がこれらの職業訓練を認定したことは適正でないと
認められる」と指摘を受けたところであるが、令和７年３月に改
正された「求職者支援制度業務取扱要領」を踏まえ関係文書を改
正し、同年７月１日以降の申請から、経歴確認書等に加え当該確
認書の記載内容を証する経歴証明書類の提出を求め、確認するこ
ととし、また、各都道府県支部において適正な審査の実施を徹底
する等、適切に対応した。 

 
○令和７年度開講分審査・認定状況 
・審査件数 
- コース数 4,560コース（前年度実績 4,725コース） 
- 定  員 79,198人（前年度実績 83,147人） 
うち認定件数 
- コース数 3,447コース（前年度実績 3,445コース） 
- 定  員 56,553人（前年度実績 57,064人） 
※全国職業訓練実施計画で定められた認定上限値  
55,860人（前年度上限値 55,573 人） 

  ※デジタル系に係る訓練コースの認定実績 
   - コース数 955コース（前年度実績 885コース） 
   - 定  員 17,280人（前年度実績 16,767人） 

※オンライン訓練コースの認定実績 
- コース数 765コース（前年度実績 621コース） 
- 定  員 13,272人（前年度実績 11,123人） 

※ｅラーニングコースの認定実績 
- コース数 516コース（前年度実績 405コース） 
- 定  員 8,769人（前年度実績 7,334人） 

うち不認定件数 
- コース数  1,113コース（前年度実績 1,280コース） 
- 定  員  22,645人（前年度実績 26,083人） 
 

 
（２）実施状況確認の実施等 
・訓練コース設定の促進 
訓練実施機関の確保及びデジタル系訓練コースの設定を促進する
ため、民間教育訓練機関等を訪問し、申請に係る協力要請を行っ
たほか、 育児・介護中といった訓練の受講に当たり配慮が必要な
求職者がいる中、個々の状況に応じて訓練が受講できるようにす
るため、訓練実施機関に対し、オンライン訓練コースやｅラーニ
ングコースの周知・広報を実施した。  

・実施状況確認の実施 
認定した訓練について実地による訓練実施状況の確認を行い、不
正防止を図るとともに訓練実施機関への指導・助言を以下のとお
り実施した。 
- 実施状況確認の実施状況 13,946 件（前年度実績 13,755件） 
（参考）開講コース数 3,186コース（前年度実績 3,192コース） 

・訓練の質向上を目的とした講習の実施 
訓練実施機関が抱える課題を把握し、訓練の質向上を目的とした

の普及及び円滑
な訓練申請の促
進に向け、説明
会等を通じた制
度の周知・広報
や、「カリキュラ
ム作成ナビ」の
提供による訓練
カリキュラムの
円滑な作成支援
に取り組むとと
もに、職業訓練
の認定に当たっ
ては、民間教育
訓練機関等から
申請された訓練
コースが就職に
資する訓練内容
となっているか
な ど の 観 点 か
ら、的確な審査
に取り組んだこ
と。 

【困難な状況への
対応】 

・社会のデジタル
化が進展し、デ
ジタル技術を活
用できる人材が
求められること
から、デジタル
系訓練コースを
実施することが
できる民間教育
訓練機関等が限
られる地域も含
め全ての都道府
県で設定される
よう、説明会等
を通じた周知・
広報に取り組ん
だこと。 

②実施状況確認を
通じた適切な訓
練の実施に係る
取組について 

【質的な取組】 
・開講した全ての
訓練コースに対
し、定期的（月１
回）に訓練実施
機関に出向き実
施状況確認によ
る指導・助言を

ジタル推進人材の
育成の方針等も踏
まえ、引き続きデ
ジタル分野訓練へ
の申請促進のた
め、参考カリキュ
ラムの作成、訓練
実施機関の開拓な
どに取り組むとと
もに、職業訓練の
認定業務の実施に
当たっては、技能
の向上が図られ、
就職に資するもの
となっているかを
踏まえた的確かつ
効率的な審査を行
う必要がある。 
 
＜その他の事項＞ 
なし。 
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による実施状
況の確認を確
実に実施した
か。 

求職者支援訓練サポート講習（以下「サポート講習」という。）を
機構の創意工夫による取組として全国の都道府県支部で以下のと
おり実施した。 
- サポート講習実施回数 
48回（前年度実績 48回） 

- 受講者数 
529人（前年度実績 548人） 

- サポート講習受講者有用度 
  98.6％（前年度実績 98.3％） 
・既存のテーマである「特別な配慮が必要な受講者に対する支援」
については、組織的な支援を前提としているが、少人数で運営し
ている訓練実施機関があることから、令和７年度においては、新
規テーマ「少人数で対応できる特別な配慮が必要な方への支援」
を３支部で試行実施した上で、開発した。 

・これまで都道府県支部においてサポート講習を集合形式で実施し
ていたため、集合形式の受講が難しい方の受講機会拡大及び訓練
実施機関の更なる訓練の質向上に資するため、教材を開発し、「サ
ポート講習プラスワン」をトライアルとしてオンデマンド配信で
以下のとおり実施した。 
- 受講申込者数 
 1,515人（総数） 
- サポート講習プラスワン受講者有用度 
 有用度 91.3％ 
- テーマ 
 ①自律性を促す就職支援とプロセスマネジメント―ミドル・シ

ニア世代の受講増加に対応した就職支援のポイント― 
 ②オンライン訓練の実施のヒント―実施機関の事例から学ぶ準

備と運営の工夫― 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行ったほか、訓
練実施機関が抱
える課題を把握
し、課題解決に
向けた求職者支
援訓練サポート
講習を全ての都
道 府 県 で 実 施
（集合形式）す
ることに加え、
更なる訓練の質
向上及び集合形
式の受講が難し
い方の受講機会
拡大に資するよ
う、実施機関の
関心を踏まえ２
つのテーマにつ
いて教材を作成
し、サポート講
習プラスワンを
トライアルとし
て、オンデマン
ド配信で実施す
ることにより、
的確な訓練の運
営及び質の向上
に取り組んだこ
と。 

【困難な状況への
対応】 

・通所、オンライ
ン、ｅラーニン
グといった実施
方法が異なる訓
練コースが設定
さ れ て い る 中
で、実施状況確
認 に 当 た っ て
は、訓練の実施
方法の違いによ
り確認方法やポ
イントが異なる
ことを踏まえた
効率的かつ的確
な実施状況確認
に取り組んだこ
と。 

以上を踏まえ、評
定をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・政府が掲げるデ
ジタル推進人材
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＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・政府が掲げるデジタル推進人材の育成の方針等も踏まえ、デジタ
ル系訓練コースの申請促進に向けた参考カリキュラムを過年度
に掲載したことに加え、令和７年度は、全分野においてデジタル
リテラシーの内容を盛り込んだ参考カリキュラムに改訂し、公開
するとともに、民間教育訓練機関や教育訓練関連団体等を訪問
し、求職者支援制度の周知を行うこと等により、訓練実施機関の
開拓を行った。 

・職業訓練の認定業務の実施に当たっては、技能の向上が図られ、
就職に資するものとなっているのかを踏まえた的確な審査を行
った。 

 
 

の育成の方針等
のもと、全ての
訓練コースにお
いて、デジタル
リテラシーの向
上促進を図ると
ともに、ＩＴ分
野等のデジタル
系訓練コースに
ついては、ＤＸ
推進スキル標準
に対応した訓練
コースの基本奨
励金の上乗せ措
置等を踏まえ、
訓練コースの設
定を推進する。 

・育児、介護等の
様々な事情を抱
えた求職者が訓
練受講をしやす
くなるよう訓練
期間や時間に配
慮した訓練コー
スの設定促進も
含めた、訓練実
施機関の開拓な
どを行う必要が
ある。 

 

４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・社会から期待されているデジタル系訓練コースを地域偏在なく全ての都道府県で設定されるよう取り組んでいる点や、受講者アンケートにおいても高い評価を獲得している点が評価できる。 

・自己評定については、「妥当」との意見であった。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－１ 業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の重要度、困難度 － 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指

標 
達成目標 

基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

 
 

一般管理費の節減（計
画値）（百万円） 

最終事業年度までに
令和４年度予算と比
べて 15％以上節減 

1,905 － － －    

 
 

一般管理費の節減（実
績値）（百万円） 

－ － 
▲1.84％ 
（1,869） 

▲7.16％ 
（1,768） 

▲9.00％ 
（1,733） 

   

 
 

達成度 － － （12.3％） （47.7％） （60.0％）    

 
 

業務経費の節減（計画
値）（百万円） 

最終事業年度までに
令和４年度予算と比
べて５％以上節減 

27,584 － － －    

 
 

業務経費の節減（実績
値）（百万円） 

－ － 
▲0.98％ 

（27,312） 
▲2.02％ 

（27,028） 
▲3.00％ 

（26,756） 
   

 
 

達成度 － － （19.6％） （40.4％） （60.0％）    

 
 

人件費の抑制（計画
値）（百万円） 

各年度において令和
４年度予算と同額以
下に抑制 

32,345 － － －    

 
 

人件費の抑制（実績
値）（百万円） 

－ － 32,345 32,345 32,345    

 
 

達成度 － － 100.0％ 100.0％ 100.0％    

注）一般管理費は、人件費、新規に追加される業務、拡充業務分、公租公課等の所要計上を必要とする経費等を除く。 

注）業務経費は、事業主等に支給する障害者雇用調整金等、宿舎等業務、新規に追加される業務、拡充業務分、公租公課等の所要計上を必要とする経費等を除く。 

注）人件費は、退職手当、新規に追加される業務、拡充業務分等を除く。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による

評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

 第４章 業務運営の効率化
に関する事項 

 
通則法第 29 条第２項第３

号の業務運営の効率化に関
する事項は、次のとおりとす
る。 

第２ 業務運営の効率化に
関する目標を達成するた
めとるべき措置 

 
 
 
 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
一般管理費につい
ては、予算におい
て、令和４年度予
算 と 比 べ て
9.00％の節減を達

＜評定に至った理
由＞ 
 自己評価書の
「Ｂ」との評価結
果が妥当であると
確認できた。 
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１ 効率的な業務実施体制
の確立 

 
機構本部の業務部門に

ついては、個々の希望に応
じて多様な働き方を選択
できる環境整備、人への投
資の推進等、国の施策の方
向性に対応した業務の充
実・強化など、業務の変化
に見合った効率的な実施
体制となるよう点検し、必
要な見直しを行うこと。 
地方組織については、機

構が専門的な雇用支援を
全国で実施するための拠
点として、引き続き効率
的・効果的な業務運営に取
り組むこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
２ 業務運営の効率化に伴
う経費削減 

 
 

一般管理費（人件費、新
規に追加される業務、拡充
業務分、公租公課等の所要
計上を必要とする経費等
を除く。）については効率
的な利用に努め、第５期中
期目標期間の最終事業年
度において、令和４年度予
算と比べて 15％以上の額
を節減すること。 
業務経費（事業主等に支

給する障害者雇用調整金
等、宿舎等業務、新規に追
加される業務、拡充業務
分、公租公課等の所要計上
を必要とする経費等を除
く。）については、第５期中
期目標期間の最終事業年
度において、令和４年度予
算と比べて５％以上の額
を節減すること。 
なお、上記による節減の

 
１ 効率的な業務実施体制
の確立 

 
機構本部の業務部門に

ついては、個々の希望に応
じて多様な働き方を選択
できる環境整備、人への投
資の推進等、国の施策の方
向性に対応した業務の充
実・強化など、業務の変化
に見合った効率的な実施
体制となるよう点検し、必
要な見直しを行う。 
地方組織については、機

構が専門的な雇用支援を
全国で実施するための拠
点として、引き続き効率
的・効果的な業務運営に取
り組む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
２ 業務運営の効率化に伴
う経費削減 

 
 

一般管理費（人件費、新
規に追加される業務、拡充
業務分、公租公課等の所要
計上を必要とする経費等
を除く。）については効率
的な利用に努め、第５期中
期目標期間の最終事業年
度において、令和４年度予
算と比べて 15％以上の額
を節減する。 
業務経費（事業主等に支

給する障害者雇用調整金
等、宿舎等業務、新規に追
加される業務、拡充業務
分、公租公課等の所要計上
を必要とする経費等を除
く。）については、第５期中
期目標期間の最終事業年
度において、令和４年度予
算と比べて５％以上の額
を節減する。 
人件費（退職手当、新規

 
１ 効率的な業務実施体制の確立 
 

 
（１）機構本部の業務部門については、各

部門が緊密な連携を取りながら下半期
に業務の質及び量について点検を行
い、その結果を次年度以降の業務実施
体制に反映する。 
地方組織については、機構が専門的

な雇用支援を全国で実施するための拠
点として、引き続き効率的・効果的な業
務運営に取り組む。 

 
 
 
 
 
 
（２）「働き方改革方針」（令和元年度策定）

に基づいて取り組むこととしている事
項のフォローアップ、業務改善提案及
び好事例の募集等を通じて、業務効率
化等に向けたＰＤＣＡサイクルを推進
する。 
 
 

 
２ 業務運営の効率化に伴う経費削減 
 
 
 

一般管理費（人件費、新規に追加される
業務、拡充業務分、公租公課等の所要計上
を必要とする経費等を除く。）については
効率的な利用に努め、第５期中期目標期
間の最終事業年度において、令和４年度
予算と比べて 15％以上、業務経費（事業
主等に支給する障害者雇用調整金等、宿
舎等業務、新規に追加される業務、拡充業
務分、公租公課等の所要計上を必要とす
る経費等を除く。）については、第５期中
期目標期間の最終事業年度において、令
和４年度予算と比べて５％以上の額の節
減に向けた必要な取組を行う。 
人件費（退職手当、新規に追加される業

務、拡充業務分等を除く。）については、
令和４年度予算と同額以下に抑制する。 
なお、上記による節減の対象外となる

経費についても、不断の見直しにより厳
しく抑制を図る。 

 
 
 

 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・本部の業務部
門について、
業務の質及び
量について点
検を行い、そ
の結果を次年
度以降の業務
実施体制に反
映したか。 

 
＜評価の視点＞ 
・地方組織につ
いて、機構が
専門的な雇用
支援を全国で
実施するため
の 拠 点 と し
て、引き続き
効率的・効果
的な業務運営
に取り組んだ
か。 

 
 
 
 
 
【指標】 
・一般管理費
（人件費、新
規に追加され
る業務、拡充
業務分、公租
公課等の所要
計上を必要と
する経費等を
除く。）につい
て、効率的な
利用に努め、
第５期中期目
標期間の最終
事業年度にお
いて、令和４
年度予算と比
べて 15％以
上の額を節減
する。 

 
【指標】 

 
１ 効率的・効果的な業務運営体制の確立 
 
 
○機構本部の業務部門については、令和７年度下半期に総務部総務
課において各部・室へのヒアリングを実施し、業務の質及び量の
点検を行った上で、業務量の変化に見合った効率的な業務運営体
制となるよう、令和８年度における業務運営体制の見直しを行っ
た。 
具体的には、「非正規雇用労働者等が働きながら学びやすい職業
訓練」に対応するため、また、民間教育訓練機関サービスガイド
ライン関連事業に対応するため、担当する部署の業務運営体制に
ついて、必要な見直しを行った。 

○地方組織については、機構が専門的な雇用支援を全国で実施する
ための拠点として、引き続き効率的・効果的な業務運営に取り組
んだ。 

・ポリテクセンター栃木及び香川の建替に伴い、令和８年２月に香
川障害者職業センターを、同年３月に栃木障害者職業センター
を、それぞれポリテクセンター敷地内に移設・集約した。 

○令和元年度に策定した「働き方改革方針」に基づき、以下の取組
を実施した。 

・同方針に基づいて取り組むこととしている事項等のフォローアッ
プ・業務効率化等に向けた業務改善提案及び好事例の募集 

 
 
 
 
 
２ 業務運営の効率化に伴う経費削減 
 
 
 
○一般管理費 
・調達時期の早期化による効率的な予算執行に努めるとともに、一
般競争入札及び複数年契約の積極的な実施等により、支出の抑制
を図ることとして、予算において、令和４年度の 1,905百万円に
対し、令和７年度は 1,733百万円となり、9.00％の節減を図った。 
 

○業務経費 
・調達時期の早期化による効率的な予算執行に努めるとともに、一
般競争入札及び複数年契約の積極的な実施等により、支出の抑制
を図ることとして、予算において、令和４年度の 27,584百万円に
対し、令和７年度は 26,756 百万円となり、3.00％の節減を図っ
た。 

 
○人件費 
・国に準じた給与制度の運用により適正な水準を維持し、予算にお
いて、令和７年度は令和４年度と同額に抑制を図った。 

 
 
 
 
 
 

成したこと。 
業務経費について
は、予算において、
令和４年度予算と
比べて 3.00％の
節減を達成したこ
と。 
人件費について
は、予算において、
令和４年度予算と
同額に抑制し、目
標を達成したこ
と。評定の根拠と
して、 
①人材の確保に係
る取組について 

・人材の確保につ
いては、「人材確
保・育成方針」
に基づき、事務
職及びカウンセ
ラー職における
地域限定型採用
（北海道、東北、
中国、四国、九
州）を試行実施
したこと。また、
職員の募集に当
たり、機構ホー
ムページに設置
している採用特
設サイトや就職
情報サイト等を
通じて機構の社
会意義を周知す
るとともに、職
業能力開発職、
障害者職業カウ
ンセラー職及び
事務職について
本部及び各施設
の職員による地
方の大学等に対
する広報活動を
積極的に行った
こと。 

②契約の適正化に
係る取組につい
て 

・調達等合理化計
画に基づく調達
等に努め、監事
及び会計監査人
より、当機構の

＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方策＞ 
 
・調達等合理化計
画に基づき、引き
続き適正な入札・
契約手続を着実に
行う必要がある。 
・人材の確保につ
いては、機構版「働
き方改革方針」に
基づき、組織活性
化やワークライフ
バランスの向上に
取り組むととも
に、職員の募集・
採用に当たり、オ
ンライン説明会の
積極的な開催や、
採用選考における
Ｗｅｂ試験等を継
続的に実施する必
要がある。加えて、
「人材確保・育成
方針」に基づき、
地域限定型採用の
試行的実施を開始
したところである
が、引き続き機構
における優秀な人
材の確保、定着の
ための方策として
の各種取組を検
討・実施する必要
がある。 
 
・昨今巧妙かつ頻
発している標的型
メール攻撃やＷｅ
ｂ経由のマルウェ
ア感染等について
は、技術的対策だ
けでは防ぐことが
できないため、組
織的対策や人的対
策を充実させるな
どインシデント発
生防止に向けて、
引き続き機構全体
として情報セキュ
リティ対策に取り
組む必要がある。 
 また、過去に機
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対象外となる経費につい
ても、不断の見直しにより
厳しく抑制を図るものと
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 給与水準の適正化 
 
 
 

職員の給与水準につい
ては、国家公務員の給与水
準も十分考慮し、国民の理
解と納得が得られるよう
厳しく検証を行い、これを
維持する合理的な理由が
ない場合には必要な措置
を講ずることにより、給与
水準の適正化に速やかに
取り組むとともに、その検
証結果や取組状況につい
ては公表するものとする
こと。 

 
 
 
 
 

に追加される業務、拡充業
務分等を除く。）について
は、第５期中期目標期間の
各年度において、令和４年
度予算と同額以下に抑制
する。 
なお、上記による節減の

対象外となる経費につい
ても、不断の見直しにより
厳しく抑制を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 給与水準の適正化 
 
 
 

職員の給与水準につい
ては、国家公務員の給与水
準も十分考慮し、国民の理
解と納得が得られるよう
厳しく検証を行い、これを
維持する合理的な理由が
ない場合には必要な措置
を講ずることにより、給与
水準の適正化に速やかに
取り組むとともに、その検
証結果や取組状況につい
て公表する。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 給与水準の適正化 

 
 
 
職員の給与水準については、国家公務

員の給与水準も十分考慮し、国民の理解
と納得が得られるよう厳しく検証を行
い、これを維持する合理的な理由がない
場合には必要な措置を講ずることによ
り、給与水準の適正化に速やかに取り組
むとともに、その検証結果や取組状況に
ついて、結果が出次第、公表する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・業務経費（事
業主等に支給
する障害者雇
用調整金等、
宿舎等業務、
新規に追加さ
れる業務、拡
充業務分、公
租公課等の所
要計上を必要
とする経費等
を除く。）につ
いて、第５期
中期目標期間
の最終事業年
度において、
令和４年度予
算 と 比 べ て
５％以上の額
を節減する。 

 
【指標】 
・人件費（退職
手当、新規に
追加される業
務、拡充業務
分等を除く。）
について、令
和４年度予算
と同額以下に
抑制する。 

 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・職員の給与水
準について、
国家公務員の
給与水準も十
分考慮し、国
民の理解と納
得が得られる
よう厳しく検
証を行い適正
化に取り組む
とともに、検
証結果や取組
状況について
公表したか。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 給与水準の適正化 
 
 
 
・国に準じた給与制度の運用により適正な給与水準を維持した。 
・給与水準の検証結果等については、総務省の定める「独立行政法
人の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について
（ガイドライン）」に基づき、ホームページ上で公表した。 

【国に準じた給与制度の概要】 
- 事務職員について、国と同じ俸給表（行政職俸給表（一））を適
用 

- 諸手当について、国と同様の制度を適用 
- 55歳を超える職員について昇給停止 

【給与水準の状況】 
- 対国家公務員指数の状況 
年齢勘案 102.2 
参考 
年齢・地域勘案    108.5 
年齢・学歴勘案     99.4 
年齢・地域・学歴勘案  107.1 

- 国に比べて給与水準が高くなっている理由 
ⅰ機構の事務職員のうち大卒以上の者は、全体の 98.4％を占

入札・契約手続
については、適
正に実施されて
いるとの評価を
得たこと。 

③情報システムの
適切な整備・管
理及び情報セキ
ュリティ対策の
推進に係る取組
について 

・政府の方針等に
基づきＰＭＯを
設置し、ＰＪＭ
Ｏが所管するプ
ロジェクトの進
捗を管理すると
ともに、ＰＪＭ
Ｏ構成職員等に
対するスキル向
上研修を実施し
たこと。また、
情報セキュリテ
ィ意識の向上を
図るため、職員
への教育・訓練
やマルウェア感
染対策や標的型
攻撃対策等の技
術的対策に取り
組んだほか、自
己点検によるポ
リシーへの理
解、遵守状況の
確認、必要に応
じポリシーや運
用の見直し・改
善を実施すると
いったＰＤＣＡ
サイクルによる
改善を行うな
ど、適時・適切
な情報セキュリ
ティ対策を推進
したこと。 

以上を踏まえ、評
定をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・調達等合理化計
画に基づき、引
き続き適正な入
札・契約手続を
着実に行う必要

構において発生し
たインシデントに
ついても、機構内
において研修素材
とするなど具体的
な実例として共有
し、引き続き再発
防止策を徹底する
ことにより、再び
類似事例によるイ
ンシデントを発生
させることがない
ようにすること。 
 
 
＜その他事項＞ 
なし。 
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４ 契約の適正化 
 
 
 

契約については、原則と
して一般競争入札等によ
るものとし、以下の取組に
より、契約の適正化を推進
すること。 

 
（１）調達等合理化計画 

公正かつ透明な調達手
続による適切で、迅速かつ
効果的な調達を実現する
観点から、機構が策定した
「調達等合理化計画」に基
づく取組を着実に実施す
ること。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 契約の適正化 
 
 
 

契約については、原則と
して一般競争入札等によ
るものとし、以下の取組に
より、契約の適正化を推進
する。 

 
（１）調達等合理化計画 

公正かつ透明な調達手
続による適切で、迅速かつ
効果的な調達を実現する
観点から、機構が策定した
「調達等合理化計画」に基
づく取組を着実に実施す
る。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 契約の適正化 
 
 
 

契約については、原則として一般競争
入札等によるものとし、以下の取組によ
り、契約の適正化を推進する。 

 
 
 
（１）調達等合理化計画 

公正かつ透明な調達手続による適切
で、迅速かつ効果的な調達を実現する観
点から、機構が策定した「調達等合理化計
画」に基づく取組を着実に実施する。 
「独立行政法人における調達等合理化

の取組の推進について」（平成 27 年５月
25日総務大臣決定）等を踏まえ、「独立行
政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構契
約監視委員会」により、「調達等合理化計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・「調達等合理
化計画」に基
づく取組を着
実に実施する
とともに、契
約監視委員会
において同計
画の策定や入
札、契約につ

め、国家公務員の行政職俸給表（一）適用者のうち大卒以上
の者の 65.1％（参考「令和７年国家公務員給与等実態調査報
告書」第２表より算出）を大幅に上回っていることによる。 
なお、年齢・学歴勘案による対国家公務員指数は 99.4と国家
公務員と同程度の水準である。 

ⅱ「独立行政法人整理合理化計画」（平成 19年 12月 24日閣議
決定）等に基づき職員宿舎の廃止を進めていること及び全国
規模の異動が多いことから、住居手当の支給基準は国家公務
員と同じであるが、支給される者が全体の 71.3％と高い水準
であり、国家公務員の 30.5％（参考「令和７年国家公務員給
与等実態調査報告書」第９表より算出。以下同じ。）を大幅に
上回っていることによる。また、単身赴任手当についても支
給される者が全体の 9.0％を占め、国家公務員の 6.7％を上
回っていることによる。 

ⅲ年齢・地域勘案及び年齢・地域・学歴勘案の指数については、
級地ごとの比較によるが、機構の本部事務所は３級地（千葉
市（14.0％））に置かれているのに対し、国は本府省以外の組
織が所在しているため、３級地同士を比べた場合、職位が高
い職員の割合が多い本部がある機構の給与水準が高くなる。 

 また、１級地では、国の本府省があるため、国家公務員の給
与水準が高くなっているが、機構の１級地に在勤する事務職
員の割合は低いため全体に与える影響はわずかである一方
で、３級地に在勤する事務職員の割合は高く、全体に与える
影響も大きいことから機構の給与水準が高くなっている。 

- 給与水準の妥当性の検証 
機構の給与水準については、国と同様の給与制度としているた
め俸給、諸手当は国と同等の水準となっていること。大卒以上
の割合が大きいことを考慮した年齢・学歴勘案では 99.4 ポイ
ントと国と同程度の水準であること。その他の指数について
は、住居手当及び単身赴任手当等の受給者割合が国よりも大幅
に高いことや本部事務所が千葉市に置かれていることにより
国を上回っているものであり、給与水準が国より高いものでは
ないこと。 

 
４ 契約の適正化 
 
 
 
○契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、以
下の取組により、契約の適正化を推進し、業務運営の一層の効率
化を図るとともに予算の適正な執行に努めた。 

 
 
 
・「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平
成 27年５月 25日総務大臣決定）に基づき、「令和７年度独立行政
法人高齢・障害・求職者雇用支援機構調達等合理化計画」（以下「調
達等合理化計画」という。）を策定し、令和７年６月 18日に公表
するとともに厚生労働大臣に報告した。 
「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」等
を踏まえ、監事及び外部有識者で構成する「独立行政法人高齢・
障害・求職者雇用支援機構契約監視委員会」を開催し、一者応札・
応募の改善等の取組の点検、調達等合理化計画の策定に係る点
検、競争性のない随意契約の見直し、一般競争入札等において真

がある。 
・人材の確保につ
いては、魅力あ
る職場づくりを
推進するため
に、機構版「働
き方改革方針」
に基づき、組織
活性化やワーク
ライフバランス
の向上に取り組
むとともに、職
員の募集・採用
に当たり、オン
ライン説明会の
積極的な開催
や、採用選考に
おける Web 試験
等を継続的に実
施する必要があ
る。また、「人材
確保・育成方針」
に基づき、地域
限定型採用の試
行実施等の取組
を行ったところ
であるが、引き
続き各種取組を
検討・実施する
必要がある。 

・標的型メール攻
撃や Web経由の
マルウェア感染
等については、
日々巧妙化して
いる状況のな
か、技術的対策
だけでは防ぐこ
とはできないた
め、組織的対策
や人的対策を充
実させるなど、
引き続き機構全
体として情報セ
キュリティ対策
に取り組む必要
がある。 
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（２）一般競争入札等 

一般競争入札等により
契約を行う場合であって
も、特に企画競争や公募を
行う場合には、競争性、透
明性が十分確保される方
法により実施すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）監査 

監事及び会計監査人に
よる監査において、入札・
契約の適正な実施につい
て徹底的なチェックを受
けること。 

 
 
 
 
 
６ インフラ長寿命化の推
進 

 
インフラ長寿命化基本

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）一般競争入札等 

一般競争入札等により
契約を行う場合であって
も、特に企画競争や公募を
行う場合には、競争性、透
明性が十分確保される方
法により実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）監査 

監事及び会計監査人に
よる監査において、入札・
契約の適正な実施につい
て徹底的なチェックを受
ける。 

 
 
 
 
 
６ インフラ長寿命化の推
進 

 
インフラ長寿命化基本

画」の策定及び前年度計画の自己評価に
係る点検、競争性のない随意契約の見直
し、一般競争入札等についても真に競争
性が確保されているかの点検・見直しを
行う。 

 
 
 
 
 
（２）一般競争入札等 

一般競争入札等により契約を行う場合
であっても、特に企画競争や公募を行う
場合には、競争性及び透明性が十分確保
される方法により実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）監査 

「独立行政法人における随意契約の適
正化の推進について」（平成 19年 11月 15
日各府省官房長あて、行政管理局長、行政
評価局長発事務連絡）を踏まえ、監事及び
会計監査人による監査において、入札・契
約の適正な実施について徹底的なチェッ
クを受ける。 

 
 
 
６ インフラ長寿命化の推進 
 
 

インフラ長寿命化基本計画（平成 25年

いて点検・見
直ししたか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・契約の締結に
当たって、競
争性及び透明
性が確保され
る方法により
実施したか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・監事及び会計
監査人による
監 査 に お い
て、入札・契
約の適正な実
施について徹
底的なチェッ
ク を 受 け た
か。 

 
 
 
 
 

に競争性が確保されているかの点検・見直し（令和６年度分）が
行われ、全ての案件について「機構の取組は適切であると認めら
れる」との評価を受けた。 

・調達等合理化計画に基づき、主な取組を以下のとおり実施した。 
- 随意契約に関する内部統制の確立のため、随意契約によるもの
については、調達手続開始前に随意契約による理由等が適切で
あるか「随意契約検証チーム」において確認 

- 適切な契約事務の実施に資するため、本部において各施設にお
ける調達案件の中から一部の案件を抽出し、「自主点検マニュ
アル」に定められた事項を実施しているか確認 

・調達を行う際の契約事務手続の実施に当たっては、契約担当役（機
構本部にあっては経理担当理事、施設にあっては施設長）の決裁
を得た上で、契約方式、契約スケジュール、競争参加資格、仕様
書等を入札・契約手続運営委員会に諮り、契約事務担当課におい
て開札等の契約事務を実施した。 

・入札及び契約に係る審査機関として入札・契約手続運営委員会を
設置し、同委員会において主に次に掲げる事項について調査審議
し、契約の適正化を図った。 
ⅰ最低価格落札方式による一般競争入札以外の契約方法による
場合の理由 

ⅱ一般競争入札、企画競争等の手続を実施する場合の公告期間、
参加資格、仕様書の内容、評価基準等 

ⅲ随意契約（競争性のない随意契約であって随意契約限度額を超
えるもの）によろうとする場合の相手方 

ⅳ競争参加希望者の参加資格の有無 
ⅴ競争入札に付しても入札者がなかった場合の取扱い、一者応札
等になった場合の改善策、再委託が予定されている場合の内
容、理由、再委託先 

・総合評価落札方式又は企画競争若しくは公募を行う場合は、次の
措置を講じることにより競争性及び透明性を確保した。 
- 総合評価落札方式による一般競争入札又は企画競争若しくは
公募によろうとする場合には、仕様内容等について応札希望者
の理解を深めるためにできる限り詳細な説明を実施 

- 公告から入札書又は企画書提出日までの十分な日程を確保 
- 入札説明書、企画競争説明書に、評価項目、評価基準、配点等
を明記 

- 総合評価落札方式による一般競争入札又は企画競争において
は、「総合評価専門委員会」、「企画提案書評価委員会」の中で、
仕様の検討、評価基準の策定、提案書の評価を実施 

・「独立行政法人における随意契約の適正化の推進について」（平成
19年 11月 15日各府省官房長あて、行政管理局長、行政評価局長
発事務連絡）を踏まえ、入札・契約の適正な実施については、監
事及び会計監査人による厳正な監査を受けた。監事監査では、競
争性のない随意契約の見直し、一般競争入札等についても真に競
争性が確保されているかの点検・見直しが行われ、「機構の取組は
適切であると認められる」との評価を受けた。 

 
 
 
 
６ インフラ長寿命化の推進 
 
 
令和５年３月に更新したインフラ長寿命化計画（個別施設計画） 
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計画（平成 25 年 11 月 29
日インフラ老朽化対策の
推進に関する関係省庁連
絡会議決定）を踏まえ策定
された個別施設毎のイン
フラ長寿命化計画に基づ
き、施設の効率的な維持管
理を図ること。 

 
７ 事業の費用対効果 
  

事業の実施に要した費
用及び事業によって得ら
れた効果を把握・分析し、
その結果を事業実施内容
の見直しや新たな事業展
開につなげること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
８ 情報システムの整備及
び管理 

 
情報システムについて

は、デジタル庁が策定した
「情報システムの整備及
び管理の基本的な方針」
（令和３年 12月 24日デジ
タル大臣決定）にのっと
り、情報システムの適切な
整備及び管理を行うとと
もに、情報システムの整備
及び管理を行うＰＪＭＯ
を支援するため、ＰＭＯの
設置等の体制整備を行う
こと。 
また、「政府機関等のサ

イバーセキュリティ対策
のための統一基準群」（令
和３年７月７日サイバー
セキュリティ戦略本部）を
踏まえ、情報セキュリティ
ポリシー等関係規程類を
適時適切に見直し、整備す
るとともに、これに基づ
き、ハード及びソフトの両
面での不断の見直し、役職
員の高い意識を保持する
ための適時適切な研修な

計画（平成 25 年 11 月 29
日インフラ老朽化対策の
推進に関する関係省庁連
絡会議決定）を踏まえ策定
した個別施設毎のインフ
ラ長寿命化計画に基づき、
施設の効率的な維持管理
を行う。 

 
７ 事業の費用対効果 
 

事業の実施に要した費
用及び事業によって得ら
れた効果を把握・分析し、
その結果を事業実施内容
の見直しや新たな事業展
開につなげる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
８ 情報システムの整備及
び管理 
 
情報システムについて

は、デジタル庁が策定した
「情報システムの整備及
び管理の基本的な方針」
（令和３年 12月 24日デジ
タル大臣決定）にのっと
り、情報システムの適切な
整備及び管理を行うとと
もに、情報システムの整備
及び管理を行うＰＪＭＯ
を支援するため、ＰＭＯの
設置等の体制整備を行う。 
また、「政府機関等のサ

イバーセキュリティ対策
のための統一基準群」（令
和３年７月７日サイバー
セキュリティ戦略本部）を
踏まえ、情報セキュリティ
ポリシー等関係規程類を
適時適切に見直し、整備す
るとともに、これに基づ
き、ハード及びソフトの両
面での不断の見直し、役職
員の高い意識を保持する
ための適時適切な研修な
ど情報セキュリティ対策

11 月 29 日インフラ老朽化対策の推進に
関する関係省庁連絡会議決定）を踏まえ
策定した個別施設毎のインフラ長寿命化
計画に基づき、施設の効率的な維持管理
を行う。 

 
 
 
 
７ 事業の費用対効果 
 

事業の実施費用を随時把握したうえ
で、アンケート結果等により把握された
利用者の意見、業績評価結果の活用等事
業によって得られた効果を把握・分析し、
その結果を事業実施内容の見直しや新た
な事業展開につなげる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
８ 情報システムの整備及び管理 
 

 
情報システムの整備及び管理について

は、以下の取組を実施する。 
 

（１）情報システムについて、デジタル庁
が策定した「情報システムの整備及び
管理の基本的な方針」（令和３年12月24
日デジタル大臣決定）にのっとり、ＰＪ
ＭＯが情報システムの適切な整備及び
管理を行えるようＰＭＯが支援を行
う。 

 
 
 
 
 
 
 
 

（２）情報セキュリティ対策について、以
下の取組を実施する。 
① 「政府機関等のサイバーセキュリ
ティ対策のための統一基準」（令和５
年７月４日サイバーセキュリティ戦
略本部）を踏まえ、情報セキュリティ
ポリシー等各種規程類を適時・適切
に見直し、職員に対して周知、徹底を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・アンケート結
果等により把
握された利用
者の意見、業
績評価結果の
活用等事業に
よって得られ
た 効 果 を 把
握・分析し、
その結果を事
業実施内容の
見直しや新た
な事業展開に
つなげたか。 

 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・ＰＪＭＯが情
報システムの
適切な整備及
び管理が行え
るようＰＭＯ
が支援を行っ
たか。 

 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・政府の方針等
を踏まえ、役
職員に対する
研修・教育や
ＰＤＣＡサイ
クルにより適
時・適切な情

に基づき、施設の効率的な維持管理に努めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
７ 事業の費用対効果 
 
・予算の執行について、その予算の範囲内において業務の進捗状況
及び予算の執行状況を把握するとともに、利用者に対するアンケ
ート調査及び必要に応じた追跡調査の結果等から業務改善につ
なげるべき点を分析し、それらを踏まえて令和７年度計画を作成
した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
８ 情報システムの整備及び管理 
 
 
 
 
 
（１）情報システムの整備及び管理の基本的な方針を踏まえた取組 
① 情報システムの適切な整備及び管理 
・ＰＭＯとしてプロジェクト検証専門委員会を四半期ごとに開催
し、ＰＪＭＯによるプロジェクトの実施状況を把握した。 

・ＰＪＭＯを構成する職員の人材育成として、「システム担当者研修
（年１回）」及び「ＰＪＭＯ構成職員等のスキル向上研修（年３
回）」を実施した。 

② 情報システムの整備及び管理に係る自己点検及びシステム監
査 

・ＰＪＭＯの事務の手順化（標準化）を行い、ＩＴマネジメントが
適切に実施されているかを確認するため、各情報システムにおい
て「情報システムの整備及び管理に係る自己点検」を実施すると
ともに、７つの情報システムにおいて「システム監査」を実施し
た。 

 
（２）情報セキュリティ対策 
① 「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準」
が令和５年度に改正されたことを踏まえ、情報セキュリティポリ
シー（以下「ポリシー」という。）及び関係規程を見直し、職員に
対して周知、徹底を実施した。 

② サイバー攻撃を防御するため、インターネット経由での個人情
報漏えい防止対策、マルウェア感染対策、標的型攻撃対策及び通
信の監視等の技術的対策を実施した。 
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ど情報セキュリティ対策
を講じ、情報システムに対
するサイバー攻撃への防
御力、攻撃に対する組織的
対応能力の強化に取り組
むこと。 
さらに、上記の対策の実

施状況を毎年度把握し、Ｐ
ＤＣＡサイクルにより情
報セキュリティ対策の改
善を図ること。 

 

を講じ、情報システムに対
するサイバー攻撃への防
御力、攻撃に対する組織的
対応能力の強化に取り組
む。 
さらに、上記の対策の実

施状況を毎年度把握し、Ｐ
ＤＣＡサイクルにより情
報セキュリティ対策の改
善を図る。 

 
 
 
 
第７ その他主務省令で定
める業務運営に関する事
項 

 
１ 人事に関する計画 
 
 
 

人材確保・育成方針の内
容等を踏まえ、効果的かつ
効率的な業務運営のため、
必要な人材の確保、人員の
適正配置、研修の充実によ
る専門性及び意識の向上
を図る。 
 

 

図る。 
② サイバー攻撃を防御するための必
要な技術的対策を講じるとともに、
攻撃に対する組織的対応能力の強化
に取り組む。 

③ 情報セキュリティ対策に係る教育
実施計画を策定し、過去に機構で生
じた情報セキュリティインシデント
等を研修素材に活用するなど、役職
員に対し、適時・適切な研修・教育を
実施する。 

④ ＰＤＣＡサイクルにより情報セキ
ュリティ対策の改善を図る。 

 
第７ その他主務省令で定める業務運営に
関する事項 

 
 
１ 人事に関する計画 
 
 
 

採用説明会の開催、採用案内パンフレ
ットやホームページ等の活用・充実、大学
等への周知、大学や就職支援会社が主催
する企業説明会等への参加、施設見学の
受入等による積極的かつ効率的な募集活
動をオンラインを活用しつつ行い、引き
続き必要な人材の確保に努めるととも
に、人員の適正配置、研修の充実による専
門性及び意識の向上を図る。 
また、機構業務改善の取組を通じて、職

員意識の向上を図る。 
さらに、離職者・在職者及び学卒者への

職業訓練を実施する職業訓練指導員につ
いては、民間企業等幅広い層から、職業訓
練指導員として必要な資質を有する者を
任期付雇用により積極的に活用し、引き
続き社会のニーズに機動的に対応できる
体制を実現する。 

報セキュリテ
ィ対策を推進
したか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・必要な人材の
確保、人員の
適正配置や研
修の充実によ
る専門性及び
意識の向上を
図ったか。 

 

③ 職員の情報セキュリティ意識向上を図るための研修（新規採用
職員研修、全職員への情報セキュリティ講習等）及び標的型メー
ル攻撃模擬訓練等の教育訓練を実施した。また、適時、適切な研
修・教育に資するため、過去に発生したインシデント等を研修素
材として活用した。 

④ ポリシーの運用状況等を踏まえ、自己点検によりポリシーへの
理解、遵守状況を確認し、必要に応じたポリシーや運用の見直し
と改善を実施した。 

 
 
 
 
 
 
第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 
 
 
 
１ 人事に関する計画 
 
 
 
・機構の業務運営に必要な人材を確保するため、以下の取組を実施
した。 
- 事務職及び障害者職業カウンセラー職において、従前の全国転
勤を行う全国型採用に加え、勤務地を特定のエリア（北海道、
東北、中国、四国又は九州エリア）に限定した地域限定型採用
を試行実施 

- 人材の確保・定着にあたり、異動に伴い長距離通勤を余儀なく
される職員の経済的負担を軽減するために令和７年度から通
勤手当の支給限度額を引き上げたほか、地域限定型採用を試行
実施する東北、中国、四国エリアにおいて現職職員を対象に全
国型から地域限定型への転換制度を令和８年４月から試行的
に導入するための取組を実施 

- 障害者職業カウンセラー職の採用試験の専門試験において、従
来の専門分野（心理学、教育学、社会学、社会福祉学）に、新
たに２分野（法学、経済・経営学）を追加 

- 障害者職業カウンセラー職における経験者採用を実施 
- 事務職の応募資格において、従前の４年制大学卒業（見込）者
に加え、短期大学、専門学校及び高等専門学校の卒業（見込）
者を追加 

 - 採用特設サイトを設置し、若年層に訴求するためスマートフォ
ンやタブレットでのＵＩ・ＵＸを高めるランディングページを
構築するとともに、働き方がイメージしやすいよう各職種のキ
ャリアパス、中堅職員へのインタビュー及び座談会の記事、各
職種の業務が 90秒でわかる説明動画を掲載 

- 業務内容、勤務施設の紹介等を分かりやすく盛り込んだ訴求力
のある採用パンフレットを作成・配布 

- 機構ホームページや就職情報サイトへ募集案内を掲載 
- 機構の業務内容等に対する理解促進のため、説明会の動画を機
構ホームページにて常時視聴可能とするとともに、説明会につ
いてもオンラインに重点を置いて実施 

- 就職情報サイトを活用し、就職活動中の学生等に向けて採用説
明会や採用試験の情報を発信 
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- 大学が主催する学内の就職説明会について、Ｗｅｂ配信やオン
ライン形式のものについて積極的に参加 

- 本部役職員及び各施設の職員による地域の大学等に対する広
報活動を実施 

- 魅力ある職場づくりを推進するための機構版「働き方改革方
針」に基づく取組の実施 

- 障害者職業カウンセラー職と事務職との併願募集による応募
者の確保 

- 職業能力開発職及び障害者職業訓練職における経験者の採用
を本部で一括して実施 

- 採用選考においては、引き続き人物本位の採用のため募集職種
に応じた面接試験を実施 

- 事務職の採用選考一次試験においては、Ｗｅｂサイト受験方式
で実施 

- 事務職選考において、受験者の負担軽減のため最終試験の試験
会場を従前の４拠点から６拠点へ拡充 

・全国ネットワークによる質の高いサービスを提供・維持するため、
以下のとおり人員の適正配置を実施した。 
- 業務の円滑な遂行等を念頭に、職員の適性等を総合的に考慮し
た人事異動 

- 年度途中の人事異動等、機動的な人員配置の実施 
・職員の専門性と意識の向上を図るため、各研修の対象者層に求め
られる知識や技能・技術等のほか、各研修の受講者アンケートの
結果なども踏まえ、研修実施計画を策定し、以下のとおり職員各
層に対する研修等を実施した。 

（全職種対象） 
- 機構職員として必要な知識や技能・技術の習得を図るための研
修（採用後１年目及び概ね５年目、概ね９年目対象） 

- 各役職の職務に課せられた役割の理解及び各業務において必
要となる専門的知識の習得を目的とした研修等（新たに本部係
長や施設長になった職員等対象） 

（管理職対象） 
- 人事評価制度のより適切かつ効果的な実施を目的とした評価者

研修 
（障害者職業カウンセラー職及び障害者職業訓練職対象） 
- 各年次に応じた専門研修 
- 「身体障害者に対する就業支援」をテーマとする課題別研修 
- 採用後３年次までの障害者職業カウンセラー職を対象とした、
個々の職員の経験や担当業務状況に応じた計画的なＯＪＴ 

- 専門第二期研修を修了した障害者職業カウンセラー職を対象
とした、事業主支援に必要な知識・技術の習得を図るための計
画的なＯＪＴ 

（職業能力開発職対象） 
- 職業訓練指導員の各階層に応じた業務を遂行するための役割
の理解や能力の向上を目的とした階層別研修 

- 専門的な技能・技術のスキル向上を目的とした専門研修 
 - キャリアルートの適切な時期において、新たな役割を担うため

の能力の向上を目的としたキャリア・パス関連研修及びＯＪＴ 
 - 新規採用職員を対象とした、職業訓練の流れを早期に理解し、

施設利用者への案内等を円滑にするための窓口業務ＯＪＴ 
 - 職業訓練の現場において特別な配慮が必要な訓練生への支援・

対応ノウハウを習得し、活用できる職業訓練指導員の育成を目
的とした研修 

（事務職対象） 
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 - 事務職員として必要な知識の習得や、職場における実務の中核
として必要な能力の向上を図る研修等 

 なお、研修機会確保のため、オンライン形式による実施に一部切
替えを行った。 
また、機構業務改善の取組を通じて、職員意識の向上を図った。 

・社会のニーズに機動的に対応できる職業訓練指導員体制を実現す
る観点から、最新技術等に対応できる職業訓練指導員を民間企業
から任期付きで雇用し、積極的に活用した。 
-令和７年度末現在の任期付きの職業訓練指導員の人数５人 

 
 
＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・調達等合理化計画に基づき、適正な入札・契約手続を着実に行う
ため、以下の取組を実施した。 
- 随意契約に関する内部統制の確立のため、随意契約によるもの
については、調達手続開始前に随意契約による理由等が適切であ
るか「随意契約検証チーム」において確認 
- 不適切な調達を防止するため、本部において各施設における調
達案件の中から一部の案件を抽出し、「自主点検マニュアル」に定
められた事項を実施しているか確認 

・人材の確保については、機構版「働き方改革方針」に基づき、組
織活性化やワークライフバランスの向上に取り組むとともに、職
員の募集・採用に当たり、オンライン説明会の開催や採用選考に
おける Web試験等を継続的に実施した。加えて、「人材確保・育成
方針」に基づき、試行的実施している地域限定型採用において対
象地域区分の追加を行うとともに、人材の確保及び定着のため、
全国型である職員が地域限定型へ転換できる制度を試行的導入
する新たな取組を行った。これらの結果を検証し、引き続き取組
の検討を行うこととしている。 

・インシデント発生防止に向け、情報セキュリティポリシー及び関
係規程の見直しによる組織的対策としてのガバナンスの強化や、
サイバー攻撃を防御するための技術的対策の実施、人的対策とし
て職員の情報セキュリティ意識向上を図るために機構で発生し
たインシデント事例等を教材とした各種教育訓練を実施し、機構
全体として情報セキュリティ対策に取り組んだ。 

 
 

 

４．その他参考情報 

なし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３－１ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、困難度 － 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指

標 
達成目標 

基準値 

（前中期目標期間最

終年度値等） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 
 

         

 
 

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

 第４章 業務運営の効率化
に関する事項 

 
 
５ 保有資産の見直し 
 

機構が保有する資産に
ついては、その必要性につ
いて不断の見直しを行う
とともに、将来にわたり業
務を確実に実施する上で
必要がなくなったと認め
られる資産がある場合は、
売却等の手続を行い、国庫
納付すること。 

 
 
 
第５章 財務内容の改善に
関する事項 

 
通則法第 29 条第２項第４

号の財務内容の改善に関す
る事項は、次のとおりとす
る。 
 
 

第２ 業務運営の効率化に
関する目標を達成するた
めとるべき措置 

 
５ 保有資産の見直し 

 
機構が保有する資産に

ついては、その必要性につ
いて不断の見直しを行う
とともに、将来にわたり業
務を確実に実施する上で
必要がなくなったと認め
られる資産がある場合は、
売却等の手続を行い、国庫
納付する。 

 
 
 
第３ 予算、収支計画及び資
金計画 

 
「第２ 業務運営の効率化

に関する目標を達成するた
めとるべき措置」で定めた事
項に配慮した中期計画の予
算を作成し、当該予算の適切
な管理を通じた運営を行う。 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 
 
５ 保有資産の見直し 
 

機構が保有する資産については、その
必要性について不断の見直しを行うとと
もに、将来にわたり業務を確実に実施す
る上で必要がなくなったと認められる資
産がある場合は、売却等の手続を行い、国
庫納付する。 

 
 
 
 
 
 
第３ 予算、収支計画及び資金計画 
 
 
「第２ 業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置」で定めた事
項に配慮した年度計画の予算を作成し、当
該予算の適切な管理を通じた運営を行う。 
 
 

 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・機構が保有す
る資産につい
て、その必要
性について不
断の見直しを
行 う と と も
に、不要な資
産がある場合
は売却等の手
続を行い、国
庫 納 付 し た
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措 
置     

 
 
５ 保有資産の見直し 
 
・保有資産について、不断の見直しを行うとともに、以下のとおり
売却等の手続を行った。 
- 不要となった、職員宿舎２件について、令和７年 10月に入札公
告し、処分を行った。 

- 令和６年度に処分を行った保有資産の売却代金を独立行政法
人通則法の規定に即して国庫納付を行った。 
なお、令和７年度において発生した売却代金については、令和
８年度において国庫納付することとしている。 

 
 
 
 
第３ 予算、収支計画及び資金計画  
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
評定の根拠とし
て、 
①予算の適正な執
行に係る取組に
ついて 

・運営費交付金に
ついては、収益
化基準に基づ
き、適正に執行
したこと。 

②保有資産の見直
しに係る取組に
ついて 

・保有資産のう
ち、不要となっ
た職員宿舎２件
の処分を行った
こと。 

以上を踏まえ、評
定をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・機構が保有する
資産について
は、その必要性

＜評定に至った理
由＞ 
自己評価書の「Ｂ」
との評価結果が妥
当であると確認で
きた。 
 
＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方策＞ 
・機構が保有する
資産については、
その必要性につい
て不断の見直しを
行うとともに、将
来にわたり業務を
確実に実施する上
で必要がなくなっ
たと認められる資
産がある場合は、
売却等の手続を行
い、国庫納付する
こと。 
 
＜その他事項＞ 
なし。 
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１ 中期計画予算の作成 
 

「第４章 業務運営の効
率化に関する事項」で定め
た事項に配慮した中期計
画の予算を作成し、当該予
算の適切な管理を通じた
運営を行うこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、毎年度の運営費交付
金の算定については、過年度
の運営費交付金執行状況に
も留意した上で、厳格に行
う。 
 
１ 予算 

別紙－１のとおり 
 
２ 収支計画 

別紙－２のとおり 
 
３ 資金計画 

別紙－３のとおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
１ 予算 

別紙－１のとおり 
 
２ 収支計画 

別紙－２のとおり 
 
３ 資金計画 

別紙－３のとおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・運営費交付金
額の算定につ
いては、運営
費交付金債務
残高の発生状
況にも留意し
た上で、厳格
に行ったか。 

 
＜評価の視点＞ 
・予算、収支計
画及び資金計
画について、
各費目に関し
て計画と実績
の差異があっ
た場合には、
その発生理由
を 明 ら か に
し、その理由
は合理的なも
のだったか。 

 
＜評価の視点＞ 
・当期総利益
（又は当期総
損失）の発生
要因を明らか
にしたか。ま
た、当期総利
益（又は当期
総損失）の発
生要因の分析
を行ったか。
当該要因は法
人の業務運営
に問題等があ
ることによる
ものか。業務
運営に問題等
があることが
判明した場合
には当該問題
等を踏まえた
改善策を検討
したか。 

 

 
 
 
 
 
 
１ 予算、２ 収支計画、３ 資金計画 
 
 
 
○中期目標に基づく令和７年度予算を作成し、予算の執行について
は、その予算の範囲内において業務の進捗状況及び予算執行状況
を把握し、予算の効率的執行等の観点から適宜見直しを行った。 

 
○運営費交付金について、業務部門の活動は業務達成基準、管理部
門の活動は期間進行基準を採用し、予算の効率的な執行等を勘案
した計画額の配分を行い、適正に執行した。なお、当該計画額の
配分により、運営費交付金債務の繰越を行っており、繰り越した
運営費交付金債務は、翌事業年度以降、必要となる経費に計画的
に執行する予定としている。 

  
○令和７年度予算における運営費交付金の算定については、運営費
交付金未使用残高の発生状況も留意し、財政当局との調整を経て
策定した中期計画予算に基づき行った。 
 

○予算措置 
・令和７年度運営費交付金予算額は、中期目標期間における運営費
交付金算定ルールに基づき算定している。なお、令和７年度は中
小企業等における DX 人材育成の総合的な推進等に係る必要な予
算額を確保した。 

（単位：百万円） 

 令和６年度 令和７年度 対前年度 
増減 

運営費交付金予
算額 

73,116 75,294 2,178 

 
○運営費交付金の収益化により発生した利益の分析 
・運営費交付金を充当して行う事業等について着実に実施した。な
お、運営費交付金の収益化により発生した利益については、一般
競争入札及び複数年契約の積極的な実施等により、支出を抑制
し、効率的な予算執行を図ったことで生じたものである。 

 
○当期総利益（又は当期総損失）の発生要因及び分析 
・令和７年度については、高齢・障害者雇用支援勘定、障害者職業
能力開発勘定、職業能力開発勘定、認定特定求職者職業訓練勘定
及び宿舎等勘定において、利益が発生した。これは、一般競争入
札及び複数年契約の積極的な実施等により、支出を抑制し、効率
的な予算執行を図ったことにより生じたものである。 

・高齢・障害者雇用支援勘定、障害者職業能力開発勘定、職業能力
開発勘定及び認定特定求職者職業訓練勘定の利益剰余金 39 億円
については、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構法第
17条第２項に基づき、中期目標期間の最終年度の翌事業年度に国
庫へ納付する予定である。 
また、宿舎等勘定の利益剰余金 79億円については、同条第１項に

について不断の
見直しを行うと
ともに、将来に
わたり業務を確
実に実施する上
で必要がなくな
ったと認められ
る資産がある場
合は、売却等の
手続を行い、国
庫納付する必要
がある。 
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＜評価の視点＞ 
・利益剰余金が
計上された場
合、国民生活
及び社会経済
の安定等の公
共上の見地か
ら実施される
ことが必要な
業務を遂行す
るという法人
の性格に照ら
し過大な利益
ではなかった
か。 

 
＜評価の視点＞ 
・貸付金、未収
金等の債権に
ついて、回収
計画を策定し
たか。回収計
画を策定して
いない場合、
その理由の妥
当性について
の検証を行っ
たか。 

 
＜評価の視点＞ 
・回収計画の実
施状況につい
て、ⅰ）貸倒
懸念債権・破
産更生債権等
の金額やその
貸付金等残高
に占める割合
が増加した場
合、ⅱ）計画
と実績に差が
ある場合の要
因分析を行っ
たか。 

 
＜評価の視点＞ 
・回収状況等を
踏まえ回収計
画の見直しの
必要性等の検
討 を 行 っ た
か。 

 
＜評価の視点＞ 

基づき厚生労働大臣の承認を受けた前中期目標期間繰越積立金
であり、雇用促進住宅の譲渡・廃止等業務の実施に当たり必要な
財源（宿舎等勘定は独立採算で運営。）である。 
 

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

当期総利益 
2,322 

（2,314） 
800 

（818） 
860 

（770） 

※表中の（）は、当該年度に交付された運営費交付金の収益化 
に伴い発生した利益額である。 

・貸付業務は行っていない。 
・債権については、規定等に基づき、債務者に対する督促業務等を
行い、債権の適切な把握及び管理並びに請求に努めた。 

・上記取組の結果、貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額やその貸
付金等残高に占める割合は増加していない。 
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２ 障害者雇用納付金に係
る積立金の管理・運用 

 
障害者雇用納付金に係

る積立金については、納付
金が障害者の雇用に伴う、
経済的な負担の調整並び
にその雇用の促進及び継
続を図るために、法律に基
づき、事業主から徴収して
いるものであることに鑑
み、適正にその運用及び管
理を行うこと。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 障害者雇用納付金に係
る積立金の管理・運用 

 
障害者雇用納付金に係

る積立金については、納付
金が障害者の雇用に伴う、
経済的な負担の調整並び
にその雇用の促進及び継
続を図るために、法律に基
づき、事業主から徴収して
いるものであることに鑑
み、適正にその運用及び管
理を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 障害者雇用納付金に係る積立金の管
理・運用 

 
障害者雇用納付金に係る積立金につい

ては、納付金が障害者の雇用に伴う、経済
的な負担の調整並びにその雇用の促進及
び継続を図るために、法律に基づき、事業
主から徴収しているものであることに鑑
み、適正にその運用及び管理を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・運営費交付金
を充当して行
う事業につい
ては、中期目
標に基づく予
算を作成し、
当該予算の範
囲内で予算を
執行したか。 

 
＜評価の視点＞ 
・運営費交付金
については収
益化基準にし
たがって適正
に 執 行 し た
か。 

 
＜評価の視点＞ 
・運営費交付金
を全額収益化
し、損益が発
生した場合に
は、その発生
理由を明らか
にし、それが
合理的なもの
となっていた
か。 

 
＜評価の視点＞ 
・障害者雇用納
付金に係る積
立 金 に つ い
て、適正な運
用・管理を行
ったか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 障害者雇用納付金に係る積立金の管理・運用 
 
 

 令和７年度 

定 期 預
金・譲渡
性預金・
地方債 

期中運用額 
（期末残高） 

944億円 
（311億円） 

運用益 2億 1,238万円 

利率 

0.100％ 
0.105％ 
0.476％ 
0.550％ 
0.580％ 
0.600％ 
0.604％ 
0.610％ 
0.660％ 
0.700％ 
0.710％ 
0.720％ 
0.750％ 
0.770％ 
0.800％ 

・障害者雇用納付金に係る積立金について、適正な運用・管理
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第４ 短期借入金の限度額 
 
１ 限度額 18,000百万円 
 
２ 想定される理由 
 
（１）運営費交付金の受入れ

の遅延による資金不足 
 
（２）予定外の退職者の発生

に伴う退職金の支給等 
 
第５ 財産の処分等に関す
る計画 

 
１ 不要財産等の処分に関
する計画 
なし 

 
２ 重要な財産の処分等に
関する計画 
なし 

 
第６ 剰余金の使途 
 
１ 事業主に対する相談・援
助業務の充実 

 
２ 職業リハビリテーショ
ン業務の充実 

 
３ 障害者職業能力開発校
における職業訓練業務の
充実 

 
４ 職業能力開発業務及び
宿舎等業務の充実 

 
５ 求職者支援制度に係る
職業訓練の認定業務の充
実 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
第４ 短期借入金の限度額 
 
１ 限度額 18,000百万円 
 
２ 想定される理由 
 
（１）運営費交付金の受入れの遅延による

資金不足 
 
（２）予定外の退職者の発生に伴う退職金

の支給等 
 
第５ 財産の処分等に関する計画 
 
 
１ 不要財産等の処分に関する計画 

なし 
 
 
２ 重要な財産の処分等に関する計画 

なし 
 
 
第６ 剰余金の使途 
 
１ 事業主に対する相談・援助業務の充実 
 
 
２ 職業リハビリテーション業務の充実 
 
 
３ 障害者職業能力開発校における職業訓
練業務の充実 

 
 
４ 職業能力開発業務及び宿舎等業務の充
実 

 
５ 求職者支援制度に係る職業訓練の認定
業務の充実 

 
 

を行った。 
 
※定期預金・譲渡性預金・地方債（以下「定期預金等」という。）
による期末残高は、年度末における運用額であり、運用益は、
当該年度の定期預金等による運用収益額である。 
また、利率は、当該年度における運用単位ごとの運用利率（地
方債については利回り）である。 

 
第４ 短期借入金の限度額  
 
・短期借入れは発生しなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５ 財産の処分等に関する計画  
 
 
１ 不要財産等の処分に関する計画 
  なし 
 
 
２ 重要な財産の処分等に関する計画 
  なし 
 
 
第６ 剰余金の使途  
 
・剰余金は発生していないことから、剰余金の使用実績はなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・機構が保有する資産について、その必要性について不断の見直し
を行うとともに、不要となった職員宿舎２件について売却処分を
行った。 
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・令和６年度に処分を行った保有資産の売却代金を独立行政法人通
則法の規定に即して国庫納付を行った。なお、令和７年度におい
て発生した売却代金については、令和８年度において国庫納付す
ることとしている。 

 
 

 

４．その他参考情報 

 
令和５年度末 

（初年度） 

令和６年度末 

 

令和７年度末 

 

令和８年度末 

 

令和９年度末 

（最終年度） 

前期中期目標期間繰越積立金 7,976 7,957 7,957   

 高齢・障害者雇用支援勘定 ‐ - -   

 障害者職業能力開発勘定 ‐ - -   

 障害者雇用納付金勘定 2 2 2   

 職業能力開発勘定 ‐ - -   

 認定特定求職者職業訓練勘定 ‐ - -   

 宿舎等勘定 7,973 7,955 7,955   

目的積立金 ‐ ‐ ‐   

積立金 ‐ 2,322 3,122   

 高齢・障害者雇用支援勘定 ‐ 442 609   

 障害者職業能力開発勘定 ‐ 42 28   

 障害者雇用納付金勘定 ‐ -    

 職業能力開発勘定 ‐ 1,744 2,383   

 認定特定求職者職業訓練勘定 ‐ 93 100   

 宿舎等勘定 ‐ - -   

 うち経営努力認定相当額          

その他の積立金等 ‐ ‐ -   

運営費交付金債務 4,142 4,613 6,926   

当期の運営費交付金交付額（ａ） 70,812 73,116 
75,344 

（※補正予算 50 百万円を含む） 
  

 うち年度末残高（ｂ） 4,142 1,823 3,831   
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（単位：百万円、％） 

（注）単位未満の端数については、金額は切り捨て、百分率は小数点以下第２位を四捨五入して記載している。 

当期運営費交付金残存率（ｂ÷ａ） 5.8％ 2.5％ 5.2％   



146 

 

様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４－１ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、困難度 － 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指

標 
達成目標 

基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

 
 

         

 
 

     
 

   

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R7） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

 第６章 その他業務運営に
関する重要事項 

 
通則法第 29 条第２項第５

号のその他業務運営に関す
る重要事項については、次の
とおりとする。 
 
１ 関係機関との連携強化
及び利用者ニーズの把握
等を通じたサービスの向
上 

 
「第３章 国民に対し

て提供するサービスその
他の業務の質の向上に関
する事項」で掲げた目標を
達成するためには、各地域
の事業主、事業主団体等の
関係機関及び地方公共団
体との連携や、利用者のニ
ーズに応じた適切なサー
ビスの提供が必要不可欠
である。このため、全国に
展開している地方組織等
の機構の持つ経営資源を
最大限活用し、事業主及び

第２ 業務運営の効率化に
関する目標を達成するた
めとるべき措置 

 
 
 
 
 
９ 関係機関との連携強化
及び利用者ニーズの把握
等を通じたサービスの向
上 

 
事業主、事業主団体等の

関係機関や地方公共団体
とのさらなる連携強化を
図るとともに、利用者ニー
ズの的確な把握等を通じ
て適切なサービスの提供
を行うための以下の取組
などを機構の創意工夫に
より実施する。 
 

（１）機構の業務に対する意
見等を労使団体、学識経
験者、地方公共団体等か
ら聞く場を設定する。 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 
 
 
 
 
 
９ 関係機関との連携強化及び利用者ニー
ズの把握等を通じたサービスの向上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）使用者、労働者及び障害者を代表する

者並びに学識経験を有する者により構
成される評議員会等を開催し、情報交
換を行うほか、機構の業務に対する意

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・評議員会等を
開催し、情報
交換を行うほ

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措
置 

 
 
 
 
 
 
９ 関係者のニーズ等の把握 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○評議員会の開催 
・ニーズに即した業務運営を図るため、使用者代表、労働者代表、
障害者代表及び学識経験者からなる評議員会を開催し、令和６年
度の業務実績・自己評価及び令和７年度計画に基づく業務運営を

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
評定の根拠とし
て、 
①シナジーの一層
の発揮に係る取
組について 

・法人統合による
シナジーの一層
の発揮に向け
て、あらゆる職
員がつながりあ
い、利用者と結
びつくことを示
す「ＬＩＮＫＳ」
を組織のスロー
ガンとして、各
業務の担当部署
や施設間の連携
の取組を推進し
たこと。 
具体的には、職
業能力開発施設
において特別な
配慮が必要な訓
練受講者への対
応が困難な場合

＜評定に至った理
由＞ 自己評価書
の「Ｂ」との評価
結果が妥当である
と確認できた。 
 
＜指摘事項、業務
運営上の課題及び
改善方策＞ 
・法人統合による
業務運営における
シナジーの一層の
発揮に向けて、引
き続き LINKS のス
ローガンのもと、
各業務の担当部署
や施設間の連携の
取組を強化する必
要がある。 
また、情報提供・
広報について、高
年齢者雇用・障害
者雇用・職業能力
開発支援の三分野
の業務を記載した
支部リーフレット
を活用する等、都
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事業主団体等の関係機関
及び地方公共団体との更
なる連携強化や利用者ニ
ーズの的確な把握、利用者
の利便性向上等に向けた
必要な取組を、機構の創意
工夫により実施すること。
また、これらの取組が地域
において相互に有機的に
機能するよう、各種取組を
総合的に実施すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 業務運営におけるシナ
ジーの一層の発揮に向け

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）利用者に対するアンケ

ートによる終了時の調
査や必要に応じ追跡調
査を実施することなど
により、業務の実施結果
や効果を適切に把握す
るとともに、業務改善に
つなげるべき点を分析
し、業務の見直し等に適
切にフィードバックす
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 業務運営におけるシナ
ジーの一層の発揮に向け

見等を伺い、ニーズに即した業務運営
を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）利用者の意見、ニーズ等を把握し、そ

の結果を業務運営に反映させるため、
各種サービス終了時における利用者ア
ンケートやサービス実施後一定期間経
過後における具体的な課題改善効果に
関する追跡調査等を積極的に実施す
る。また、これらの調査結果を自由記述
欄の内容を含め分析し、サービスを提
供している施設にフィードバックする
ことにより、現場レベルでの業務改善
を促す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 業務運営におけるシナジーの一層の発
揮に向けた取組 

か、機構の業
務に対する意
見等を伺い、
ニーズに即し
た業務運営を
図ったか。 

 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・利用者アンケ
ートや追跡調
査等を積極的
に実施し、調
査結果を分析
の上、施設に
フィードバッ
クすることに
より、現場レ
ベルでの業務
改善を促した
か。 

 
＜評価の視点＞ 
・機構の各業務
の支援対象者
に共通する支
援技法、研究・
開発成果や事
業主支援のノ
ウハウを、職
業 訓 練 指 導
員、70歳雇用
推進プランナ
ー及び障害者
職業カウンセ
ラー等に対す
る研修等を通
じて活用する
とともに、地
方施設間の連
携による相談
支援の推進の
ほか、シナジ
ーの平準化の
推進に取り組
んだか。 

 
 
 

説明した上で意見交換を行い、関係者のニーズ等を把握した。 
- 開催日 令和７年７月１日 

 
○外部評価委員会の開催 
・ニーズに即した業務運営が図られていたか、外部の学識経験者、
リハビリテーションの専門家、職業能力開発の専門家等で構成す
る外部評価委員会（職業リハビリテーション専門部会及び職業能
力開発専門部会を含む。）を開催し、令和５年度業績評価に係る業
務実績と自己評価について意見を聴取した。 
- 第 35回外部評価委員会（令和７年６月 13日） 
- 第 34回職業リハビリテーション専門部会（令和７年６月４日） 
- 第 16回職業能力開発専門部会（令和７年６月６日） 
 

○各種調査の実施 
・各種サービス終了時における有用度に関する調査や、サービス実
施の一定期間経過後における具体的な課題改善効果に関する追
跡調査を積極的に実施し、各種事業の効果や関係者のニーズの把
握に努めた。 
- 70 歳雇用推進プランナー等による制度改善提案を行った事業

主を対象とした追跡調査 
- 職業リハビリテーションに関する助言・援助を受けた関係機関

に対するアンケート調査 
- 障害者職業生活相談員資格認定講習の受講者に対するアンケ

ート調査 
- アビリンピック観覧者に対するアンケート調査 
- 在職者訓練、生産性向上支援訓練の受講者に対するアンケート

調査 
- 在職者訓練、生産性向上支援訓練の受講者を派遣した事業主に

対するアンケート調査  等 
・自由記述欄の内容も併せてこれらの調査結果を分析し、現場レベ
ルでの業務改善を促すため各施設にフィードバックした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 法人統合による業務運営におけるシナジーの一層の発揮に向
けた取組  

などにおける地
域センターとの
連携による専門
的な支援の実施
や職業訓練指導
員等を対象とし
た特別な配慮が
必要な訓練受講
者への支援ノウ
ハウの普及のた
めの研修等によ
り、業務の垣根
を超えた連携に
取り組んだこ
と。 
情報提供・広報
については、高
年齢者雇用・障
害者雇用・職業
能力開発支援の
三分野の業務を
コンパクトにま
とめた支部リー
フレットを活用
する等、都道府
県支部単位とし
ての一体的かつ
効果的な広報の
実施に努めたこ
と。 

②内部統制の充
実・強化に係る
取組について 

・内部統制につい
ては、令和７年
度コンプライア
ンス推進計画を
策定し、同計画
に基づき、各部
及び施設等にお
けるコンプライ
アンス研修、コ
ンプライアンス
認識度調査等の
実施、内部監査
の機会を活用し
たモニタリング
の実施、公益通
報制度及び通報
相談窓口（ＪＥ
ＥＤホットライ
ン）の周知徹底、
外部通報窓口の
設置等に取り組

道府県支部単位と
しての一体的かつ
効果的な広報の実
施に努める等、さ
らなる業務間の連
携を推進していく
必要がある。                                          
 
・内部統制につい
ては、「行動規範」
の浸透による統制
環境の確保、コン
プライアンス意識
の浸透とその状況
の確認、リスク管
理委員会を中心と
したリスクの評価
と対応、内部監査
室によるモニタリ
ングの充実等の取
組を引き続き実施
し、内部統制の更
なる充実・強化を
図る必要がある。 
 
・「人材確保・育成
方針」に基づき、
地域限定型採用の
試行実施等の取組
を開始したところ
であるが、引き続
き機構における優
秀な人材の確保、
定着のための方策
としての各種取組
を検討・実施する
必要がある。 
 
＜その他事項＞ 
なし。 
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た取組 
 
 

機構の各業務における
ノウハウ等を共有・結集
し、各支援対象者に共通す
る支援技法や研究・開発成
果を活用し、各分野で実施
する事業主支援に係る連
携の取組強化をするなど、
引き続き、業務運営面の連
携を深め、組織全体の一体
化、活性化を図ること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

た取組 
 
 

機構の各業務における
ノウハウ等を共有・結集
し、各支援対象者に共通す
る支援技法や研究・開発成
果を活用し、各分野で実施
する事業主支援に係る連
携の取組強化をするなど、
引き続き、業務運営面の連
携を深め、組織全体の一体
化、活性化を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

機構の各業務の支援対象者に共通する
支援技法や研究・開発成果の活用を進め
る。 
「訓練・学習の進捗等に特別な配慮が

必要な学生への支援・対応ガイド（実践
編）」を活用し、公共職業能力開発施設の
指導員等を対象に、支援・対応に係る専門
的研修を実施する。 
国立職業リハビリテーションセンター

及び国立吉備高原職業リハビリテーショ
ンセンターでは、特別な配慮が必要な支
援対象者への対応及び支援を実践し、各
施設への普及活動を先導することのでき
る職業訓練指導員を育成するための研修
を行うほか、国立職業リハビリテーショ
ンセンターにおいて、支援技法等の更な
る普及を図るための研修を実施する。 
70歳雇用推進プランナー等を対象に、

事業所訪問の質の向上を図ることを目的
とした、職業能力開発業務において取り
組んでいる事業主支援のノウハウを活用
した研修を実施する。 
障害者職業カウンセラー等を対象に、

事業所訪問の質の向上を図ることを目的
とした研修を実施する。その際には、70
歳雇用推進プランナー等が有する「事業
主の機運の醸成の図り方」、「事業主への
アプローチ手法」などのノウハウを活用
する。 
加えて、地方施設における業務運営面

での一体化・活性化を図るため、シナジー
の発揮に繋がる地方施設での取組につい
て情報収集し、他の施設へフィードバッ
クするとともに、地方施設間の連携によ
る相談支援の推進に取り組む。 
こうしたシナジーを「当たり前」にして

いくため、各業務・地方施設における事例
等を業務に組み込むといった平準化の推
進に取り組む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
○業務運営面での一体化・活性化 
・あらゆる職員がつながりあい利用者と結びつくこと、各業務のノ
ウハウを持ち寄り互いの業務をサポートすることを示す「ＬＩＮ
ＫＳ」（リンクス）を組織のスローガンとして、更なる施設間連携
の取組を推進した。 

・訓練・学習の進捗等に配慮が必要な訓練受講者への支援ノウハウ
を普及するため機構の職業訓練指導員等に対し研修を実施した。 

【実施研修】 
・機構の職業訓練指導員等を対象に、「精神・発達障害と似た行動を
する訓練生への支援」コースを、都道府県の公共職業能力開発施
設、民間教育訓練機関等の職業訓練指導員等を対象に、「一般校の
指導員のための精神・発達障害に配慮した支援と対応」（理解と接
し方編）及び（訓練の支援と支援体制）の２コースを実施した。
実施に当たっては、職業能力開発部門と障害者雇用支援部門が共
同して取りまとめた「訓練・学習の進捗等に特別な配慮が必要な
学生への支援・対応ガイド（実践編）」をテキストとして使用した。
また、全国の公共職業能力開発施設を会場とするオーダーメイド
型により、幅広い地域での普及を図った。（機構の職業訓練指導員
等 16人、機構以外の職業訓練指導員等 129人受講） 

・機構の職業訓練指導員等を対象に、特別な配慮が必要な訓練受講
者への支援・対応ノウハウを普及することを目的に、「特別な配慮
が必要な訓練生への対応研修」、「訓練生個々の特性を理解した訓
練生支援力向上研修」を実施した。（機構の職業訓練指導員等 47
人受講） 

・職業リハビリテーションや障害者職業訓練で活用されている知
識・ノウハウを取り入れた支援ツールを利用し、職業能力開発施
設における特別な配慮が必要な訓練受講者に対する支援のほか、
職業訓練指導員による対応が困難な場合は、地域センターとの連
携による専門的な支援を実施した。 

・70歳雇用推進プランナー等を対象とした、事業主への相談・援助
の質の向上を図るため職業能力開発業務における事業主支援の
ノウハウ（従業員の人材育成における課題等を解決するための提
案手法）を活用した研修について、動画配信（任意による視聴）
に加え、70 歳雇用推進プランナー５年次研修に組み込み実施し
た。（受講者数 60人）  

・障害者職業カウンセラー等を対象として、事業所訪問の質の向上
を図るため、動画コンテンツを用いた研修を実施した。研修では、
高齢者雇用の相談・援助業務を行うに当たり、70歳雇用推進プラ
ンナーが有する「事業主の機運の醸成の図り方」、「事業主へのア
プローチ方法」などの事業主支援のノウハウを活用した。（受講者
数 232人） 

・本部において地方施設間における連携の取組を取りまとめ、好事
例を各施設にフィードバックした。 

【地方施設間連携の取組例】 
・ポリテクセンターと地域障害者職業センターが連携した障害のあ
る訓練受講者に対する支援 
ポリテクセンター栃木で職業訓練を受講している障害のある訓練
受講者から、就職活動にあたり自身の障害特性や必要な配慮事項
の伝え方等について不安があるとの相談があったが、ポリテクセ
ンター栃木の指導員には障害者支援の経験が少なく、専門的な助
言が十分に行えなかった。 

み、内部統制の
充実・強化を図
ったこと。 

③人材の確保・育
成について 

・事務職及びカウ
ンセラー職にお
ける地域限定型
採用（北海道、
東北、中国、四
国、九州）を試
行実施するな
ど、「人材確保・
育成方針」に基
づく各種取組を
検討・実施した
こと。 

以上を踏まえ、評
定をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・内部統制につい
ては、「行動規 
範」の浸透によ
る統制環境の確
保、コンプライ
アンス意識の浸
透とその状況の
確認、リスク管
理委員会を中心
としたリスクの
評価と対応、内
部監査室による
モニタリングの
充実等の取組を
引き続き実施
し、内部統制の
更なる充実・強
化を図る必要が
ある。  

・「人材確保・育成
方針」に基づき、
地域限定型採用
の試行実施等の
取組を行ったと
ころであるが、
引き続き各種取
組を検討・実施
する必要があ
る。 
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３ 内部統制の充実・強化 
 
 
 

内部統制については、
「「独立行政法人の業務の
適正を確保するための体
制等の整備」について」（平
成 26 年 11 月 28 日総務省
行政管理局長通知）を踏ま
え、内部統制の推進等に関
する規定等を適時・適切に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
11 内部統制の充実・強化 
 
 
 

内部統制については、
「「独立行政法人の業務の
適正を確保するための体
制等の整備」について」（平
成 26 年 11 月 28 日総務省
行政管理局長通知）を踏ま
え、内部統制の推進等に関
する規定等を適時・適切に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
11 内部統制の充実・強化 
 
 
 

内部統制については、内部統制の推進
等に関する規定等を適時・適切に見直し、
整備するとともに、各種会議や研修等を
通じて機構内で認識を共有する。理事長
の強力なリーダーシップの下、内部統制
が有効に機能するため、また、内部統制の
仕組みが有効に機能しているかどうか点
検及び検証し、当該仕組みが有効に機能

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・内部統制の充
実・強化を図
ったか。 

 
 
 
 

指導員が訓練受講者の意思を確認した上で栃木障害者職業セン
ターのカウンセラーへつなぎ、職業評価を実施した。評価結果は
ハローワーク等と共有し、就職活動の進め方、配慮事項の整理、
面接会への同行支援を行った。さらに、関連機関の実習制度を活
用し、訓練受講者の希望に沿う企業での職場実習を実施するなど、
連携した支援を継続して行った。 

これらの支援を通じて、技能習得と障害特性の整理が両立した
結果、訓練受講者にとって適した職務・環境の企業に就職するこ
とができた。なお、一連の支援において専門家による同行や助言
が訓練受講者にとっての安心感につながり、一方で企業側にとっ
ては訓練受講者の状況の理解促進につながったことが、より前向
きなマッチング実現に寄与した。 

・70歳雇用推進プランナー等が、事業主に対する相談・援助等の際
に、障害者雇用や生産性向上支援訓練等の職業能力開発等に係る
機構の事業主支援について併せて紹介し、相談を受けた場合は各
業務担当に引き継いだ。 

【平準化の推進例】 
・各都道府県支部高齢・障害者業務課が実施する「生涯現役社会の
実現に向けた地域ワークショップ」の参加者アンケートに、生産
性センター業務課が行う生産性向上支援訓練（ミドルシニアコー
ス）のニーズ把握の設問を追加できるようにし、ニーズを把握し
た場合は支部の実情に応じて各課で適宜連携できる仕組みを整
えた。 

 
○広報におけるシナジー発揮に向けた取組 
・事業主に対し、幅広い機構業務の認知度向上や各業務窓口への円
滑な誘導を進めるため、業務間の連携を推進するためのＬＩＮＫ
Ｓツール（チラシ、動画、インフォグラフィックデータ）を活用
し、施設間連携の促進を図った。 

・都道府県支部単位としての一体的かつ効果的な広報を実施するた
めに設置した都道府県支部広報委員会により、地域の実情に応じ
た都道府県支部広報実施計画を策定した。 

・広報活動のノウハウを共有し、効果的な取組を推進するため、各
施設から広報活動実績の報告を収集し、積極的なニュースリリー
スによるマスメディアを通じた広報や、SNS の活用、地域の事業
主団体や市町村と連携した取組等の好事例を各施設に対し情報
提供した。 

・同一都道府県支部内の各施設で実施している高年齢者雇用・障害
者雇用・職業能力開発支援の三分野の業務を紹介するリーフレッ
トを全都道府県支部で作成し、支部単位での一体的な広報活動に
努めた。 

 
11 内部統制の充実・強化 
 
 
 
○内部統制の更なる向上を図るため、以下の取組を行った。 
・「コンプライアンスの推進に関する規程」に基づき、令和７年度
コンプライアンス推進計画を策定し、同計画に基づき、以下の
取組を実施した。 
また、各部・施設等の長に対して、これらの取組の推進状況を点
検し、コンプライアンス推進委員会において検証を行った。 
- 各部・施設等において、全職員に対し、行動規範の解説用資料、
コンプライアンスマニュアルを活用した研修等を年１回以上
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見直し、整備するととも
に、各種会議や研修等を通
じて機構内で認識を共有
すること。また、内部統制
の仕組みが有効に機能し
ているかどうか点検及び
検証を行い、当該仕組みが
有効に機能するよう見直
しを行うこと。なお、政策
目的の実現に向けては、法
人の長がリーダーシップ
を発揮し、法人の役割・目
標等を組織内の各階層に
浸透させることが重要で
あることから、当該視点に
も留意し、引き続き内部統
制体制の充実・強化に取り
組むこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 人材の確保・育成 
 
 
 

第５期中期目標期間に
おいて人材確保・育成方針
を策定し、機構が実施する
業務に必要な職員の確保
及び専門性の向上を図り、
業務をより効率的かつ効
果的に遂行すること。 

 
 
 
 

見直し、整備するととも
に、各種会議や研修等を通
じて機構内で認識を共有
する。また、内部統制の仕
組みが有効に機能してい
るかどうか点検及び検証
を行い、当該仕組みが有効
に機能するよう見直しを
行う。 
なお、政策目的の実現に

向けては、法人の長がその
リーダーシップを発揮し、
法人の役割・目標等を組織
内の各階層に浸透させる
ことが重要であることか
ら、当該視点にも留意し、
引き続き内部統制体制の
充実・強化に取り組む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
12 人材の確保・育成 
 
 
 

第５期中期目標期間に
おいて人材確保・育成方針
を策定し、機構が実施する
業務に必要な職員の確保
及び専門性の向上を図り、
業務をより効率的かつ効
果的に遂行する。 

 
 
 
 

するよう見直しを行うため、「行動規範」
の浸透による統制環境の確保、コンプラ
イアンス・リスク管理委員会を中心とし
たリスクの評価と対応、個人情報の保護
等に係るリスクの対応方針の徹底、内部
監査室によるモニタリングの充実、全て
の職員についてそれぞれの職位・職務に
おけるコンプライアンスの一層の徹底を
図るための職員研修及び情報提供等の実
施、全職員を対象としたコンプライアン
ス認識度調査の実施、外部通報窓口の運
用を含む公益通報制度の適正な運用等の
取組を実施する。また、コンプライアンス
推進室を中心に機構内のリスク情報の共
有化を徹底し、迅速かつ的確に対応する
よう努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
12 人材の確保・育成 
 
 
 

機構が実施する業務に必要な職員の確
保及び専門性の向上を図り、業務をより
効率的かつ効果的に遂行するため、人材
確保・育成方針に基づく取組を検討・実施
する。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・業務をより効
率的かつ効果
的に遂行する
ために策定し
た人材確保・
育成方針に基
づく取組を検
討・実施した
か。 

 

実施し、行動規範の更なる浸透、コンプライアンスの更なる徹
底を図った。 

-各階層別研修において、コンプライアンス研修を実施するとと
もに、外部講師を活用することにより、研修内容を充実させ、
更なるコンプライアンス意識の浸透を図った。（職員研修 8 回
実施、732 人受講） 

- 全役職員を対象としたコンプライアンス認識度調査を実施し、
コンプライアンス意識の浸透状況や取組状況の検証を行った。 

- 公益通報制度及び通報相談窓口（ＪＥＥＤホットライン）につ
いて、引き続き、周知用ポスター等を活用して制度とその意義
を周知するとともに、外部通報窓口を設置している。 

・個人情報漏えい防止、情報セキュリティ対策及びハラスメント防
止について、「個人情報の漏えいリスクへの対応に係る基本方
針」、「ハラスメントリスクへの対応に係る基本方針」等に基づき、
リスク管理を徹底し、リスク管理委員会においてその推進状況の
点検を行った。 

 
○内部統制システムの整備 
・理事長の指示の下、コンプライアンスを中心とするリスク管理を
担当する総務部と、厳正な監査をする内部監査室による２元構造
体制の内部統制システムを整備している。 

・令和７年度は、機構本部及び施設（48か所）を対象として内部
監査を実施した。 

・内部監査の結果は直ちに理事長に報告し、理事長は必要な改善措
置を命じた。 

 
○内部統制に関する情報の公表 
・ホームページの内部統制に関する情報のページに、行動規範、コ
ンプライアンス推進規程、公益通報規程、リスク管理規程、反社
会的勢力への対応に関する規程、コンプライアンス基本方針、コ
ンプライアンス推進計画並びにコンプライアンス推進委員会及
びリスク管理委員会議事概要を掲載している。 
 

○各事業担当連絡会議の開催 
 理事長のリーダーシップの下、事業の統制と円滑な運営に資する
ため、担当役員及び監事同席のうえで、高齢事業、障害事業、職
業能力開発事業の連絡会議を毎月実施し、事業の進捗管理及び課
題把握を行い、改善方策等を指示した。 

 
12 人材の確保・育成 
 
 
 
〇令和５年４月１日付けで策定した人材確保・育成方針に基づき、
「人材の確保」、「人材の育成」、「働きやすい職場環境の整備等」
に関する各種取組の検討を行い、以下の取組を実施した。 
- 事務職及び障害者職業カウンセラー職において、従前の全国転
勤を行う全国型採用に加え、勤務地を特定のエリア（北海道、
東北、中国、四国又は九州エリア）に限定した地域限定型採用
を試行実施（再掲） 

- 障害者職業カウンセラー職における経験者採用を実施（再掲） 
- 事務職の応募資格において、従前の４年制大学卒業（見込）者
に加え、短期大学、専門学校及び高等専門学校の卒業（見込）
者を追加（再掲） 
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５ 職員の適正な労働条件
の確保 

 
職員の労働条件につい

ては、労働関係法令等の趣
旨に従い適正に確保する
よう、引き続き留意するこ
と。 

 
６ 既往の閣議決定等 
 

既往の閣議決定等をは
じめとする政府方針や厚
生労働省の方針に従い、着
実に業務を実施すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
13 職員の適正な労働条件
の確保 

 
職員の労働条件につい

ては、労働関係法令等の趣
旨に従い適正に確保する
よう、引き続き留意する。 

 
 
14 既往の閣議決定等 
 

既往の閣議決定等をは
じめとする政府方針や厚
生労働省の方針に従い、着
実に業務を実施する。 

 
 
 
 
第７ その他主務省令で定
める業務運営に関する事
項 

 
２ 施設・設備に関する計画 
 

障害者の就労に関する
様々な援助業務及び求職
者等への職業訓練の効果
的かつ効率的な遂行を図
るため、独立行政法人高
齢・障害・求職者雇用支援
機構インフラ長寿命化計
画（行動計画）等を踏まえ
つつ、施設の老朽化等を勘
案して、計画的な施設・設
備の整備、改修等を行う。 
なお、毎年度の予算にお

いても、建物の集約化等に
よるトータルコストの縮
減・予算の平準化等につい
て不断の取組を行う。 

 
（参考） 

施設・設

備の内容 

予算額

（百万

円） 
財源 

障害者職 3,771 施 設 

 
 
 
 
 
 
 
13 職員の適正な労働条件の確保 
 
 

職員の労働条件については、労働関係
法令等の趣旨に従い適正に確保するよ
う、引き続き留意する。 

 
 
 
14 既往の閣議決定等 
 

既往の閣議決定等をはじめとする政府
方針や厚生労働省の方針に従い、着実に
業務を実施する。 

 
 
 
 
 
第７ その他主務省令で定める業務運営に
関する事項 

 
 
２ 施設・設備に関する計画 
 

障害者の就労に関する様々な援助業務
及び求職者等への職業訓練の効果的かつ
効率的な遂行を図るため、独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構インフラ
長寿命化計画（行動計画）等を踏まえつ
つ、施設の老朽化等を勘案して、計画的な
施設・設備の整備、改修等を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（参考） 

施設・設

備の内容 

予算額

（百万

円） 
財源 

障害者職 1,263 施設整備費補助金 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・既往の閣議決
定等をはじめ
とする政府方
針や厚生労働
省の方針に従
い、着実に業
務を実施した
か。 

 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・施設の老朽化
等 を 勘 案 し
て、計画的な
整備や改修等
を行ったか。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 人材の確保・定着にあたり、異動に伴い長距離通勤を余儀なく
される職員の経済的負担を軽減するために令和７年度から通
勤手当の支給限度額を引き上げたほか、地域限定型採用を試行
実施する東北、中国、四国エリアにおいて現職職員を対象に全
国型から地域限定型への転換制度を令和８年４月から試行的
に導入するための取組を実施 

 
13 職員の適正な労働条件の確保への取組の実施 
 
 
○職員の労働条件については、労働関係法令等の趣旨に従い適正に
確保するよう、引き続き留意した。 

 
 
 
 
14 既往の閣議決定等に示された政府方針に基づく取組の実施 
〇「独立行政法人の業務及び組織の全般にわたる検討の結果並びに
講ずる措置の内容について」（令和４年８月 26日厚生労働省発総
0826第１号）等に基づき作成した中期計画・年度計画に従い着実
に業務を実施した。 

 
 
 
 
 
第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 
 
 
 
２ 施設・設備に関する計画  
 
・以下について、計画的な修繕等を行った。 
ⅰ障害者職業総合センター大規模改修工事（宿泊棟等）等 
ⅱ長崎職業能力開発促進センター教室棟建替その他工事等 
ⅲ石川職業能力開発短期大学校震災復旧その他工事（第１期）等 
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業センタ
ー 

整備費

補助金 

職業能力
開発促進
センター 

19,901 

職業能力
開発大学
校等 

2,083 

（注）上記の計画について
は、業務実施状況、予見
しがたい事情等を勘案
し、施設・設備の整備、
改修等を追加又は予定
額を変更することがあ
り得る。 

 
３ 積立金の処分に関する
事項 

 
宿舎等勘定の第４期中

期目標期間繰越積立金は、
宿舎等業務に充てること
とする。 

業センタ
ー 

職業能力
開発促進
センター 

5,867 

職業能力
開発大学
校等 

1,815 

（注１）上記の計画については、業務実施状
況、予見しがたい事情等を勘案し、施
設・設備の整備、改修等を追加又は予定
額を変更することがあり得る。 

（注２）上記予算額については、前年度予算
繰越分を含む。 

 
 
３ 積立金の処分に関する事項 
 
 

宿舎等勘定の第４期中期目標期間繰越
積立金は、宿舎等業務に充てることとす
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・宿舎等勘定の
前中期目標期
間繰越積立金
は、宿舎等業
務 に 充 て た
か。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 積立金の処分に関する事項 
 
 
・宿舎等勘定において、当期純利益が生じたため、第４期中期目標
期間から繰り越した積立金（前中期目標期間繰越積立金）は取り
崩していない。 

 
 
 
＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・シナジーの一層の発揮に向けた各業務の担当部署や施設間の連携
の取組を強化するため、引き続き職員間及び施設間の連携の取組
を共有するとともに、こうしたシナジーを「当たり前」にしてい
くため、各業務の担当部署間で協力し、共有された連携の取組を
業務に組み込むなどの平準化に努めた。 

・情報提供・広報について更なる業務間の連携を推進していくため、
高年齢者雇用・障害者雇用・職業能力開発支援の三分野の業務を
紹介するリーフレットを全都道府県支部で作成し、支部単位での
一体的な広報活動を実施した。 

・内部統制の更なる充実・強化を図るため、次の取組を実施した。 
- 「コンプライアンスの推進に関する規程」に基づき、コンプラ
イアンス推進計画を策定し、全職員に対し、行動規範の解説用資
料、コンプライアンスマニュアルを使用した研修等を実施すると
ともに、各階層別研修において、コンプライアンス研修を実施す
ることで「行動規範」の浸透による統制環境の確保 
- 各部・施設長に対してコンプライアンスの推進状況の点検を行
うとともに、全役職員に対してコンプライアンス認識度調査を実
施し、コンプライアンス推進委員会においてコンプライアンス意
識の浸透状況や取組状況の検証を実施 
- 個人情報漏えい防止、ハラスメント防止について、「個人情報の
漏えいリスクへの対応に係る基本方針」、「ハラスメントリスクへ
の対応に係る基本方針」等に基づき、リスク管理を徹底し、リス
ク管理委員会においてその推進状況の点検を行うことで、リスク
の評価と対応を実施 
- 内部監査について、機構本部及び施設（48か所）を対象として
監査を実施し、適正な業務遂行に資するため、監査結果を直ちに
理事長に報告し、理事長による必要な改善措置の命令 

・「人材確保・育成方針」に基づき、試行的実施している地域限定型
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採用において対象地域区分の追加を行うとともに、人材の確保及
び定着のため、全国型である職員が地域限定型へ転換できる制度
を試行的導入する新たな取組を行った。これらの結果を検証し、
引き続き取組の検討を行うこととしている。（再掲） 

 
 

 

４．その他参考情報 

なし。 

 

 

 

 

 


